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平成３０年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究」 

（１８０９０２－０１） 

総括研究報告書 

 

過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究 
 

研究代表者 高橋正也 独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 

産業疫学研究グループ・部長 

 

【研究要旨】我が国における過労死等防止に資するため、１）過労死等事案の解析、２）

疫学研究（職域コホート研究、現場介入研究）、３）実験研究（循環器負担のメカニズム

解明、過労死関連指標と体力との関係の解明）を第 1期（平成 27～29年度）に引き続き、

第 2期（平成 30～32 年度）の研究として開始し、それぞれ以下の結果を得た。 

＜過労死事案研究＞ 

①平成 22～28年度の 7年間の脳・心臓疾患及び精神障害の業務上事案についてのデータ

ベースを構築し、性・年齢、疾患名、業種、健康管理状況等及び出来事別の推移について

まとめた。重点業種の解析から、②建設業については、長時間労働、労働災害、発注者や

元請け側からの無理な業務依頼、対人関係の問題に対する対策の強化が必要と考えられ

る。また、現場監督、技術者等や技能労働者等、管理職、事務・営業職等の職種によって

異なる業務による過重労働の負荷が生じており、建設業内でも職種別に考慮した対策が

重要である。③また、建設業の精神事案の分析から、建設工事の個々の過程を見直して労

働時間の過剰な延長を避けるとともに、建設安全の確保が本業種で働く労働者の精神障

害を予防するのに有効と考えられた。④メディアについては、長時間労働対策とともに、

若年労働者の過重労働や対人関係に関する問題、発注者側からの無理な業務依頼に着目

した過重労働を未然に防止するための取組が重要であると考えられる。⑤運輸業・郵便業

の平成 27～28 年度と平成 22～26 年度の脳・心臓疾患事案を比較し、50 人以上の事業場

への保健指導、健康状態がハイリスクであるドライバーの健康管理、早朝勤務日数の削減

と荷扱い時の対策が重要と指摘された。⑥自営業者、役員等の過労死等の防止のために、

サプライチェーンにおける包括的安全衛生管理、産業保健サービス提供機関等による多

層支援、経営支援と人員不足対策、教育・研修機会の提供等の重要性が示された。法学的・

社会学的視点からの解析では、⑦事案の定量的検討から発症時年代別、業種別、職種別で

特に検討すべきカテゴリが示され、定性的検討から過労死等防止対策の方向性が示され

た。⑧また、調査復命書等の記述内容の試行的な質的分析から、被災者の業務負荷や職場

の状況については、分析事案の中でいくつかの共通性が見出された。 

＜疫学研究、現場調査＞ 

⑨勤務状況とその後の健康との前向き関連を調べる職域コホート研究を開始し、長期的

研究体制を整え、第三次産業一社の勤怠データ、健診データ、ストレスチェックデータ、

質問紙データに基づいて横断的な分析を行ったところ、評価指標によって労働時間の影

響の現れ方は変わることが判明した。⑩地場及び長距離トラックドライバーを対象とし

た現場調査から、地場運行では拘束時間は短いものの、勤務間インターバルが短く、出庫

時刻が早く、勤務日と休日の平均睡眠時間がそれぞれ 7 時間未満であり、このような労

働条件下での短時間睡眠が疲労、眠気を増大させることが示され、また、高血圧者では短

時間睡眠に対する脆弱性があることが考えられた。⑪交代勤務看護師を対象とした調査

では、勤務シフトごとに睡眠取得の状況が大きく異なること、睡眠時間と精神的健康度の

間に負の相関関係がうかがわれたことが示された。 
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＜実験研究＞ 

⑫長時間労働と循環器負担に注目した実験からは、長時間労働は心血管系の負担を増

大し、特に安静時血圧が高めの群の負担が大きいこと、作業中の長めの休憩（50分以上）

は過剰な血行動態反応を抑制する効果が認められ、やむを得ず長時間労働をしなければ

ならない場合は、複数の長めの休憩を確保することが望ましいこと、長時間労働時の心血

管系反応には個人差が存在することが示唆された。⑬心肺持久力（CRF）に関する研究で

は、労働者の CRF を簡便かつ安全に評価する検査手法として HRmix を開発した。 

 

 

研究分担者： 

梅崎重夫（労働安全衛生総合研究所・総括

領域長） 

吉川 徹（同研究所・過労死等防止調査研

究センター・センター長代理） 

佐々木毅（同センター・上席研究員） 

久保智英（同センター・上席研究員） 

井澤修平（同センター・上席研究員） 

劉 欣欣（同センター・主任研究員） 

松尾知明（同センター・主任研究員） 

池田大樹（同センター・研究員） 

蘇 リナ（同センター・研究員） 

松元 俊（同センター・研究員） 

菅知絵美（同センター・研究員） 
池添弘邦（独立行政法人労働政策研究・研

修機構・主任研究員） 

高見具広（同機構・研究員） 

藤本隆史（同機構・アシスタントフェロ

ー） 

酒井一博（大原記念労働科学研究所・所長） 

佐々木司（同研究所・上席主任研究員） 

深澤健二（株式会社アドバンテッジリス

クマネジメント・メディカルアドバイザ

ー） 

内田 元（ニッセイ情報テクノロジー株

式会社ヘルスケアソリューション事業

部・チーフマネージャー） 

 

Ａ．研究目的 
業務による過重な負荷による脳・心臓疾

患や強い心理的負荷による精神障害・自殺

（以下、「過労死等」という。）の防止は、

我が国における労働者が安全で健康に、生

産的で豊かな労働生活を確保するための最

優先課題の一つである。平成 26 年には過

労死等防止対策推進法が成立し、内外で防

止対策の取り組みが進められている。しか

しながら、業務における過重な負荷による

脳・心臓疾患は減少しておらず、業務にお

ける強い心理的負荷による精神障害は増加

の一途である。 

過労死等防止調査研究センターでは、平

成 27年度から 29年度に「過労死等の実態

解明と防止対策に関する総合的な労働安全

衛生研究（第 1期）」を実施し、１）過労

死等労災事案の解析、２）疫学研究（職域

コホート研究、現場介入研究）、３）実験

研究（長時間作業と心血管系負担、心肺体

力測定法の開発）を実施した。過労死等の

労災認定事案の分析では、業種、性別、年

齢などによる違いを明らかにし、脳・心臓

疾患と精神障害それぞれについて労働時間

を含む関連要因を解析した（Yamauchi et 

al. Ind Health 2017; Yamauchi et al. J 

Occup Environ Med 2018, Takahashi M 

2019）。また運輸業・郵便業、医療・福祉

業、教育・学習支援業など過労死等の多発

している重点 5業種を選定し、業種ごとの

特徴を提示した。勤務状況とその後の健康

との前向き関連を調べる職域コホート調査

は開始したところであり、参加事業場の拡

大、追跡調査と解析が待たれている。過重

労働の予防策を探る現場介入調査は小規模

事業場で行えたものの、病院看護師とトラ

ック運転手はこれからである。実験研究で

は、模擬長時間労働の実験を通じて労働時

間の経過に伴う心血管系の負担増が確認さ

れ（劉ら. 労働安全衛生研究 2018; Liu 

et al. 2018）、高血圧を有している者では

その傾向がより強くなることが判明した

（Ikeda et al. 2018）。こうした負担をど

のように緩和するか、また睡眠状況はどの

ように影響するかという研究的疑問に答え

ていかなければならない。また、労働時間

等のばく露とともに、労働者の体力も評価

する必要があるため、心肺持久力を簡便か
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つ安全に評価するための方法の開発に着手

した（松尾ら. 産業衛生学雑誌 2017; So 

et al. J Phys Fit Sports Med 2018）。こ

れらの手法の洗練化とともに、労働者の健

康指標との関連の解明が残されている。 

そこで、本研究では第 1期の研究に引き

続き、過労死等労災認定事案の解析、疫学

研究（職域コホート研究、現場介入研

究）、実験研究（心血管系負担と心肺体力

指標）を実施し、最終年度（平成 32年

度）には「過労死等防止チェックリスト」

を考案し、過重労働に伴う心身の健康障害

防止のための効果的な対策について提案す

る。 

具体的には、過労死等労災認定事案の解

析では、平成 27 年 4月以降の脳・心臓疾

患と精神障害の事案を収集しデータベース

を更新して、経年変化等を検証する。加え

て、労働時間以外の各種要因を精査し、そ

れぞれ管理策を提案する。第 1期の研究で

解析した重点 5業種（医療・福祉業など）

に加え、メディア及び建設業を追加解析

し、業種ごとの対策案を検討する。生活習

慣病を抱える労働者や高齢労働者、過労死

等が発生する背景等に注目し、過労死等の

リスク要因を検証する。労働時間制度や勤

務形態などを労働法学・社会学的側面から

分析する。また運輸業・郵便業は脳・心臓

疾患の過労死等が全体の三分の一を占めて

いることから、運行パターン分析による過

重労働要因等、運輸業・郵便業に特化した

解析を行う。平成 30 年度は、新たに 7年

間の過労死等データベースを構築し経年変

化等の分析、重点業種として新たにメディ

ア、建設業の分析、運輸業・郵便業におけ

る 7年間のデータを利用した業務上外の分

析、自営業者や法人の役員等を含む特別加

入者の分析、労働時間制度や勤務形態など

を労働法学・社会学的側面からの解析を行

った。 

疫学研究の職域コホート研究では、平成

29年度に実施した第三次産業の事業場の

初回調査データを詳細に分析しながら、平

成 30年度からは製造系、食品系、情報通

信系、建設系など参加事業場を拡大する。

現場介入研究では、病院看護師とトラック

運転手について睡眠のとり方に着目した疲

労回復策の有効性を明らかにするための介

入研究を関係団体と協議しながら計画し実

施する。また製造系事業場でも過重労働予

防策を明らかにする介入研究を実施する。 

実験研究では、第 1期の研究から長時間

労働に伴って心血管系に対する負担の増

大、一定時間の休憩による緩和が示された

ことを受けて、長めの休憩をどのようなタ

イミングで配置すれば効果的かを明らかに

する。また長時間労働が短時間睡眠と組み

合わさることで心身への負担は増大すると

いう仮説を検証するために、前夜の通常睡

眠と短時間睡眠との間で、翌日の模擬長時

間労働中の作業効率や疲労、抑うつなどを

比較する。いずれも平成 30年度は研究計

画の立案、研究倫理審査、予備実験等を行

い、以降の年度で本実験を実施する。心肺

体力測定法の職場応用に向けて、第 1期か

ら開発に着手した心肺体力測定法を平成

30年度ではブラッシュアップする。同年

度及び以降の年度では、開発した指標と健

康診断結果等との関連を検討し、労働現場

で導入可能な客観的な体力評価手法を確立

する。 

 
Ｂ．研究方法 
１ 過労死等事案解析 
平成 27年 4月以降の脳・心臓疾患と精神

障害の労災事案を集め、データベースを更

新して経年変化を検証するとともに、平成

30年度は次の課題に取り組む（主担当：吉

川、佐々木、菅、梅崎、高橋、池添、高見、

藤本）。 

 

図表１ 事案解析内容（平成 30 年

度）* 
区

分 

番

号 

解析テーマ 

（主担当した分担研究者） 

経

年 

1 7 年間の過労死等データベース

を開発し、経年変化の解析（佐々

木） 

重

点 

2 建設業の特徴（菅） 

3 建設業の精神障害の詳細（高橋） 

4 メディアの特徴（菅） 

特

別 

5 運輸業・郵便業の過労死等の予

測及び防止（酒井） 

6 自営業者と法人役員等（吉川） 

社

会 

7 業務上認定事案の研究（池添） 

8 記述内容の研究（高見） 
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*区分の略称は、経年：平成 22 年 4 月から

平成 29年 3月までの 7年間のデータベース

構築と経年変化、重点：過労死等が多発して

いる重点業種、特別：特に注目して平成 30

年度に解析を行った項目、社会：労働法学・

社会学的側面からの分析項目 

 
(1) 脳・心臓疾患及び精神障害の労災認

定事案の解析－7 年間（平成 22～
28 年度）の経年変化－（佐々木） 

７年間の過労死等データベース構築は、

（1）厚生労働省が「過労死等の労災補償状

況」で公表しているデータ及び調査復命書

等の提供を受け、データ整理・電子化・入力

により平成 27～28年度データベース（脳・

心臓疾患 511 件、精神障害 970件）を作成、

（2）平成 22年 1月～同 27 年 3月の調査復

命書等を全国の労働局及び労働基準監督署

から収集して作成したデータベース（脳・心

臓疾患 1,564 件、精神障害 2,000 件）と厚

生労働省が「過労死等の労災補償状況」で公

表している平成 22～26 年度のデータを突

合し、平成 22～26 年度データベース（脳・

心臓疾患 1,516 件、精神障害 2,041 件）を

作成、（3）上記(1)と(2)を結合した。平成 22

～28 年度データベースは脳・心臓疾患

2,027件、精神障害 3,011 件となった。 

 

(2) 建設業における労災認定事案の特徴

に関する研究（菅、梅崎） 
本研究では、建設業における過労死等の

労災認定事案の特徴を明らかにするために、

平成 22 年 1 月から平成 27 年 3 月の建設業

の脳・心臓疾患事案 162 件、精神障害事案

149件を分析対象とし、実態と背景要因及び

防止対策を検討した。なお、建設業の職種が

多種多様のため、１）現場監督、技術者等：

主に現場を直接指揮監督する管理・監督者

と主任技術者、管理技術者、設計者等の技術

者、２）技能労働者等：大工、とび工、土工、

塗装工、配管工等の現場作業者、３）管理職、

事務・営業職等：管理職及び総務・事務、営

業等に従事する労働者の 3 種類に分類し、

分析した。 

 

(3) 建設業における精神障害の労災認定

事案の詳細分析に関する研究（高

橋） 
本研究では、建設業における精神障害の

労災認定事案の特徴をより詳細に明らかに

するために、平成 22 年 1 月から平成 27 年

3 月の間に業務上認定された精神障害事案

合計 149件（男性 138人、女性 11人）の調

査復命書を分析した。特に、被災労働者の職

種を、①管理職、事務・営業職等（以下、管

理職等：28人）、②現場監督、技術者（以下、

現場監督等：59人）、③技能労働者等：62人

に分類して解析した。該当事案の調査復命

書に基づいて、業務による出来事をのべ 27

に分類し同定した。全例、生存例、自殺例ご

とに職種と業務による出来事との関連を調

べた。長時間労働の役割を探るために、各出

来事のうち、長時間労働、極度の長時間労

働、2週間以上の連続勤務のいずれかを伴う

割合を算出し、仕事内容・量の大きな変化、

重大な仕事上のミス、顧客・取引先からのク

レームについて、具体的な内容を職種ごと

に取り上げ特徴を抽出した。労災事故の被

害についても具体的な内容を取り上げ、災

害要因を検討した。 

 

(4) メディアにおける労災認定事案の特

徴に関する研究（菅、梅崎） 
本研究では、メディア産業における過労

死等の労災認定事案の特徴を明らかにする

ために、平成 22 年 1 月から平成 27 年 3 月

の労災認定事案のうちメディアに属する職

種であるプロデューサー、ディレクター、ア

ナウンサー、記者、メディア制作、メディア

編集、デザイナー、営業、事務職、管理職な

どを抽出し、平成 22 年 1 月から平成 27 年

3 月の脳・心臓疾患による労災認定事案 22

件及び精神障害による労災認定事案 30 件、

合計 52件を分析対象とし、実態と背景要因

及び防止対策を検討した。 

 
(5) 運輸業・郵便業における過労死

（脳・心臓疾患）の予測及び防止を

目的とした資料解析に関する研究

（酒井） 
本研究では、運輸業・郵便業における過労

死の予測及び防止という目的を達成するた

めに、平成 27 年度～平成 28 年度の脳・心

臓疾患による認定事案の調査復命書から、

運輸業・郵便業の全 193 件を抽出し、平成
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22年～26年度の認定事案（465件）の結果

と比較した。また最も件数が多いトラック

ドライバーについては、血縁のある発症者

家族の既往歴、発症前おおむね 6か月の脳・

心臓疾患の発症に関わる時間外労働以外の

要因、7時前の早朝勤務、喫煙習慣・喫煙本

数、飲酒習慣・飲酒量、発症状況、既往歴×

健診の有無×死亡・生存、脳・心臓疾患発症

時の状況、脳・心臓疾患に関わる時間外労働

時間以外の要因（不規則性、長い拘束時間、

多い出張、夜勤・交代勤務、温熱曝露、騒音

曝露、時差、緊張の有無）の発症前 6 か月

間の特徴に加えて、早朝勤務を新たに定義

し直して解析した。 

 

(6) 労災保険特別加入者における労災認

定事案の特徴に関する研究（吉川） 
本研究では、自営業者や法人の役員等の

含まれる労災保険の特別加入者の過労死等

の実態を明らかにするために、平成 22（2010）

年 4月～平成 29（2017）年 3月の 7年間に

おける労災認定事案の中から特別加入者 84

件を抽出し、記述統計を中心とした分析を

行い、特徴的な事例を典型例として整理し

た。性別、発症時年齢、生死、疾患名、業種・

職種、特別加入者の加入種類別分析、特別加

入者（就業者）100 万人当たりの発生件数、

事業場規模（労働者数）、地域、出退勤の管

理状況、就業規則の有無、賃金規程、健康診

断の有無、面接指導、既往歴、時間外労働時

間数や負荷要因、労災認定の事由や過重労

働に至った背景等を分析した。これらの特

別加入者の過労死等の実態から、自営業者、

会社役員等の過労死等防止策について検討

した。 

 

(7) 脳・心臓疾患及び精神障害に係る労

災認定事案の研究（池添） 
① 分析対象 
過労死等防止調査研究センターが保有す

る、平成 22 年 1 月から平成 27 年 3 月の間

に既決された脳心・精神の業務上認定事案

（脳心：1,564件、精神：1,369件の、計 2,933

件）及びそれら個別事案の情報を用いて分

析する。なお、精神事案は、平成 23 年 12月

に策定された「心理的負荷による精神障害

の認定基準」に基づいて業務上と認定され

た事案を分析対象とした。 

② 分析方法 

上記業務上認定事案について、性別、業種

別、職種別、発症時年代別、発症前 6 か月

の時間外労働時間数別（脳心事案。精神事案

についてはこの変数がデータベース上にな

いため、代わりに、「1か月以内に 80時間以

上の時間外労働を行った」の変数を用いた。）

により、全体の傾向把握を行った。 

そのうえで、発症時年代、業種、職種を考

慮しつつ、特に発症前 6 か月間の時間外労

働時間数が当該期間にわたって比較的多い

事例であること、また、当該事案から被災労

働者が職場において置かれている職務上の

立場、あるいは仕事の状況が比較的明確な

事例を選択して個別事案の分析を行い、労

災事故が発生した要因を試行的に検討した。 

 
(8) 精神障害の労災認定事案における記

述内容の研究（高見） 
① 分析対象 
過労死等 DB（平成 22 年 1 月から平成 27

年 3 月）を用いて抽出された精神障害事案

の労災認定事案を対象とした。平成 30年度

は、そのうち、被災者が死亡に至っていない

生存事案で、発病時年齢が 39歳以下の 428

事案（若年者事案、男性 272 件、女性 156

件）を対象とした。仕事の量や質、長時間労

働等が主要な負荷である過重労働事案を中

心に検討した。 

② 分析方法 
本研究では、調査復命書等の記述内容に

ついて質的分析を行った。同資料において

は、被災者本人の申立て・聴取等に基づく記

述のほか、勤務先の事業主、上司、同僚等の

申立て・聴取等に基づく記述、あるいは家族

（配偶者、親兄弟）や友人の聴取・申立て等

に基づく記述がある。本報告書では、上記の

検討対象に含まれる特徴的な事例について、

記述内容をもとに検討を行った。なお、分析

においては、テキスト分析に適したコンピ

ュータソフトウェア（MAXQDA）を適宜活用し、

記述のまとまりを単位とした探索的なコー

ド付けを行うなどにより、事例の特徴を描

く方法をとった。 

 

 

２ 疫学研究 
(1) 労働安全衛生総合研究所
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（JNIOSH）コホート研究 
① 調査方法 
本研究の調査は、協力企業がその従業員

に対し行っている Web 上でのストレスチェ

ック調査に、調査項目を付加する形で行わ

れた。協力企業からはストレスチェックデ

ータに加え、勤怠データや健診データが共

同研究機関である株式会社アドバンテッジ

リスクマネジメントを通じて提供された。 

第三次産業の 1 企業（以下「A 社」とい

う。）従業員のうち、研究参加に同意した従

業員の 2016 年度の健康診断情報、2016 年

度と 2017年度の勤怠データ（1か月ごと 24

か月分）、2017 年 11月に実施したストレス

チェックデータ及び労働時間や睡眠に関す

る質問紙への回答を取得した。統計解析で

は、割合の比較にはカイ二乗検定を、労働時

間の群間比較には ANCOVA や Kruskal-

Wallis 検定を用いた。 

② 調査項目 
 以下に示す項目を調査項目とし、解析を

行った。 
＜調査項目＞ 
□健診データ（2016年度実施） 

・年齢、性別、身長、体重 

・既往歴、服薬状況 

・喫煙・飲酒状況 

・血圧・血液検査情報 

□勤怠データ（2016年度・2017年度の 1か月ご

との総労働時間） 

□ストレスチェック(2017年 11月実施分) 

 ・心理的ストレス反応 

 ・ワーク・エンゲイジメント等 

□労働時間・睡眠問診票（2017年 11月実施） 

・雇用形態・職種・勤務形態 

・労働時間に関する項目（最近か月の 1 週間当

たりの労働時間等） 

・睡眠に関する項目（最近 1 か月の睡眠時間・

起床時の疲労感の頻度・仕事中の強い眠気の頻

度等） 

 

 
図表２－１ コホート研究における個

人情報取得 
 

(2) 介入研究（運輸業、保健・医療業） 
① トラックドライバーの過重労働対

策としての健康管理と運行管理に

関する研究（松元） 
調査対象者は、主に 2 泊 3 日以上の運行

に従事する長距離ドライバー28 人（宮城、

福井、鹿児島）、日帰りの地場ドライバー12

人（東京、大阪、宮城）であった。調査項目

は、調査実施前に行う項目（Ａ）、基本項目

（Ｂ）、生理指標項目（Ｃ）、の３つの調査項

目を設定した（図表２－２）。 
 
図表２－２ 調査項目 
（Ａ）調査実施前の調査項目（事前調査票） 

①参加者のプロフィール（年齢、健康状態

等） 

②ピッツバーグ睡眠質問票 

③サイコロジカルディタッチメント  

④疲労回復欲求度 

（Ｂ）基本の調査項目（疲労アプリ） 

労働安全衛生総合研究所が開発したタブ

レット端末で作動する疲労アプリを用い

て、①自覚症しらべ、②反応時間検査

（Psychomotor Vigilance Task；PVT）を

測定した。 

（Ｃ）生理指標項目 

①腕時計タイプの睡眠計（活動量計） 

②血圧 

③炎症マーカー 

調査手続きは、全日本トラック協会を通

じて、地場又は長距離の運行を行っている

事業場及び 40 歳以上の男性ドライバーに

協力を依頼した。調査は 2017 年 11 月から

12月末に行った。 

② 交代勤務看護師における睡眠マネ

ジメントの予備的検討（久保） 

調査参加者は、事前調査に回答したもの

は 911 人で、1 か月後の本調査に回答した

141人のうち、解析の対象となったのはデー

タの不備の無い 137 人で、その内訳は常日

勤が 3 人、2 交代（12 時間夜勤）が 78 人、

2交代（16時間夜勤）が 17人、3交代（8時

間夜勤）・正循環が 21人、3交代（8時間夜

勤）・逆循環が 5人、3交代（10時間夜勤）・

正循環が 3 人、夜勤専従が 3 人であった。

調査項目は調査実施前に、参加者の属性や

勤務シフト、勤務・睡眠記録、本調査では、

過去１か月間の予定として組まれたシフト

表の勤務時間、過去１か月間で実際に働い
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た勤務時間、過去１か月間で実際に睡眠を

とった時間、疲労感等のアンケート調査を

行った。 

 

３ 実験研究 
(1) 長時間労働と循環器負担のメカニズ

ム解明（劉） 
脳・心臓疾患が原因の過労死が多発する

40～60 代の男性を主な研究対象とした。実

験参加者は心臓病、糖尿病、喘息、脳卒中、

慢性腎臓病、腰痛、睡眠障害及び精神障害の

既往歴がないこと、正常な視力（矯正を含

む）を有することを参加条件とした。参加者

全員に対して事前面接を行い、安静時血圧

や健康状態などを確認し、参加条件を満た

した者のみ本実験に参加させた。本実験日

は、8:30から 22：00の間（複数の休憩を含

む）、参加者は座位姿勢で複数の簡単な VDT

作業を行い、生理反応及び主観的疲労度な

どを定期的に測定した。休憩は、昼に 60分

及び夕方に 50～60分の長めの休憩、さらに

1 時間ごとに 10～15 分の小休止を設けた。

本実験は 2 つに分けて実施し、実験１は第

1 期と同じ方法を用いて、60～64 歳の被験

者を追加し、引き続き加齢の影響を検討し

た。また、夕方の長めの休憩の配置タイミン

グについても検討した。実験 2 は長時間労

働が短時間睡眠と組み合わさることによる

心身への負担を明らかした。本実験前夜の

睡眠が 5 時間条件（短時間睡眠条件）と 7

時間条件（コントロール条件）を設け、模擬

長時間労働中の血行動態反応、作業効率や

疲労、抑うつなどを比較した。 

 

(2) 労働者の体力を簡便に測定するため

の指標開発（松尾） 
① 第 1 期で得た全データの詳細な解

析（HRmix_ver.1 の開発） 
第 1期では 30～60歳の労働者男女 122人

を対象に、WLAQ調査、JNIOSH ステップテス

ト、ウェアラブル機器測定等の被験者実験

を行い、データを収集した。第 2 期の初年

度である平成 30 年度は、まず、それらのデ

ータを詳細に分析する作業を行った。具体

的には、各測定・調査ツールから得られるデ

ータから多数のパラメータを作成し、それ

らと VO2maxとの関連の程度を検討した。続

いて、VO2maxと関連の強いパラメータを複

数選定し、VO2max推定に効果的な因子の組

み合わせを探索した（HRmix_ver.1 開発作

業）。 

② HRmix_ver.1を改良するための被

験者実験（データ収集） 

第 1 期の実験を通じて、HRmix 開発の課

題として、男女差を検討する必要があるこ

と、日常の心拍データの取得方法（ウェアラ

ブル機器の選択等）を改良する必要がある

ことなどが挙げられていた。それらを検討

するため、第 1 期と同様の被験者実験を平

成 30年度に行った。 

対象者は研究所の実験室に来室し、身体

計測、JNIOSHステップテスト、トレッドミ

ルを用いた VO2max測定、質問紙調査（WLAQ

等）を行い、測定日の翌日より約 1週間、2

種類のウェアラブル機器（活動量計と心拍

センサー）を同時に装着した。 

③ HRmix_ver.1を用いた横断研究に

向けたデータ収集 

第 2 期では被験者実験だけでなく、

HRmix_ver.1 を用いた横断研究にも取り組

むこととしており、今年度よりデータ収集

を開始した。データ収集のための測定と調

査は、研究所実験室若しくは協力企業の会

議室で行った。測定・調査項目は、身体計測、

JNIOSH ステップテスト、質問紙調査（WLAQ

等）、1年以内の健診データ（BMI、腹囲、血

圧、血糖、HbA1c、HDLコレステロール、中

性脂肪等）である。また、上述の被験者実験

と同様に、対象者は測定日の翌日より約 1

週間、2種類のウェアラブル機器（活動量計

と心拍センサー）を同時に装着した。 

 

Ｃ．研究結果 
１ 過労死等事案解析 

(1) 脳・心臓疾患及び精神障害の労災認

定事案の解析－7 年間（平成 22～
28 年度）の経年変化－（佐々木） 

脳・心臓疾患事案については、男性が 95%

超、発症時年齢は 40歳以上が 8割超、脳血

管疾患が約 6 割で心臓疾患が約 4 割、最も

多い疾患は脳内出血で約 3 割だったが年度

による顕著な差は見られなかった一方、被

災者の事業場が就業規則及び賃金規程を有

する割合、健康診断及び面接指導の実施率

は近年増加傾向であった。精神障害事案に

ついては、男性が 7 割弱、発症時年齢は男
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女とも 30～39歳で最多、自殺事案では 95%

超が男性、最も多い疾患はうつ病エピソー

ドで 4 割超だったが年度による顕著な差異

は見られなかった一方、出来事の「仕事内

容・仕事量の（大きな）変化を生じさせる出

来事」や「2週間以上にわたる連続勤務」「（ひ

どい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行」などが

近年増加傾向であった。 

 

(2) 建設業における労災認定事案の特徴

に関する研究（菅、梅崎） 
脳・心臓疾患の事案の全てが男性の事案

であった。建設業全体の発症時平均年齢と

死亡時平均年齢は両者とも全業種と大差は

見られなかった。しかし、職種別に見ると、

全業種と比べ発症時平均年齢は技能労働者

等では 60歳代の事案の割合が高く、死亡時

平均年齢は現場監督、技術者等では 20歳代、

技能労働者等では 60 歳代の事案の割合が

全業種より高かった。また、疾患別に見る

と、脳疾患と心臓疾患の割合は同程度であ

ったが、心臓疾患の割合は全業種よりも高

い数値であった。さらに、認定要因が最も多

かったのは長期間の過重業務であり、時間

外労働時間数は発症前 1 か月～4 か月に平

均 80時間を超えていた。負荷要因は労働時

間のほかに拘束時間の長い勤務と精神的緊

張を伴う業務が多く見られたが、技能労働

者等では作業環境による負荷が他の職種と

比べ多かった。 

精神疾患の事案については、男性の事案

が約 9 割を占めていた。建設業全体の発症

時平均年齢は全業種と比べ高く、特に 50歳

代の事案の割合が目立った。死亡時平均年

齢も全業種より高く、60歳代の事案の割合

が高かった。業務による心理的負荷を見る

と、長時間労働に関わる事案の割合が高く、

次いで事故や災害の体験、仕事の失敗や過

重な責任の順で認められた。職種別に見る

と、全業種と比べ現場監督、技術者等では仕

事の失敗や過重な責任が、技能労働者等は

事故や災害の体験が事案として多かった。

また、業務による心理的負荷から発症した

疾患を見ると、うつ病エピソードが最も多

く、次いで適応障害、心的外傷後ストレス障

害の順に続いた。特に、現場監督、技術者等

ではうつ病エピソード、技能労働者等では

心的外傷後ストレス障害の事案の割合が全

業種と比べ高かった。 

 

(3) 建設業における精神障害の労災認定

事案の詳細分析に関する研究（高

橋） 
男性は生存 54.4%、自殺死亡 34.9%（未遂

を含むと 36.2%）、自殺以外死亡 2.0%で、職

種ごとの自殺死亡割合は管理職等 42.9%、現

場監督等 50.8%であった。女性は全例が生存

であった（7.4%）。業務による出来事として、

長時間労働 28.9%、労災事故の被害 24.2%、

仕事内容・量の大きな変化 18.1%が上位 3位

を占めた。生存例における最多の出来事は

労災事故の被害 35.9%で、技能労働者等では

60.4%に及んだ。自殺例においては長時間労

働が最多で 51.9%に上り、どの職種も一貫し

て多かった。長時間労働や連続勤務を高率

に伴った出来事は、仕事内容・量の大きな変

化、重大な仕事上のミス、顧客・取引先から

のクレームであった。仕事内容・量の大きな

変化の内容を検証すると、管理職等では前

任者や上司の休職に伴う残務処理、前任者

からの引継不全、現場監督等では対応困難

な現場、新たな業務、未経験の業務、頻繁な

設計変更を経験していた。長時間労働や連

続勤務を高率に伴った仕事内容・量の大き

な変化、重大な仕事上のミス、顧客・取引先

からのクレームがあった事案はいずれも大

半が F32 (うつ病エピソード)と診断され、

自殺による死亡も多かった。精神障害認定

事案とよく関連した労災事故の被害の内容

を調べると、足場など高所からの墜落・転落

が最も多く、次いで重機、化学物質、過去の

労災などに伴うことが認められた。 

 

(4) メディアにおける労災認定事案の特

徴に関する研究（菅、梅崎） 
脳・心臓疾患の事案では、発症時平均年齢

と死亡時平均年齢がともに全業種よりも低

かった。発症時年齢は 30歳代の事案が目立

った。発症前 6 か月間の時間外労働時間数

の平均時間は、全業種と大差はなかった。た

だし、労働時間以外の要因は、不規則な勤

務、拘束時間の長い勤務、出張の多い業務が

多かった。また、本人の申告による出退勤の

管理が他業種と比較して多かった。 

精神障害の事案では、発症時平均年齢と

死亡時平均年齢は全業種よりも低く、自殺
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事案は全て 20歳代であった。特別な出来事

のうち極度の長時間労働と恒常的な長時間

労働の事案が多く、具体的出来事では長時

間労働に関する出来事が全業種よりも高い

割合であった。また、上司や同僚とのトラブ

ルの事案も多かった。 

脳・心臓疾患と精神障害の事案の両者に

おいて、他の業種よりも際立って若年齢層

で疾患を発症しており、死に至ることもあ

った。また、長時間労働による過重負荷や対

人関係の問題も浮かび上がった。 

 
(5) 運輸業・郵便業における過労死

（脳・心臓疾患）の予測及び防止を

目的とした資料解析に関する研究

（酒井） 
研究の結果、①安全管理者の選任が義務

づけられている 50 人以上の事業場への保

健指導の必要性、②50 歳代、雇用から 2年

未満、15年以上、脳・心臓疾患の家族既往

歴を有する者、喫煙、飲酒習慣のある者とい

った対象ドライバーを限定した健康管理・

指導の必要性、③長い拘束時間、不規則な勤

務、交代・深夜勤務に加えて早朝勤務、とり

わけ 4 時台始業、5 時台始業の早朝勤務日

数の削減、荷扱い時の対策の必要性が示唆

された。 

 

(6) 労災保険特別加入者における労災認

定事案の特徴に関する研究（吉川） 
特別加入事案の過労死等は、脳・心臓疾患

2,027件のうち 64件（3.2%）、精神障害 3,011

件のうち 20 件 (0.7%)で、事案総数の

1.7%(84/5,038)を占めた。特別加入種類別

では中小事業主等（第一種）51件(60.7%)、

一人親方等（第二種）27件（32.1％）、特定

作業従事者（第二種）6件（7.1%）であった。

特別加入者 100 万人当たりの発生率は労災

認定事案に比して高くなかった。事案の約 8

割は労働者が 9 人以下の小規模事業場で、

出退勤の管理がない、就業規則がない、健康

診断受診率が低い等の特徴があった。業種

は建設業が約半数で、卸売業・小売業、その

他のサービス業、宿泊・飲食サービス業、農

業・林業・漁業の順に多かった。 

自営業者、役員の過重労働の背景には、①

小売、宿泊・飲食店等や農業・漁業のように、

連日業務、顧客相手、繁忙期有、人手不足等

の業務特性により労働時間の裁量性が制限

される働き方と、②建設業に代表される個

人請負就労者としての一人親方、専門性を

活かした個人事業主や小企業の役員がサプ

ライチェーンに組み込まれ、雇用類似の働

き方によって労働時間の裁量性が制限され

過重労働となる働き方があった。 

 

(7) 脳・心臓疾患及び精神障害に係る労

災認定事案の研究（池添） 
業務上事案 2,933 件における、定量的観

察した結果では、性別、発症時年代別、業種

別、職種別等のクロス集計結果のそれぞれ

の定量的特徴が整理された。また、発症時年

代別・発症前時間外労働時間数、業種別・発

症前時間外労働時間数、職種別・発症前時間

外労働時間数、発症時年代別・業種別・職種

別・1か月 80時間以上の時間外労働の有無

から特徴を記述した。 

今年度の研究では、個別事案研究として

脳・心臓疾患事案の 10事例を社会学的視点

から検討した。事例の選択に当たっては、先

に述べた定量的観察の傾向を踏まえつつ、

特に時間外労働時間数の多い事例を中心に

選択した。その結果、検討に当たって整理し

た項目は、1) 属性・疾病、2) 仕事内容・

事実関係、3) 職場構造・職場での位置づけ、

4) 勤務形態（正規・非正規、労働時間制度）、

5) 労働時間管理の方法、6) 発症前 6か月

各月の時間外労働時間数、7) 協定時間と実

時間の状況、8) 過半数労組の有無、9) 既

往歴（健康診断結果）、であった。 

 

(8) 精神障害の労災認定事案における記

述内容の研究（高見） 
分析の結果、被災者の業務負荷や職場の

状況については、分析事案の中でいくつか

の共通性が見出された。そのひとつの形は、

過酷な労働環境と適応困難に焦点があるケ

ースである。勤続年数が短い初期キャリア

の事案が多く含まれ、仕事の忙しさや睡眠

不足等による体力的な問題、仕事のリズム

への適応の難しさが多く指摘される。こう

したケースでは、職場において、多忙な働き

方や被災者の業務負荷への問題意識が薄い

場合も見られる。次に、被災者が業務の責任

やノルマを強く意識していたことに負荷の

焦点がある事例もあるが、こうしたケース
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について、職場の上司・同僚の認識を見る

と、業務責任・達成義務の強さよりも、被災

者の性格特性（責任感が強い等）に起因する

部分が大きいとされる場合もある。さらに

は、勤め先である程度キャリアを重ねた事

例を中心に、被災者の精神障害発病を機に、

被災者が担っていた業務負担の重さ・困難

性について、職場でも問題だったとして再

認識されたケースが見られる。なお、精神障

害発病に関わる体調変化については、多く

の場合、不眠・睡眠不足をはじめ、頭痛、食

欲不振、集中力低下等として、被災者におい

ては医療機関の受診以前から異変が認識さ

れ、遅刻や欠勤等として行動面に現れてい

た場合もある。一方、職場の上司・同僚にお

いては、それが精神障害発病に関わる異変

として受け止められていなかったことも多

く、認識に相違がある。 

 

２ 疫学研究 
(1) 労働安全衛生総合研究所

（JNIOSH）コホート研究 
今年度は、研究参加に同意した A 社社員

6,806人の勤怠データ、健診データ、ストレ

スチェックデータ、労働時間や睡眠に関す

る質問紙への回答を取得することができた。

それらのデータを横断的に検討した結果、

労働時間が長いほど、健診数値（BMI、 血圧、

LDLコレステロール）や心理的ストレス反応、

起床時の疲労感、昼間の強い眠気などが悪

化する傾向にあることが示唆された。また、

勤怠データによる労働時間（企業が管理す

る数値）と質問紙調査による労働時間（労働

者個人の認識）の一致度を分析した結果、労

働時間が長くなるほど一致度は低くなり、

過少申告する傾向が見られた。 

 

(2) 介入研究（運輸業、保健・医療業）

（松元、久保） 
① トラックドライバーの過重労働対

策としての健康管理と運行管理に

関する研究（松元） 
調査協力が得られた地場 11 人と長距離

26人の測定結果より、地場運行では拘束時

間は短いものの、勤務間インターバルが短

く、出庫時刻が早く、勤務日と休日の平均睡

眠時間がそれぞれ 7 時間未満であり、この

ような労働条件下での短時間睡眠が疲労、

眠気を増大させることが示された。また、高

血圧者では短時間睡眠に対する脆弱性があ

ることが考えられた。 

 

② 交代勤務看護師における睡眠マネ

ジメントの予備的検討（久保） 

主な結果は、１）睡眠時間が短い勤務シフ

トは 3交代（8時間夜勤）・逆循環、夜勤専

従、2 交代（12 時間夜勤）であったこと、

２）精神的健康度が悪かったのは 3交代（10

時間夜勤）・正循環、3交代（8時間夜勤）・

逆循環であったこと、３）有意差は示されな

かったが、睡眠時間と精神的健康度に負の

相関関係がうかがわれたことの 3 点に要約

できる。しかし、本研究は統計的検定に耐え

得るだけの回答者数が集まらなかった勤務

シフトもあるので、今後、回答者数を増やし

て更なる調査を行うことが求められる。 

 
３ 実験研究 

(1) 長時間労働と循環器負担のメカニズ

ム解明（劉） 
① 第 1 期研究成果の公表 

今年度は、第 1 期の研究成果を国内外の学

術誌に複数の査読付き論文として公表した。

具体的に、国内誌（和文）1編、国際誌（英

文）2編が掲載された。主な研究成果は下記

の通りである。 

【主な成果】長時間労働時の血行動態反応

には個人差が存在する。 

【主な成果】長めの休憩（50分以上）には

過剰な血行動態反応を抑制する効果が認め

られ、やむを得ず長時間労働を行わなけれ

ばならない場合は、複数の長めの休憩の確

保が望ましいことが示された。 

【主な成果】長時間労働は心血管系の負担

を増大し、特に安静時血圧が高めの者の負

担が大きいことが示された。 

 

② 第 2 期研究の進捗状況 
今年度は、実験 1 と実験 2 は研究倫理審

査、実験準備を行った。また、実験 2では、

早押し課題(psychomotor vigilance task)

と反応・無反応課題(Go/NoGo task)を追加

した。早押し課題は、画面の中央にランダム

な間隔で出現する赤色のデジタルカウンタ

ーに対し、できるだけ早くエンターキーを

押す課題である。早押し課題は、睡眠短縮や
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断眠による客観的な眠気の変化に鋭敏であ

るため (Basner and Dinges, 2011)、睡眠

短縮を行う研究でよく用いられる課題であ

る。実験 2 では、客観的な眠気の変化も検

討するため本課題を実施することとした。

反応・無反応課題は、画面の中央に約 1 秒

間隔で表示されるアルファベット（A、B、C

など）に対し、できるだけ早くエンターキー

を押す課題であるが、「V」のアルファベット

が出た場合のみは反応してはいけない。反

応・無反応課題は、行動抑制機能を実験的に

検討するための課題である。実験 2 では、

長時間労働及び睡眠短縮により抑制機能が

変化するかを検討するために本課題を実施

することとした。今年度は、これらの課題を

新たに作成し、実験プロトコール精査のた

めの予備実験を行った。来年度は本実験を

行う予定である。 

 
(2) 労働者の体力を簡便に測定するため

の指標開発（松尾） 
① 第 1期で得た全データの詳細な解

析（HRmix_ver.1 の開発） 

 分析の結果、性別、年齢、体格（BMI）の

他に、WLAQから得られるデータを用いて作

成した 1 パラメータ、活動量計（ウェアラ

ブル機器）から得られるデータを用いて作

成した 1パラメータ、JNIOSH ステップテス

トから得られるデータを用いて作成した 1

パラメータを組み合わせて作成した

“HRmix_ver.1”を考案した。現在、実験内

容の詳細を記述した論文を研究誌に投稿中

である。専門家による学術的な審査を経て、

論文が受理された段階で、HRmix_ver.1の開

発完了とする予定である。 

② HRmix_ver.1を改良するための被

験者実験（データ収集） 

 今年度中に、30～60歳の労働者男女 80人

（男性 39 人、女性 41 人）のデータを取得

できる見込みである。データ分析（特にウェ

アラブル機器データの処理）に時間を要す

るため、今年度は被検者実験によるデータ

収集のみを行い、データ処理及び分析作業

は次年度以降に行う。 

③ HRmix_ver.1を用いた横断研究に

向けたデータ収集 

今年度中に、30～60 歳の労働者男女 146

人（男性 70 人、女性 76 人）のデータを取

得できる見込みである。HRmixによる CRF値

と健診データとの関係を横断的に検討する

ためには、多人数のデータが必要となる。第

2 期 3 年間で、計 1,000 人程のデータ収集

を目標にしている。 

横断研究を進めるに当たっては、参加者

をいかに募るかが重要課題となる。本研究

の進め方としては、被験者を個別に募るだ

けでなく、協力企業を募り、その従業員を対

象とした測定を行う方法が効率的である。

協力企業を募る場合は、企業及びその従業

員が本研究に参加する意義や利点を示す必

要がある。そこで、本研究では、横断研究に

参加した対象者が自身の体力や身体活動の

状況を客観的データとして把握でき、それ

を自身の健康増進に役立てられるよう、個

別分析結果（CRF評価、身体活動状況の評価）

を返却することとし、本年度はそのための

システム構築に取り組んだ。 

 
Ｄ．考察 

１ 過労死等事案解析 
(1) 脳・心臓疾患及び精神障害の労災認

定事案の解析－7年間（平成 22～28

年度）の経年変化－（佐々木） 
本研究では、平成 22～28年度の 7年間の

脳・心臓疾患及び精神障害の業務上事案に

ついて、その経年変化を検討した。性、年齢、

業種等は毎年度「過労死等の労災補償状況」

で公表されており必ずしも新規性のあるデ

ータとはいえないものの、7年間分を時系列

にまとめた点に価値があると考える。また、

脳・心臓疾患事案では規則・規程や健康管理

の状況、精神障害事案では出来事（業務によ

る心理的負荷）、同事案の ICD-10 に基づい

た被災時の疾患名については調査復命書か

らデータベース化しなければならずこれま

で詳細な発表はされていなかった。脳・心臓

疾患事案、精神障害事案、事案データベース

の課題について考察した。7年間のデータベ

ースの開発、及び 7 年間の経年変化の解析

から、今後の過労死等防止対策のさらなる

推進及び対策の評価を進めるうえで、継続

的かつ詳細な業務上事案のモニタリングは

重要である。 

 

(2) 建設業における労災認定事案の特徴
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に関する研究（菅、梅崎） 
本研究では、建設業における脳・心臓疾患

と精神障害による労災認定事案の実態と背

景要因及び防止対策を検討した。 
分析結果より、建設業では脳・心臓疾患と

精神障害の労災認定事案の両者で、長時間

労働、事故や災害の体験、発注者や元請け側

との関係性、対人関係の問題が主な負荷要

因として考えられる。建設業に従事する労

働者にとって、現在提案されている長時間

労働対策とともに、労働災害、発注者や元請

け側からの無理な業務依頼、対人関係への

配慮に対する対策強化が重要と考えられる。

また、現場監督、技術者等や管理職、事務・

営業職等の職種によって異なる業務による

過重労働の負荷が挙げられるため、建設業

内でも職種別に考慮した対策が必要である。 
  

(3) 建設業における精神障害の労災認定

事案の詳細分析に関する研究（高

橋） 
建設業における精神障害の労災認定事案

の詳細分析から、建設工事の個々の過程を

見直して労働時間の著しい延長を避けると

ともに、建設安全をそれぞれの現場で確実

に保証することが本業種で働く労働者の精

神障害を予防するのに有効と考えられた。 

 

(4) メディアにおける労災認定事案の特

徴に関する研究（菅、梅崎） 
本研究では、メディアにおける脳・心臓疾

患と精神障害による労災認定事案の実態と

背景要因及び防止対策を検討した。 

分析結果より、脳・心臓疾患と精神障害の

労災認定事案の両者で、現在提案されてい

る長時間労働対策以外にも、若年労働者の

過重労働や対人関係、発注者側からの無理

な業務依頼に対する対策が重要と考えられ

る。今後、予防策として、メディアについて

は、現在提案されている長時間労働対策と

ともに、若年労働者の過重労働や対人関係

に関する問題、発注者側からの無理な業務

依頼に着目した過重労働を未然に防止する

ための取組が重要であると考えられる。 

 
(5) 運輸業・郵便業における過労死

（脳・心臓疾患）の予測及び防止を

目的とした資料解析に関する研究

（酒井） 
研究の結果、①安全管理者の選任が義務

づけられている 50 人以上の事業場への保

健指導の必要性、②50歳代、雇用から 2年

未満、15年以上、脳・心臓疾患の家族既往

歴を有する者、喫煙、飲酒習慣のある者とい

った対象ドライバーを限定した健康管理・

指導の必要性、③長い拘束時間、不規則な勤

務、交代・深夜勤務に加えて早朝勤務、とり

わけ 4 時台始業、5 時台始業の早朝勤務日

数の削減、荷扱い時の対策の必要性が示唆

された。なお、トラックでは、発症月、発症

曜日、発症時刻と発症との関係を明らかに

すること、タクシー、バスへの対策提案が課

題として残ったが、今後データベースを充

実させることによってこれらは改善できる

ものと考えられる。 

 
(6) 労災保険特別加入者における労災認

定事案の特徴に関する研究（吉川） 
自営業者、役員等の過労死等の防止のた

めには、業種や事業場規模の特性に合わせ

た安全健康支援が必要であり、①サプライ

チェーンにおける包括的安全衛生管理の促

進、②行政、商工会議所や業種別の事業場組

合、地域保健サービス、産業保健サービス提

供機関等による多層支援、③事業場の経営

支援と人員不足対策、④健康増進と健康管

理や職業上の健康障害リスクへの対応を含

めた教育・研修機会の提供等を行う必要が

ある。自営業者、法人の役員等は労働基準法

の労働者には該当しないが、今後増加が見

込まれる雇用類似の働き方をしている就業

者の保護の視点から、過労死等防止の取組

が期待される。 

 

(7) 脳・心臓疾患及び精神障害に係る労

災認定事案の研究（池添） 
定量的検討からは、発症時年代別、業種

別、職種別で特に検討すべきカテゴリが示

された。今後の調査研究においては、それら

カテゴリについて傾注してより子細に調査

分析すべきことが示唆された。また、政策・

施策を検討するに際し、発症時年代別、業種

別、職種別の傾向に留意することが、効果的

な対策につながりうると考えられた。定性

的検討からは、①時間外労働（長時間労働）

の削減とともに、不規則な勤務形態の是正
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を企図した工夫を検討すること、②職場に

おける職位・職責に伴う過重労働を軽減す

る方策を検討すること、③労働者本人の性

格や気質を考慮した日常的な労務管理上の

工夫の検討を行うこと、④日々の勤務時間

管理の方法について、客観的な記録方法の

導入・利用を促進し、また、日々の労働時間

や休日労働など実態を反映しうる自己申告

制の在り方を検討すること、⑤36協定にお

ける協定時間と実労働時間との乖離を小さ

くする方策を検討するとともに、36協定の

実効性を高める工夫を検討することが示唆

された。 

 
(8) 精神障害の労災認定事案における記

述内容の研究（高見） 
精神障害の労災認定事案を対象とし、調

査復命書等の記述内容の質的分析を行った

結果、被災者の業務負荷や職場の状況につ

いては、分析事案の中でいくつかの共通性

が見出された。これらの共通性から、被災者

と周囲相互の認識を照らし合わせることで、

精神障害を生じさせうる業務負荷や職場の

状況を浮き彫りにすることができる。企業

の常識や業界の慣例にとらわれず、労働環

境の改善、職場風土の見直しが求められる。 

 

２ 疫学研究 
(1) 労働安全衛生総合研究所

（JNIOSH）コホート研究 
本研究では、A社 6,806人の勤怠データ、

健診データ、ストレスチェックデータ、質問

紙データから、主に労働時間に関わる分析

を試みた。その結果、労働時間が長いほど、

健診数値（BMI、血圧、LDLコレステロール）

や心理的ストレス反応、起床時の疲労感、昼

間の強い眠気などが悪化する傾向が示され

た。一方、ワーク・エンゲイジメントに関し

ては、労働時間 41-50 時間群を底値とした

U字型分布が示され、長時間労働がワーク・

エンゲイジメントを必ずしも低下させる要

因ではないことが示唆された。 

コホート研究における「労働時間」は労働者

自身の自己申告（質問紙による個人評価）で

評価される場合が多い。本研究では、労働時

間を質問紙だけでなく、企業が保有する労

務データからも評価し、両者の一致度を算

出した。その結果、労働者個人の主観的な労

働時間と企業が管理している労働時間の一

致度は必ずしも高くなく、特に労働時間が

長い場合に低くなる傾向、すなわち、自己申

告では労働時間が過少評価される傾向が認

められた。企業管理の労働時間が実態を完

全に反映するとは限らないため、この結果

の解釈には注意を要する。とは言え、労働時

間に関する疫学研究の大半は自己申告によ

る労働時間を用いている。その意味で、質問

紙データだけでなく企業管理データからも

労働時間を今回評価できた意義は高い。今

後、別な事業場の従業員を対象に検討を深

める。 

なお A 社については 2 回目の各種データ

が到着する予定である。 A社以外では、建

設業 2社、運輸業 1社、サービス業 1社（の

べ 20,000人規模）、1自治体（1,800人規模）

が参加し、サービス業 1 社を除いて、初回

調査が行われている。 

 

(2) 介入研究（運輸業、保健・医療業）

（松元、久保） 
① トラックドライバーの過重労働対

策としての健康管理と運行管理に

関する研究（松元） 

地場及び長距離トラックドライバーを対

象として約 2 週間の勤務ごとの睡眠と疲

労・血圧の変化を調べた。7時間以上の勤務

前睡眠の疲労回復効果、高血圧者における

睡眠確保の血圧値上昇抑制効果の 2 点につ

いて検討した。 

１）7時間以上の勤務前睡眠の疲労回復効果 

 長距離は勤務日の睡眠時間が 7 時間未満

と短くても出庫時の疲労と眠気は地場に比

べて抑えられている様子が見られた。これ

は、勤務日の睡眠時間が 7 時間未満でも出

庫時刻が遅く休日の睡眠時間が確保されて

いたためと考えられた。運行中の睡眠時間

は 4 時間程度と短かったことから帰庫時の

疲労と眠気が出庫時よりも上昇したものと

考えられたが、大きな変化は見られなかっ

た。それに対して、地場では勤務日の睡眠時

間が 7 時間未満では出庫時から帰庫時まで

の疲労と眠気は、7時間以上に比して高いま

ま推移した。地場では測定点間での疲労と

眠気の差がほとんど見られなかったことか

ら運行の負担よりも勤務前の睡眠の確保が

大きく影響することがうかがえた。 
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２）高血圧者における睡眠確保の血圧値上

昇抑制効果 

 勤務日の睡眠時間の影響は血圧値にも示

されており、高血圧の既往歴のある群では

睡眠時間が 7 時間未満で収縮期血圧と拡張

期血圧ともに出庫時から帰庫時まで高いま

ま推移した。高血圧の既往歴のない群では

睡眠時間により血圧値に差は見られなかっ

たが、収縮期血圧のみ睡眠時間が 7 時間以

上では 7 時間未満よりも出庫時から帰庫時

に向かい低下する様子が見られた。これら

の結果からは、高血圧者では短時間睡眠に

対する脆弱性があることが考えられた。 

地場運行の勤務前と休日、長距離運行の

休息時は短時間睡眠になりやすいことから、

トラックドライバーの疲労対策として運行

途中の休憩・休息の影響についてさらに検

討する必要がある。 

 

② 交代勤務看護師における睡眠マネ

ジメントの予備的検討（久保） 

本研究では交代勤務看護師の睡眠マネジ

メントを念頭に、代表的な勤務シフトで働

く看護師を対象に Web 調査を実施した。そ

の主な結果は、１）睡眠時間が短い勤務シフ

トは 3交代（8時間夜勤）・逆循環、夜勤専

従、2 交代（12 時間夜勤）であったこと、

２）精神的健康度が悪かったのは 3交代（10

時間夜勤）・正循環、3交代（8時間夜勤）・

逆循環であったこと、３）有意差は示されな

かったが、睡眠時間と精神的健康度に負の

相関関係がうかがわれたことの 3 点に要約

できる。 

本研究は統計的検定に耐え得るだけの回

答者数が集まらなかった勤務シフトもある

ので断定的なことには言及できないが、今

後の調査の計画に有用な情報が得られたと

考えられる。１つは、交代勤務という１つの

カテゴリーでも、その実態は勤務シフトに

よって大きく異なることがわかったことで

ある。とりわけ、睡眠時間の取得状況も、勤

務シフトによって大きく影響されていたこ

とは、今後行う予定の交代勤務看護師の睡

眠マネジメント研究に大いに役立つ情報で

ある。また、統計的な有意性は示されなかっ

たものの、睡眠時間の長さと精神的健康度

の間に負の相関関係がうかがわれた点は、

今後、N数を増やして検証する価値がある知

見だと思われる。つまり、交代勤務看護師が

十分に疲労回復に適した夜間の睡眠をとれ

るように勤務シフトスケジュールを配慮す

ることで、交代勤務看護師の精神的健康度

を向上できるかもしれないという仮説が成

り立つからである。また、今回の報告ではデ

ータの解析途中で掲載できなかったが、本

調査では約 1 か月間の勤務間インターバル

や睡眠取得の状況も合わせて測定している。

今回の解析では PSQI の調査票に記録され

た日勤後の睡眠時間のみを取り上げたが、

上述したリサーチ・クエスチョン３であげ

た 1 か月間の中で何回程度、夜間睡眠をと

ることが安全や健康に適しているのかの予

備的検討も可能である。 

 
３ 実験研究 

(1) 長時間労働と循環器負担のメカニズ

ム解明（劉） 
第 1 期研究の結果は、長時間労働は心血

管系の負担を増大し、特に安静時血圧が高

めの者の負担が大きいことが示された。こ

の血圧上昇は概日周期の変化ではなく、長

時間労働によるものであると考えられ、心

血管系の負担を増大し、特に高血圧を伴う

者に、強い循環器負担が生じる可能性を示

唆している。しかし、第 1 期の研究では、

50～60代の労働者のデータが少なく、加齢

の影響に関しては不明な点が多い。第 2 期

研究では、主に 50～60代の対象者を追加し、

加齢の影響を引き続き検討する。 

一方、第 1期研究では、50分以上の休憩

は心血管系の過剰反応を抑制する効果が認

められた。労働基準法では、休憩の回数とタ

イミングなどに関する具体的な規定はなく、

夕方以降の時間外労働の場合は休憩せずに

作業し続けることも予想される。その結果、

長時間労働による循環器系への負担が蓄積

しやすいと考えられる。第 2期の研究では、

特に時間外労働の多い夕方以降に長めの休

憩を配置するタイミングを具体的に検討す

る。さらに、心身の疲労を回復するために、

睡眠の確保は必要不可欠である。しかし、長

時間労働時には短時間睡眠になりやすく、

疲労回復が不十分であることが懸念される。

このことから、第 2 期研究では、長時間労

働と短時間睡眠の交互作用を明らかにし、

短時間睡眠後の長時間労働時における循環
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器負担をさらに解明する。 

これらの研究結果を踏まえて、やむを得

ず長時間労働しなければならない場合、勤

務中の休憩や勤務前の睡眠を確保するなど、

循環器系の負担を減らすための対策の提案

が可能となる。 

 
(2) 労働者の体力を簡便に測定するため

の指標開発（松尾） 
今年度に取り組んだ重要な作業は、第 1

期 の 被 験 者 実 験 で 得 た デ ー タ を

HRmix_ver.1 開発に向けて詳細に分析する

作業であった。その結果、HRmix_ver.1の候

補となる測定・調査方法を考案し、その詳細

についてまとめた論文を現在、研究誌に投

稿している。審査員との議論を経て、測定・

分析方法に関するコンセンサスが得られた

段階で、HRmix_ver.1の開発完了としたい。

審査員の指摘により HRmix_ver.1 の内容を

変更する場合があるため、本稿では、以下に

その概要のみを記す。 

HRmix_ver.1（候補）は、性別、年齢、

BMI、WLAQ から作成したパラメータ、活動量

計（ウェアラブル機器）から作成したパラメ

ータ、JNIOSH ステップテスト（体力測定）

から作成したパラメータを組み合わせた

CRF評価法である。その組み合わせは、測定・

調査が容易な順に 3 段階あり、①性別、年

齢、BMI、WLAQを組み合わせたモデル、②そ

こに活動量計測定を組み合わせたモデル、

③さらに体力測定を組み合わせたモデルで

ある。CRF 評価としての妥当性（VO2max と

の相関の強さ）は①、②、③の順に高まるが、

測定・調査の負担は同順で増す。 

今年度は、横断研究の一環として企業の

会議室等に出向き、その企業の従業員を対

象に、体力測定を含めたモデル（③）での測

定・調査を試みた。JNIOSHステップテスト

は一人当たりの測定時間は 5 分程であり、

複数名が同時に実施できる。測定会場には

運動実践に伴う和やかな雰囲気が生まれる

こともあり、特に健康経営を目指す企業に

は JNIOSH ステップテストによる体力測定

会は好評であった。しかし、企業内担当者に

は、参加者の時間調整や個別分析結果資料

の配布作業など、相応の負担が生じた。本研

究で行う横断研究では、今後はさらに大人

数の測定が必要となることを考えると、企

業担当者の負担軽減は必須である。その対

策として、HRmix改良研究（実験研究）では、

HRmix_ver.1 のさらなる簡略化を目指す実

験を計画しており、実務面では、評価方法の

マニュアル化や個別分析結果返却時のウェ

ブ活用システムの構築などを進めている。 

これまでの研究から得られたその他の課

題として、ウェアラブル機器データの処理

方法が挙げられる。最近はウェアラブル機

器の機能が向上し、対象者の日常の身体活

動状況に関するデータを細かく、正確に収

集できるようになった。しかし、そのデータ

は 1 分単位や 1 秒単位で収集されるため、

1 被験者の 1 週間分のデータ数は膨大とな

る。特に、本研究のようにデータマイニング

的な分析を必要とする研究では、データの

加工・分析作業が極めて重要となる。この作

業を全て手作業で行うには限界があるため、

現在、データ処理作業の効率化（専用プログ

ラム開発等）を進めている。 

 
Ｅ．結論 
 過労死等の実態解明と防止対策に関する

総合的な労働安全衛生研究として、医学・保

健面より、（１）過労死等事案の解析、（２）

疫学研究（労働安全衛生研究所コホート研

究、現場介入研究）、（３）実験研究（循環器

負担のメカニズム解明、過労死関連指標と

体力指標の開発）を行った。その結果、それ

ぞれ以下の結論を得た。 
 
１ 過労死等事案解析 

(1) 脳・心臓疾患及び精神障害の労災認

定事案の解析－7年間（平成 22～28

年度）の経年変化－（佐々木） 
平成 22～28年度の 7年間の脳・心臓疾患

及び精神障害の業務上事案についてのデー

タベースを構築し、性・年齢、疾患名、業種、

健康管理状況等及び出来事別の推移につい

て報告した。両事案とも性・年齢、疾患名、

業種といった項目には年度間で顕著な相違

は見られなかった。一方、脳・心臓疾患事案

では、被災者の事業場が就業規則及び賃金

規程を有する割合、健康診断及び面接指導

の実施率が近年増加傾向、また、精神障害事

案では出来事（業務による心理的負荷）の

「仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生じ

させる出来事」や「2週間以上にわたる連続
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勤務」「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴

行」などが近年増加傾向にあることがうか

がえた。今後の過労死等防止対策の推進の

方向性を定め、更にその対策を評価する指

標としても、継続的かつ詳細な業務上事案

のモニタリングは重要である。 

 

(2) 建設業における労災認定事案の特徴

に関する研究（菅、梅崎） 
本研究の結果、建設業の過重労働の実態

と背景要因の一端が明らかとなった。全業

種と比べ、脳・心臓疾患の事案では発症平均

年齢と死亡時平均年齢の両者で大差は見ら

れなかったが、職種別に見ると死亡時平均

年齢が顕著に異なっていた。精神障害の事

案では発症時平均年齢と死亡時平均年齢は

ともに 60歳代で顕著であった。また、脳・

心臓疾患と精神障害の両者で業務に関わる

事故や災害の体験と長時間労働の実態が認

められた。 
これらの結果から、建設業については、長

時間労働、労働災害、発注者や元請け側から

の無理な業務依頼、対人関係の問題に対す

る対策の強化が必要と考えられる。また、現

場監督、技術者等や技能労働者等、管理職、

事務・営業職等の職種によって異なる業務

による過重労働の負荷が生じており、建設

業内でも職種別に考慮した対策が重要であ

ると考えられる。 
 

(3) 建設業における精神障害の労災認定

事案の詳細分析に関する研究（高

橋） 
建設業における精神障害の労災認定事案

では、男性は生存 54.4%、自殺死亡 34.9%（未

遂を含むと 36.2%）、自殺以外死亡 2.0%で、

職種ごとの自殺死亡割合は管理職等 42.9%、

現場監督等 50.8%と高値となった。女性は全

例が生存で、全体の 7.4%であった。業務に

よる出来事は、長時間労働、労災事故の被

害、仕事内容・量の大きな変化が上位 3 位

を占めた。生存例における最多の出来事は

労災事故の被害で、技能労働者等では特に

著しかった。自殺例においては、どの職種も

一貫して長時間労働が最多の出来事であっ

た。長時間労働や連続勤務を高率に伴った

出来事は、仕事内容・量の大きな変化、重大

な仕事上のミス、顧客・取引先からのクレー

ムであった。仕事内容・量の大きな変化とし

ては、関係者の休職に伴う残務処理、前任者

からの引継不全、対応困難な現場、新たな・

未経験の業務、頻繁な設計変更などが含ま

れた。これらの出来事のあった事案ではい

ずれも大半が F32 (うつ病エピソード)と診

断され、自殺死亡も多かった。労災事故の被

害として、足場など高所からの墜落・転落が

最も多く、次いで重機、化学物質、過去の労

災などの関連があった。 

以上の結果から、建設工事の個々の過程

を見直して労働時間の過剰な延長を避ける

とともに、建設安全の確保が本業種で働く

労働者の精神障害を予防するのに有効と考

えられた。 

 

(4) メディアにおける労災認定事案の特

徴に関する研究（菅、梅崎） 
本研究の結果、メディアの過労死等の実

態と背景要因が明らかとなった。全業種と

比べ脳・心臓疾患と精神障害の事案の両者

ともに若年齢層が際立って多く見られ、長

時間労働による事案が脳・心臓疾患と精神

障害において多く示された。また、精神障害

の事案では対人関係の問題もあった。これ

らの結果から、メディアについては、長時間

労働対策とともに、若年労働者の過重労働

や対人関係に関する問題、発注者側からの

無理な業務依頼に着目した過重労働を未然

に防止するための取組が重要であると考え

られる。 

 
(5) 運輸業・郵便業における過労死

（脳・心臓疾患）の予測及び防止を

目的とした資料解析に関する研究

（酒井） 
本研究は、平成 27 年度～平成 28 年度の

脳・心臓疾患による支給事案の調査復命書

から、運輸業・郵便業の全 193件を抽出し、

平成 22 年～26 年度に行った結果と比較し

ながら、新たな早朝勤務パターンの解析を

行った。その結果、平成 27年～28年度の解

析結果は、平成 22 年～26 年度の結果と多

くの要因で似ていた。トラックドライバー

の脳・心臓疾患の発症は、①事業規模が「20

人以上 50人未満」が最も多いが、安全管理

者の選任が義務づけられている 50 人以上

の事業場でも多いこと、②発症年齢が 50歳
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代であること、③雇用から 2年未満、15年

以上の発症が多いこと、④脳疾患は生存が

多く、心疾患は死亡が多いこと、⑤脳疾患発

症者は血縁のある家族に脳疾患の既往歴が

あること、心疾患発症者は血縁のある家族

に心疾患の既往歴があること、⑥労働条件

では、長い拘束時間、不規則な勤務、交代・

深夜勤務に加えて早朝勤務が関係している

こと、⑦喫煙者が多く、喫煙本数が多いこ

と、⑧飲酒習慣がある者が多く、毎日飲酒し

ていること、⑨健診の受診率が高くなって

も発症数は減少しないこと、⑩発症者は、4

時始業、5時始業の早朝勤務日数が多いこと、

が明らかになり、現時点では、それらに対す

る対策が有効であると考えられる 

 
(6) 労災保険特別加入者における労災認

定事案の特徴に関する研究（吉川） 
本研究では、過労死 DB を活用し、自営業

者や法人の役員等が含まれる労災保険の特

別加入者の過労死等の分析を行った。7年間

の過労死等として認定された事案において

特別加入の事案は事案総数 5,038 件のうち

84件(1.7%)であった。特別加入している自

営業者や会社役員の過労死等の特徴は、高

齢者が多い、脳・心臓疾患の件数が精神障

害・自殺の事案より多い、労働者が 9 人以

下の小規模事業場が 8 割で労働時間管理が

適切に行われていない、健康診断受診率が

低い等の特徴があった。また、過重労働にな

る背景には、建設業に代表される請負契約・

下請け、全体工程の進捗に影響される業務

スケジュール、納期の厳しさ、仕様の多様性

への対応、業務量の見通しの困難性、代替者

のいない責任が問われる仕事等が背景にあ

った。小売、宿泊・飲食店等や農業・漁業と

いった第一次産業では、連日営業、繁忙期等

の業務の特性により労働時間の裁量性が制

限される場合と、サプライチェーンに組み

込まれ雇用類似の働き方となり過重労働と

なっている働き方があった。自営業者や小

規模法人役員等の安全健康支援のため、①

サプライチェーンにおける包括的安全衛生

管理の促進、②行政、商工会議所や業種別の

事業場組合、地域保健サービス、産業保健サ

ービス提供機関等による業種や地域、事業

場の規模の特性に合わせた多層の支援体制、

③小規模事業場の経営支援と人員不足対策、

④健康増進と健康管理や職業上の健康障害

リスクへの対応を含めた教育・研修機会の

提供等を行う必要がある。 

 

(7) 脳・心臓疾患及び精神障害に係る労

災認定事案の研究（池添） 
定量的検討からは、発症時年代別、業種

別、職種別で特に検討すべきと思われるカ

テゴリが示された。今後の調査研究におい

ては、それらカテゴリについて傾注してよ

り子細に調査分析すべきことが示唆される。

また、今回の調査結果からは、政策・施策を

検討するに際し、発症時年代別、業種別、職

種別の傾向に留意することが、効果的な対

策につながりうると考えられる。 

 定性的検討からは、①時間外労働（長時間

労働）の削減とともに、不規則な勤務形態の

是正を企図した工夫を検討すること、②職

場における職位・職責に伴う過重労働を軽

減する方策を検討すること、③労働者本人

の性格や気質を考慮した日常的な労務管理

上の工夫の検討を行うこと、④日々の勤務

時間管理の方法について、客観的な記録方

法の導入・利用を促進し、また、日々の労働

時間や休日労働など実態をよく反映しうる

自己申告制の在り方を検討すること、⑤36

協定における協定時間と実労働時間との乖

離を小さくする方策を検討するとともに、

36協定の実効性を高める工夫を検討するこ

と、が示唆されよう。 

なお、企業実務的、政策的課題ではない

が、労働組合自身も、長時間労働の抑制や過

重労働の防止に向けた取組みを強化するこ

とが求められているといえるであろう。 

 
(8) 精神障害の労災認定事案における記

述内容の研究（高見） 
調査復命書等の記述内容をもとにして、

被災者や職場の上司・同僚等の認識をふま

えて事案の経過や被災者の業務負荷、職場

の状況を考察することで、実践的な予防策

が考案されうる。会社の常識、業界の慣例に

とらわれず、労働環境の改善（長時間労働是

正など）や職場風土の見直しが求められる。 

 

２ 疫学研究 
(1) 労働安全衛生総合研究所



18 
 

（JNIOSH）コホート研究 
JNIOSH コホートに参加している一社

6,806人の勤怠データ、健診データ、ストレ

スチェックデータ、質問紙データに基づい

て横断的な分析を行った。評価指標によっ

て労働時間の影響の現れ方は変わることが

判明した。勤怠データによる労働時間と自

己申告による労働時間とは、労働時間が長

い場合に関連の低くなる傾向があった。 

 

(2) 介入研究（運輸業、保健・医療業）

（松元、久保） 
① トラックドライバーの過重労働対

策としての健康管理と運行管理に

関する研究（松元） 

トラックドライバーの現場観察調査の結

果より、地場運行では拘束時間が短いもの

の、勤務間インターバルが短く、出庫時刻が

早く、勤務日と休日の平均睡眠時間がそれ

ぞれ 7 時間未満であり、このような労働条

件下での短時間睡眠が疲労、眠気を増大さ

せることが示された。また、高血圧者では短

時間睡眠に対する脆弱性があることが考え

られた。 

H29 年に報告したアンケート調査結果と

同じく、地場運行かつ早朝出庫では短時間

睡眠になりやすく、毎日の疲労回復が困難

であることが確認された。また長距離運行

中にとられる睡眠時間が短かったことから、

トラックドライバーの疲労対策として運行

途中の休憩・休息の影響について検討する

必要がある。 

 

② 交代勤務看護師における睡眠マネ

ジメントの予備的検討（久保） 
本研究により、１）勤務シフトごとに睡眠

取得の状況が大きく異なること、２）有意性

は示されなかったものの、睡眠時間と精神

的健康度の間に負の相関関係がうかがわれ

たことが示された。しかしながら、回答者数

が少ない勤務シフトもあったため、今後、N

数を増やして、更なる解析を行うことが求

められる。 
 
３ 実験研究 

(1) 長時間労働と循環器負担のメカニズ

ム解明（劉） 
本研究から、①長時間労働による心血管系

の負担を軽減するための勤務中の休憩配置

を提案すること、②長時間労働時の加齢や

安静時血圧の影響を考慮したより具体的な

対策を検討すること、③長時間労働時の睡

眠確保に関する提案を行うことが可能にな

ることが考えられる。将来的に、これらの対

策は検証を経て、実際に労働現場に取り入

れることができれば、労働者の健康維持、さ

らに循環器系疾患が原因となる過労死の予

防につながると考えられる。 

 
(2) 労働者の体力を簡便に測定するため

の指標開発（松尾） 
今年度は、1）第 1期のデータを詳細に解

析することによる HRmix_ver.1 の開発、2）

HRmix_ver.1を改良するための被験者実験、

3）HRmix_ver.1を用いた横断研究のための

データ収集を行った。HRmixは研究での活用

だけでなく、企業における社員の健康管理

ツールとしても活用できる可能性がある。

しかし、そのためには、企業担当者の負担軽

減策に加え、HRmixの改良（さらなる簡便化）

が必要である。 

CRF 評価を疾病予防策に活用することに

ついては国際的にも唱えられており、例え

ば、American Heart Association（AHA）は、

その公式声明論文（Circuilation, 2016）

の中で、CRFは重要な循環器疾患リスクファ

クターの中で、唯一、定期的に検査される仕

組みが整っていない健康指標である、と指

摘している。HRmixの開発及びその活用シス

テム構築に向けた研究を進展させることで、

過労死関連疾患の予防に貢献する成果、ひ

いては国民の健康増進に貢献する成果をあ

げたいと考えている。 

 
Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 
1. 論文発表 
（査読あり） 

1） Masaya Takahashi. Sociomedical 
problems of overwork‐related 

deaths and disorders in Japan. (in 

press) 

2） Takashi Yamauchi, Takeshi Sasaki, 
Toru Yoshikawa, Shun Matsumoto, 
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Masaya Takahashi. Incidence of 

overwork-related mental disorders 

and suicide in Japan. Occup Med-

Oxford. 2018; 68(6): 370-377. 

3） Yamauchi T, Sasaki T, Yoshikawa T, 
Matsumoto S, Takahashi M, Suka M, 

Yanagisawa H. Differences in work-

related adverse events by sex and 

industry in cases involving 

compensation for mental disorders 

and suicide in Japan from 2010 to 

2014. J Occup Environ Med. 2018; 

60(4): e178-e182. 

4） 劉 欣欣、池田大樹、小山冬樹、脇坂

佳子、高橋正也（2018）長時間作業時

の血行動態反応の個人差．労働安全衛

生研究．Vol.11(1), pp47-50. 

5） Xinxin Liu, Hiroki Ikeda, Fuyuki 
Oyama, Keiko Wakisaka, Masaya 

Takahashi, Kotaro Kayashima (2018) 

Hemodynamic responses to simulated 

long working hours with short long 

breaks in healthy men. Scientific 

Reports 8, 14556. 

6） Hiroki Ikeda, Xinxin Liu, Fuyuki 
Oyama, Keiko Wakisaka, Masaya 

Takahashi, Kotaro Kayashima (2018) 

Comparison of hemodynamic 

responses between normotensive and 

untreated hypertensive men under 

simulated long working hours.  

Scandinavian Journal of work 

Environment Health. 44, 622-630. 

（査読なし） 

7） 山内貴史、高橋正也、梅崎重夫、吉川

徹、須賀万智、柳澤裕之（2018）東京

2020オリンピック・パラリンピック

を支える人々の健康安全対策−過重労

働と健康・安全に関する知見から−．

連合総研レポート 2018年 9月号、

p4-9． 

8） 吉川徹（2018）過労死・過労自殺の労

働災害の実態と包括的予防策．日精協

誌 37, 60(586)-67(593)． 

9） 菅知絵美、吉川徹（2019）情報通信業

に携わる国内における労働者の精神的

健康に関する文献レビュー.産業精神

保健 2019Vol.27No.1.P61-69. 

 

2. 学会発表 
（事案研究） 

1） Toru Yoshikawa, Takeshi Sasaki, 

Shun Matsumoto, Takashi Yamauchi, 

Kotaro Kayashima, Tomohide Kubo, 

Shigeo Umezaki, Masaya 

Takahashi(2018)1222 Diagnosis of 

1,561 compensated cases for 

overwork-related 

cerebrovascular/cardiovascular 

diseases(ccvds)known as ‘karoshi’ 

in japan, 2010–2014. Occupational 

and Environmental Medicine Apr 2018, 

75(Suppl 2) A122-A123; DOI: 

10.1136/oemed-2018-ICOHabstracts, 

347. 

2） Toru Yoshikawa, Kazutaka Kogi 

(2018)1667e How we promote 

participatory multifaceted 

workplace improvements for avoiding 

overstrained work known as 

‘karoshi’. Occupational and 

Environmental Medicine Apr 2018, 

75(Suppl 2) A302; DOI: 

10.1136/oemed-2018-ICOHabstracts, 

864. 

3） Chiemi Kan, Toru Yoshikawa, 
Takashi Yamauchi, Takeshi Sasaki,  

Masaya Takahashi(2018)Work-related 

adverse events in five priority 

industries among Japansese 

employee suffered drom 

occupational mental disorders. The 

28th Korea-China-Japan Conference 

on Occupational Health, 

Abstractbook, p75-76. 

4） Takashi Yamauchi, Toru Yoshikawa, 
Takeshi Sasaki, Shun Matsumoto, 

Masaya Takahashi, Chiemi Kan, Machi 

Suka, Hiroyuki 

Yanagisawa(2018)Overwork-Related 

Mental Disorders and Suicide among 

Local Public Employees in Japan, 

2010-2014. The 28th Korea-China-

Japan Conference on Occupational 

Health, Abstractbook, p161-162.  

5） Toru Yoshikawa, Takeshi Sasaki, 
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Takashi Yamauchi, Shun Matsumoto, 

Chiemi Kan, Masaya 

Takahashi(2018)Compensated 

overwork-related 

cerebrovascular/cardiovascular 

diseases(CCVDs)among Local Public 

Employees in Japan: 2010-2014. The 

28th Korea-China-Japan Conference 

on Occupational Health, 

Abstractbook, p163-164. 

6） Tomoaki Matsuo, Rina So. A new 

practical procedure for assessing 

cardiorespiratory fitness in 

workplace health check-ups. The 

32nd International Congress on 

Occupational Health, Dublin, 

Ireland, 2018. 4.29-5.4. 

7） Tomoaki Matsuo, Rina So. Worker’s 

Cardiorespiratory Fitness 

Evaluation Using a 3-min Step Test 

with Daily Physical Activity 

Assessments. The 65th annual 

meeting of American College of 

Sports Medicine, Minneapolis, USA, 

2017.5.29-6.2. Medicine & Science 

in Sports & Exercise50(5S):408, May 

2018. 

8） 髙田琢弘，吉川徹，佐々木毅，松元

俊，山内貴史，菅知絵美，高橋正也

（2018）わが国における 2010年～

2015年の脳・心臓疾患の労災業務外

事案のデータベース作成と分析．第

91回日本産業衛生学会，産業衛生学

雑誌, Vol. 60, （Suppl.），p.375． 

9） 菅知絵美，山内貴史，吉川徹，佐々木

毅，松元俊，髙田琢弘，高橋正也

（2018）過労死等の重点 5業種におけ

る精神障害・自殺の労災認定事案の特

性．第 91回日本産業衛生学会，産業

衛生学雑誌, Vol. 60, （Suppl.），

p.492． 

10）吉川徹(2018)特定職種の長時間労働、

医師の過重労働を含む医療機関での安

全衛生の問題、地域交流集会. 産業衛

生学雑誌 60(Suppl):50.  

11）吉川徹(2018)過重労働になる理由：働

きやすさの光と影．第 3 回労働時間日

本学会、プログラム・抄録集、ｐ８.  

12）山内貴史，佐々木毅，吉川徹，高橋正也，

菅知絵美，須賀万智，柳澤裕之（2019）

2010年以降のわが国における過労自殺

の労災認定事案の分析．第 28回日本疫

学会学術総会，講演集，p135． 

（疫学、介入研究） 

13）佐々木司、酒井一博．労災復命書解析

によるトラックドライバーの過労死状

況．第 89回産業疲労研究会定期研究

会．2018年 12月 8日（東京） 

14）松元俊，久保智英，井澤修平，池田大

樹，高橋正也，甲田茂樹．トラックド

ライバーの睡眠実態からみた血圧と疲

労．第 92回日本産業衛生学会（名古

屋，2019年 5月） 

（実験研究） 

15）劉 欣欣，池田大樹，小山冬樹，脇坂

佳子，高橋正也（2018）模擬長時間労

働中の休憩が血行動態反応に及ぼす影

響．第 91回日本産業衛生学会，産業

衛生学雑誌 60 (Suppl.), 297. 

16）劉 欣欣，池田大樹，小山冬樹，脇坂

佳子，高橋正也（2018） 模擬長時間

労働における長めの休憩の効果と安静

時血圧との関係．日本生理人類学会第

78回大会 抄録集，p78. 

17）池田大樹，劉 欣欣，小山冬樹，脇坂

佳子，高橋正也（2018） 長時間労働

時における正常血圧者と高血圧者の血

行動態の比較：実験室実験による検

討．産業疲労研究会第 89回定例研究

会 抄録集，p2. 

18）松尾知明, 蘇リナ. 労働者の心肺持久

力を簡便且つ安全に測定するための指

標開発. 第 91回日本産業衛生学会, 

熊本, 2018.5.16-19. 予稿集 P289. 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む） 
なし 



21 
 
 

別添４ 

平成３０年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究」 

分担研究報告書（事案解析） 

 

脳・心臓疾患及び精神障害の労災認定事案の解析 －7 年間(平成 22～28年度)の経年変化－ 

 

研究分担者 佐々木毅 独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 

  過労死等防止調査研究センター・上席研究員 

 

研究分担者： 

菅知絵美（労働安全衛生総合研究所過労死等

防止調査研究センター・研究員） 

吉川 徹（同センター・センター長代理） 

松元 俊（同センター・研究員） 

梅崎重夫（労働安全衛生総合研究所・総括領

域長） 

高橋正也（同研究所・産業疫学研究グループ・

部長） 

研究協力者： 

 山内貴史（同研究所・客員研究員） 

 茅嶋康太郎（同研究所・フェロー研究員） 

竹島 正（川崎市精神保健福祉センター・所

長） 

Ａ．研究目的 
平成 27～29 年度における労災疾病臨床研究

において、過労死等防止調査研究センターでは

平成 22 年 1 月から平成 27 年 3 月までの脳・

心臓疾患と精神障害に係る調査復命書等を全

国の労働局及び労働基準監督署から収集し、そ

の情報をデータベース化した後に解析し、平成

27年度は労災支給決定事案、平成 28年度は労

災不支給決定事案、平成 29 年度はそれらを包

括した労災支給・不支給決定事案の実態につい

て報告し、過労死事案を踏まえたうえでの過重

労働対策を探った。 

過労死等防止調査研究センターに収集され

た労災認定事案の支給決定年度に相当する平

成 22 年度から 26 年度までの厚生労働省発表

【研究要旨】 

 平成 22～28年度の 7年間の脳・心臓疾患及び精神障害の労災支給決定事案についてデー

タベースを構築して解析し、性・年齢、疾患名、業種・職種、健康管理状況等及び出来事別

の経年変化を検討することを目的とした。特に、脳・心臓疾患事案では規則・規程や健康

管理の状況、精神障害事案では出来事（業務による心理的負荷）、両事案の ICD-10 に基づ

いた被災時の疾患名については初めての報告である。 

 データベース構築は、（1）厚生労働省が「過労死等の労災補償状況」で公表しているデ

ータ及び調査復命書等の提供を受け、データ整理・電子化・入力により平成 27～28年度デ

ータベース（脳・心臓疾患 511 件、精神障害 970 件）を作成、（2）平成 22 年 1 月～同 27

年 3 月の調査復命書等を全国の労働局及び労働基準監督署から収集して作成したデータベ

ース（脳・心臓疾患 1,564 件、精神障害 2,000 件）と厚生労働省が「過労死等の労災補償

状況」で公表している平成 22～26 年度のデータを突合し、平成 22～26 年度データベース

（脳・心臓疾患 1,516 件、精神障害 2,041 件）を作成、（3）上記(1)と(2)を結合した。平

成 22～28年度データベースは脳・心臓疾患 2,027件、精神障害 3,011件である。 

 脳・心臓疾患事案については、男性が 95%超、発症時年齢は 40歳以上が 8割超、脳血管

疾患が約 6 割で心臓疾患が約 4 割、最も多い疾患は脳内出血で約 3 割だったが年度による

顕著な差は見られなかった一方、被災者の事業場が就業規則及び賃金規程を有する割合、

健康診断及び面接指導の実施率は近年増加傾向であった。精神障害事案については、男性

が 7割弱、発症時年齢は男女とも 30～39歳で最多、自殺事案では 95%超が男性、最も多い

疾患はうつ病エピソードで 4 割超だったが年度による顕著な差異は見られなかった一方、

出来事の「仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさせる出来事」や「2週間以上にわた

る連続勤務」「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行」などが近年増加傾向であった。 

 以上の結果を踏まえ今後の過労死等防止対策のさらなる推進及び対策の評価を進めるう

えで、継続的かつ詳細な業務上事案のモニタリングは重要である。 
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の「過労死等の労災補償状況」によると、労災

請求件数は脳・心臓疾患では増減が見られるが、

精神障害では概ね増え続け、労災支給決定数は

脳・心臓疾患、精神障害とも下げ止まりは見ら

れない。一方、平成 26 年 6 月に過労死等防止

対策推進法が成立し（同年 11月に施行）、平成

27 年 7 月には過労死等の防止のための対策に

関する大綱が策定され（平成30年7月に変更）、

1970年代後半に初めて提唱され 1980年代後半

から社会的に大きく注目され始めた“過労死”

について整理され、過重労働対策が我が国の主

導の下で動き出した。その防止のための対策を

提案するための調査研究等のうち、労災認定事

案の分析は大きな柱として位置付けられてい

る。よって、過労死等防止調査研究センターが

報告した平成 26 年度以降の実態についても引

き続き検討する必要がある。 

そこで本研究では、平成 27、28 年度の調査

復命書等を収集してその情報をデータベース

化し、これと平成 22～26 年度までの分と結合

させて平成 22～28 年度の 7 年間の脳・心臓疾

患及び精神障害の労災支給決定事案（以下、「業

務上事案」という。）についてデータベースを

構築して解析し、過労死防止対策に繋がる項目

の経年変化を検討することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 
1. 分析対象 

以下の手順によりデータベースを構築し分

析対象とした。 

1-1) 平成 27～28 年度データベースの作成 
 厚生労働省より「過労死等の労災補償状況」

で公表しているデータ並びに全国の労働局及

び労働基準監督署から集約した調査復命書等

の提供を受け、データ整理・電子化・入力によ

り平成 27～28 年度データベース（脳・心臓疾

患 511件、精神障害 970件）を作成した。 

1-2) 平成 22～26 年度データベースの作成 
 平成 22 年 1 月～同 27 年 3 月の調査復命書

等を全国の労働局及び労働基準監督署から収

集して作成したデータベース（脳・心臓疾患

1,564件、精神障害 2,000件）と厚生労働省が

「過労死等の労災補償状況」で公表している平

成 22～26年度のデータを突合し、平成 22～26

年度データベース（脳・心臓疾患 1,516件、精

神障害 2,041 件）を作成した。なお、脳・心臓

疾患で 3人、精神障害で 1人については同一人

物が 2回支給されているケースであった。 

1-3) 平成 22～28 年度データベースの構築 
 上記 1-1)と 1-2)を結合し、平成 22～28年度

データベース（脳・心臓疾患 2,027件、精神障

害 3,011件）を構築した。 

 

2. 分析方法 
性・年齢（請求時、発症時、死亡時）、業種・

職種、疾患名、前駆症状、労務管理・健康管理

の状況、出来事（特別な出来事、恒常的な長時

間労働、具体的出来事）などの情報に関する基

本集計とクロス集計を行った。 

 

3. 倫理面での配慮 
本研究は、労働安全衛生総合研究所研究倫理

審査委員会にて審査され、承認を得たうえで行

った（通知番号：H2708、H2743、H3009）。本研

究で用いたデータベースには、氏名、住所、電

話番号等、個人を特定できる情報は一切含まれ

ていない。 

 

Ｃ．研究結果 
1. 脳・心臓疾患事案 

1-1) 性・年齢（表 1-1-1～表 1-1-3） 
 2,027 件のうち、1,940 件（95.7％）が男性

であった。また、死亡事案が 814 件（40.2%）

あり、うち男性は 793件（97.4%）であった。 

 発症時年齢分布では、男女とも 50～59 歳が

最も多く、40 歳以上を合わせた全期間での割

合は男性で 84.2%、女性で 78.2%であった。 

 一方、死亡時年齢分布では 40～49 歳（全期

間で 35.9%）が 50～59歳（同 33.5%）より僅か

ながら多かった。 

 

1-2) 疾患名・前駆症状（表 1-2-1～表 1-2-
3） 

 事案全体では、年度を問わず脳血管疾患が約

6割、心臓疾患が約 4割であった。また疾患別

では、脳内出血（全期間で 29.7％）、くも膜下

出血（同 17.9％）、次いで心筋梗塞（同 16.1％）

あるいは心停止（同 14.8％）の順で多かった。

男性は同様の傾向であったが、女性は 9割近く

が脳血管疾患であった。 

 前駆症状があったのは事案全体の 2 割以下

（同 18.9%）で、男性はほぼ同様の傾向であっ

た。 

 

1-3) 業種（表 1-3-1～表 1-3-3） 
 事案全体では、運輸業・郵便業（全期間で

32.3%）、卸売業・小売業（同 14.2%）、製造業（同

12.8%）が年度を問わず多く、この 3 業種で平

成 22～26年度までは 6割未満、同 27年度以降

は 6割超、更に、建設業（同 9.8%）を加えた 4

業種で約 7割を占め、年度間での顕著な相違は

見られなかった。 
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 男性では同様の傾向であったが、女性では卸

売業・小売業（同 21.8％）、医療・福祉（同

13.8％）、運輸業・郵便業（同 12.6%）、製造業

（同 12.6%）、宿泊業・飲食サービス業（同

12.6％）の 5業種で 7割超を占めた。 

 

1-4) 出退勤の管理状況、就業規則等、発症

6 か月前の労働時間以外の負荷要因・時間

外労働時間数（表 1-4-1～表 1-4-3） 
 事案全体で出退勤の管理状況（複数回答）の

把握に最も多く利用されているのはタイムカ

ード（全期間で 31.0％）で、平成 28 年度には

4割を超えた。 

 事案全体で事業場に就業規則あり（同 79.3%）

及び賃金規程あり（同 71.5%）、健康診断の受診

（同 71.8%）は平成 27年度以降にやや増加し、

就業規則ありは 8割 5分を、賃金規程ありと健

診の受診は 8割を超えた。面接指導の実施（同

2.9%）は平成 22 年度の 3.5%から同 26 年度に

は 1.8%に下がったものの、同 27 年度は 3.6%、

平成 28年度は 4.2%に増加し、既往歴がある者

（同 35.1%）も同 27 年度以降に約 4 割に増加

した。 

 発症前 6 か月の労働時間以外の要因では拘

束時間の長い勤務（同 29.9%）であるが、年度

間で顕著な相違は見られなかった。 

 

2. 精神障害事案 
2-1) 性・年齢（表 2-1-1～表 2-1-3） 

 3,011 件のうち、2,065 件（68.6％）は男性

であった。また、概ね事案全体の約 2割が自殺

事案であった。自殺事案（未遂を含む）は 563

件（18.7％）であり、うち 537件（95.4％）は

男性であった。 

 発症時の平均年齢は総数・男女別ともに年度

間で顕著な相違は見られず、年齢階級別事案数

は 30～39歳及び 40～49歳で多かった。男性の

自殺事案数は 40～49 歳で最も多かった一方、

女性の自殺事案数は総数が 21 件と少ないもの

の 20～29歳が 10件（47.6％）であった。 

 

2-2) 疾患名（表 2-2-1～2-2-3） 
 事案全体では、年度を問わず「うつ病エピソ

ード（F32）」が最も多く、4割超の事案が該当

していた。次いで事案数が多い疾患は「適応障

害（F43.2）」及び「心的外傷後ストレス障害

(PTSD)（F43.1）」であり、この傾向は分析対象

期間を通じて不変であった。いずれの年度も、

決定時疾患名が「気分[感情]障害（F3）」「神経

症性障害，ストレス関連障害及び身体表現性障

害（F4）」以外の疾患であった事案は少数であ

った。 

 男女別では、男性では「気分[感情]障害」が

「神経症性障害，ストレス関連障害及び身体表

現性障害」よりも多かった一方、女性では 70％

超の事案が「神経症性障害，ストレス関連障害

及び身体表現性障害」に該当していた。 

 

2-3) 業種（表 2-3-1～表 2-3-3） 
 年度を問わず、業種別の事案数は「製造業」

で最も多く、事案全体の約 2 割が該当してい

た。「卸売業・小売業」「医療、福祉」「運輸業、

郵便業」においても事案数が多く、いずれの年

度もこれら４業種の事案数は事案全体の半数

を超えていた。 

 男女別では、男性では「製造業」において事

案数が最も多かった一方、女性では「医療、福

祉」の事案数が顕著に多かった。 

 

2-4) 出来事（表 2-4-1～表 2-4-3、表 2-5-1
～表 2-5-3） 
平成 24年度以降で、「心理的負荷による精神

障害の認定基準」（平成 23 年 12 月）に基づく

「具体的出来事」で最も多かったのは一貫して

「仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさ

せる出来事」であった。これ以外の出来事では、

いずれの年度においても「悲惨な事故や災害の

体験、目撃」「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又

は暴行」「上司とのトラブル」といった出来事

が多く見られた。「特別な出来事」及び「恒常

的な長時間労働」を含めた他の出来事について

も、年度間で該当状況に顕著な変化は見られな

かった。 

男女別では、男性では「具体的出来事」とし

て年度を問わず「仕事内容・仕事量の（大きな）

変化を生じさせる出来事」が最も多かった。一

方、女性では「悲惨な事故や災害の体験、目撃」

及び「セクシュアルハラスメント」が最も多か

った。 

 

Ｄ．考察 
 本研究では、平成 22～28年度の 7年間の脳・

心臓疾患及び精神障害の業務上事案について、

その経年変化を検討した。性、年齢、業種等は

毎年度「過労死等の労災補償状況」で公表され

ており必ずしも新規性のあるデータとはいえ

ないものの、7年間分を時系列にまとめた点に

価値があると考える。また、脳・心臓疾患事案

では規則・規程や健康管理の状況、精神障害事

案では出来事（業務による心理的負荷）、両事

案の ICD-10 に基づいた被災時の疾患名につい

ては調査復命書からデータベース化しなけれ
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ばならずこれまで詳細な発表はされていなか

った。 

 

1. 脳・心臓疾患事案 
 脳・心臓疾患事案では男性が 95.7％を占め

るため、必然的に男性の経年変化は事案全体の

それと同様なものとなった。男性では年齢、疾

患名、及び業種の構成割合に、年度間で顕著な

相違は見られなかった。女性は対象人数が 7年

間で 90 人未満と少ないため、年度間での構成

割合の変動が大きい。 

 その一方、被災者の事業場が就業規則及び賃

金規程を定めている割合、健康診断及び面接指

導の実施率は平成 27 年度以降に増加している

傾向が見られた。なお、事案数は平成 26 年度

の 277 件から同 27 年度に 251 件、同 28 年度

に 260 件とわずかながら減少しているにも拘

わらず、実施等の件数自体が増加しているもの

の、これには後述する現在の事案データベース

の課題、つまり平成 26 年度までの調査復命書

等の資料では「記載なし／不明」が多く、その

ため該当する件数が少なくなっている可能性

を否定できない。しかし、平成 29 年度の分担

研究報告書（「脳・心臓疾患及び精神障害の労

災請求事案の実態に関する研究」，p141～167、

以下、平成 29 年度報告書という。）における平

成 22 年 1 月～同 27 年 3 月の業務上外事案の

分析結果から、健康診断を受診している者は脳

内出血及び脳梗塞では発症割合が低く、面接指

導の実施は 2%に満たないことが明らかになっ

たことを考えると、実施率の増加は好ましい傾

向であるといえる。 

 また、平成 29 年度報告書では、既往歴があ

ると 40代以下の脳内出血及び心筋梗塞及び 50

代の解離性大動脈瘤の発症割合が高いこと、不

規則勤務又は拘束時間の長い勤務があると心

筋梗塞の発症割合が高いことも報告した。既往

歴がある者は平成 27 年度以降に増加している

傾向であり、拘束時間の長い勤務はこの 7年間

で最も多い労働時間以外の負荷要因であった

が、年代・疾患別での関連については今後の検

討課題としたい。 

 

2. 精神障害事案 
 平成 22 年度から 28 年度までの業務上事案

の性・年齢、疾患名、業種、及び出来事別の推

移を俯瞰した。精神障害事案の性・年齢、疾患

名、業種、及び出来事別の構成割合に、年度間

で顕著な相違は見られなかった。 

 その一方、精神障害の労災認定基準の改定が

行われた平成 23 年度から同 24 年度にかけて、

事案数は平成 23 年度の 325 件から同 24 年度

には 475件と 150件増加していた。精神障害に

よる労災の業務上外の決定が当該年度内に行

われた件数（決定件数）は、平成 23 年度には

1,074 件、同 24 年度では 1,217 件であり、支

給決定件数を決定件数で除した認定率は平成

23 年度から同 24 年度にかけて 10 ポイントほ

ど上昇している。平成 25 年度以降も認定率が

概ね同水準で推移していることからも、平成

24 年度の認定事案数の増加は精神障害の労災

認定基準の改定に起因する可能性が示唆され

る。 

 また、事案全体に占める割合として、決定時

疾患名（表 2-2-1）では「適応障害」が、具体

的出来事（表 2-5-1）では「仕事内容・仕事量

の（大きな）変化を生じさせる出来事」や「2

週間以上にわたる連続勤務」「（ひどい）嫌がら

せ、いじめ、又は暴行」などが近年増加傾向に

あることがうかがえた。疾患名については、本

研究の分析対象期間では一貫して ICD-10 に基

づいて決定されており、別の要因が疾患別の動

向に影響している可能性が考えられる。出来事

については、「仕事内容・仕事量の（大きな）

変化を生じさせる出来事」や「2週間以上にわ

たる連続勤務」といった長時間労働に関連する

出来事とともに、「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、

又は暴行」といった職場の対人関係面の出来事

も増加の傾向が見受けられることは今後も注

視すべきである。 

 本研究で分析対象とした平成 22～28 年度に

は、精神障害の労災認定基準の改訂、「過労死

等防止対策推進法」ならびに「過労死等の防止

のための対策に関する大綱」の施行・策定など、

精神障害の労災認定の動向に影響を及ぼし得

る要因が認められる。このような背景要因によ

り、精神障害の労災認定事案の年度別の動向に

上記のような変化が示唆された可能性は否定

できない。今後の過労死等防止対策のさらなる

推進及び対策の評価を進めるうえで、継続的か

つ詳細な労災認定事案のモニタリングが重要

である。 

 

3. 事案データベースの課題 
 「B. 研究方法」に記したように、平成 22年

～26 年度データベースは過労死等防止調査研

究センターが全国の局署から収集した調査復

命書等資料のデータと厚生労働省から提供さ

れたデータを結合して作成した。その調査復命

書等資料には、調査復命書ではなく、その他の

資料を基に項目に該当するデータを抽出せざ

るを得ない事案が少なからずあり（5%程度）、
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調査復命書に適合する項目がない場合は「記載

なし／不明」として処理している。そのため、

事案データベースの平成 22～26 年度分には

「記載なし／不明」が若干多く、本報告書にお

ける表 1-4-1～1-4-3、表 2-4-1～2-5-3中の件

数は過少となっている可能性がある。今後、資

料の精査等を検討し、データが得られれば補完

していく。 

 

Ｅ．結論 
 平成 22～28 年度の 7 年間の脳・心臓疾患及

び精神障害の業務上事案についてのデータベ

ースを構築し、性・年齢、疾患名、業種、健康

管理状況等及び出来事別の推移について報告

した。両事案とも性・年齢、疾患名、業種とい

った項目には年度間で顕著な相違は見られな

かった。一方、脳・心臓疾患事案では、被災者

の事業場が就業規則及び賃金規程を有する割

合、健康診断及び面接指導の実施率が近年増加

傾向、また、精神障害事案では出来事（業務に

よる心理的負荷）の「仕事内容・仕事量の（大

きな）変化を生じさせる出来事」や「2週間以

上にわたる連続勤務」「（ひどい）嫌がらせ、い

じめ、又は暴行」などが近年増加傾向にあるこ

とがうかがえた。今後の過労死等防止対策の推

進の方向性を定め、更にその対策を評価する指

標としても、継続的かつ詳細な業務上事案のモ

ニタリングは重要である。 

 

Ｆ．健康危険情報 
  なし 
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表 1-1-1 請求時・発症時・死亡時年齢 （平成 22～28 年度業務上事案、脳・心臓疾患、男女） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

事案数 285 310 338 306 277 251 260 2027

(年度別%) (14.1) (15.3) (16.7) (15.1) (13.7) (12.4) (12.8) (100)

請求時年齢

[M, SD] [49.9, 9.3] [51.3, 9.6] [49.2, 9.7] [49.6, 10.1] [49.1, 9.4] [50.7, 9.5] [48.7, 9.5] [49.8, 9.6]

発症時年齢

[M, SD] [49.3, 9.4] [50.8, 9.5] [48.7, 9.7] [49.1, 10.1] [48.6, 9.5] [49.2, 9.9] [49.2, 9.3] [49.3, 9.7]

29歳以下 5 (1.8) 7 (2.3) 9 (2.7) 13 (4.2) 7 (2.5) 6 (2.4) 4 (1.5) 51 (2.5)

30-39歳 37 (13.0) 29 (9.4) 56 (16.6) 43 (14.1) 39 (14.1) 36 (14.3) 34 (13.1) 274 (13.5)

40-49歳 98 (34.4) 95 (30.6) 113 (33.4) 93 (30.4) 93 (33.6) 80 (31.9) 90 (34.6) 662 (32.7)

50-59歳 105 (36.8) 117 (37.7) 118 (34.9) 107 (35.0) 111 (40.1) 91 (36.3) 99 (38.1) 748 (36.9)

60-69歳 36 (12.6) 58 (18.7) 37 (10.9) 47 (15.4) 24 (8.7) 31 (12.4) 30 (11.5) 263 (13.0)

70歳以上 4 (1.4) 4 (1.3) 5 (1.5) 3 (1.0) 3 (1.1) 7 (2.8) 3 (1.2) 29 (1.4)

合計 285 (100) 310 (100) 338 (100) 306 (100) 277 (100) 251 (100) 260 (100) 2027 (100)

死亡時年齢

[M, SD] [47.3, 9.1] [49.3, 9.9] [45.7, 9.3] [48.0, 9.8] [47.5, 10.6] [46.6, 9.2] [47.7, 9.6] [47.5, 9.7]

29歳以下 2 (1.8) 6 (5.0) 6 (4.9) 6 (4.5) 5 (4.1) 3 (3.1) 2 (1.9) 30 (3.7)

30-39歳 19 (16.8) 10 (8.3) 32 (26.0) 19 (14.3) 21 (17.4) 15 (15.6) 17 (15.9) 133 (16.3)

40-49歳 43 (38.1) 40 (33.1) 43 (35.0) 47 (35.3) 42 (34.7) 39 (40.6) 38 (35.5) 292 (35.9)

50-59歳 38 (33.6) 47 (38.8) 32 (26.0) 46 (34.6) 40 (33.1) 32 (33.3) 38 (35.5) 273 (33.5)

60-69歳 11 (9.7) 16 (13.2) 10 (8.1) 14 (10.5) 12 (9.9) 7 (7.3) 11 (10.3) 81 (10.0)

70歳以上 0 (0.0) 2 (1.7) 0 (0.0) 1 (0.8) 1 (0.8) 0 (0.0) 1 (0.9) 5 (0.6)

合計 113 (100) 121 (100) 123 (100) 133 (100) 121 (100) 96 (100) 107 (100) 814 (100)
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表 1-1-2 請求時・発症時・死亡時年齢 （平成 22～28 年度業務上事案、脳・心臓疾患、男性） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

事案数 272 296 324 298 262 240 248 1940

(年度別%) (14.0) (15.3) (16.7) (15.4) (13.5) (12.4) (12.8) (100)

請求時年齢

[M, SD] [49.9, 9.0] [51.3, 9.5] [49.3, 9.6] [49.6, 9.8] [49.2, 9.3] [50.6, 9.6] [48.5, 9.4] [49.8, 9.5]

発症時年齢

[M, SD] [49.3, 9.1] [50.8, 9.4] [48.7, 9.6] [49.1, 9.8] [48.7, 9.4] [49.0, 9.8] [48.9, 9.3] [49.3, 9.5]

29歳以下 3 (1.1) 7 (2.4) 8 (2.5) 12 (4.0) 7 (2.7) 6 (2.5) 4 (1.6) 47 (2.4)

30-39歳 36 (13.2) 26 (8.8) 54 (16.7) 41 (13.8) 35 (13.4) 33 (13.8) 34 (13.7) 259 (13.4)

40-49歳 96 (35.3) 92 (31.1) 108 (33.3) 92 (30.9) 90 (34.4) 78 (32.5) 88 (35.5) 644 (33.2)

50-59歳 101 (37.1) 113 (38.2) 114 (35.2) 107 (35.9) 104 (39.7) 90 (37.5) 91 (36.7) 720 (37.1)

60-69歳 33 (12.1) 54 (18.2) 35 (10.8) 44 (14.8) 23 (8.8) 27 (11.3) 29 (11.7) 245 (12.6)

70歳以上 3 (1.1) 4 (1.4) 5 (1.5) 2 (0.7) 3 (1.1) 6 (2.5) 2 (0.8) 25 (1.3)

合計 272 (100) 296 (100) 324 (100) 298 (100) 262 (100) 240 (100) 248 (100) 1940 (100)

死亡時年齢

[M, SD] [47.3, 8.9] [49.1, 9.8] [45.9, 9.3] [48.0, 9.7] [47.8, 10.5] [46.4, 9.1] [47.6, 9.7] [47.5, 9.6]

29歳以下 1 (0.9) 6 (5.1) 6 (5.0) 6 (4.6) 5 (4.2) 3 (3.2) 2 (1.9) 29 (3.7)

30-39歳 19 (17.6) 10 (8.5) 30 (25.0) 18 (13.7) 19 (16.1) 15 (15.8) 17 (16.3) 128 (16.1)

40-49歳 42 (38.9) 39 (33.3) 42 (35.0) 47 (35.9) 41 (34.7) 39 (41.1) 38 (36.5) 288 (36.3)

50-59歳 35 (32.4) 46 (39.3) 32 (26.7) 46 (35.1) 40 (33.9) 32 (33.7) 35 (33.7) 266 (33.5)

60-69歳 11 (10.2) 14 (12.0) 10 (8.3) 13 (9.9) 12 (10.2) 6 (6.3) 11 (10.6) 77 (9.7)

70歳以上 0 (0.0) 2 (1.7) 0 (0.0) 1 (0.8) 1 (0.8) 0 (0.0) 1 (1.0) 5 (0.6)

合計 108 (100) 117 (100) 120 (100) 131 (100) 118 (100) 95 (100) 104 (100) 793 (100)
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表 1-1-3 請求時・発症時・死亡時年齢 （平成 22～28 年度業務上事案、脳・心臓疾患、女性） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

事案数 13 14 14 8 15 11 12 87

(年度別%) (14.9) (16.1) (16.1) (9.2) (17.2) (12.6) (13.8) (100)

請求時年齢

[M, SD] [49.8, 14.5] [51.1, 11.5] [47.6, 12.1] [49.8, 18.9] [47.2, 10.8] [54.0, 9.0] [51.1, 11.2] [49.9, 12.2]

発症時年齢

[M, SD] [49.5, 14.9] [50.7, 11.6] [47.4, 12.0] [49.6, 18.8] [46.7, 10.8] [52.6, 12.9] [54.0, 9.2] [49.9, 12.5]

29歳以下 2 (15.4) 0 (0.0) 1 (7.1) 1 (12.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 4 (4.6)

30-39歳 1 (7.7) 3 (21.4) 2 (14.3) 2 (25.0) 4 (26.7) 3 (27.3) 0 (0.0) 15 (17.2)

40-49歳 2 (15.4) 3 (21.4) 5 (35.7) 1 (12.5) 3 (20.0) 2 (18.2) 2 (16.7) 18 (20.7)

50-59歳 4 (30.8) 4 (28.6) 4 (28.6) 0 (0.0) 7 (46.7) 1 (9.1) 8 (66.7) 28 (32.2)

60-69歳 3 (23.1) 4 (28.6) 2 (14.3) 3 (37.5) 1 (6.7) 4 (36.4) 1 (8.3) 18 (20.7)

70歳以上 1 (7.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (12.5) 0 (0.0) 1 (9.1) 1 (8.3) 4 (4.6)

合計 13 (100) 14 (100) 14 (100) 8 (100) 15 (100) 11 (100) 12 (100) 87 (100)

死亡時年齢

[M, SD] [47.0, 14.1] [55.0, 10.1] [37.7, 3.5] [48.5, 21.9] [35.3, 5.1] [62.0, .] [50.3, 0.6] [46.9, 11.9]

29歳以下 1 (20.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (4.8)

30-39歳 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (66.7) 1 (50.0) 2 (66.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 5 (23.8)

40-49歳 1 (20.0) 1 (25.0) 1 (33.3) 0 (0.0) 1 (33.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 4 (19.0)

50-59歳 3 (60.0) 1 (25.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (100) 7 (33.3)

60-69歳 0 (0.0) 2 (50.0) 0 (0.0) 1 (50.0) 0 (0.0) 1 (100) 0 (0.0) 4 (19.0)

70歳以上 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

合計 5 (100) 4 (100) 3 (100) 2 (100) 3 (100) 1 (100) 3 (100) 21 (100)
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表 1-2-1 決定時疾患名、前駆症状 （平成 22～28 年度業務上事案、脳・心臓疾患、男女） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

事案数 285 310 338 306 277 251 260 2027

(年度別%) (14.1) (15.3) (16.7) (15.1) (13.7) (12.4) (12.8) (100)

決定時疾患名

脳血管疾患

174 (61.1) 201 (64.8) 212 (62.7) 183 (59.8) 173 (62.5) 162 (64.5) 154 (59.2) 1259 (62.1)

脳内出血（脳出血） 73 (25.6) 98 (31.6) 102 (30.2) 86 (28.1) 75 (27.1) 90 (35.9) 78 (30.0) 602 (29.7)

くも膜下出血 60 (21.1) 55 (17.7) 61 (18.0) 55 (18.0) 49 (17.7) 45 (17.9) 37 (14.2) 362 (17.9)

脳梗塞 41 (14.4) 47 (15.2) 45 (13.3) 41 (13.4) 41 (14.8) 27 (10.8) 38 (14.6) 280 (13.8)

高血圧性脳症 0 (0.0) 1 (0.3) 4 (1.2) 1 (0.3) 8 (2.9) 0 (0.0) 1 (0.4) 15 (0.7)

心臓疾患

111 (38.9) 109 (35.2) 126 (37.3) 123 (40.2) 104 (37.5) 89 (35.5) 106 (40.8) 768 (37.9)

心筋梗塞 50 (17.5) 51 (16.5) 61 (18.0) 54 (17.6) 37 (13.4) 30 (12.0) 41 (15.8) 324 (16.0)

狭心症 2 (0.7) 4 (1.3) 5 (1.5) 4 (1.3) 3 (1.1) 5 (2.0) 5 (1.9) 28 (1.4)

心停止（心臓性突然死を含む。） 45 (15.8) 41 (13.2) 49 (14.5) 49 (16.0) 41 (14.8) 36 (14.3) 40 (15.4) 301 (14.8)

解離性大動脈瘤 14 (4.9) 13 (4.2) 11 (3.3) 16 (5.2) 23 (8.3) 18 (7.2) 20 (7.7) 115 (5.7)

前駆症状

前駆症状あり 59 (20.7) 58 (18.7) 62 (18.3) 54 (17.6) 50 (18.1) 49 (19.5) 52 (20.0) 384 (18.9)

頭痛 23 (8.1) 22 (7.1) 31 (9.2) 19 (6.2) 21 (7.6) 18 (7.2) 24 (9.2) 158 (7.8)

胸部痛 11 (3.9) 7 (2.3) 10 (3.0) 11 (3.6) 8 (2.9) 10 (4.0) 6 (2.3) 63 (3.1)

その他 42 (14.7) 40 (12.9) 37 (10.9) 30 (9.8) 35 (12.6) 22 (8.8) 24 (9.2) 230 (11.3)
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表 1-2-2 決定時疾患名、前駆症状 （平成 22～28 年度業務上事案、脳・心臓疾患、男性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

事案数 272 296 324 298 262 240 248 1940

(年度別%) (14.0) (15.3) (16.7) (15.4) (13.5) (12.4) (12.8) (100)

決定時疾患名

脳血管疾患

163 (59.9) 188 (63.5) 199 (61.4) 175 (58.7) 160 (61.1) 153 (63.8) 144 (58.1) 1182 (60.9)

脳内出血（脳出血） 68 (25.0) 92 (31.1) 96 (29.6) 82 (27.5) 71 (27.1) 84 (35.0) 72 (29.0) 565 (29.1)

くも膜下出血 54 (19.9) 50 (16.9) 56 (17.3) 52 (17.4) 42 (16.0) 43 (17.9) 34 (13.7) 331 (17.1)

脳梗塞 41 (15.1) 45 (15.2) 43 (13.3) 40 (13.4) 40 (15.3) 26 (10.8) 37 (14.9) 272 (14.0)

高血圧性脳症 0 (0.0) 1 (0.3) 4 (1.2) 1 (0.3) 7 (2.7) 0 (0.0) 1 (0.4) 14 (0.7)

心臓疾患

109 (40.1) 108 (36.5) 125 (38.6) 123 (41.3) 102 (38.9) 87 (36.3) 104 (41.9) 758 (39.1)

心筋梗塞 50 (18.4) 51 (17.2) 60 (18.5) 54 (18.1) 37 (14.1) 28 (11.7) 40 (16.1) 320 (16.5)

狭心症 2 (0.7) 4 (1.4) 5 (1.5) 4 (1.3) 3 (1.1) 5 (2.1) 4 (1.6) 27 (1.4)

心停止（心臓性突然死を含む。） 43 (15.8) 40 (13.5) 49 (15.1) 49 (16.4) 40 (15.3) 36 (15.0) 40 (16.1) 297 (15.3)

解離性大動脈瘤 14 (5.1) 13 (4.4) 11 (3.4) 16 (5.4) 22 (8.4) 18 (7.5) 20 (8.1) 114 (5.9)

前駆症状

前駆症状あり 57 (21.0) 56 (18.9) 60 (18.5) 54 (18.1) 47 (17.9) 48 (20.0) 50 (20.2) 372 (19.2)

頭痛 21 (7.7) 20 (6.8) 29 (9.0) 19 (6.4) 18 (6.9) 17 (7.1) 22 (8.9) 146 (7.5)

胸部痛 11 (4.0) 7 (2.4) 9 (2.8) 11 (3.7) 8 (3.1) 10 (4.2) 6 (2.4) 62 (3.2)

その他 39 (14.3) 37 (12.5) 37 (11.4) 30 (10.1) 34 (13.0) 21 (8.8) 24 (9.7) 222 (11.4)
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表 1-2-3 決定時疾患名、前駆症状 （平成 22～28 年度業務上事案、脳・心臓疾患、女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

事案数 13 14 14 8 15 11 12 87

(年度別%) (14.9) (16.1) (16.1) (9.2) (17.2) (12.6) (13.8) (100)

決定時疾患名

脳血管疾患

11 (84.6) 13 (92.9) 13 (92.9) 8 (100.0) 13 (86.7) 9 (81.8) 10 (83.3) 77 (88.5)

脳内出血（脳出血） 5 (38.5) 6 (42.9) 6 (42.9) 4 (50.0) 4 (26.7) 6 (54.5) 6 (50.0) 37 (42.5)

くも膜下出血 6 (46.2) 5 (35.7) 5 (35.7) 3 (37.5) 7 (46.7) 2 (18.2) 3 (25.0) 31 (35.6)

脳梗塞 0 (0.0) 2 (14.3) 2 (14.3) 1 (12.5) 1 (6.7) 1 (9.1) 1 (8.3) 8 (9.2)

高血圧性脳症 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (6.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (1.1)

心臓疾患

2 (15.4) 1 (7.1) 1 (7.1) 0 (0.0) 2 (13.3) 2 (18.2) 2 (16.7) 10 (11.5)

心筋梗塞 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (7.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (18.2) 1 (8.3) 4 (4.6)

狭心症 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (8.3) 1 (1.1)

心停止（心臓性突然死を含む。） 2 (15.4) 1 (7.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (6.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 4 (4.6)

解離性大動脈瘤 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (6.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (1.1)

前駆症状

前駆症状あり 2 (15.4) 2 (14.3) 2 (14.3) 0 (0.0) 3 (20.0) 1 (9.1) 2 (16.7) 12 (13.8)

頭痛 2 (15.4) 2 (14.3) 2 (14.3) 0 (0.0) 3 (20.0) 1 (9.1) 2 (16.7) 12 (13.8)

胸部痛 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (7.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (1.1)

その他 3 (23.1) 3 (21.4) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (6.7) 1 (9.1) 0 (0.0) 8 (9.2)
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表 1-3-1 業種（大分類）、職種（大分類） （平成 22～28 年度業務上事案、脳・心臓疾患、男女） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

業種(大分類)

運輸業，郵便業 78 (27.4) 93 (30.0) 91 (26.9) 107 (35.0) 92 (33.2) 96 (38.2) 97 (37.3) 654 (32.3)

卸売業･小売業 53 (18.6) 48 (15.5) 49 (14.5) 38 (12.4) 35 (12.6) 35 (13.9) 29 (11.2) 287 (14.2)

製造業 35 (12.3) 41 (13.2) 42 (12.4) 36 (11.8) 31 (11.2) 34 (13.5) 41 (15.8) 260 (12.8)

建設業 22 (7.7) 37 (11.9) 38 (11.2) 27 (8.8) 28 (10.1) 28 (11.2) 18 (6.9) 198 (9.8)

サービス業（他に分類されないもの） 20 (7.0) 24 (7.7) 29 (8.6) 23 (7.5) 22 (7.9) 8 (3.2) 10 (3.8) 136 (6.7)

宿泊業，飲食サービス業 19 (6.7) 26 (8.4) 24 (7.1) 20 (6.5) 24 (8.7) 22 (8.8) 20 (7.7) 155 (7.6)

情報通信業 15 (5.3) 5 (1.6) 15 (4.4) 7 (2.3) 9 (3.2) 11 (4.4) 9 (3.5) 71 (3.5)

医療，福祉 10 (3.5) 10 (3.2) 11 (3.3) 8 (2.6) 6 (2.2) 5 (2.0) 10 (3.8) 60 (3.0)

学術研究，専門・技術サービス業 6 (2.1) 3 (1.0) 12 (3.6) 13 (4.2) 10 (3.6) 4 (1.6) 8 (3.1) 56 (2.8)

生活関連サービス業，娯楽業 8 (2.8) 10 (3.2) 4 (1.2) 11 (3.6) 2 (0.7) 2 (0.8) 4 (1.5) 41 (2.0)

不動産業，物品賃貸業 4 (1.4) 5 (1.6) 8 (2.4) 6 (2.0) 4 (1.4) 3 (1.2) 2 (0.8) 32 (1.6)

教育，学習支援業 6 (2.1) 1 (0.3) 5 (1.5) 5 (1.6) 6 (2.2) 0 (0.0) 3 (1.2) 26 (1.3)

漁業 2 (0.7) 3 (1.0) 5 (1.5) 2 (0.7) 2 (0.7) 1 (0.4) 3 (1.2) 18 (0.9)

金融業･保険業 3 (1.1) 3 (1.0) 1 (0.3) 1 (0.3) 2 (0.7) 2 (0.8) 1 (0.4) 13 (0.6)

農業，林業 2 (0.7) 0 (0.0) 2 (0.6) 0 (0.0) 3 (1.1) 0 (0.0) 1 (0.4) 8 (0.4)

複合サービス事業 2 (0.7) 1 (0.3) 2 (0.6) 1 (0.3) 1 (0.4) 0 (0.0) 1 (0.4) 8 (0.4)

電気・ガス・熱供給・水道業 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (0.8) 3 (0.1)

公務（他に分類されるものを除く） 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

鉱業，採石業，砂利採取業 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.4) 1 (0.0)

合計 285 (100) 310 (100) 338 (100) 306 (100) 277 (100) 251 (100) 260 (100) 2027 (100)

職種(大分類)

輸送・機械運転従事者 69 (24.2) 89 (28.7) 86 (25.4) 95 (31.0) 88 (31.8) 88 (35.1) 90 (34.6) 605 (29.8)

専門的・技術的職業従事者 40 (14.0) 37 (11.9) 62 (18.3) 37 (12.1) 44 (15.9) 33 (13.1) 30 (11.5) 283 (14.0)

販売従事者 30 (10.5) 30 (9.7) 39 (11.5) 38 (12.4) 26 (9.4) 34 (13.5) 23 (8.8) 220 (10.9)

サービス職業従事者 28 (9.8) 32 (10.3) 36 (10.7) 27 (8.8) 30 (10.8) 20 (8.0) 23 (8.8) 196 (9.7)

管理的職業従事者 30 (10.5) 32 (10.3) 26 (7.7) 27 (8.8) 37 (13.4) 27 (10.8) 26 (10.0) 205 (10.1)

事務従事者 44 (15.4) 27 (8.7) 30 (8.9) 26 (8.5) 15 (5.4) 15 (6.0) 10 (3.8) 167 (8.2)

生産工程従事者 12 (4.2) 21 (6.8) 21 (6.2) 19 (6.2) 14 (5.1) 13 (5.2) 27 (10.4) 127 (6.3)

建設・採掘従事者 10 (3.5) 18 (5.8) 19 (5.6) 17 (5.6) 11 (4.0) 8 (3.2) 14 (5.4) 97 (4.8)

保安職業従事者 9 (3.2) 11 (3.5) 10 (3.0) 6 (2.0) 4 (1.4) 3 (1.2) 4 (1.5) 47 (2.3)

運搬・清掃・包装等従事者 9 (3.2) 10 (3.2) 3 (0.9) 11 (3.6) 3 (1.1) 9 (3.6) 9 (3.5) 54 (2.7)

農林漁業従事者 4 (1.4) 3 (1.0) 6 (1.8) 3 (1.0) 5 (1.8) 1 (0.4) 4 (1.5) 26 (1.3)

運輸・通信従事者 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

分類不能の職業 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

合計 285 (100) 310 (100) 338 (100) 306 (100) 277 (100) 251 (100) 260 (100) 2027 (100)
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表 1-3-2 業種（大分類）、職種（大分類） （平成 22～28 年度業務上事案、脳・心臓疾患、男性） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

業種(大分類)

運輸業，郵便業 75 (27.6) 93 (31.4) 89 (27.5) 106 (35.6) 91 (34.7) 93 (38.8) 96 (38.7) 643 (33.1)

卸売業･小売業 50 (18.4) 46 (15.5) 47 (14.5) 37 (12.4) 30 (11.5) 32 (13.3) 26 (10.5) 268 (13.8)

製造業 35 (12.9) 38 (12.8) 41 (12.7) 34 (11.4) 29 (11.1) 32 (13.3) 40 (16.1) 249 (12.8)

建設業 22 (8.1) 37 (12.5) 38 (11.7) 27 (9.1) 28 (10.7) 28 (11.7) 18 (7.3) 198 (10.2)

サービス業（他に分類されないもの） 20 (7.4) 24 (8.1) 28 (8.6) 22 (7.4) 22 (8.4) 7 (2.9) 7 (2.8) 130 (6.7)

宿泊業，飲食サービス業 18 (6.6) 22 (7.4) 23 (7.1) 19 (6.4) 22 (8.4) 22 (9.2) 18 (7.3) 144 (7.4)

情報通信業 14 (5.1) 5 (1.7) 13 (4.0) 6 (2.0) 8 (3.1) 11 (4.6) 9 (3.6) 66 (3.4)

医療，福祉 7 (2.6) 8 (2.7) 8 (2.5) 8 (2.7) 5 (1.9) 3 (1.3) 9 (3.6) 48 (2.5)

学術研究，専門・技術サービス業 5 (1.8) 3 (1.0) 11 (3.4) 13 (4.4) 9 (3.4) 4 (1.7) 8 (3.2) 53 (2.7)

生活関連サービス業，娯楽業 8 (2.9) 8 (2.7) 4 (1.2) 10 (3.4) 2 (0.8) 2 (0.8) 4 (1.6) 38 (2.0)

不動産業，物品賃貸業 4 (1.5) 5 (1.7) 8 (2.5) 6 (2.0) 4 (1.5) 3 (1.3) 2 (0.8) 32 (1.6)

教育，学習支援業 6 (2.2) 1 (0.3) 4 (1.2) 5 (1.7) 5 (1.9) 0 (0.0) 2 (0.8) 23 (1.2)

漁業 2 (0.7) 3 (1.0) 5 (1.5) 2 (0.7) 2 (0.8) 1 (0.4) 3 (1.2) 18 (0.9)

金融業･保険業 2 (0.7) 3 (1.0) 1 (0.3) 1 (0.3) 2 (0.8) 2 (0.8) 1 (0.4) 12 (0.6)

農業，林業 2 (0.7) 0 (0.0) 2 (0.6) 0 (0.0) 2 (0.8) 0 (0.0) 1 (0.4) 7 (0.4)

複合サービス事業 2 (0.7) 0 (0.0) 2 (0.6) 1 (0.3) 1 (0.4) 0 (0.0) 1 (0.4) 7 (0.4)

電気・ガス・熱供給・水道業 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (0.8) 3 (0.2)

公務（他に分類されるものを除く） 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

鉱業，採石業，砂利採取業 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.4) 1 (0.1)

合計 272 (100) 296 (100) 324 (100) 298 (100) 262 (100) 240 (100) 248 (100) 1940 (100)

職種(大分類)

輸送・機械運転従事者 68 (25.0) 89 (30.1) 86 (26.5) 94 (31.5) 87 (33.2) 86 (35.8) 90 (36.3) 600 (30.9)

専門的・技術的職業従事者 37 (13.6) 36 (12.2) 56 (17.3) 35 (11.7) 42 (16.0) 32 (13.3) 29 (11.7) 267 (13.8)

販売従事者 28 (10.3) 29 (9.8) 37 (11.4) 37 (12.4) 20 (7.6) 32 (13.3) 20 (8.1) 203 (10.5)

サービス職業従事者 27 (9.9) 28 (9.5) 34 (10.5) 25 (8.4) 27 (10.3) 20 (8.3) 21 (8.5) 182 (9.4)

管理的職業従事者 29 (10.7) 31 (10.5) 26 (8.0) 27 (9.1) 36 (13.7) 27 (11.3) 25 (10.1) 201 (10.4)

事務従事者 39 (14.3) 23 (7.8) 26 (8.0) 26 (8.7) 15 (5.7) 11 (4.6) 9 (3.6) 149 (7.7)

生産工程従事者 12 (4.4) 18 (6.1) 21 (6.5) 17 (5.7) 13 (5.0) 12 (5.0) 26 (10.5) 119 (6.1)

建設・採掘従事者 10 (3.7) 18 (6.1) 19 (5.9) 17 (5.7) 11 (4.2) 8 (3.3) 14 (5.6) 97 (5.0)

保安職業従事者 9 (3.3) 11 (3.7) 10 (3.1) 6 (2.0) 4 (1.5) 3 (1.3) 4 (1.6) 47 (2.4)

運搬・清掃・包装等従事者 9 (3.3) 10 (3.4) 3 (0.9) 11 (3.7) 3 (1.1) 8 (3.3) 6 (2.4) 50 (2.6)

農林漁業従事者 4 (1.5) 3 (1.0) 6 (1.9) 3 (1.0) 4 (1.5) 1 (0.4) 4 (1.6) 25 (1.3)

運輸・通信従事者 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

分類不能の職業 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

合計 272 (100) 296 (100) 324 (100) 298 (100) 262 (100) 240 (100) 248 (100) 1940 (100)



34 
 

表 1-3-3 業種（大分類）、職種（大分類） （平成 22～28 年度業務上事案、脳・心臓疾患、女性） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

業種(大分類)

運輸業，郵便業 3 (23.1) 0 (0.0) 2 (14.3) 1 (12.5) 1 (6.7) 3 (27.3) 1 (8.3) 11 (12.6)

卸売業･小売業 3 (23.1) 2 (14.3) 2 (14.3) 1 (12.5) 5 (33.3) 3 (27.3) 3 (25.0) 19 (21.8)

製造業 0 (0.0) 3 (21.4) 1 (7.1) 2 (25.0) 2 (13.3) 2 (18.2) 1 (8.3) 11 (12.6)

建設業 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

サービス業（他に分類されないもの） 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (7.1) 1 (12.5) 0 (0.0) 1 (9.1) 3 (25.0) 6 (6.9)

宿泊業，飲食サービス業 1 (7.7) 4 (28.6) 1 (7.1) 1 (12.5) 2 (13.3) 0 (0.0) 2 (16.7) 11 (12.6)

情報通信業 1 (7.7) 0 (0.0) 2 (14.3) 1 (12.5) 1 (6.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 5 (5.7)

医療，福祉 3 (23.1) 2 (14.3) 3 (21.4) 0 (0.0) 1 (6.7) 2 (18.2) 1 (8.3) 12 (13.8)

学術研究，専門・技術サービス業 1 (7.7) 0 (0.0) 1 (7.1) 0 (0.0) 1 (6.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (3.4)

生活関連サービス業，娯楽業 0 (0.0) 2 (14.3) 0 (0.0) 1 (12.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (3.4)

不動産業，物品賃貸業 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

教育，学習支援業 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (7.1) 0 (0.0) 1 (6.7) 0 (0.0) 1 (8.3) 3 (3.4)

漁業 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

金融業･保険業 1 (7.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (1.1)

農業，林業 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (6.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (1.1)

複合サービス事業 0 (0.0) 1 (7.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (1.1)

電気・ガス・熱供給・水道業 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

公務（他に分類されるものを除く） 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

鉱業，採石業，砂利採取業 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

合計 13 (100) 14 (100) 14 (100) 8 (100) 15 (100) 11 (100) 12 (100) 87 (100)

職種(大分類)

輸送・機械運転従事者 1 (7.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (12.5) 1 (6.7) 2 (18.2) 0 (0.0) 5 (5.7)

専門的・技術的職業従事者 3 (23.1) 1 (7.1) 6 (42.9) 2 (25.0) 2 (13.3) 1 (9.1) 1 (8.3) 16 (18.4)

販売従事者 2 (15.4) 1 (7.1) 2 (14.3) 1 (12.5) 6 (40.0) 2 (18.2) 3 (25.0) 17 (19.5)

サービス職業従事者 1 (7.7) 4 (28.6) 2 (14.3) 2 (25.0) 3 (20.0) 0 (0.0) 2 (16.7) 14 (16.1)

管理的職業従事者 1 (7.7) 1 (7.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (6.7) 0 (0.0) 1 (8.3) 4 (4.6)

事務従事者 5 (38.5) 4 (28.6) 4 (28.6) 0 (0.0) 0 (0.0) 4 (36.4) 1 (8.3) 18 (20.7)

生産工程従事者 0 (0.0) 3 (21.4) 0 (0.0) 2 (25.0) 1 (6.7) 1 (9.1) 1 (8.3) 8 (9.2)

建設・採掘従事者 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

保安職業従事者 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

運搬・清掃・包装等従事者 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (9.1) 3 (25.0) 4 (4.6)

農林漁業従事者 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (6.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (1.1)

運輸・通信従事者 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

分類不能の職業 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

合計 13 (100) 14 (100) 14 (100) 8 (100) 15 (100) 11 (100) 12 (100) 87 (100)
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表 1-4-1 出退勤の管理状況、就業規則等、発症 6 か月前の労働時間以外の負荷要因・時間外

労働時間数 （平成 22～28 年度業務上事案、脳・心臓疾患、男女） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

事案数 285 310 338 306 277 251 260 2027

(年度別%) (14.1) (15.3) (16.7) (15.1) (13.7) (12.4) (12.8) (100)

出退勤の管理状況

タイムカード 72 (25.3) 89 (28.7) 102 (30.2) 104 (34.0) 70 (25.3) 86 (34.3) 105 (40.4) 628 (31.0)

出勤簿 69 (24.2) 73 (23.5) 86 (25.4) 86 (28.1) 68 (24.5) 70 (27.9) 64 (24.6) 516 (25.5)

管理者による確認 41 (14.4) 57 (18.4) 64 (18.9) 50 (16.3) 42 (15.2) 50 (19.9) 41 (15.8) 345 (17.0)

本人の申告 60 (21.1) 67 (21.6) 90 (26.6) 70 (22.9) 71 (25.6) 67 (26.7) 54 (20.8) 479 (23.6)

就業規則等

就業規則あり 211 (74.0) 227 (73.2) 275 (81.4) 252 (82.4) 201 (72.6) 219 (87.3) 222 (85.4) 1607 (79.3)

賃金規程あり 189 (66.3) 202 (65.2) 247 (73.1) 228 (74.5) 177 (63.9) 203 (80.9) 203 (78.1) 1449 (71.5)

健康診断あり 188 (66.0) 201 (64.8) 235 (69.5) 206 (67.3) 192 (69.3) 216 (86.1) 217 (83.5) 1455 (71.8)

面接指導あり 10 (3.5) 7 (2.3) 9 (2.7) 7 (2.3) 5 (1.8) 9 (3.6) 11 (4.2) 58 (2.9)

既往歴あり 90 (31.6) 98 (31.6) 125 (37.0) 107 (35.0) 89 (32.1) 99 (39.4) 104 (40.0) 712 (35.1)

発症前6か月の労働時間以外の負荷要因

不規則な勤務 34 (11.9) 47 (15.2) 40 (11.8) 40 (13.1) 42 (15.2) 32 (12.7) 27 (10.4) 262 (12.9)

拘束時間の長い勤務 85 (29.8) 95 (30.6) 102 (30.2) 94 (30.7) 79 (28.5) 74 (29.5) 78 (30.0) 607 (29.9)

出張の多い業務 21 (7.4) 20 (6.5) 26 (7.7) 29 (9.5) 23 (8.3) 22 (8.8) 29 (11.2) 170 (8.4)

交代勤務・深夜勤務 43 (15.1) 50 (16.1) 38 (11.2) 47 (15.4) 39 (14.1) 33 (13.1) 34 (13.1) 284 (14.0)

作業環境（温度、騒音、時差） 11 (3.9) 29 (9.4) 13 (3.8) 13 (4.2) 13 (4.7) 18 (7.2) 8 (3.1) 105 (5.2)

精神的緊張を伴う業務 38 (13.3) 52 (16.8) 35 (10.4) 27 (8.8) 34 (12.3) 19 (7.6) 30 (11.5) 235 (11.6)

発症前の時間外労働時間数

発症前1か月 [N, M] [273, 100.3] [294, 96.5] [319, 102.8] [293, 101.1] [250, 98.1] [245, 99.0] [258, 98.4] [1932, 99.6]

{Max} {276.0} {245.5} {314.5} {360.0} {215.1} {225.9} {242.8} {360.0}

発症前2か月 [N, M] [249, 95.9] [258, 90.9] [277, 96.6] [262, 96.3] [221, 97.5] [225, 95.8] [237, 100.7] [1729, 96.2]

{Max} {253.6} {271.0} {316.5} {287.0} {249.0} {226.5} {224.1} {316.5}

発症前3か月 [N, M] [231, 95.3] [233, 85.6] [253, 92.6] [251, 96.6] [201, 94.6] [212, 89.7] [222, 97.1] [1603, 93.1]

{Max} {242.6} {230.0} {291.7} {283.5} {209.3} {238.0} {262.6} {291.7}

発症前4か月 [N, M] [225, 89.9] [225, 86.4] [249, 91.5] [246, 93.7] [193, 93.4] [210, 92.4] [218, 91.5] [1566, 91.2]

{Max} {256.8} {263.2} {280.0} {288.5} {211.0} {220.8} {229.8} {288.5}

発症前5か月 [N, M] [217, 90.3] [217, 84.6] [244, 89.2] [241, 89.3] [188, 89.2] [208, 90.1] [217, 89.1] [1532, 88.8]

{Max} {295.2} {306.0} {266.0} {285.0} {229.8} {246.1} {226.5} {306.0}

発症前6か月 [N, M] [214, 86.5] [212, 83.8] [242, 87.5] [239, 88.2] [187, 84.1] [207, 89.2] [216, 88.2] [1517, 86.9]

{Max} {250.8} {272.0} {315.5} {297.0} {277.2} {235.2} {250.1} {315.5}



36 
 

表 1-4-2 出退勤の管理状況、就業規則等、発症 6 か月前の労働時間以外の負荷要因・時間外

労働時間数 （平成 22～28 年度業務上事案、脳・心臓疾患、男性） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

事案数 272 296 324 298 262 240 248 1940

(年度別%) (14.0) (15.3) (16.7) (15.4) (13.5) (12.4) (12.8) (100)

出退勤の管理状況

タイムカード 69 (25.4) 85 (28.7) 97 (29.9) 99 (33.2) 65 (24.8) 79 (32.9) 98 (39.5) 592 (30.5)

出勤簿 63 (23.2) 69 (23.3) 82 (25.3) 86 (28.9) 65 (24.8) 69 (28.8) 62 (25.0) 496 (25.6)

管理者による確認 38 (14.0) 55 (18.6) 62 (19.1) 49 (16.4) 42 (16.0) 48 (20.0) 41 (16.5) 335 (17.3)

本人の申告 55 (20.2) 65 (22.0) 86 (26.5) 68 (22.8) 70 (26.7) 67 (27.9) 52 (21.0) 463 (23.9)

就業規則等

就業規則あり 202 (74.3) 219 (74.0) 264 (81.5) 247 (82.9) 190 (72.5) 209 (87.1) 212 (85.5) 1543 (79.5)

賃金規程あり 182 (66.9) 198 (66.9) 241 (74.4) 223 (74.8) 165 (63.0) 195 (81.3) 194 (78.2) 1398 (72.1)

健康診断あり 180 (66.2) 194 (65.5) 225 (69.4) 202 (67.8) 183 (69.8) 207 (86.3) 207 (83.5) 1398 (72.1)

面接指導あり 10 (3.7) 7 (2.4) 7 (2.2) 7 (2.3) 5 (1.9) 9 (3.8) 11 (4.4) 56 (2.9)

既往歴あり 84 (30.9) 95 (32.1) 123 (38.0) 105 (35.2) 87 (33.2) 95 (39.6) 98 (39.5) 687 (35.4)

発症前6か月の労働時間以外の負荷要因

不規則な勤務 34 (12.5) 45 (15.2) 37 (11.4) 40 (13.4) 39 (14.9) 32 (13.3) 27 (10.9) 254 (13.1)

拘束時間の長い勤務 85 (31.3) 92 (31.1) 97 (29.9) 92 (30.9) 79 (30.2) 71 (29.6) 76 (30.6) 592 (30.5)

出張の多い業務 21 (7.7) 19 (6.4) 24 (7.4) 29 (9.7) 23 (8.8) 22 (9.2) 29 (11.7) 167 (8.6)

交代勤務・深夜勤務 43 (15.8) 48 (16.2) 35 (10.8) 47 (15.8) 37 (14.1) 30 (12.5) 33 (13.3) 273 (14.1)

作業環境（温度、騒音、時差） 11 (4.0) 27 (9.1) 13 (4.0) 13 (4.4) 12 (4.6) 18 (7.5) 8 (3.2) 102 (5.3)

精神的緊張を伴う業務 37 (13.6) 51 (17.2) 34 (10.5) 27 (9.1) 33 (12.6) 17 (7.1) 30 (12.1) 229 (11.8)

発症前の時間外労働時間数

発症前1か月 [N, M] [261, 100.7] [280, 97.5] [305, 102.9] [286, 101.4] [236, 98.0] [234, 99.3] [247, 98.6] [1849, 99.9]

{Max} {276.0} {245.5} {314.5} {360.0} {215.1} {225.9} {230.8} {360.0}

発症前2か月 [N, M] [239, 96.2] [245, 90.9] [263, 96.7] [255, 96.1] [210, 97.8] [215, 95.9] [227, 101.1] [1654, 96.3]

{Max} {242.2} {271.0} {316.5} {287.0} {249.0} {226.5} {224.1} {316.5}

発症前3か月 [N, M] [221, 95.8] [221, 86.1] [239, 92.8] [244, 96.7] [190, 94.5] [202, 90.4] [213, 96.6] [1530, 93.3]

{Max} {232.8} {230.0} {291.7} {283.5} {209.3} {238.0} {240.2} {291.7}

発症前4か月 [N, M] [215, 90.3] [213, 87.1] [235, 91.4] [239, 93.0] [183, 93.7] [200, 93.1] [209, 91.2] [1494, 91.3]

{Max} {256.8} {263.2} {280.0} {288.5} {211.0} {220.8} {220.6} {288.5}

発症前5か月 [N, M] [207, 90.8] [205, 85.4] [230, 90.1] [234, 89.1] [178, 89.0] [198, 90.9] [208, 89.1] [1460, 89.2]

{Max} {295.2} {306.0} {266.0} {285.0} {229.8} {246.1} {219.3} {306.0}

発症前6か月 [N, M] [204, 86.9] [200, 84.8] [229, 88.0] [232, 87.9] [177, 83.8] [197, 90.0] [207, 87.5] [1446, 87.1]

{Max} {247.0} {272.0} {315.5} {297.0} {277.2} {235.2} {207.8} {315.5}
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表 1-4-3 出退勤の管理状況、就業規則等、発症 6 か月前の労働時間以外の負荷要因・時間外

労働時間数 （平成 22～28 年度業務上事案、脳・心臓疾患、女性） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

事案数 13 14 14 8 15 11 12 87

(年度別%) (14.9) (16.1) (16.1) (9.2) (17.2) (12.6) (13.8) (100)

出退勤の管理状況

タイムカード 3 (23.1) 4 (28.6) 5 (35.7) 5 (62.5) 5 (33.3) 7 (63.6) 7 (58.3) 36 (41.4)

出勤簿 6 (46.2) 4 (28.6) 4 (28.6) 0 (0.0) 3 (20.0) 1 (9.1) 2 (16.7) 20 (23.0)

管理者による確認 3 (23.1) 2 (14.3) 2 (14.3) 1 (12.5) 0 (0.0) 2 (18.2) 0 (0.0) 10 (11.5)

本人の申告 5 (38.5) 2 (14.3) 4 (28.6) 2 (25.0) 1 (6.7) 0 (0.0) 2 (16.7) 16 (18.4)

就業規則等

就業規則あり 9 (69.2) 8 (57.1) 11 (78.6) 5 (62.5) 11 (73.3) 10 (90.9) 10 (83.3) 64 (73.6)

賃金規程あり 7 (53.8) 4 (28.6) 6 (42.9) 5 (62.5) 12 (80.0) 8 (72.7) 9 (75.0) 51 (58.6)

健康診断あり 8 (61.5) 7 (50.0) 10 (71.4) 4 (50.0) 9 (60.0) 9 (81.8) 10 (83.3) 57 (65.5)

面接指導あり 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (14.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (2.3)

既往歴あり 6 (46.2) 3 (21.4) 2 (14.3) 2 (25.0) 2 (13.3) 4 (36.4) 6 (50.0) 25 (28.7)

発症前6か月の労働時間以外の負荷要因

不規則な勤務 0 (0.0) 2 (14.3) 3 (21.4) 0 (0.0) 3 (20.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 8 (9.2)

拘束時間の長い勤務 0 (0.0) 3 (21.4) 5 (35.7) 2 (25.0) 0 (0.0) 3 (27.3) 2 (16.7) 15 (17.2)

出張の多い業務 0 (0.0) 1 (7.1) 2 (14.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (3.4)

交代勤務・深夜勤務 0 (0.0) 2 (14.3) 3 (21.4) 0 (0.0) 2 (13.3) 3 (27.3) 1 (8.3) 11 (12.6)

作業環境（温度、騒音、時差） 0 (0.0) 2 (14.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (6.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (3.4)

精神的緊張を伴う業務 1 (7.7) 1 (7.1) 1 (7.1) 0 (0.0) 1 (6.7) 2 (18.2) 0 (0.0) 6 (6.9)

発症前の時間外労働時間数

発症前1か月 [N, M] [12, 92.4] [14, 77.8] [14, 102.6] [7, 89.7] [14, 100.1] [11, 92.2] [11, 94.3] [83, 93.0]

{Max} {196.1} {183.5} {136.3} {146.6} {159.6} {152.0} {242.8} {242.8}

発症前2か月 [N, M] [10, 90.2] [13, 91.9] [14, 93.8] [7, 105.5] [11, 92.0] [10, 95.4] [10, 92.2] [75, 93.8]

{Max} {253.6} {183.0} {210.2} {160.1} {176.0} {127.5} {206.9} {253.6}

発症前3か月 [N, M] [10, 84.5] [12, 76.1] [14, 88.5] [7, 91.7] [11, 96.6] [10, 75.8] [9, 109.2] [73, 88.3]

{Max} {242.6} {138.5} {221.0} {149.4} {176.0} {114.3} {262.6} {262.6}

発症前4か月 [N, M] [10, 83.0] [12, 75.0] [14, 92.7] [7, 118.1] [10, 87.3] [10, 79.6] [9, 99.3] [72, 89.1]

{Max} {237.6} {139.1} {230.0} {259.7} {168.1} {104.8} {229.8} {259.7}

発症前5か月 [N, M] [10, 80.0] [12, 70.8] [14, 73.9] [7, 93.4] [10, 92.9] [10, 74.1] [9, 88.8] [72, 80.6]

{Max} {250.2} {139.0} {153.1} {149.8} {163.5} {113.8} {226.5} {250.2}

発症前6か月 [N, M] [10, 78.5] [12, 66.7] [13, 78.0] [7, 97.4] [10, 88.7] [10, 74.7] [9, 103.2] [71, 82.3]

{Max} {250.8} {172.5} {153.3} {146.2} {138.1} {150.1} {250.1} {250.8}
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表 2-1-1 請求時・発症時・死亡時年齢 （平成 22～28 年度業務上事案、精神障害、男女） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

事案数 308 325 475 436 497 472 498 3011

(年度別%) (10.2) (10.8) (15.8) (14.5) (16.5) (15.7) (16.5) (100)

請求時年齢

[M, SD] [40.2, 11.7] [39.8, 11.4] [39.9, 11.5] [40.3, 11.1] [40.4, 11.4] [41.1, 10.7] [40.6, 11.5] [40.3, 11.3]

発症時年齢

[M, SD] [39.1, 11.6] [38.8, 11.5] [38.9, 11.4] [39.3, 11.1] [39.4, 11.3] [40.1, 10.7] [39.5, 11.5] [39.3, 11.3]

19歳以下 4 (1.3) 5 (1.5) 4 (0.8) 6 (1.4) 9 (1.8) 2 (0.4) 9 (1.8) 39 (1.3)

20-29歳 74 (24.0) 70 (21.5) 103 (21.7) 75 (17.2) 103 (20.7) 87 (18.4) 107 (21.5) 619 (20.6)

30-39歳 87 (28.2) 110 (33.8) 148 (31.2) 162 (37.2) 139 (28.0) 137 (29.0) 136 (27.3) 919 (30.5)

40-49歳 77 (25.0) 73 (22.5) 149 (31.4) 105 (24.1) 140 (28.2) 147 (31.1) 144 (28.9) 835 (27.7)

50-59歳 54 (17.5) 55 (16.9) 47 (9.9) 69 (15.8) 86 (17.3) 85 (18.0) 82 (16.5) 478 (15.9)

60歳以上 12 (3.9) 12 (3.7) 24 (5.1) 19 (4.4) 20 (4.0) 14 (3.0) 20 (4.0) 121 (4.0)

合計 308 (100) 325 (100) 475 (100) 436 (100) 497 (100) 472 (100) 498 (100) 3011 (100)

自殺（未遂を含む）

生存 243 (78.9) 259 (79.7) 382 (80.4) 373 (85.6) 398 (80.1) 379 (80.3) 414 (83.1) 2448 (81.3)

自殺 65 (21.1) 66 (20.3) 93 (19.6) 63 (14.4) 99 (19.9) 93 (19.7) 84 (16.9) 563 (18.7)

合計 308 (100) 325 (100) 475 (100) 436 (100) 497 (100) 472 (100) 498 (100) 3011 (100)

死亡時年齢

[M, SD] [42.4, 11.6] [41.6, 13.4] [41.3, 13.9] [41.3, 10.6] [43.1, 12.1] [41.9, 9.7] [38.9, 10.6] [41.5, 11.8]

19歳以下 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (1.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (1.3) 2 (0.4)

20-29歳 12 (20.3) 11 (17.7) 19 (21.6) 8 (14.0) 15 (18.1) 12 (13.8) 20 (25.0) 97 (18.8)

30-39歳 11 (18.6) 21 (33.9) 20 (22.7) 18 (31.6) 18 (21.7) 21 (24.1) 19 (23.8) 128 (24.8)

40-49歳 21 (35.6) 8 (12.9) 30 (34.1) 17 (29.8) 21 (25.3) 33 (37.9) 25 (31.3) 155 (30.0)

50-59歳 12 (20.3) 19 (30.6) 11 (12.5) 12 (21.1) 23 (27.7) 19 (21.8) 15 (18.8) 111 (21.5)

60歳以上 3 (5.1) 3 (4.8) 7 (8.0) 2 (3.5) 6 (7.2) 2 (2.3) 0 (0.0) 23 (4.5)

合計 59 (100) 62 (100) 88 (100) 57 (100) 83 (100) 87 (100) 80 (100) 516 (100)
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表 2-1-2 請求時・発症時・死亡時年齢 （平成 22～28 年度業務上事案、精神障害、男性） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

事案数 204 224 345 289 347 326 330 2065

(年度別%) (9.9) (10.8) (16.7) (14.0) (16.8) (15.8) (16.0) (100)

請求時年齢

[M, SD] [41.5, 11.3] [40.5, 11.5] [41.1, 11.2] [41.1, 11.1] [41.0, 11.1] [42.1, 10.5] [41.4, 11.5] [41.2, 11.1]

発症時年齢

[M, SD] [40.3, 11.2] [39.4, 11.7] [40.0, 11.2] [40.0, 11.1] [39.9, 11.0] [41.0, 10.5] [40.2, 11.4] [40.1, 11.1]

19歳以下 1 (0.5) 4 (1.8) 3 (0.9) 5 (1.7) 5 (1.4) 1 (0.3) 6 (1.8) 25 (1.2)

20-29歳 42 (20.6) 44 (19.6) 58 (16.8) 43 (14.9) 66 (19.0) 51 (15.6) 61 (18.5) 365 (17.7)

30-39歳 60 (29.4) 76 (33.9) 109 (31.6) 104 (36.0) 102 (29.4) 95 (29.1) 94 (28.5) 640 (31.0)

40-49歳 56 (27.5) 48 (21.4) 120 (34.8) 78 (27.0) 97 (28.0) 107 (32.8) 97 (29.4) 603 (29.2)

50-59歳 36 (17.6) 43 (19.2) 36 (10.4) 46 (15.9) 63 (18.2) 60 (18.4) 57 (17.3) 341 (16.5)

60歳以上 9 (4.4) 9 (4.0) 19 (5.5) 13 (4.5) 14 (4.0) 12 (3.7) 15 (4.5) 91 (4.4)

合計 204 (100) 224 (100) 345 (100) 289 (100) 347 (100) 326 (100) 330 (100) 2065 (100)

自殺（未遂を含む）

生存 145 (71.1) 162 (72.3) 257 (74.5) 228 (78.9) 250 (72.0) 238 (73.0) 248 (75.2) 1528 (74.0)

自殺 59 (28.9) 62 (27.7) 88 (25.5) 61 (21.1) 97 (28.0) 88 (27.0) 82 (24.8) 537 (26.0)

合計 204 (100) 224 (100) 345 (100) 289 (100) 347 (100) 326 (100) 330 (100) 2065 (100)

死亡時年齢

[M, SD] [43.5, 11.3] [42.3, 13.6] [41.5, 13.8] [42.0, 10.2] [43.1, 12.1] [41.9, 9.6] [39.1, 10.6] [41.8, 11.7]

19歳以下 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (1.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (1.3) 2 (0.4)

20-29歳 9 (16.7) 11 (19.0) 16 (19.3) 6 (10.9) 15 (18.1) 11 (13.3) 19 (24.1) 87 (17.6)

30-39歳 10 (18.5) 17 (29.3) 20 (24.1) 18 (32.7) 18 (21.7) 20 (24.1) 19 (24.1) 122 (24.6)

40-49歳 20 (37.0) 8 (13.8) 30 (36.1) 17 (30.9) 21 (25.3) 33 (39.8) 25 (31.6) 154 (31.1)

50-59歳 12 (22.2) 19 (32.8) 9 (10.8) 12 (21.8) 23 (27.7) 17 (20.5) 15 (19.0) 107 (21.6)

60歳以上 3 (5.6) 3 (5.2) 7 (8.4) 2 (3.6) 6 (7.2) 2 (2.4) 0 (0.0) 23 (4.6)

合計 54 (100) 58 (100) 83 (100) 55 (100) 83 (100) 83 (100) 79 (100) 495 (100)
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表 2-1-3 請求時・発症時・死亡時年齢 （平成 22～28 年度業務上事案、精神障害、女性） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

事案数 104 101 130 147 150 146 168 946

(年度別%) (11.0) (10.7) (13.7) (15.5) (15.9) (15.4) (17.8) (100)

請求時年齢

[M, SD] [37.5, 12.0] [38.2, 11.1] [36.6, 11.7] [38.9, 11.1] [39.0, 12.0] [38.9, 10.9] [39.0, 11.5] [38.4, 11.5]

発症時年齢

[M, SD] [36.8, 12.1] [37.4, 11.0] [35.9, 11.6] [38.0, 11.1] [38.2, 12.0] [38.2, 10.9] [38.1, 11.4] [37.6, 11.5]

19歳以下 3 (2.9) 1 (1.0) 1 (0.8) 1 (0.7) 4 (2.7) 1 (0.7) 3 (1.8) 14 (1.5)

20-29歳 32 (30.8) 26 (25.7) 45 (34.6) 32 (21.8) 37 (24.7) 36 (24.7) 46 (27.4) 254 (26.8)

30-39歳 27 (26.0) 34 (33.7) 39 (30.0) 58 (39.5) 37 (24.7) 42 (28.8) 42 (25.0) 279 (29.5)

40-49歳 21 (20.2) 25 (24.8) 29 (22.3) 27 (18.4) 43 (28.7) 40 (27.4) 47 (28.0) 232 (24.5)

50-59歳 18 (17.3) 12 (11.9) 11 (8.5) 23 (15.6) 23 (15.3) 25 (17.1) 25 (14.9) 137 (14.5)

60歳以上 3 (2.9) 3 (3.0) 5 (3.8) 6 (4.1) 6 (4.0) 2 (1.4) 5 (3.0) 30 (3.2)

合計 104 (100) 101 (100) 130 (100) 147 (100) 150 (100) 146 (100) 168 (100) 946 (100)

自殺（未遂を含む）

生存 98 (94.2) 97 (96.0) 125 (96.2) 145 (98.6) 148 (98.7) 141 (96.6) 166 (98.8) 920 (97.3)

自殺 6 (5.8) 4 (4.0) 5 (3.8) 2 (1.4) 2 (1.3) 5 (3.4) 2 (1.2) 26 (2.7)

合計 104 (100) 101 (100) 130 (100) 147 (100) 150 (100) 146 (100) 168 (100) 946 (100)

死亡時年齢

[M, SD] [29.8, 7.6] [31.8, 1.5] [37.6, 18.0] [23.0, 2.8] [ - ] [42.0, 12.6] [24.0, -] [33.4, 11.8]

19歳以下 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 ( - ) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

20-29歳 3 (60.0) 0 (0.0) 3 (60.0) 2 (100) 0 ( - ) 1 (25.0) 1 (100) 10 (47.6)

30-39歳 1 (20.0) 4 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 ( - ) 1 (25.0) 0 (0.0) 6 (28.6)

40-49歳 1 (20.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 ( - ) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (4.8)

50-59歳 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (40.0) 0 (0.0) 0 ( - ) 2 (50.0) 0 (0.0) 4 (19.0)

60歳以上 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 ( - ) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

合計 5 (100) 4 (100) 5 (100) 2 (100) 0 ( - ) 4 (100) 1 (100) 21 (100)
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表 2-2-1 決定時疾患名（平成 22～28 年度業務上事案、精神障害、男女） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

F30-F39：気分[感情]障害

161 (52.3) 148 (45.5) 234 (49.3) 208 (47.7) 250 (50.3) 233 (49.4) 250 (50.2) 1484 (49.3)

F30 躁病エピソード 1 (0.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (0.1)

F31 双極性感情障害 1 (0.3) 1 (0.3) 5 (1.1) 10 (2.3) 10 (2.0) 12 (2.5) 8 (1.6) 47 (1.6)

F32 うつ病エピソード 144 (46.8) 132 (40.6) 197 (41.5) 175 (40.1) 211 (42.5) 199 (42.2) 226 (45.4) 1284 (42.6)

F33 反復性うつ病性障害 4 (1.3) 3 (0.9) 10 (2.1) 9 (2.1) 4 (0.8) 5 (1.1) 6 (1.2) 41 (1.4)

F34 持続性気分（感情）障害 2 (0.6) 0 (0.0) 4 (0.8) 2 (0.5) 1 (0.2) 1 (0.2) 1 (0.2) 11 (0.4)

F38 その他の気分（感情）障害 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.2) 0 (0.0) 2 (0.1)

F39 詳細不明の気分（感情）障害 0 (0.0) 1 (0.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.0)

F3  下位分類不明 9 (2.9) 11 (3.4) 17 (3.6) 12 (2.8) 23 (4.6) 15 (3.2) 9 (1.8) 96 (3.2)

F40-F48：神経症性障害，ストレス関連障害及び身体表現性障害

145 (47.1) 174 (53.5) 239 (50.3) 225 (51.6) 245 (49.3) 235 (49.8) 245 (49.2) 1508 (50.1)

F40 恐怖症性不安障害 4 (1.3) 3 (0.9) 3 (0.6) 1 (0.2) 5 (1.0) 2 (0.4) 1 (0.2) 19 (0.6)

F41 その他の不安障害 6 (1.9) 4 (1.2) 14 (2.9) 12 (2.8) 17 (3.4) 17 (3.6) 14 (2.8) 84 (2.8)

F42 強迫性障害 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.0)

F43.0 急性ストレス反応 17 (5.5) 25 (7.7) 22 (4.6) 21 (4.8) 21 (4.2) 16 (3.4) 19 (3.8) 141 (4.7)

F43.1 心的外傷後ストレス障害 51 (16.6) 54 (16.6) 65 (13.7) 70 (16.1) 73 (14.7) 55 (11.7) 54 (10.8) 422 (14.0)

F43.2 適応障害 45 (14.6) 61 (18.8) 80 (16.8) 79 (18.1) 96 (19.3) 104 (22.0) 119 (23.9) 584 (19.4)

F43.8 その他の重度ストレス反応 0 (0.0) 1 (0.3) 4 (0.8) 1 (0.2) 2 (0.4) 0 (0.0) 0 (0.0) 8 (0.3)

F43.9 重度ストレス反応、詳細不明 1 (0.3) 0 (0.0) 2 (0.4) 1 (0.2) 1 (0.2) 1 (0.2) 0 (0.0) 6 (0.2)

F43以下の下位分類不明 13 (4.2) 8 (2.5) 16 (3.4) 14 (3.2) 9 (1.8) 16 (3.4) 19 (3.8) 95 (3.2)

F44 解離性（転換性）障害 0 (0.0) 2 (0.6) 8 (1.7) 4 (0.9) 6 (1.2) 4 (0.8) 5 (1.0) 29 (1.0)

F45 身体表現性障害 2 (0.6) 4 (1.2) 6 (1.3) 6 (1.4) 4 (0.8) 8 (1.7) 6 (1.2) 36 (1.2)

F48 その他の神経症性障害 1 (0.3) 0 (0.0) 2 (0.4) 1 (0.2) 0 (0.0) 1 (0.2) 0 (0.0) 5 (0.2)

F4 下位分類不明 5 (1.6) 12 (3.7) 17 (3.6) 14 (3.2) 11 (2.2) 11 (2.3) 8 (1.6) 78 (2.6)

F2：統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害

2 (0.6) 2 (0.6) 2 (0.4) 3 (0.7) 2 (0.4) 4 (0.8) 2 (0.4) 17 (0.6)

その他の疾患

0 (0.0) 1 (0.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.2) 2 (0.1)

合計 308 (100) 325 (100) 475 (100) 436 (100) 497 (100) 472 (100) 498 (100) 3011 (100)
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表 2-2-2 決定時疾患名（平成 22～28 年度業務上事案、精神障害、男性） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

F30-F39：気分[感情]障害

131 (64.2) 128 (57.1) 199 (57.7) 161 (55.7) 211 (60.8) 188 (57.7) 195 (59.1) 1213 (58.7)

F30 躁病エピソード 1 (0.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (0.1)

F31 双極性感情障害 1 (0.5) 1 (0.4) 4 (1.2) 8 (2.8) 9 (2.6) 10 (3.1) 8 (2.4) 41 (2.0)

F32 うつ病エピソード 116 (56.9) 112 (50.0) 169 (49.0) 136 (47.1) 179 (51.6) 157 (48.2) 174 (52.7) 1043 (50.5)

F33 反復性うつ病性障害 3 (1.5) 3 (1.3) 8 (2.3) 9 (3.1) 4 (1.2) 5 (1.5) 6 (1.8) 38 (1.8)

F34 持続性気分（感情）障害 2 (1.0) 0 (0.0) 4 (1.2) 1 (0.3) 1 (0.3) 1 (0.3) 0 (0.0) 9 (0.4)

F38 その他の気分（感情）障害 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.3) 0 (0.0) 2 (0.1)

F39 詳細不明の気分（感情）障害 0 (0.0) 1 (0.4) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.0)

F3  下位分類不明 8 (3.9) 11 (4.9) 13 (3.8) 7 (2.4) 17 (4.9) 14 (4.3) 7 (2.1) 77 (3.7)

F40-F48：神経症性障害，ストレス関連障害及び身体表現性障害

71 (34.8) 93 (41.5) 144 (41.7) 125 (43.3) 134 (38.6) 134 (41.1) 133 (40.3) 834 (40.4)

F40 恐怖症性不安障害 3 (1.5) 2 (0.9) 0 (0.0) 1 (0.3) 1 (0.3) 1 (0.3) 1 (0.3) 9 (0.4)

F41 その他の不安障害 2 (1.0) 2 (0.9) 9 (2.6) 7 (2.4) 9 (2.6) 8 (2.5) 9 (2.7) 46 (2.2)

F42 強迫性障害 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.0)

F43.0 急性ストレス反応 8 (3.9) 11 (4.9) 7 (2.0) 8 (2.8) 6 (1.7) 5 (1.5) 4 (1.2) 49 (2.4)

F43.1 心的外傷後ストレス障害 15 (7.4) 26 (11.6) 37 (10.7) 38 (13.1) 37 (10.7) 27 (8.3) 29 (8.8) 209 (10.1)

F43.2 適応障害 27 (13.2) 38 (17.0) 62 (18.0) 49 (17.0) 57 (16.4) 64 (19.6) 69 (20.9) 366 (17.7)

F43.8 その他の重度ストレス反応 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.3) 1 (0.3) 1 (0.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (0.1)

F43.9 重度ストレス反応、詳細不明 1 (0.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.3) 1 (0.3) 0 (0.0) 3 (0.1)

F43以下の下位分類不明 10 (4.9) 4 (1.8) 8 (2.3) 6 (2.1) 5 (1.4) 9 (2.8) 10 (3.0) 52 (2.5)

F44 解離性（転換性）障害 0 (0.0) 1 (0.4) 5 (1.4) 2 (0.7) 6 (1.7) 3 (0.9) 3 (0.9) 20 (1.0)

F45 身体表現性障害 2 (1.0) 4 (1.8) 4 (1.2) 4 (1.4) 4 (1.2) 8 (2.5) 4 (1.2) 30 (1.5)

F48 その他の神経症性障害 1 (0.5) 0 (0.0) 1 (0.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (0.1)

F4 下位分類不明 2 (1.0) 5 (2.2) 10 (2.9) 8 (2.8) 7 (2.0) 8 (2.5) 4 (1.2) 44 (2.1)

F2：統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害

2 (1.0) 2 (0.9) 2 (0.6) 3 (1.0) 2 (0.6) 4 (1.2) 2 (0.6) 17 (0.8)

その他の疾患

0 (0.0) 1 (0.4) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.0)

合計 204 (100) 224 (100) 345 (100) 289 (100) 347 (100) 326 (100) 330 (100) 2065 (100)
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表 2-2-3 決定時疾患名（平成 22～28 年度業務上事案、精神障害、女性） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

F30-F39：気分[感情]障害

30 (28.8) 20 (19.8) 35 (26.9) 47 (32.0) 39 (26.0) 45 (30.8) 55 (32.7) 271 (28.6)

F30 躁病エピソード 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

F31 双極性感情障害 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.8) 2 (1.4) 1 (0.7) 2 (1.4) 0 (0.0) 6 (0.6)

F32 うつ病エピソード 28 (26.9) 20 (19.8) 28 (21.5) 39 (26.5) 32 (21.3) 42 (28.8) 52 (31.0) 241 (25.5)

F33 反復性うつ病性障害 1 (1.0) 0 (0.0) 2 (1.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (0.3)

F34 持続性気分（感情）障害 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.6) 2 (0.2)

F38 その他の気分（感情）障害 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

F39 詳細不明の気分（感情）障害 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

F3  下位分類不明 1 (1.0) 0 (0.0) 4 (3.1) 5 (3.4) 6 (4.0) 1 (0.7) 2 (1.2) 19 (2.0)

F40-F48：神経症性障害，ストレス関連障害及び身体表現性障害

74 (71.2) 81 (80.2) 95 (73.1) 100 (68.0) 111 (74.0) 101 (69.2) 112 (66.7) 674 (71.2)

F40 恐怖症性不安障害 1 (1.0) 1 (1.0) 3 (2.3) 0 (0.0) 4 (2.7) 1 (0.7) 0 (0.0) 10 (1.1)

F41 その他の不安障害 4 (3.8) 2 (2.0) 5 (3.8) 5 (3.4) 8 (5.3) 9 (6.2) 5 (3.0) 38 (4.0)

F42 強迫性障害 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

F43.0 急性ストレス反応 9 (8.7) 14 (13.9) 15 (11.5) 13 (8.8) 15 (10.0) 11 (7.5) 15 (8.9) 92 (9.7)

F43.1 心的外傷後ストレス障害 36 (34.6) 28 (27.7) 28 (21.5) 32 (21.8) 36 (24.0) 28 (19.2) 25 (14.9) 213 (22.5)

F43.2 適応障害 18 (17.3) 23 (22.8) 18 (13.8) 30 (20.4) 39 (26.0) 40 (27.4) 50 (29.8) 218 (23.0)

F43.8 その他の重度ストレス反応 0 (0.0) 1 (1.0) 3 (2.3) 0 (0.0) 1 (0.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 5 (0.5)

F43.9 重度ストレス反応、詳細不明 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (1.5) 1 (0.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (0.3)

F43以下の下位分類不明 3 (2.9) 4 (4.0) 8 (6.2) 8 (5.4) 4 (2.7) 7 (4.8) 9 (5.4) 43 (4.5)

F44 解離性（転換性）障害 0 (0.0) 1 (1.0) 3 (2.3) 2 (1.4) 0 (0.0) 1 (0.7) 2 (1.2) 9 (1.0)

F45 身体表現性障害 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (1.5) 2 (1.4) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (1.2) 6 (0.6)

F48 その他の神経症性障害 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.8) 1 (0.7) 0 (0.0) 1 (0.7) 0 (0.0) 3 (0.3)

F4 下位分類不明 3 (2.9) 7 (6.9) 7 (5.4) 6 (4.1) 4 (2.7) 3 (2.1) 4 (2.4) 34 (3.6)

F2：統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害

0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

その他の疾患

0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.6) 1 (0.1)

合計 104 (100) 101 (100) 130 (100) 147 (100) 150 (100) 146 (100) 168 (100) 946 (100)
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表 2-3-1 業種（大分類）、職種（大分類）（業務上外、精神事案、男女） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

業種(大分類)

製造業 50 (16.2) 59 (18.2) 93 (19.6) 78 (17.9) 81 (16.3) 71 (15.0) 91 (18.3) 523 (17.4)

卸売業・小売業 46 (14.9) 41 (12.6) 66 (13.9) 65 (14.9) 71 (14.3) 65 (13.8) 57 (11.4) 411 (13.6)

医療，福祉 41 (13.3) 39 (12.0) 52 (10.9) 54 (12.4) 60 (12.1) 47 (10.0) 80 (16.1) 373 (12.4)

運輸業，郵便業 33 (10.7) 27 (8.3) 52 (10.9) 45 (10.3) 63 (12.7) 57 (12.1) 45 (9.0) 322 (10.7)

建設業 20 (6.5) 35 (10.8) 22 (4.6) 34 (7.8) 37 (7.4) 36 (7.6) 54 (10.8) 238 (7.9)

サービス業（他に分類されないもの） 19 (6.2) 20 (6.2) 42 (8.8) 40 (9.2) 30 (6.0) 36 (7.6) 28 (5.6) 215 (7.1)

宿泊業，飲食サービス業 22 (7.1) 25 (7.7) 30 (6.3) 24 (5.5) 38 (7.6) 29 (6.1) 33 (6.6) 201 (6.7)

情報通信業 22 (7.1) 13 (4.0) 35 (7.4) 22 (5.0) 32 (6.4) 30 (6.4) 27 (5.4) 181 (6.0)

学術研究，専門・技術サービス業 17 (5.5) 14 (4.3) 19 (4.0) 19 (4.4) 27 (5.4) 28 (5.9) 17 (3.4) 141 (4.7)

教育，学習支援業 11 (3.6) 11 (3.4) 13 (2.7) 13 (3.0) 10 (2.0) 19 (4.0) 10 (2.0) 87 (2.9)

金融業・保険業 8 (2.6) 8 (2.5) 12 (2.5) 15 (3.4) 7 (1.4) 14 (3.0) 11 (2.2) 75 (2.5)

不動産業，物品賃貸業 8 (2.6) 9 (2.8) 16 (3.4) 7 (1.6) 14 (2.8) 12 (2.5) 16 (3.2) 82 (2.7)

生活関連サービス業，娯楽業 7 (2.3) 10 (3.1) 10 (2.1) 6 (1.4) 16 (3.2) 14 (3.0) 11 (2.2) 74 (2.5)

農業，林業 1 (0.3) 4 (1.2) 5 (1.1) 4 (0.9) 4 (0.8) 2 (0.4) 4 (0.8) 24 (0.8)

複合サービス事業 2 (0.6) 4 (1.2) 5 (1.1) 4 (0.9) 2 (0.4) 2 (0.4) 6 (1.2) 25 (0.8)

電気・ガス・熱供給・水道業 1 (0.3) 5 (1.5) 1 (0.2) 3 (0.7) 1 (0.2) 3 (0.6) 4 (0.8) 18 (0.6)

漁業 0 (0.0) 1 (0.3) 1 (0.2) 2 (0.5) 2 (0.4) 3 (0.6) 1 (0.2) 10 (0.3)

鉱業，採石業，砂利採取業 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.2) 1 (0.2) 0 (0.0) 1 (0.2) 2 (0.4) 5 (0.2)

公務（他に分類されるものを除く） 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (0.4) 3 (0.6) 1 (0.2) 6 (0.2)

合計 308 (100) 325 (100) 475 (100) 436 (100) 497 (100) 472 (100) 498 (100) 3011 (100)

職種(大分類)

専門的・技術的職業従事者 73 (23.7) 78 (24.0) 117 (24.6) 104 (23.9) 110 (22.1) 114 (24.2) 115 (23.1) 711 (23.6)

事務従事者 61 (19.8) 59 (18.2) 101 (21.3) 87 (20.0) 99 (19.9) 93 (19.7) 81 (16.3) 581 (19.3)

販売従事者 44 (14.3) 40 (12.3) 54 (11.4) 42 (9.6) 53 (10.7) 48 (10.2) 63 (12.7) 344 (11.4)

サービス職業従事者 35 (11.4) 38 (11.7) 57 (12.0) 50 (11.5) 63 (12.7) 53 (11.2) 64 (12.9) 360 (12.0)

生産工程従事者 22 (7.1) 35 (10.8) 56 (11.8) 56 (12.8) 51 (10.3) 36 (7.6) 52 (10.4) 308 (10.2)

管理的職業従事者 29 (9.4) 21 (6.5) 26 (5.5) 18 (4.1) 49 (9.9) 44 (9.3) 30 (6.0) 217 (7.2)

輸送・機械運転従事者 23 (7.5) 18 (5.5) 33 (6.9) 30 (6.9) 31 (6.2) 37 (7.8) 32 (6.4) 204 (6.8)

建設・採掘従事者 9 (2.9) 17 (5.2) 11 (2.3) 24 (5.5) 18 (3.6) 18 (3.8) 27 (5.4) 124 (4.1)

運搬・清掃・包装等従事者 8 (2.6) 12 (3.7) 15 (3.2) 10 (2.3) 17 (3.4) 19 (4.0) 23 (4.6) 104 (3.5)

農林漁業従事者 1 (0.3) 4 (1.2) 3 (0.6) 7 (1.6) 5 (1.0) 4 (0.8) 5 (1.0) 29 (1.0)

保安職業従事者 1 (0.3) 3 (0.9) 2 (0.4) 8 (1.8) 1 (0.2) 6 (1.3) 6 (1.2) 27 (0.9)

運輸・通信従事者 1 (0.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.0)

分類不能の職業 1 (0.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.0)

合計 308 (100) 325 (100) 475 (100) 436 (100) 497 (100) 472 (100) 498 (100) 3011 (100)
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表 2-3-2 業種（大分類）、職種（大分類）（業務上外、精神事案、男性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

業種(大分類)

製造業 41 (20.1) 53 (23.7) 81 (23.5) 63 (21.8) 64 (18.4) 53 (16.3) 71 (21.5) 426 (20.6)

卸売業・小売業 23 (11.3) 29 (12.9) 46 (13.3) 44 (15.2) 54 (15.6) 39 (12.0) 34 (10.3) 269 (13.0)

医療，福祉 11 (5.4) 7 (3.1) 14 (4.1) 4 (1.4) 16 (4.6) 17 (5.2) 22 (6.7) 91 (4.4)

運輸業，郵便業 30 (14.7) 21 (9.4) 43 (12.5) 39 (13.5) 50 (14.4) 46 (14.1) 38 (11.5) 267 (12.9)

建設業 16 (7.8) 34 (15.2) 21 (6.1) 32 (11.1) 34 (9.8) 34 (10.4) 52 (15.8) 223 (10.8)

サービス業（他に分類されないもの） 12 (5.9) 13 (5.8) 31 (9.0) 30 (10.4) 20 (5.8) 25 (7.7) 20 (6.1) 151 (7.3)

宿泊業，飲食サービス業 18 (8.8) 14 (6.3) 21 (6.1) 15 (5.2) 25 (7.2) 18 (5.5) 21 (6.4) 132 (6.4)

情報通信業 17 (8.3) 10 (4.5) 29 (8.4) 14 (4.8) 27 (7.8) 25 (7.7) 19 (5.8) 141 (6.8)

学術研究，専門・技術サービス業 13 (6.4) 8 (3.6) 14 (4.1) 14 (4.8) 23 (6.6) 23 (7.1) 13 (3.9) 108 (5.2)

教育，学習支援業 6 (2.9) 7 (3.1) 7 (2.0) 5 (1.7) 6 (1.7) 8 (2.5) 4 (1.2) 43 (2.1)

金融業・保険業 3 (1.5) 2 (0.9) 7 (2.0) 8 (2.8) 4 (1.2) 6 (1.8) 6 (1.8) 36 (1.7)

不動産業，物品賃貸業 7 (3.4) 5 (2.2) 13 (3.8) 5 (1.7) 9 (2.6) 10 (3.1) 9 (2.7) 58 (2.8)

生活関連サービス業，娯楽業 4 (2.0) 8 (3.6) 8 (2.3) 4 (1.4) 7 (2.0) 12 (3.7) 7 (2.1) 50 (2.4)

農業，林業 1 (0.5) 4 (1.8) 4 (1.2) 4 (1.4) 3 (0.9) 2 (0.6) 3 (0.9) 21 (1.0)

複合サービス事業 1 (0.5) 3 (1.3) 4 (1.2) 2 (0.7) 1 (0.3) 1 (0.3) 5 (1.5) 17 (0.8)

電気・ガス・熱供給・水道業 1 (0.5) 5 (2.2) 0 (0.0) 3 (1.0) 1 (0.3) 3 (0.9) 3 (0.9) 16 (0.8)

漁業 0 (0.0) 1 (0.4) 1 (0.3) 2 (0.7) 2 (0.6) 3 (0.9) 1 (0.3) 10 (0.5)

鉱業，採石業，砂利採取業 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.3) 1 (0.3) 0 (0.0) 1 (0.3) 2 (0.6) 5 (0.2)

公務（他に分類されるものを除く） 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.0)

合計 204 (100) 224 (100) 345 (100) 289 (100) 347 (100) 326 (100) 330 (100) 2065 (100)

職種(大分類)

専門的・技術的職業従事者 46 (22.5) 47 (21.0) 79 (22.9) 59 (20.4) 70 (20.2) 79 (24.2) 73 (22.1) 453 (21.9)

事務従事者 31 (15.2) 32 (14.3) 61 (17.7) 49 (17.0) 58 (16.7) 49 (15.0) 37 (11.2) 317 (15.4)

販売従事者 22 (10.8) 26 (11.6) 37 (10.7) 24 (8.3) 38 (11.0) 28 (8.6) 41 (12.4) 216 (10.5)

サービス職業従事者 22 (10.8) 22 (9.8) 36 (10.4) 21 (7.3) 32 (9.2) 29 (8.9) 32 (9.7) 194 (9.4)

生産工程従事者 17 (8.3) 31 (13.8) 51 (14.8) 50 (17.3) 42 (12.1) 27 (8.3) 45 (13.6) 263 (12.7)

管理的職業従事者 27 (13.2) 19 (8.5) 24 (7.0) 15 (5.2) 45 (13.0) 40 (12.3) 22 (6.7) 192 (9.3)

輸送・機械運転従事者 20 (9.8) 13 (5.8) 30 (8.7) 28 (9.7) 28 (8.1) 34 (10.4) 30 (9.1) 183 (8.9)

建設・採掘従事者 9 (4.4) 17 (7.6) 11 (3.2) 24 (8.3) 17 (4.9) 18 (5.5) 26 (7.9) 122 (5.9)

運搬・清掃・包装等従事者 7 (3.4) 10 (4.5) 11 (3.2) 6 (2.1) 12 (3.5) 14 (4.3) 15 (4.5) 75 (3.6)

農林漁業従事者 1 (0.5) 4 (1.8) 3 (0.9) 7 (2.4) 4 (1.2) 3 (0.9) 3 (0.9) 25 (1.2)

保安職業従事者 1 (0.5) 3 (1.3) 2 (0.6) 6 (2.1) 1 (0.3) 5 (1.5) 6 (1.8) 24 (1.2)

運輸・通信従事者 1 (0.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.0)

分類不能の職業 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

合計 204 (100) 224 (100) 345 (100) 289 (100) 347 (100) 326 (100) 330 (100) 2065 (100)
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表 2-3-3 業種（大分類）、職種（大分類）（業務上外、精神事案、女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

業種(大分類)

製造業 9 (8.7) 6 (5.9) 12 (9.2) 15 (10.2) 17 (11.3) 18 (12.3) 20 (11.9) 97 (10.3)

卸売業・小売業 23 (22.1) 12 (11.9) 20 (15.4) 21 (14.3) 17 (11.3) 26 (17.8) 23 (13.7) 142 (15.0)

医療，福祉 30 (28.8) 32 (31.7) 38 (29.2) 50 (34.0) 44 (29.3) 30 (20.5) 58 (34.5) 282 (29.8)

運輸業，郵便業 3 (2.9) 6 (5.9) 9 (6.9) 6 (4.1) 13 (8.7) 11 (7.5) 7 (4.2) 55 (5.8)

建設業 4 (3.8) 1 (1.0) 1 (0.8) 2 (1.4) 3 (2.0) 2 (1.4) 2 (1.2) 15 (1.6)

サービス業（他に分類されないもの） 7 (6.7) 7 (6.9) 11 (8.5) 10 (6.8) 10 (6.7) 11 (7.5) 8 (4.8) 64 (6.8)

宿泊業，飲食サービス業 4 (3.8) 11 (10.9) 9 (6.9) 9 (6.1) 13 (8.7) 11 (7.5) 12 (7.1) 69 (7.3)

情報通信業 5 (4.8) 3 (3.0) 6 (4.6) 8 (5.4) 5 (3.3) 5 (3.4) 8 (4.8) 40 (4.2)

学術研究，専門・技術サービス業 4 (3.8) 6 (5.9) 5 (3.8) 5 (3.4) 4 (2.7) 5 (3.4) 4 (2.4) 33 (3.5)

教育，学習支援業 5 (4.8) 4 (4.0) 6 (4.6) 8 (5.4) 4 (2.7) 11 (7.5) 6 (3.6) 44 (4.7)

金融業・保険業 5 (4.8) 6 (5.9) 5 (3.8) 7 (4.8) 3 (2.0) 8 (5.5) 5 (3.0) 39 (4.1)

不動産業，物品賃貸業 1 (1.0) 4 (4.0) 3 (2.3) 2 (1.4) 5 (3.3) 2 (1.4) 7 (4.2) 24 (2.5)

生活関連サービス業，娯楽業 3 (2.9) 2 (2.0) 2 (1.5) 2 (1.4) 9 (6.0) 2 (1.4) 4 (2.4) 24 (2.5)

農業，林業 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.8) 0 (0.0) 1 (0.7) 0 (0.0) 1 (0.6) 3 (0.3)

複合サービス事業 1 (1.0) 1 (1.0) 1 (0.8) 2 (1.4) 1 (0.7) 1 (0.7) 1 (0.6) 8 (0.8)

電気・ガス・熱供給・水道業 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.8) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.6) 2 (0.2)

漁業 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

鉱業，採石業，砂利採取業 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

公務（他に分類されるものを除く） 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.7) 3 (2.1) 1 (0.6) 5 (0.5)

合計 104 (100) 101 (100) 130 (100) 147 (100) 150 (100) 146 (100) 168 (100) 946 (100)

職種(大分類)

専門的・技術的職業従事者 27 (26.0) 31 (30.7) 38 (29.2) 45 (30.6) 40 (26.7) 35 (24.0) 42 (25.0) 258 (27.3)

事務従事者 30 (28.8) 27 (26.7) 40 (30.8) 38 (25.9) 41 (27.3) 44 (30.1) 44 (26.2) 264 (27.9)

販売従事者 22 (21.2) 14 (13.9) 17 (13.1) 18 (12.2) 15 (10.0) 20 (13.7) 22 (13.1) 128 (13.5)

サービス職業従事者 13 (12.5) 16 (15.8) 21 (16.2) 29 (19.7) 31 (20.7) 24 (16.4) 32 (19.0) 166 (17.5)

生産工程従事者 5 (4.8) 4 (4.0) 5 (3.8) 6 (4.1) 9 (6.0) 9 (6.2) 7 (4.2) 45 (4.8)

管理的職業従事者 2 (1.9) 2 (2.0) 2 (1.5) 3 (2.0) 4 (2.7) 4 (2.7) 8 (4.8) 25 (2.6)

輸送・機械運転従事者 3 (2.9) 5 (5.0) 3 (2.3) 2 (1.4) 3 (2.0) 3 (2.1) 2 (1.2) 21 (2.2)

建設・採掘従事者 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.7) 0 (0.0) 1 (0.6) 2 (0.2)

運搬・清掃・包装等従事者 1 (1.0) 2 (2.0) 4 (3.1) 4 (2.7) 5 (3.3) 5 (3.4) 8 (4.8) 29 (3.1)

農林漁業従事者 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.7) 1 (0.7) 2 (1.2) 4 (0.4)

保安職業従事者 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (1.4) 0 (0.0) 1 (0.7) 0 (0.0) 3 (0.3)

運輸・通信従事者 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

分類不能の職業 1 (1.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.1)

合計 104 (100) 101 (100) 130 (100) 147 (100) 150 (100) 146 (100) 168 (100) 946 (100)
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表 2-4-1 出来事（旧基準*1） （平成 22～23 年度業務上事案、精神障害、男女） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 
   *1 旧基準：「心理的負荷による精神障害等に係る業務上外の判断指針」（平成 11 年 9 月）に基づく分類  

平成22年度 平成23年度 合計
N (%) N (%) N (%)

事案数 308 284 592
（年度別%） (52.0) (48.0) (100)

恒常的な長時間労働
出来事前 83 (26.9) 57 (20.1) 140 (23.6)
出来事後 103 (33.4) 91 (32.0) 194 (32.8)

特別な出来事の評価
イ  生死に関わる事故への遭遇等心理的負荷が極度のもの 59 (19.2) 61 (21.5) 120 (20.3)
ロ　おおむね6か月を超える期間にわたって療養中の者に発病した精神障害については、症
状が急変し、極度の苦痛を伴ったもの 2 (0.6) 2 (0.7) 4 (0.7)

ハ　極度の長時間労働 27 (8.8) 18 (6.3) 45 (7.6)
具体的出来事

1. 重度の病気やケガをした 24 (7.8) 22 (7.7) 46 (7.8)
2. 悲惨な事故や災害の体験（目撃）をした 45 (14.6) 52 (18.3) 97 (16.4)
3. 交通事故（重大な人身事故、重大事故）を起こした 4 (1.3) 3 (1.1) 7 (1.2)
4. 労働災害（重大な人身事故、重大事故）の発生に直接関与した 1 (0.3) 1 (0.4) 2 (0.3)
5. 会社の経営に影響するなどの重大な仕事上のミスをした 5 (1.6) 2 (0.7) 7 (1.2)
6. 会社で起きた事故（事件）について、責任を問われた 7 (2.3) 2 (0.7) 9 (1.5)
7. 違法行為を強要された 3 (1.0) 0 (0.0) 3 (0.5)
8. 自分の関係する仕事で多額の損失を出した 4 (1.3) 2 (0.7) 6 (1.0)
9. 達成困難なノルマが課された 8 (2.6) 5 (1.8) 13 (2.2)
10. ノルマが達成できなかった 7 (2.3) 9 (3.2) 16 (2.7)
11. 新規事業の担当になった、会社の立て直しの担当になった 8 (2.6) 9 (3.2) 17 (2.9)
12. 顧客や取引先から無理な注文を受けた 4 (1.3) 3 (1.1) 7 (1.2)
13. 顧客や取引先からクレームを受けた 18 (5.8) 14 (4.9) 32 (5.4)
14. 研修、会議等の参加を強要された 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
15. 大きな説明会や公式の場での発表を強いられた 0 (0.0) 1 (0.4) 1 (0.2)
16. 上司が不在になることにより、その代行を任された 0 (0.0) 1 (0.4) 1 (0.2)
17. 仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさせる出来事があった 47 (15.3) 49 (17.3) 96 (16.2)
18. 勤務・拘束時間が長時間化する出来事が生じた 27 (8.8) 19 (6.7) 46 (7.8)
19. 勤務形態に変化があった 1 (0.3) 0 (0.0) 1 (0.2)
20. 仕事のペース、活動の変化があった 0 (0.0) 1 (0.4) 1 (0.2)
21. 職場のOA化が進んだ 1 (0.3) 0 (0.0) 1 (0.2)
22. 退職を強要された 11 (3.6) 5 (1.8) 16 (2.7)
23. 出向した 1 (0.3) 0 (0.0) 1 (0.2)
24. 左遷された 3 (1.0) 1 (0.4) 4 (0.7)
25. 非正規社員であるとの理由により、仕事上の差別、不利益取り扱いを受けた 2 (0.6) 0 (0.0) 2 (0.3)
26. 早期退職制度の対象となった 2 (0.6) 0 (0.0) 2 (0.3)
27. 転勤をした 12 (3.9) 11 (3.9) 23 (3.9)
28. 複数名で担当していた業務を1人で担当するようになった 13 (4.2) 4 (1.4) 17 (2.9)
29. 配置転換があった 7 (2.3) 19 (6.7) 26 (4.4)
30. 自分の昇格・昇進があった 9 (2.9) 3 (1.1) 12 (2.0)
31. 部下が減った 3 (1.0) 5 (1.8) 8 (1.4)
32. 部下が増えた 0 (0.0) 1 (0.4) 1 (0.2)
33. 同一事業場内での所属部署が統廃合された 1 (0.3) 0 (0.0) 1 (0.2)
34. 担当ではない業務として非正規社員のマネージメント、教育を行った 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
35. （ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受けた 31 (10.1) 34 (12.0) 65 (11.0)
36. セクシャルハラスメントを受けた 9 (2.9) 6 (2.1) 15 (2.5)
37. 上司とのトラブルがあった 46 (14.9) 27 (9.5) 73 (12.3)
38. 部下とのトラブルがあった 4 (1.3) 2 (0.7) 6 (1.0)
39. 同僚とのトラブルがあった 4 (1.3) 1 (0.4) 5 (0.8)
40. 理解してくれていた人の異動があった 1 (0.3) 1 (0.4) 2 (0.3)
41. 上司が替わった 3 (1.0) 1 (0.4) 4 (0.7)
42. 昇進で先を越された 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
43. 同僚の昇進・昇格があった 0 (0.0) 1 (0.4) 1 (0.2)
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表 2-4-2 出来事（旧基準*1） （平成 22～23 年度業務上事案、精神障害、男性） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 
   *1 旧基準：「心理的負荷による精神障害等に係る業務上外の判断指針」（平成 11 年 9 月）に基づく分類  

平成22年度 平成23年度 合計
N (%) N (%) N (%)

事案数 204 195 399
（年度別%） (51.1) (48.9) (100)

恒常的な長時間労働
出来事前 75 (36.8) 50 (25.6) 125 (31.3)
出来事後 90 (44.1) 79 (40.5) 169 (42.4)

特別な出来事の評価
イ  生死に関わる事故への遭遇等心理的負荷が極度のもの 27 (13.2) 32 (16.4) 59 (14.8)
ロ　おおむね6か月を超える期間にわたって療養中の者に発病した精神障害については、症
状が急変し、極度の苦痛を伴ったもの 1 (0.5) 2 (1.0) 3 (0.8)

ハ　極度の長時間労働 25 (12.3) 14 (7.2) 39 (9.8)
具体的出来事

1. 重度の病気やケガをした 17 (8.3) 20 (10.3) 37 (9.3)
2. 悲惨な事故や災害の体験（目撃）をした 15 (7.4) 21 (10.8) 36 (9.0)
3. 交通事故（重大な人身事故、重大事故）を起こした 4 (2.0) 2 (1.0) 6 (1.5)
4. 労働災害（重大な人身事故、重大事故）の発生に直接関与した 1 (0.5) 1 (0.5) 2 (0.5)
5. 会社の経営に影響するなどの重大な仕事上のミスをした 5 (2.5) 2 (1.0) 7 (1.8)
6. 会社で起きた事故（事件）について、責任を問われた 6 (2.9) 1 (0.5) 7 (1.8)
7. 違法行為を強要された 3 (1.5) 0 (0.0) 3 (0.8)
8. 自分の関係する仕事で多額の損失を出した 3 (1.5) 1 (0.5) 4 (1.0)
9. 達成困難なノルマが課された 7 (3.4) 3 (1.5) 10 (2.5)
10. ノルマが達成できなかった 7 (3.4) 9 (4.6) 16 (4.0)
11. 新規事業の担当になった、会社の立て直しの担当になった 7 (3.4) 8 (4.1) 15 (3.8)
12. 顧客や取引先から無理な注文を受けた 4 (2.0) 3 (1.5) 7 (1.8)
13. 顧客や取引先からクレームを受けた 15 (7.4) 7 (3.6) 22 (5.5)
14. 研修、会議等の参加を強要された 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
15. 大きな説明会や公式の場での発表を強いられた 0 (0.0) 1 (0.5) 1 (0.3)
16. 上司が不在になることにより、その代行を任された 0 (0.0) 1 (0.5) 1 (0.3)
17. 仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさせる出来事があった 39 (19.1) 39 (20.0) 78 (19.5)
18. 勤務・拘束時間が長時間化する出来事が生じた 23 (11.3) 16 (8.2) 39 (9.8)
19. 勤務形態に変化があった 1 (0.5) 0 (0.0) 1 (0.3)
20. 仕事のペース、活動の変化があった 0 (0.0) 1 (0.5) 1 (0.3)
21. 職場のOA化が進んだ 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
22. 退職を強要された 7 (3.4) 3 (1.5) 10 (2.5)
23. 出向した 1 (0.5) 0 (0.0) 1 (0.3)
24. 左遷された 3 (1.5) 1 (0.5) 4 (1.0)
25. 非正規社員であるとの理由により、仕事上の差別、不利益取り扱いを受けた 2 (1.0) 0 (0.0) 2 (0.5)
26. 早期退職制度の対象となった 2 (1.0) 0 (0.0) 2 (0.5)
27. 転勤をした 8 (3.9) 11 (5.6) 19 (4.8)
28. 複数名で担当していた業務を1人で担当するようになった 12 (5.9) 4 (2.1) 16 (4.0)
29. 配置転換があった 6 (2.9) 15 (7.7) 21 (5.3)
30. 自分の昇格・昇進があった 7 (3.4) 3 (1.5) 10 (2.5)
31. 部下が減った 1 (0.5) 4 (2.1) 5 (1.3)
32. 部下が増えた 0 (0.0) 1 (0.5) 1 (0.3)
33. 同一事業場内での所属部署が統廃合された 1 (0.5) 0 (0.0) 1 (0.3)
34. 担当ではない業務として非正規社員のマネージメント、教育を行った 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
35. （ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受けた 14 (6.9) 23 (11.8) 37 (9.3)
36. セクシャルハラスメントを受けた 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
37. 上司とのトラブルがあった 32 (15.7) 21 (10.8) 53 (13.3)
38. 部下とのトラブルがあった 4 (2.0) 2 (1.0) 6 (1.5)
39. 同僚とのトラブルがあった 2 (1.0) 1 (0.5) 3 (0.8)
40. 理解してくれていた人の異動があった 0 (0.0) 1 (0.5) 1 (0.3)
41. 上司が替わった 2 (1.0) 1 (0.5) 3 (0.8)
42. 昇進で先を越された 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
43. 同僚の昇進・昇格があった 0 (0.0) 1 (0.5) 1 (0.3)
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表 2-4-3 出来事（旧基準*1） （平成 22～23 年度業務上事案、精神障害、女性） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 
   *1 旧基準：「心理的負荷による精神障害等に係る業務上外の判断指針」（平成 11 年 9 月）に基づく分類  

平成22年度 平成23年度 合計
N (%) N (%) N (%)

事案数 104 89 193
（年度別%） (53.9) (46.1) (100)

恒常的な長時間労働
出来事前 8 (7.7) 7 (7.9) 15 (7.8)
出来事後 13 (12.5) 12 (13.5) 25 (13.0)

特別な出来事の評価
イ  生死に関わる事故への遭遇等心理的負荷が極度のもの 32 (30.8) 29 (32.6) 61 (31.6)
ロ　おおむね6か月を超える期間にわたって療養中の者に発病した精神障害については、症
状が急変し、極度の苦痛を伴ったもの 1 (1.0) 0 (0.0) 1 (0.5)

ハ　極度の長時間労働 2 (1.9) 4 (4.5) 6 (3.1)
具体的出来事

1. 重度の病気やケガをした 7 (6.7) 2 (2.2) 9 (4.7)
2. 悲惨な事故や災害の体験（目撃）をした 30 (28.8) 31 (34.8) 61 (31.6)
3. 交通事故（重大な人身事故、重大事故）を起こした 0 (0.0) 1 (1.1) 1 (0.5)
4. 労働災害（重大な人身事故、重大事故）の発生に直接関与した 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
5. 会社の経営に影響するなどの重大な仕事上のミスをした 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
6. 会社で起きた事故（事件）について、責任を問われた 1 (1.0) 1 (1.1) 2 (1.0)
7. 違法行為を強要された 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
8. 自分の関係する仕事で多額の損失を出した 1 (1.0) 1 (1.1) 2 (1.0)
9. 達成困難なノルマが課された 1 (1.0) 2 (2.2) 3 (1.6)
10. ノルマが達成できなかった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
11. 新規事業の担当になった、会社の立て直しの担当になった 1 (1.0) 1 (1.1) 2 (1.0)
12. 顧客や取引先から無理な注文を受けた 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
13. 顧客や取引先からクレームを受けた 3 (2.9) 7 (7.9) 10 (5.2)
14. 研修、会議等の参加を強要された 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
15. 大きな説明会や公式の場での発表を強いられた 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
16. 上司が不在になることにより、その代行を任された 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
17. 仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさせる出来事があった 8 (7.7) 10 (11.2) 18 (9.3)
18. 勤務・拘束時間が長時間化する出来事が生じた 4 (3.8) 3 (3.4) 7 (3.6)
19. 勤務形態に変化があった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
20. 仕事のペース、活動の変化があった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
21. 職場のOA化が進んだ 1 (1.0) 0 (0.0) 1 (0.5)
22. 退職を強要された 4 (3.8) 2 (2.2) 6 (3.1)
23. 出向した 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
24. 左遷された 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
25. 非正規社員であるとの理由により、仕事上の差別、不利益取り扱いを受けた 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
26. 早期退職制度の対象となった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
27. 転勤をした 4 (3.8) 0 (0.0) 4 (2.1)
28. 複数名で担当していた業務を1人で担当するようになった 1 (1.0) 0 (0.0) 1 (0.5)
29. 配置転換があった 1 (1.0) 4 (4.5) 5 (2.6)
30. 自分の昇格・昇進があった 2 (1.9) 0 (0.0) 2 (1.0)
31. 部下が減った 2 (1.9) 1 (1.1) 3 (1.6)
32. 部下が増えた 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
33. 同一事業場内での所属部署が統廃合された 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
34. 担当ではない業務として非正規社員のマネージメント、教育を行った 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
35. （ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受けた 17 (16.3) 11 (12.4) 28 (14.5)
36. セクシャルハラスメントを受けた 9 (8.7) 6 (6.7) 15 (7.8)
37. 上司とのトラブルがあった 14 (13.5) 6 (6.7) 20 (10.4)
38. 部下とのトラブルがあった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
39. 同僚とのトラブルがあった 2 (1.9) 0 (0.0) 2 (1.0)
40. 理解してくれていた人の異動があった 1 (1.0) 0 (0.0) 1 (0.5)
41. 上司が替わった 1 (1.0) 0 (0.0) 1 (0.5)
42. 昇進で先を越された 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
43. 同僚の昇進・昇格があった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
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表 2-5-1 出来事（新基準*1） （平成 24～28 年度業務上事案、精神障害、男女） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*1 新基準：「心理的負荷による精神障害の認定基準」（平成 23 年 12 月）に基づく分類 

 

  

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計
N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

事案数 471 436 497 472 498 2374
（年度別%） (19.8) (18.4) (20.9) (19.9) (21.0) (100)

特別な出来事の評価
心理的負荷が極度のもの 43 (9.1) 52 (11.9) 19 (3.8) 36 (7.6) 28 (5.6) 178 (7.5)

極度の長時間労働 42 (8.9) 28 (6.4) 47 (9.5) 53 (11.2) 46 (9.2) 216 (9.1)
恒常的な長時間労働 123 (26.1) 96 (22.0) 118 (23.7) 128 (27.1) 117 (23.5) 582 (24.5)
具体的出来事

1. （重度の）病気やケガをした 36 (7.6) 45 (10.3) 53 (10.7) 47 (10.0) 65 (13.1) 246 (10.4)
2. 悲惨な事故や災害の体験、目撃をした 61 (13.0) 55 (12.6) 74 (14.9) 60 (12.7) 73 (14.7) 323 (13.6)
3. 業務に関連し、重大な人身事故、重大事故を起こした 4 (0.8) 5 (1.1) 2 (0.4) 3 (0.6) 3 (0.6) 17 (0.7)
4. 会社の経営に影響する等の重大な仕事上のミスをした 17 (3.6) 17 (3.9) 20 (4.0) 27 (5.7) 24 (4.8) 105 (4.4)
5. 会社で起きた事故・事件について、責任を問われた 11 (2.3) 9 (2.1) 14 (2.8) 12 (2.5) 14 (2.8) 60 (2.5)
6. 自分の関係する仕事で多額の損失等が生じた 3 (0.6) 3 (0.7) 6 (1.2) 2 (0.4) 2 (0.4) 16 (0.7)
7. 業務に関連し、違法行為を強要された 2 (0.4) 5 (1.1) 3 (0.6) 11 (2.3) 11 (2.2) 32 (1.3)
8. 達成困難なノルマが課された 15 (3.2) 12 (2.8) 16 (3.2) 19 (4.0) 18 (3.6) 80 (3.4)
9. ノルマが達成できなかった 9 (1.9) 8 (1.8) 11 (2.2) 17 (3.6) 10 (2.0) 55 (2.3)
10. 新規事業の担当になった、会社の建て直しの担当になった 8 (1.7) 4 (0.9) 3 (0.6) 3 (0.6) 12 (2.4) 30 (1.3)
11. 顧客や取引先から無理な注文を受けた 6 (1.3) 6 (1.4) 4 (0.8) 8 (1.7) 7 (1.4) 31 (1.3)
12. 顧客や取引先からクレームを受けた 26 (5.5) 11 (2.5) 33 (6.6) 26 (5.5) 23 (4.6) 119 (5.0)
13. 大きな説明会や公式の場での発表を強いられた 0 (0.0) 1 (0.2) 0 (0.0) 4 (0.8) 4 (0.8) 9 (0.4)
14. 上司が不在になることにより、その代行を任された 1 (0.2) 1 (0.2) 3 (0.6) 8 (1.7) 8 (1.6) 21 (0.9)
15. 仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさせる出来事があった 87 (18.5) 81 (18.6) 90 (18.1) 113 (23.9) 126 (25.3) 497 (20.9)
16. 1ヶ月に80時間以上の時間外労働を行った 42 (8.9) 36 (8.3) 61 (12.3) 59 (12.5) 51 (10.2) 249 (10.5)
17. 2週間にわたって連続勤務を行った 36 (7.6) 43 (9.9) 45 (9.1) 65 (13.8) 87 (17.5) 276 (11.6)
18. 勤務形態に変化があった 3 (0.6) 2 (0.5) 1 (0.2) 3 (0.6) 0 (0.0) 9 (0.4)
19. 仕事のペース、活動の変化があった 0 (0.0) 2 (0.5) 3 (0.6) 3 (0.6) 0 (0.0) 8 (0.3)
20. 退職を強要された 11 (2.3) 19 (4.4) 19 (3.8) 16 (3.4) 24 (4.8) 89 (3.7)
21. 配置転換があった 26 (5.5) 32 (7.3) 26 (5.2) 37 (7.8) 36 (7.2) 157 (6.6)
22. 転勤をした 9 (1.9) 8 (1.8) 7 (1.4) 6 (1.3) 10 (2.0) 40 (1.7)
23. 複数名で担当していた業務を1人で担当するようになった 8 (1.7) 4 (0.9) 6 (1.2) 10 (2.1) 10 (2.0) 38 (1.6)
24. 非正規社員であるとの理由により、仕事上の差別、不利益取り扱いを受けた 1 (0.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (0.6) 3 (0.6) 7 (0.3)
25. 自分の昇格・昇進があった 4 (0.8) 5 (1.1) 8 (1.6) 7 (1.5) 8 (1.6) 32 (1.3)
26. 部下が減った 5 (1.1) 2 (0.5) 1 (0.2) 2 (0.4) 8 (1.6) 18 (0.8)
27. 早期退職制度の対象となった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
28. 非正規社員である自分の契約満了が迫った 0 (0.0) 1 (0.2) 0 (0.0) 2 (0.4) 1 (0.2) 4 (0.2)
29. （ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受けた 61 (13.0) 61 (14.0) 83 (16.7) 80 (16.9) 98 (19.7) 383 (16.1)
30. 上司とのトラブルがあった 71 (15.1) 66 (15.1) 53 (10.7) 82 (17.4) 89 (17.9) 361 (15.2)
31. 同僚とのトラブルがあった 13 (2.8) 9 (2.1) 11 (2.2) 15 (3.2) 15 (3.0) 63 (2.7)
32. 部下とのトラブルがあった 11 (2.3) 7 (1.6) 4 (0.8) 4 (0.8) 8 (1.6) 34 (1.4)
33. 理解してくれていた人の異動があった 4 (0.8) 1 (0.2) 2 (0.4) 4 (0.8) 3 (0.6) 14 (0.6)
34. 上司が替わった 6 (1.3) 4 (0.9) 1 (0.2) 4 (0.8) 5 (1.0) 20 (0.8)
35. 同僚等の昇進・昇格があり、昇進で先を越された 1 (0.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.2) 1 (0.2) 3 (0.1)
36. セクシュアルハラスメントを受けた 26 (5.5) 30 (6.9) 31 (6.2) 30 (6.4) 34 (6.8) 151 (6.4)
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表 2-5-2 出来事（新基準*1） （平成 24～28 年度業務上事案、精神障害、男性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*1 新基準：「心理的負荷による精神障害の認定基準」（平成 23 年 12 月）に基づく分類 

 

  

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計
N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

事案数 342 289 347 326 330 1634
（年度別%） (20.9) (17.7) (21.2) (20.0) (20.2) (100)

特別な出来事の評価
心理的負荷が極度のもの 24 (7.0) 26 (9.0) 11 (3.2) 18 (5.5) 10 (3.0) 89 (5.4)

極度の長時間労働 40 (11.7) 23 (8.0) 44 (12.7) 46 (14.1) 38 (11.5) 191 (11.7)
恒常的な長時間労働 105 (30.7) 75 (26.0) 103 (29.7) 108 (33.1) 102 (30.9) 493 (30.2)
具体的出来事

1. （重度の）病気やケガをした 23 (6.7) 36 (12.5) 39 (11.2) 35 (10.7) 49 (14.8) 182 (11.1)
2. 悲惨な事故や災害の体験、目撃をした 30 (8.8) 31 (10.7) 33 (9.5) 28 (8.6) 39 (11.8) 161 (9.9)
3. 業務に関連し、重大な人身事故、重大事故を起こした 2 (0.6) 3 (1.0) 1 (0.3) 3 (0.9) 3 (0.9) 12 (0.7)
4. 会社の経営に影響する等の重大な仕事上のミスをした 15 (4.4) 16 (5.5) 18 (5.2) 22 (6.7) 19 (5.8) 90 (5.5)
5. 会社で起きた事故・事件について、責任を問われた 10 (2.9) 8 (2.8) 14 (4.0) 11 (3.4) 9 (2.7) 52 (3.2)
6. 自分の関係する仕事で多額の損失等が生じた 2 (0.6) 3 (1.0) 6 (1.7) 2 (0.6) 2 (0.6) 15 (0.9)
7. 業務に関連し、違法行為を強要された 2 (0.6) 3 (1.0) 2 (0.6) 8 (2.5) 7 (2.1) 22 (1.3)
8. 達成困難なノルマが課された 12 (3.5) 7 (2.4) 15 (4.3) 16 (4.9) 16 (4.8) 66 (4.0)
9. ノルマが達成できなかった 8 (2.3) 5 (1.7) 10 (2.9) 17 (5.2) 9 (2.7) 49 (3.0)
10. 新規事業の担当になった、会社の建て直しの担当になった 6 (1.8) 3 (1.0) 3 (0.9) 3 (0.9) 9 (2.7) 24 (1.5)
11. 顧客や取引先から無理な注文を受けた 6 (1.8) 6 (2.1) 3 (0.9) 7 (2.1) 7 (2.1) 29 (1.8)
12. 顧客や取引先からクレームを受けた 22 (6.4) 5 (1.7) 29 (8.4) 17 (5.2) 16 (4.8) 89 (5.4)
13. 大きな説明会や公式の場での発表を強いられた 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (0.6) 3 (0.9) 5 (0.3)
14. 上司が不在になることにより、その代行を任された 1 (0.3) 1 (0.3) 2 (0.6) 6 (1.8) 3 (0.9) 13 (0.8)
15. 仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさせる出来事があった 68 (19.9) 63 (21.8) 73 (21.0) 82 (25.2) 92 (27.9) 378 (23.1)
16. 1ヶ月に80時間以上の時間外労働を行った 38 (11.1) 27 (9.3) 53 (15.3) 50 (15.3) 41 (12.4) 209 (12.8)
17. 2週間にわたって連続勤務を行った 32 (9.4) 38 (13.1) 37 (10.7) 52 (16.0) 69 (20.9) 228 (14.0)
18. 勤務形態に変化があった 3 (0.9) 1 (0.3) 1 (0.3) 1 (0.3) 0 (0.0) 6 (0.4)
19. 仕事のペース、活動の変化があった 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (0.9) 3 (0.9) 0 (0.0) 6 (0.4)
20. 退職を強要された 9 (2.6) 13 (4.5) 12 (3.5) 10 (3.1) 15 (4.5) 59 (3.6)
21. 配置転換があった 23 (6.7) 25 (8.7) 21 (6.1) 26 (8.0) 27 (8.2) 122 (7.5)
22. 転勤をした 8 (2.3) 8 (2.8) 7 (2.0) 6 (1.8) 8 (2.4) 37 (2.3)
23. 複数名で担当していた業務を1人で担当するようになった 5 (1.5) 2 (0.7) 5 (1.4) 9 (2.8) 9 (2.7) 30 (1.8)
24. 非正規社員であるとの理由により、仕事上の差別、不利益取り扱いを受けた 1 (0.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (0.9) 2 (0.6) 6 (0.4)
25. 自分の昇格・昇進があった 3 (0.9) 4 (1.4) 7 (2.0) 6 (1.8) 6 (1.8) 26 (1.6)
26. 部下が減った 5 (1.5) 1 (0.3) 1 (0.3) 2 (0.6) 5 (1.5) 14 (0.9)
27. 早期退職制度の対象となった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
28. 非正規社員である自分の契約満了が迫った 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.3) 0 (0.0) 1 (0.1)
29. （ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受けた 45 (13.2) 45 (15.6) 55 (15.9) 51 (15.6) 64 (19.4) 260 (15.9)
30. 上司とのトラブルがあった 54 (15.8) 44 (15.2) 40 (11.5) 57 (17.5) 55 (16.7) 250 (15.3)
31. 同僚とのトラブルがあった 8 (2.3) 3 (1.0) 6 (1.7) 8 (2.5) 5 (1.5) 30 (1.8)
32. 部下とのトラブルがあった 11 (3.2) 4 (1.4) 4 (1.2) 2 (0.6) 7 (2.1) 28 (1.7)
33. 理解してくれていた人の異動があった 2 (0.6) 0 (0.0) 2 (0.6) 2 (0.6) 2 (0.6) 8 (0.5)
34. 上司が替わった 3 (0.9) 2 (0.7) 0 (0.0) 2 (0.6) 2 (0.6) 9 (0.6)
35. 同僚等の昇進・昇格があり、昇進で先を越された 1 (0.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.3) 1 (0.3) 3 (0.2)
36. セクシュアルハラスメントを受けた 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (0.6) 1 (0.3) 2 (0.6) 5 (0.3)
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表 2-5-3 出来事（新基準） （平成 24～28 年度業務上事案、精神障害、女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*1 新基準：「心理的負荷による精神障害の認定基準」（平成 23 年 12 月）に基づく分類 

 

 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計
N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

事案数 129 147 150 146 168 740
（年度別%） (17.4) (19.9) (20.3) (19.7) (22.7) (100)

特別な出来事の評価
心理的負荷が極度のもの 19 (14.7) 26 (17.7) 8 (5.3) 18 (12.3) 18 (10.7) 89 (12.0)

極度の長時間労働 2 (1.6) 5 (3.4) 3 (2.0) 7 (4.8) 8 (4.8) 25 (3.4)
恒常的な長時間労働 18 (14.0) 21 (14.3) 15 (10.0) 20 (13.7) 15 (8.9) 89 (12.0)
具体的出来事

1. （重度の）病気やケガをした 13 (10.1) 9 (6.1) 14 (9.3) 12 (8.2) 16 (9.5) 64 (8.6)
2. 悲惨な事故や災害の体験、目撃をした 31 (24.0) 24 (16.3) 41 (27.3) 32 (21.9) 34 (20.2) 162 (21.9)
3. 業務に関連し、重大な人身事故、重大事故を起こした 2 (1.6) 2 (1.4) 1 (0.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 5 (0.7)
4. 会社の経営に影響する等の重大な仕事上のミスをした 2 (1.6) 1 (0.7) 2 (1.3) 5 (3.4) 5 (3.0) 15 (2.0)
5. 会社で起きた事故・事件について、責任を問われた 1 (0.8) 1 (0.7) 0 (0.0) 1 (0.7) 5 (3.0) 8 (1.1)
6. 自分の関係する仕事で多額の損失等が生じた 1 (0.8) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.1)
7. 業務に関連し、違法行為を強要された 0 (0.0) 2 (1.4) 1 (0.7) 3 (2.1) 4 (2.4) 10 (1.4)
8. 達成困難なノルマが課された 3 (2.3) 5 (3.4) 1 (0.7) 3 (2.1) 2 (1.2) 14 (1.9)
9. ノルマが達成できなかった 1 (0.8) 3 (2.0) 1 (0.7) 0 (0.0) 1 (0.6) 6 (0.8)
10. 新規事業の担当になった、会社の建て直しの担当になった 2 (1.6) 1 (0.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (1.8) 6 (0.8)
11. 顧客や取引先から無理な注文を受けた 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.7) 1 (0.7) 0 (0.0) 2 (0.3)
12. 顧客や取引先からクレームを受けた 4 (3.1) 6 (4.1) 4 (2.7) 9 (6.2) 7 (4.2) 30 (4.1)
13. 大きな説明会や公式の場での発表を強いられた 0 (0.0) 1 (0.7) 0 (0.0) 2 (1.4) 1 (0.6) 4 (0.5)
14. 上司が不在になることにより、その代行を任された 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.7) 2 (1.4) 5 (3.0) 8 (1.1)
15. 仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさせる出来事があった 19 (14.7) 18 (12.2) 17 (11.3) 31 (21.2) 34 (20.2) 119 (16.1)
16. 1ヶ月に80時間以上の時間外労働を行った 4 (3.1) 9 (6.1) 8 (5.3) 9 (6.2) 10 (6.0) 40 (5.4)
17. 2週間にわたって連続勤務を行った 4 (3.1) 5 (3.4) 8 (5.3) 13 (8.9) 18 (10.7) 48 (6.5)
18. 勤務形態に変化があった 0 (0.0) 1 (0.7) 0 (0.0) 2 (1.4) 0 (0.0) 3 (0.4)
19. 仕事のペース、活動の変化があった 0 (0.0) 2 (1.4) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (0.3)
20. 退職を強要された 2 (1.6) 6 (4.1) 7 (4.7) 6 (4.1) 9 (5.4) 30 (4.1)
21. 配置転換があった 3 (2.3) 7 (4.8) 5 (3.3) 11 (7.5) 9 (5.4) 35 (4.7)
22. 転勤をした 1 (0.8) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (1.2) 3 (0.4)
23. 複数名で担当していた業務を1人で担当するようになった 3 (2.3) 2 (1.4) 1 (0.7) 1 (0.7) 1 (0.6) 8 (1.1)
24. 非正規社員であるとの理由により、仕事上の差別、不利益取り扱いを受けた 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.6) 1 (0.1)
25. 自分の昇格・昇進があった 1 (0.8) 1 (0.7) 1 (0.7) 1 (0.7) 2 (1.2) 6 (0.8)
26. 部下が減った 0 (0.0) 1 (0.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (1.8) 4 (0.5)
27. 早期退職制度の対象となった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
28. 非正規社員である自分の契約満了が迫った 0 (0.0) 1 (0.7) 0 (0.0) 1 (0.7) 1 (0.6) 3 (0.4)
29. （ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受けた 16 (12.4) 16 (10.9) 28 (18.7) 29 (19.9) 34 (20.2) 123 (16.6)
30. 上司とのトラブルがあった 17 (13.2) 22 (15.0) 13 (8.7) 25 (17.1) 34 (20.2) 111 (15.0)
31. 同僚とのトラブルがあった 5 (3.9) 6 (4.1) 5 (3.3) 7 (4.8) 10 (6.0) 33 (4.5)
32. 部下とのトラブルがあった 0 (0.0) 3 (2.0) 0 (0.0) 2 (1.4) 1 (0.6) 6 (0.8)
33. 理解してくれていた人の異動があった 2 (1.6) 1 (0.7) 0 (0.0) 2 (1.4) 1 (0.6) 6 (0.8)
34. 上司が替わった 3 (2.3) 2 (1.4) 1 (0.7) 2 (1.4) 3 (1.8) 11 (1.5)
35. 同僚等の昇進・昇格があり、昇進で先を越された 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
36. セクシュアルハラスメントを受けた 26 (20.2) 30 (20.4) 29 (19.3) 29 (19.9) 32 (19.0) 146 (19.7)
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別添４ 

平成３０年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究」 

分担研究報告書（事案解析） 

 

建設業における労災認定事案の特徴に関する研究 

 

研究分担者 菅知絵美 独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 

           過労死等防止調査研究センター・研究員 

 
【研究要旨】 

2018 年に見直しが行われた「過労死等の防止のための対策に関する大綱」で過労死等

の多発が指摘されている業種として建設業が新たに加えられた。本研究では過労死等防

止調査研究センターが作成したデータベースを用いて平成 22 年 1 月から平成 27 年 3 月

の建設業の脳・心臓疾患事案 162 件、精神障害事案 149 件を分析対象とし、実態と背景

要因及び防止対策を検討することとした。なお、建設業の職種が多種多様に及ぶため、次

の 3種類に分類した：1）現場監督、技術者等、2）技能労働者等、3）管理職、事務・営

業職等。 

その結果、脳・心臓疾患の事案の全てが男性の事案であった。建設業全体の発症時平均年齢

と死亡時平均年齢は両者とも全業種と大差は見られなかった。しかし、職種別に見ると、全業

種と比べ発症時年齢は技能労働者等では 60 歳代の事案の割合が高く、死亡時年齢は現場監

督、技術者等では 20 歳代、技能労働者等では 60 歳代の事案の割合が全業種より高かった。

また、疾患別に見ると、脳疾患と心臓疾患の割合は同程度であったが、心臓疾患の割合は全業

種よりも高い数値であった。さらに、認定要因が最も多かったのは長期間の過重業務であり、

時間外労働時間数は発症前 1 か月～4 か月に平均 80 時間を超えていた。負荷要因は労働時間

のほかに拘束時間の長い勤務と精神的緊張を伴う業務が多く見られたが、技能労働者等では

作業環境による負荷が他の職種と比べ多かった。 

精神障害の事案については、男性の事案が約 9 割を占めていた。建設業全体の発症時平均

年齢は全業種と比べ高く、特に 50歳代の事案の割合が目立った。死亡時平均年齢も全業種よ

り高く、60 歳代の事案の割合が高かった。業務による心理的負荷を見ると、長時間労働に関

わる事案の割合が高く、次いで事故や災害の体験、仕事の失敗や過重な責任の順で認められ

た。職種別に見ると、全業種と比べ現場監督、技術者等では仕事の失敗や過重な責任が、技能

労働者等は事故や災害の体験が事案として多かった。また、業務による心理的負荷から発症し

た疾患を見ると、うつ病エピソードが最も多く、次いで適応障害、心的外傷後ストレス障害の

順に続いた。特に、現場監督、技術者等ではうつ病エピソード、技能労働者等では心的外傷後

ストレス障害の事案の割合が全業種と比べ高かった。 

本研究の結果、建設業については、現在提案されている長時間労働対策とともに、労働災

害、発注者や元請け側からの無理な業務依頼、及び対人関係への配慮に対する対策強化が重要

と考えられる。また、現場監督、技術者等、技能労働者等や管理職、事務・営業職等の職種に

よって異なる業務による過重労働の負荷が挙げられるため、建設業内でも職種別に考慮した

対策が必要と考えられる。 

研究分担者： 

梅崎重夫（労働安全衛生総合研究所・総括

領域長） 

高橋正也（同研究所・産業疫学研究グルー

プ・部長） 

佐々木毅（同研究所・上席研究員）  

研究協力者： 

山内貴史（同研究所・客員研究員） 

 

Ａ．研究目的 
東日本大震災や熊本地震等の震災復旧工

事及び 2020 年のオリンピック・パラリンピ

ック開幕に向けた関連工事等が建設業界を

中心に急速に進められている。一方で、建設
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業界では前記工事を始めとした膨大な業務

を短期間で実施しなければならなくなって

おり、人手不足等による過重労働が強いら

れている。 

建設業では脳・心臓疾患及び精神障害に

よる労災認定事案は多いことがわかってい

るものの、その詳細は十分解明されていな

い。また、2018年の「過労死等の防止のた

めの対策に関する大綱」で過労死等の多発

が指摘されている業種・職種に建設業が新

たに加えられた。そこで、本研究では建設業

における労災認定事案の実態と背景要因及

び防止対策を検討することとした。 

 

Ｂ．研究方法 
１．分析対象 

本研究では、平成 22 年 1 月から平成 27

年 3 月の建設業（日本標準産業分類の大分

類）における脳・心臓疾患による労災認定事

案 162 件及び精神障害による労災認定事案

149件を対象として分析を行った。これらの

情報については、統計処理を可能とするた

めに、個人情報を除外し、関連情報を数値化

したデータベースを構築した。 

 

２． 分析方法 

 本研究では、調査復命書の記載内容に基

づき、職種、発症時年齢、死亡時年齢、事業

場規模、疾患、労働条件等一般的事項、労災

認定要因及び時間外労働時間数別に分析を

行った。ただし、精神障害の業務に関する出

来事については平成 23 年 12 月に策定され

た「心理的負荷による精神障害の認定基準」

（以下「認定基準」という。）によって認定

された事案に限定して分析を行った。 

 建設業の業種及びその被災者の職種につ

いては原則として調査復命書に記載された

データを利用した。ただし、分析者が調査復

命書を読み込んだ結果、生存についてデー

タを変更したものがある。また、疾患のうち

精神障害については、「ICD-10国際疾病分類

第 10版（2003 年改訂）」の第 5章「精神及

び行動の障害（F00-F99）」に基づいて分類を

行った。なお、業務に関する出来事は、認定

基準に挙げられている出来事に基づいて集

計を行った。 

建設業の職種が多種多様のため職種を次

の種類に分類した。 

1）現場監督、技術者等：主に現場を直接指

揮監督する管理・監督者と、主任技術者、 

管理技術者、設計者等の技術者 

2）技能労働者等：大工、とび工、土工、塗

装工、配管工等の現場作業者 

3）管理職、事務・営業職等：管理職及び総

務・事務、営業等に従事する労働者 

 

 

（倫理面での配慮） 

 本研究は、労働安全衛生総合研究所研究

倫理審査委員会にて審査され、承認を得た

うえで行った（通知番号：H2708）。本研究で

用いたデータベースには、個人の氏名、住

所、電話番号等、個人を特定できる情報は一

切含まれていない。 

 

Ｃ．研究結果 
１．対象者の概要 

表 1-1 と表 1-2 に脳・心臓疾患と精神障

害の労災認定事案の概要を示した。なお、建

設業の事案の特徴を明らかにするため、全

業種（文献 1；文献 2）との比較も行った。 

 

1) 職種 

 脳・心臓疾患の事案 162 件においては、

技能労働者等（64件, 39.5%）が最も多く、

次いで現場監督、技術者等（62件, 38.3%）、

管理職、事務・営業職等（36件, 22.2%）の

順であった。 

 精神障害の事案 149 件においては、技能

労働者等（62 件, 41.6%）の事案が最も多

く、次いで現場監督、技術者等（59 件, 

39.6%）、管理職、事務・営業職等（28 件, 

18.8%）の順であった。 

 

2）性別・発症時年齢・死亡時年齢・生死 

2-1) 脳・心臓疾患 

 脳・心臓疾患の事案の全てが男性であっ

た。発症時平均年齢（全業種 1,564 件, 

M=49.3, SD=9.8 に対し建設業 M=49.8, 

SD=10.8）と死亡時平均年齢（全業種 613件, 

M=47.5, SD=9.8 に対し建設業 M=48.3, 

SD=11.3）は、ともに全業種と大差は見られ

なかった。しかし、死亡時年齢は、60歳代

が全業種と比べ若干ではあるが高かった

（全業種 613件中 64件, 10.4%に対し建設

業 78件中 12件, 15.4%）。 
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職種別に見ると、死亡時年齢は現場監督、

技術者等では 20 歳代（全業種 613 件中 25

件, 4.1%に対し現場監督、技術者等 34件中

4件, 11.8%）、技能労働者等では 60歳代（全

業種 613件中 64件, 10.4 %に対し技能労働

者等 25件中 9件, 36.0%）で全業種の割合

より高かった。 

 

2-2) 精神障害 

精神障害の事案は男性の割合（92.6%）が

高かった。 

発症時平均年齢は、全業種と比べ高く（全

業種 2,000件, M=39.0, SD=11.6 に対し建

設業 M=43.3, SD=12.2）、特に 50 歳代の事

案の割合が全業種と比べ高かった（全業種 

2,000件中 304件, 15.2%に対し建設業 149

件中 34件, 22.8%）。 

死亡時平均年齢も全業種と比べ高く（全

業種 368件, M=42.0, SD=12.4に対し建設

業 M=47.6, SD=12.7）、特に 60 歳代の事案

の割合が高かった（全業種 368 件中 16 件, 

4.3%に対し建設業 55 件中 7件, 12.7%）。 

職種別で見ると、技能労働者等では 60歳

代の発症時年齢（8件, 12.9%）と死亡時年

齢（6件, 50.0%）は、共に他の職種と比べ

高かった。また、全業種の割合より大幅に上

回っていた（全業種：発症時年齢 2,000 件

中 72件, 3.6%, 死亡時年齢 368件中 16件, 

4.3%）。 

 

3) 事業場規模 

脳・心臓疾患の事案と精神障害の事案の

両者で 50人未満の事業場が多く（脳・心臓

疾患 62.3%, 精神障害 61.1%）、規模の小さ

い事業場での事案数が顕著であった。 

 

２． 労働条件等一般的事項（脳・心臓疾患） 

 表 2 に脳・心臓疾患における労働条件等

一般的事項（所定休日、出退勤の管理状況及

び就業規則等）と前駆症状を示した。 

 所定休日は、週休 1 日制が最も多く

（29.0%）、出退勤の管理状況は出勤簿

（25.3%）が最も多かった。健康診断の実施

率（69.8%）は高かったが、面接指導の実施

率（2.5%）は低かった。 

  

３．労災認定要因 

表 3 に脳・心臓疾患における労災認定要

因、図 1 に労働時間以外の負荷要因に関連

する要因を示した。表 4 に脳・心臓疾患の

発症 6 か月前の時間外労働時間数、表 5 に

脳・心臓疾患別のクロス集計表を示した。表

6 に心理的負荷による精神障害の事案にお

ける出来事を示し、この結果を図 2-1～図

2-4 のレーダーチャートを用いて視覚化し

た。表 7 に精神障害別のクロス集計表を示

した。 

 

1) 脳・心臓疾患 

認定要因は長期間の過重業務（142 件, 

87.7%）が最も多く、時間外労働の労働時間

数の平均値が発症前 1 か月は 100 時間を超

えており、特に現場監督、技術者等は発症前

3か月から 100時間以上を超えていた。 

労働時間のほかに拘束時間の長い勤務

（21 件, 13.0%）と精神的緊張を伴う業務

（21件, 13.0%）が負荷要因として多く、次

に作業環境（11 件, 6.8%）の順であった。

特に作業環境においては、技能労働者等が

他の職種と比べ顕著に多かった（7 件, 

10.9%）。そこで、労働時間以外の負荷要因に

関連する要因を分析した（図 1）。その結果、

調査復命書に詳細な記載がない事例もある

ため関連する要因の正確な抽出に限界はあ

るが、拘束時間の長い勤務において現場へ

の移動が 21 件中 3 件（14.3％）であった。

作業環境の暑熱・寒冷によるものは 11件中

9件（81.8％）、騒音が 1件（9.1％）であっ

た。精神的緊張を伴う業務は、切迫する納期

が 21 件中 7 件（33.3％）、生命にも関わる

可能性の業務が 3件（9.5％）、周囲(住民等)

の理解が困難な業務が 3 件（14.3％）であ

った。 

 

2) 精神障害 

特別な出来事のうち、極度の長時間労働

は 12件（13.2%, 表 6）と、全業種と比べ多

かった（全業種 1,362 件中 122件, 9.0%）。 

 具体的出来事（表 6, 図 2-1）を見ると、

相対的に長時間労働の出来事が多い仕事の

量・質 (41件, 45.1%)、次いで災害や事故

などに遭遇した等の事故や災害の体験（34

件, 37.4%）、困難なノルマが課された等の

仕事の失敗、過重な責任等の発生（26 件, 

28.6%）の順に多かった。これらの事案に関

し、建設業は全業種と比べ仕事の量・質 (全
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業種 1,362 件中 539 件, 39.6%に対し建設

業 91件中 41件, 45.1%）や事故や災害の体

験（全業種 1,362件中 350 件, 25.7%に対し

建設業 91件中 34件, 37.4%）、仕事の失敗、

過重な責任等の発生等（全業種 1,362 件中

307 件, 22.5%に対し建設業 91 件中 26 件, 

28.6%）の事案の割合が高かった。また、嫌

がらせや暴力を受けたり、上司とトラブル

になった事案（対人関係 30件, 33.0%）も

見られた。 

職種別に具体的出来事（表 6）の詳細を見

ると、事案数は少ないが、現場監督、技術者

等では会社で起きた事故・事件の責任（全業

種 1,362 件中 34 件, 2.5%に対し現場監督、

技術者等 31 件中 4件, 12.9%）、達成が困難

なノルマの負担（全業種 1,362 件中 44 件, 

3.2%に対し現場監督、技術者等 31件中 3件, 

9.7%）、顧客や取引先からの無理な注文の要

求（全業種 1,362件中 16件, 1.2%に対し建

設業 2件, 6.5%）が全業種と比べ高い割合

となっていた。また、技能労働者等では病気

やケガ（全業種 1,362件中 145件, 10.6%に

対し技能労働者等 42 件中 18件, 42.9%）、

悲惨な事故や災害の体験、目撃の事案の割

合が全業種と比べ高い割合となっており

（全業種 1,362件中 205件, 15.1%に対して

技能労働者等 42 件中 11件, 26.2%）、この

両者で 29 件、69.0%と 3 分の 2 以上を占め

ていた。 

 

3) 決定時の疾患 

3-1) 脳・心臓疾患 

 建設業全体で最も多く発症している脳・

心臓疾患は脳出血（48件, 29.6%）であり、

次いで心筋梗塞（32件, 19.8%）の順に続い

た（表 5）。心臓疾患の割合は、全業種と比

べ相対的に高かった（全業種 1,564件中 593

件, 37.9%に対し建設業 71 件, 43.8%）。職

種で比べると、現場監督、技術者等では脳内

出血（15件, 24.2%）と心停止（14件, 22.6%）

の割合が高く、技能労働者等では心筋梗塞

（17件, 26.6%）の割合が高かった。 

 

3-2) 精神障害 

建設業全体では、うつ病エピソード（82

件, 55.0%）、適応障害（22件, 14.8%）、心

的外傷後ストレス障害（17 件, 11.4%）の順

に多かった（表 7）。特に、現場監督、技術

者等ではうつ病エピソードの事案（42 件, 

71.2%）、技能労働者等では心的外傷後スト

レス障害の事案（13件, 21.0%）の割合が全

業種と比べ高かった（全業種うつ病エピソ

ード 1,998件中 866件, 43.3%;全業種心的

外傷後ストレス障害 1,998 件中 308 件, 

15.4%）。 

 

４．典型事例 

 建設業における労災認定事案の典型事例

を脳・心臓疾患については図 3-1 に、精神

障害については図 3-2に示した。 

以下に特徴的な 6件の事例を提示した。 

1) 脳・心臓疾患 

【事例 1-1】50 歳代男性、現場監督（保育

園の増築工事） 

・生死：生存 

・疾患名：脳内出血 

・労災認定要因：長期間の過重業務 

・労働時間以外の負荷要因：特になし 

・時間外労働時間：発症前 3～4か月は休日

がなく、発症前 4 か月からは 100時間以

上の時間外労働があった。 

・原価管理、安全管理、工程管理、品質管

理業務や業者との調整などマネジメント

を担当。業務として事務処理や打ち合わ

せが約 7 割、現場確認が約 3 割であった。 

 

【事例 1-2】60 歳代男性、土木作業員（地

震で崩壊した林道の造成現場） 

・生死：死亡 

・疾患名：脳内出血 

・労災認定要因：長期間の過重業務 

・労働時間以外の負荷要因：特になし 

・時間外労働時間：発症前 1～2か月に 100

時間以上の時間外労働があった。 

・地震で崩壊した林道の造成現場の土木作

業員。ダンプを使った資材の運搬や現場

の片づけなどの下回り作業を主な業務と

していた。通勤する際は、同僚を同乗させ

運転手となって自宅と現場を往復してい

た。発症前 1、2か月に 100時間以上の時

間外労働が認められた。 

 

【事例 1-3】60 歳代男性、営業 

・生死：生存 

・疾患名：脳内出血 

・労災認定要因：長期間の過重業務 

・労働時間以外の負荷要因：特になし 



 

57 
 

・時間外労働時間：発症前 6 か月間の時間

外労働について 1か月あたり 80時間を超

えており、発症前 3 か月を除く、発症前

1 か月から 6 か月間の平均時間外労働時

間数は 100時間を超えていた。 

・顧客や元請け工務店との打ち合わせ、現

場の調査、採寸、図面からの数量計算、材

料の発注、職人の手配、見積書や請求書の

作成、工事終了後のチェック、顧客からの

集金等を行っていた。 

・現場での作業を開始する前に職人との打

ち合わせを行うため所定の始業時間より

も早い時間に就労しており、現場の施工

管理も行い工期の迫った現場の最終確認

等を行うため残業が多くなっていた。 

 

2) 精神障害 

【事例 2-1】30 歳代男性、現場監督（原子

力発電所の定検工事） 

・生死：生存 

・疾患名：他の不安障害 

・労災認定要因：仕事内容・仕事量の（大

きな）変化を生じさせる出来事があった。

達成困難なノルマが課された。 

・厳しい納期の下でシステム不具合への対

応とクレーム処理などを行った結果、月

100 時間を超える時間外労働を行ってい

た。上司や部下とのトラブルがしばしば

認められ、実家に引きこもるようになっ

た。 

 

【事例 2-2】60歳代男性、土工（道路復旧

工事現場） 

・生死：生存 

・疾患名：急性ストレス反応 

・労災認定要因：悲惨な事故や災害の体験、

目撃をした。 

・現場で土砂崩壊災害に遭遇し、一緒に作

業していた同僚 5 人が土砂に巻き込まれ

亡くなり、1 人が負傷した。その際、被災

者も災害に巻き込まれ死亡する可能性が

あったこと、及び自分だけが生き残り、同

僚や遺族に申し訳ないという自責の念が

生じた。 

 

【事例 2-3】40 歳代男性、事務職（トンネ

ル工事） 

・生死：死亡 

・疾患名：うつ病エピソード 

・労災認定要因：上司とのトラブルがあっ

た。2週間以上にわたって連続勤務を行っ

た。 

・現場写真の撮り忘れによるミスから上司

より指導や叱責を受けるようになった。

その後もミスが続いたことから、その指

導や叱責は激しくなった。更なるミスか

ら上司に言われて休日出勤し作業をし

た。13 日連続出勤（2 回）や発病後 2 か

月間には 90～120 時間の時間外労働が認

められた。しかし、作業がほとんど進んで

いなかったため上司の怒りが頂点に達し

て強く叱責され、自殺した。 

 

Ｄ．考察 
 本研究では、建設業における脳・心臓疾患

と精神障害による労災認定事案の実態と背

景要因及び防止対策を検討した。 

分析結果より、建設業では脳・心臓疾患と

精神障害の労災認定事案の両者で、長時間

労働だけでなく、事故や災害の体験、発注者

や元請け側との関係性、対人関係の問題が

主な負荷要因として考えられる。建設業に

従事する労働者にとって、現在提案されて

いる長時間労働対策とともに、労働災害、発

注者や元請け側からの無理な業務依頼、対

人関係への配慮に対する対策強化が重要と

考えられる。今後予防策としてさらなる検

討は必要であるが、以下の問題点と対策案

を提案したい（図 4-1, 図 4-2, 図 4-3）。 

 

1) 労災認定事案の典型事例と問題点及び

対策（図 4-1） 

1-1) 労働災害に関する問題点と対策 

建設業特有の問題として、労働安全（労災

事故の加害、被害、目撃等）に関連する問題

が半数近くを占めており、頻発する労働災

害の原因を詳細に分析し、必要な対策を実

施していくことが重要と考えられる。本研

究において、脳・心臓疾患の事案では長期間

の過重労働だけでなく労働時間以外の負荷

要因においても特徴的な点が見られた。特

に技能労働者等は労働時間以外の負荷要因

として高温・寒冷などの劣悪な作業環境下

で、作業に従事しなければならない等、他の

職種と比べ多い傾向にあった。また、精神障

害の事案でも技能労働者等は事故や災害の

体験が際立って多く、事故や災害の経験に

起因して心的外傷後ストレス障害に至るこ
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とが多かった。これらの問題から、労働災害

防止対策は最も重要である。対策案として

は、抜本的な労働災害防止対策の実施と作

業環境の抜本的改善によって事故や災害の

未然防止を図ることが重要と考えられる。 

さらに、建設業では 3K（「危険、汚い、き

つい」）職場のイメージが残り、新規労働者

や若手労働者の確保が難しくなっていると

いわれている。今後、新規労働者や若手労働

者の確保と育成のため、労働災害といった

職場環境問題の改善が喫緊の課題であり、

より良い職場づくりに取り組むことが重要

である。 

 

1-2)発注者や元請け側からの無理な業務

依頼に関する問題点と対策（図 4-2） 

発注者や元請け側からの無理な業務依頼

から長時間労働に至る可能性が考えられる。

例えば、無理な納期・期限、急な仕様変更、 

発注者や施主、役所への書類提出、地域住民

への説明、関連業者との打ち合わせ、元請け

からのミスやトラブルの追求等が挙げられ

る。こういった納期の問題、仕様変更や追加

業務等が生じた場合には、まず発注者や元

請け側と受注者側との十分な話し合いを行

うことが重要である。さらに、発注者や元請

け側から一方的に受注者側に費用を負担さ

せることにならないように考慮する必要が

ある。 

他に、現場監督、技術者等は、当日の作業

の準備のため早朝に現場に到着し、夜は現

場作業者が帰った後で翌日の作業の準備の

ために深夜まで長時間労働を行うという勤

務が常態化していた。また、建設現場では悪

天候等による延長・追加工事が必要とされ

工期設定の難しさなどが過重労働の背景に

存在する。これは、現場監督、技術者等や技

能労働者等、管理職、事務・営業職等の全て

の職種の業務に影響を及ぼし、長時間労働

に至ることも少なくはないと考えられる。

さらに、建設業では依然として週休 1 日制

が多く、その週 1 日の休日さえも確保でき

ない長期間の連続勤務も多い可能性がある。

この対策のため、長時間労働の削減ととも

に、店社レベルで週休 2 日制の推進を継続

して取り組むことが必要である。 

したがって、今後は店社レベルでの意識

改革を図るとともに、ICT（Information and 

Communication Technology）の活用などに

よって現場監督や技術者の作業負担を軽減

する対策を店社レベルで検討する必要があ

る。なお、現場監督、技術者等と管理職、事

務・営業職等の脳・心臓疾患の事案について

出退勤の管理状況を見ると、本人の申告が

約 4 割近くを占めており、実際の時間外労

働時間数に反映されていない可能性も考え

られる。そのため、店社レベルで「労働時間

の適正な把握のために使用者が講ずべき措

置に関するガイドライン」などに基づき労

働時間の適正な把握を行うルールの確立も

重要と考えられる。 

 

1-3) 対人関係に関する問題点と対策

（図 4-3） 

建設業では、職場での嫌がらせやいじめ、

暴行を受けていたり、上司とのトラブルと

いったハラスメントによって、精神障害に

至ることもある。そのため、職場の実態調査

やアンケート調査等で労働状況を適切に把

握するとともに、職場のハラスメントに関

する研修を実施し、労働相談窓口の設置や

情報提供を行うことが重要と考えられる。

また、事業場のトップが職場の状況を把握

し、良好な対人関係つくりを重視していく

ことが重要である。 

 

2) 職種別の過重労働の問題点及び対策 

建設業における過重労働の実態は意外と

正確に知られていない。そこで、現場監督、

技術者等や技能労働者等、管理・営業職等の

典型的な建設労働者の労働実態、重層下請

け構造が過重労働に及ぼす影響、睡眠、食

事、運動などの生活習慣も含めて建設業に

おける過重労働防止のための職場の実態調

査を今後進めて行くべきと考える。また、建

設業で生じた労災認定事案を個別具体的に

調査することによって、過重労働防止対策

を明確化することが重要である。 

 

E．結論 

本研究の結果、建設業の過重労働の実態と

背景要因の一端が明らかとなった。全業種

と比べ、脳・心臓疾患の事案では発症平均年

齢と死亡時平均年齢の両者で大差は見られ

なかったが、職種別に見ると死亡時平均年

齢が顕著に異なっていた。精神障害の事案
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では発症時平均年齢と死亡時平均年齢はと

もに 60歳代で顕著であった。また、脳・心

臓疾患と精神障害の両者で業務に関わる事

故や災害の体験と長時間労働の実態が認め

られた。 

これらの結果から、建設業については、長

時間労働、労働災害、発注者や元請け側から

の無理な業務依頼、対人関係の問題に対す

る対策の強化が必要と考えられる。また、現

場監督、技術者等や技能労働者等、管理職、

事務・営業職等の職種によって異なる業務

による過重労働の負荷が生じており、建設

業内でも職種別に考慮した対策が重要であ

ると考えられる。 
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表 1-1. 建設業における脳・心臓疾患の労災認定事案の概要（業務上：建設業） 

n (%) n (%) n (%) n (%)

性別

男性 62 (100.0) 64 (100.0) 36 (100.0) 162 (100.0)

女性 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

　 合　計 62 (100.0) 64 (100.0) 36 (100.0) 162 (100.0)

生死

生存 28 (45.2) 39 (60.9) 17 (47.2) 84 (51.9)

死亡 34 (54.8) 25 (39.1) 19 (52.8) 78 (48.1)

合　計 62 (100.0) 64 (100.0) 36 (100.0) 162 (100.0)

発症時年齢（M, SD）

 29歳以下 6 (9.7) 0 (0.0) 1 (2.8) 7 (4.3)

 30～39歳 10 (16.1) 10 (15.6) 4 (11.1) 24 (14.8)

 40～49歳 18 (29.0) 17 (26.6) 11 (30.6) 46 (28.4)

 50～59歳 21 (33.9) 18 (28.1) 15 (41.7) 54 (33.3)

 60～69歳 6 (9.7) 16 (25.0) 5 (13.9) 27 (16.7)

 70歳以上 1 (1.6) 3 (4.7) 0 (0.0) 4 (2.5)

　 合　計 62 (100.0) 64 (100.0) 36 (100.0) 162 (100.0)

死亡時時年齢（M, SD）

 29歳以下 4 (11.8) 0 (0.0) 1 (5.3) 5 (6.4)

 30～39歳 7 (20.6) 5 (20.0) 3 (15.8) 15 (19.2)

 40～49歳 9 (26.5) 6 (24.0) 6 (31.6) 21 (26.9)

 50～59歳 10 (29.4) 4 (16.0) 9 (47.4) 23 (29.5)

 60～69歳 3 (8.8) 9 (36.0) 0 (0.0) 12 (15.4)

 70歳以上 1 (2.9) 1 (4.0) 0 (0.0) 2 (2.6)

　 合　計 34 (100.0) 25 (100.0) 19 (100.0) 78 (100.0)

事業場規模

10人未満 11 (17.7) 18 (28.1) 2 (5.6) 31 (19.1)

10～49人 32 (51.6) 20 (31.3) 18 (50.0) 70 (43.2)

50～99人 6 (9.7) 1 (1.6) 5 (13.9) 12 (7.4)

100～499人 4 (6.5) 7 (10.9) 5 (13.9) 16 (9.9)

500～999人 1 (1.6) 2 (3.1) 0 (0.0) 3 (1.9)

1000人以上 1 (1.6) 1 (1.6) 3 (8.3) 5 (3.1)

記載無/不明　 7 (11.3) 15 (23.4) 3 (8.3) 25 (15.4)

合　計 62 (100.0) 64 (100.0) 36 (100.0) 162 (100.0)

疾患名

脳疾患 33 (53.2) 38 (59.4) 20 (55.6) 91 (56.2)

心臓疾患 29 (46.8) 26 (40.6) 16 (44.4) 71 (43.8)

合　計 62 (100.0) 64 (100.0) 36 (100.0) 162 (100.0)

現場監督、

技術者等*1 技能労働者等*2
管理職、

事務・営業職等*3 合計

*1 主に現場を直接指揮する管理・監督者と主任技術者、管理技術者、設計者等の管理的・技術的労働者。
*2  大工、とび工、土工、塗装工、配管工等の現場作業者。
*3 管理職及び総務・事務、営業などに従事する労働者。

(47.3, 11.4) (52.3, 10.9) (49.5, 8.4) (49.8, 10.8)

(46.1, 12.4) (52.2, 11.5) (47.0, 7.4) (48.3, 11.3)
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表 1-2. 建設業における精神障害の労災認定事案の概要（業務上：建設業） 

n (%) n (%) n (%) n (%)

性別

男性 58 (98.3) 62 (100.0) 18 (64.3) 138 (92.6)

女性 1 (1.7) 0 (0.0) 10 (35.7) 11 (7.4)

　 合　計 59 (100.0) 62 (100.0) 28 (100.0) 149 (100.0)

生死

生存 28 (47.5) 50 (80.6) 16 (57.1) 94 (63.1)

死亡 31 (52.5) 12 (19.4) 12 (42.9) 55 (36.9)

合　計 59 (100.0) 62 (100.0) 28 (100.0) 149 (100.0)

発症時年齢（M, SD）

 29歳以下 5 (8.5) 12 (19.4) 1 (3.6) 18 (12.1)

 30～39歳 16 (27.1) 14 (22.6) 9 (32.1) 39 (26.2)

 40～49歳 20 (33.9) 15 (24.2) 11 (39.3) 46 (30.9)

 50～59歳 15 (25.4) 12 (19.4) 7 (25.0) 34 (22.8)

 60～69歳 3 (5.1) 8 (12.9) 0 (0.0) 11 (7.4)

 70歳以上 0 (0.0) 1 (1.6) 0 (0.0) 1 (0.7)

　 合　計 59 (100.0) 62 (100.0) 28 (100.0) 149 (100.0)

死亡時年齢（M, SD）

 29歳以下 2 (6.5) 0 (0.0) 1 (8.3) 3 (5.5)

 30～39歳 8 (25.8) 0 (0.0) 4 (33.3) 12 (21.8)

 40～49歳 11 (35.5) 2 (16.7) 3 (25.0) 16 (29.1)

 50～59歳 9 (29.0) 3 (25.0) 4 (33.3) 16 (29.1)

 60～69歳 1 (3.2) 6 (50.0) 0 (0.0) 7 (12.7)

 70歳以上 0 (0.0) 1 (8.3) 0 (0.0) 1 (1.8)

　 合　計 31 (100.0) 12 (100.0) 12 (100.0) 55 (100.0)

事業場規模

10人未満 12 (20.3) 18 (29.0) 6 (21.4) 36 (24.2)

10～49人 25 (42.4) 21 (33.9) 9 (32.1) 55 (36.9)

50～99人 7 (11.9) 6 (9.7) 5 (17.9) 18 (12.1)

100～499人 8 (13.6) 7 (11.3) 4 (14.3) 19 (12.8)

500～999人 1 (1.7) 2 (3.2) 1 (3.6) 4 (2.7)

1000人以上 2 (3.4) 0 (0.0) 3 (10.7) 5 (3.4)

記載無/不明　 4 (6.8) 8 (12.9) 0 (0.0) 12 (8.1)

合　計 59 (100.0) 62 (100.0) 28 (100.0) 149 (100.0)

疾患名

F2 0 (0.0) 1 (1.6) 0 (0.0) 1 (0.7)

F3 44 (74.6) 27 (43.5) 17 (60.7) 88 (59.1)

F4 15 (25.4) 34 (54.8) 11 (39.3) 60 (40.3)

合　計 59 (100.0) 62 (100.0) 28 (100.0) 149 (100.0)

現場監督、

技術者等*1 技能労働者等*2 合計
管理職、

事務・営業職等*3

(43.3, 10.9) (43.6, 14.9) (42.9, 7.9) (43.3, 12.2)

*1 主に現場を直接指揮する管理・監督者と主任技術者、管理技術者、設計者等の管理的・技術的労働者。
*2  大工、とび工、土工、塗装工、配管工等の現場作業者。
*3 管理職及び総務・事務、営業などに従事する労働者。

(43.9, 9.8) (61.8, 13.4) (43.0, 8.7) (47.6, 12.7)
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表 2. 脳・心臓疾患における労働条件等一般的事項（所定休日、出退勤の管理状況、就業

規則等）と前駆症状（業務上：建設業）  

n % n % n % n %

所定休日

週休1日制 11 (17.7) 31 (48.4) 5 (13.9) 47 (29.0)

隔週週休2日制 8 (12.9) 4 (6.3) 2 (5.6) 14 (8.6)

完全週休2日制 26 (41.9) 1 (1.6) 12 (33.3) 39 (24.1)

記載なし/不明 17 (27.4) 28 (43.8) 17 (47.2) 62 (38.3)

合計 62 (100.0) 64 (100.0) 36 (100.0) 162 (100.0)

出退勤の管理状況*4

タイムカード 11 (17.7) 11 (17.2) 5 (13.9) 27 (16.7)

出勤簿 17 (27.4) 15 (23.4) 9 (25.0) 41 (25.3)

管理者による確認 9 (14.5) 7 (10.9) 6 (16.7) 22 (13.6)

本人の申告 23 (37.1) 12 (18.8) 13 (36.1) 48 (29.6)

就業規則

なし 4 (6.5) 26 (40.6) 2 (5.6) 32 (19.8)

あり 52 (83.9) 25 (39.1) 30 (83.3) 107 (66.0)

記載なし/不明 6 (9.7) 13 (20.3) 4 (11.1) 23 (14.2)

合計 62 (100.0) 64 (100.0) 36 (100.0) 162 (100.0)

賃金規程

なし 5 (8.1) 27 (42.2) 4 (11.1) 36 (22.2)

あり 48 (77.4) 21 (32.8) 27 (75.0) 96 (59.3)

記載なし/不明 9 (14.5) 16 (25.0) 5 (13.9) 30 (18.5)

合計 62 (100.0) 64 (100.0) 36 (100.0) 162 (100.0)

健康診断

なし 3 (4.8) 10 (15.6) 2 (5.6) 15 (9.3)

あり 49 (79.0) 36 (56.3) 28 (77.8) 113 (69.8)

記載なし/不明 10 (16.1) 18 (28.1) 6 (16.7) 34 (21.0)

合計 62 (100.0) 64 (100.0) 36 (100.0) 162 (100.0)

面接指導

なし 46 (74.2) 40 (62.5) 25 (69.4) 111 (68.5)

あり 1 (1.6) 0 (0.0) 3 (8.3) 4 (2.5)

記載なし/不明 15 (24.2) 24 (37.5) 8 (22.2) 47 (29.0)

合計 62 (100.0) 64 (100.0) 36 (100.0) 162 (100.0)

既往歴

なし 35 (56.5) 19 (29.7) 15 (41.7) 69 (42.6)

あり 14 (22.6) 24 (37.5) 14 (38.9) 52 (32.1)

記載なし/不明 13 (21.0) 21 (32.8) 7 (19.4) 41 (25.3)

合計 62 (100.0) 64 (100.0) 36 (100.0) 162 (100.0)

前駆症状

あり 12 (19.4) 8 (12.5) 6 (16.7) 26 (16.0)

頭痛 6 (9.7) 2 (3.1) 2 (5.6) 10 (6.2)

胸部痛 3 (4.8) 2 (3.1) 1 (2.8) 6 (3.7)

その他 8 (12.9) 7 (10.9) 6 (16.7) 21 (13.0)

記載なし/不明 8 (12.9) 7 (10.9) 7 (19.4) 22 (13.6)

*4　出退勤の管理状況が複数該当している事例もあるが、労災認定事案数（現場監督、技術者n=62、技能労働者等

n=64、管理職、事務・営業職等n=36、合計n=162）を100として各労災認定要因数の割合を算出。

現場監督、

技術者等*1 技能労働者等*2
管理職、

事務・営業職等*3 合計

*1 主に現場を直接指揮する管理・監督者と主任技術者、管理技術者、設計者等の管理的・技術的労働者。
*2  大工、とび工、土工、塗装工、配管工等の現場作業者。
*3 管理職及び総務・事務、営業などに従事する労働者。
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表 3. 脳・心臓疾患の事案における労災認定要因（業務上：建設業） 

n*4 (%)*5 n*4 (%)*5 n*4 (%)*5 n*1 (%)*2

異常な出来事 2 (3.2) 10 (15.6) 0 (0.0) 12 (7.4)

短期間の過重業務 0 (0.0) 3 (4.7) 1 (2.8) 4 (2.5)

長期間の過重業務 60 (96.8) 47 (73.4) 35 (97.2) 142 (87.7)

負傷に起因する疾病 0 (0.0) 4 (6.3) 0 (0.0) 4 (2.5)

　　　　　　　　　　　合計 62 (100.0) 64 (100.0) 36 (100.0) 162 (100.0)

不規則な勤務 1 (1.6) 3 (4.7) 1 (2.8) 5 (3.1)

拘束時間の長い勤務 9 (14.5) 10 (15.6) 2 (5.6) 21 (13.0)

出張の多い業務 5 (8.1) 2 (3.1) 3 (8.3) 10 (6.2)

交代勤務・深夜勤務 4 (6.5) 6 (9.4) 0 (0.0) 10 (6.2)

作業環境 3 (4.8) 7 (10.9) 1 (2.8) 11 (6.8)

温度 2 (3.2) 2 (3.1) 0 (0.0) 4 (2.5)

騒音 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

時差 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

精神的緊張を伴う業務 7 (11.3) 8 (12.5) 6 (16.7) 21 (13.0)

その他 3 (4.8) 3 (4.7) 3 (8.3) 9 (5.6)
*1 主に現場を直接指揮する管理・監督者と主任技術者、管理技術者、設計者等の管理的・技術的労働者。
*2  大工、とび工、土工、塗装工、配管工等の現場作業者。
*3 管理職及び総務・事務、営業などに従事する労働者。
*4  出退勤の管理状況が複数該当している事例もあるが、労災認定事案数（現場監督、技術者n=62、技能労働者等n=64、管

理職、事務・営業職等n=36、合計n=162）を100として各労災認定要因数の割合を算出。

労働時間以外の負荷要因

現場監督、

技術者等*1 技能労働者等*2
管理職、

事務・営業職等*3 合計

 
 

 

 

 
労働時間以外の負荷要因

拘束時間の長い勤務
21件 3件 (14.3%)

作業環境
11件 9件 (81.8%)

1件 (9.1%)

精神的緊張を伴う業務
21件 7件 (33.3%)

2件 (9.5%)

3件 (14.3%)

業務内容が複数該当している事例もある。

各労働時間以外の負荷要因の事案数（拘束時間の長い勤務n=21, 作業環境
n=11, 精神手緊張を伴う業務n=21）を100として、各関連する要因の割合を
算出

現場への移動

暑熱・寒冷

騒音

関連する要因

生命にも関わる可能性の業務

周囲(住民等)の理解が困難な業務

切迫する納期

 
図 1.建設業における脳・心臓疾患事案の認定事案の労働時間以外の負荷要因に関連する要因 
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表 4. 脳・心臓疾患の事案における発症 6か月前の時間外労働時間数（業務上：建設業） 

n 平均値 標準偏差 最大値 n 平均値 標準偏差 最大値 n 平均値 標準偏差 最大値 n 平均値 標準偏差 最大値

発症前1か月 59 114.1 42.9 303.4 57 85.7 44.1 199.8 34 113.0 40.8 244.4 150 103.0 44.8 303.4

発症前2か月 49 106.2 42.0 284.9 45 71.1 42.4 167.5 29 99.6 39.7 235.5 123 91.8 44.3 284.9

発症前3か月 43 102.9 51.1 291.7 45 65.7 37.9 133.2 25 91.1 40.5 215.3 113 85.5 46.6 291.7

発症前4か月 43 90.7 40.5 187.7 43 63.3 39.9 151.2 25 93.8 39.2 201.6 111 80.8 42.0 201.6

発症前5か月 43 88.8 39.0 170.8 42 59.7 36.0 135.6 25 95.6 36.8 216.5 110 79.2 40.2 216.5

発症前6か月 43 85.1 40.0 182.8 41 56.4 37.7 127.9 23 89.4 40.9 200.0 107 75.0 41.7 200.0

注3：全体事案数には調査復命書に時間外労働時間の記載のないものも含み、評価期間に関わらず発症前1か月から6か月までを対象とした。

注4：発症前各月の時間外労働時間について、確認できた事案を集計し、平均して算出した。

全体

注1：長期間の過重業務による認定事案のみが対象で、短期間の過重業務による認定事案と異常な出来事による認定事案は含まれない。

注2：長期間の過重業務による労災認定において時間外労働時間の評価期間は事案によって異なる。

技能労働者等*2現場監督、技術者等*1 管理職、事務・営業職等*3

*1
 主に現場を直接指揮する管理・監督者と主任技術者、管理技術者、設計者等の管理的・技術的労働者。

*2
  大工、とび工、土工、塗装工、配管工等の現場作業者。

*3
 管理職及び総務・事務、営業などに従事する労働者。

 

 

 

表 5. 脳・心臓疾患別のクロス集計表（業務上：建設業） 

 

疾患名 n (%) n (%) n (%) n (%)

脳疾患

くも膜下出血 10 (16.1) 7 (10.9) 4 (11.1) 21 (13.0)

脳梗塞 8 (12.9) 10 (15.6) 4 (11.1) 22 (13.6)

脳内出血（脳出血） 15 (24.2) 21 (32.8) 12 (33.3) 48 (29.6)

高血圧性脳症 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

合計 33 (53.2) 38 (59.4) 20 (55.6) 91 (56.2)

心臓疾患

心停止（心臓性突然死を含む） 14 (22.6) 6 (9.4) 7 (19.4) 27 (16.7)

解離性大動脈瘤 6 (9.7) 3 (4.7) 3 (8.3) 12 (7.4)

心筋梗塞 9 (14.5) 17 (26.6) 6 (16.7) 32 (19.8)

狭心症 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

合計 29 (46.8) 26 (40.6) 16 (44.4) 71 (43.8)

合計 62 (100.0) 64 (100.0) 36 (100.0) 162 (100.0)

*4  出退勤の管理状況が複数該当している事例もあるが、労災認定事案数（現場監督、技術者n=62、技能労働者等n=64、管理職、事務・

営業職等n=36、合計n=162）を100として各労災認定要因数の割合を算出。

*1 主に現場を直接指揮する管理・監督者と主任技術者、管理技術者、設計者等の管理的・技術的労働者。
*2  大工、とび工、土工、塗装工、配管工等の現場作業者。
*3 管理職及び総務・事務、営業などに従事する労働者。

現場監督、

技術者等*1 技能労働者等*2
管理職、

事務・営業職等*3 合計
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表 6. 心理的負荷による精神障害の事案における出来事（業務上：建設業） 

事案数

n*4 (%)*5 n*4 (%)*5 n*4 (%)*5 n*4 (%)*5

1 (3.2) 8 (19.0) 0 (0.0) 9 (1.0)

7 (22.6) 1 (2.4) 4 (22.2) 12 (13.2)

11 (35.5) 3 (7.1) 4 (22.2) 18 (19.8)

具体的出来事

出来事の類型*6

1. （重度の）病気やケガをした 1 (3.2) 18 (42.9) 1 (5.6) 20 (22.0)

2. 悲惨な事故や災害の体験、目撃をした 2 (6.5) 11 (26.2) 1 (5.6) 14 (15.4)

合計 3 (9.7) 29 (69.0) 2 (11.1) 34 (37.4)

3. 業務に関連し、重大な人身事故、重大事故を起こした 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

4. 会社の経営に影響する等の重大な仕事上のミスをした 3 (9.7) 2 (4.8) 2 (11.1) 7 (7.7)

5. 会社で起きた事故・事件について、責任を問われた 4 (12.9) 1 (2.4) 0 (0.0) 5 (5.5)

6. 自分の関係する仕事で多額の損失等が生じた 1 (3.2) 0 (0.0) 1 (5.6) 2 (2.2)

7. 業務に関連し、違法行為を強要された 1 (3.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (1.1)

8. 達成困難なノルマが課された 3 (9.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (3.3)

9. ノルマが達成できなかった 1 (3.2) 0 (0.0) 1 (5.6) 2 (2.2)

10. 新規事業の担当になった、会社の建て直しの担当になった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

11. 顧客や取引先から無理な注文を受けた 2 (6.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (2.2)

12. 顧客や取引先からクレームを受けた 2 (6.5) 0 (0.0) 2 (11.1) 4 (4.4)

13. 大きな説明会や公式の場での発表を強いられた 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

14. 上司が不在になることにより、その代行を任された 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

合計 17 (54.8) 3 (7.1) 6 (33.3) 26 (28.6)

15. 仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさせる出来事があった 10 (32.3) 1 (2.4) 2 (11.1) 13 (14.3)

16. 1ヶ月に80時間以上の時間外労働を行った 6 (19.4) 2 (4.8) 5 (27.8) 13 (14.3)

17. 2週間（12日）以上にわたって連続勤務を行った 8 (25.8) 5 (11.9) 2 (11.1) 15 (16.5)

18. 勤務形態に変化があった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

19. 仕事のペース、活動の変化があった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

合計 24 (77.4) 8 (19.0) 9 (50.0) 41 (45.1)

20. 退職を強要された 1 (3.2) 0 (0.0) 4 (22.2) 5 (5.5)

21. 配置転換があった 1 (3.2) 0 (0.0) 1 (5.6) 2 (2.2)

22. 転勤をした 1 (3.2) 1 (2.4) 0 (0.0) 2 (2.2)

23. 複数名で担当していた業務を1人で担当するようになった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

24. 非正規社員であるとの理由により、仕事上の差別、不利益取り扱いを受けた 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

25. 自分の昇格・昇進があった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

26. 部下が減った 1 (3.2) 1 (2.4) 0 (0.0) 2 (2.2)

27. 早期退職制度の対象となった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

28. 非正規社員である自分の契約満了が迫った 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

合計 4 (12.9) 2 (4.8) 5 (27.8) 11 (12.1)

29. （ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受けた 4 (12.9) 6 (14.3) 4 (22.2) 14 (15.4)

30. 上司とのトラブルがあった 9 (29.0) 3 (7.1) 3 (16.7) 15 (16.5)

31. 同僚とのトラブルがあった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

32. 部下とのトラブルがあった 0 (0.0) 1 (2.4) 0 (0.0) 1 (1.1)

33. 理解してくれていた人の異動があった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

34. 上司が替わった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

35. 同僚等の昇進・昇格があり、昇進で先を越された 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

合計 13 (41.9) 10 (23.8) 7 (38.9) 30 (33.0)

⑥セクシュアルハラスメント 36. セクシュアルハラスメントを受けた 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (11.1) 2 (2.2)

出来事の合計 61 52 31 144

9131 42 18

現場監督、

技術者等*1 技能労働者等*2
管理職、

事務・営業職等*3 合計

*6  具体的出来事が複数該当している事例もある。

特別な出来事

　　心理的負荷が極度のもの

　　極度の長時間労働

恒常的な長時間労働

①事故や災害の
体験

②仕事の失敗、
過重な責任等の
発生

③仕事の量・質

④役割・地位の
変化等

⑤対人関係

*4   出来事数を表記。
*5　認定基準によって認定された労災認定事案数（現場監督、技術者n=31、技能労働者等n=42、管理職、事務・営業職等n=18、合計n=91）を100として、各出来事数の割合を算出。

*1 主に現場を直接指揮する管理・監督者と主任技術者、管理技術者、設計者等の管理的・技術的労働者。
*2  大工、とび工、土工、塗装工、配管工等の現場作業者。
*3  管理職及び総務・事務、営業などに従事する労働者。
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(25.7%)

(22.5%)

(15.2%)

(39.6%)

(35.8%)

(6.5%)

(37.4%)

(28.6%)

(12.1%)

(45.1%)

(33.0%)

(2.2%)

事故や災害の体験 n=34

仕事の失敗、過重な責任

等の発生等 n=26

役割・地位等

の変化 n=11

仕事の量・質の変化

n=41

対人関係 n=30

セクシュアル

ハラスメント n=2

全業種計 (事案数n=1,362) 建設業全体(事案数n=91)

(25.7%)

(22.5%)

(15.2%)

(39.6%)

(35.8%)

(6.5%)

(9.7%)

(54.8%)

(12.9%)

(77.4%)

(41.9%)

(0.0%)

事故や災害の体験 n=3

仕事の失敗、過重な責任

等の発生等 n=17

役割・地位等

の変化 n=4

仕事の量・質の変化

n=24

対人関係 n=13

セクシュアル

ハラスメント n=0

全業種計 (事案数n=1,362) 現場監督、技術者等(事案数n=31)  
 

図 2-1.建設業全体               図 2-2.建設業（現場監督、技術者等） 

(25.7%)
(22.5%)

(15.2%)

(39.6%)

(35.8%)

(6.5%)

(69.0%)

(7.1%)

(4.8%)

(19.0%)

(23.8%)

(0.0%)

事故や災害の体験

n=29

仕事の失敗、過重な責

任等の発生等 n=3

役割・地位等

の変化 n=2

仕事の量・質の変化

n=8

対人関係 n=10

セクシュアル

ハラスメント n=0

全業種計 (事案数n=1,362) 技能労働者等(事案数n=42)

(25.7%)
(22.5%)

(15.2%)

(39.6%)

(35.8%)

(6.5%)

(11.1%)

(33.3%)

(27.8%)

(50.0%)

(38.9%)

(11.1%)

事故や災害の体験 n=2

仕事の失敗、過重な責

任等の発生等 n=6

役割・地位等

の変化 n=5

仕事の量・質の変化

n=9

対人関係 n=7

セクシュアル

ハラスメント n=2

全業種計 (事案数n=1,362) 管理職、事務・営業職等(事案数n=18)

 
図 2-3.建設業（技能労働者等）         図 2-4.建設業（管理職、事務・営業職等） 

 

図 2.建設業における精神障害事案の認定事案の特徴 

 

表 7. 精神障害別のクロス集計表（業務上：建設業） 

疾 患 名 n (%) n (%) n (%) n (%)
F2 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害 0 (0.0) 1 (1.6) 0 (0.0) 1 (0.7)
F3 気分（感情）障害

F30 躁病エピソード 0 (0.0) 1 (1.6) 0 (0.0) 1 (0.7)
F32 うつ病エピソード 42 (71.2) 26 (41.9) 14 (50.0) 82 (55.0)
F33 反復性うつ病性障害 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (7.1) 2 (1.3)
F3のその他 2 (3.4) 0 (0.0) 1 (3.6) 3 (2.0)

合計 44 (74.6) 27 (43.5) 17 (60.7) 88 (59.1)
F4 神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害 0

F40 恐怖症性不安障害 1 (1.7) 1 (1.6) 0 (0.0) 2 (1.3)
F41 他の不安障害 1 (1.7) 3 (4.8) 0 (0.0) 4 (2.7)
F43 重度ストレスへの反応及び適応障害 0

F43.0 急性ストレス反応 3 (5.1) 3 (4.8) 2 (7.1) 8 (5.4)
F43.1 心的外傷後ストレス障害 3 (5.1) 13 (21.0) 1 (3.6) 17 (11.4)
F43.2 適応障害 6 (10.2) 10 (16.1) 6 (21.4) 22 (14.8)
F43のその他 1 (1.7) 1 (1.6) 0 (0.0) 2 (1.3)

F44 解離性（転換性）障害 0 (0.0) 1 (1.6) 0 (0.0) 1 (0.7)
F45 身体表現性障害 0 (0.0) 2 (3.2) 1 (3.6) 3 (2.0)
F4のその他 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (3.6) 1 (0.7)

合計 15 (25.4) 34 (54.8) 11 (39.3) 60 (40.3)
合　計 59 (100.0) 62 (100.0) 28 (100.0) 149 (100.0)

*1 主に現場を直接指揮する管理・監督者と主任技術者、管理技術者、設計者等の管理的・技術的労働者。
*2  大工、とび工、土工、塗装工、配管工等の現場作業者。
*3  管理職及び総務・事務、営業などに従事する労働者。

合計
現場監督、

技術者等*1 技能労働者等*2
管理職、

事務・営業職等*3
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＜負荷要因＞ ＜主な事例＞ ＜疾患＞ ＜生死＞

62件 (38.3%)

64件 (39.5%)

(n=5,

36件 (22.2%)

＜職種＞

死亡

死亡

心筋梗塞

現場監督、
技術者等

長期間の
過重業務

50歳代男性。内装工。建設現場では主にマンションのボード貼りを行っており各建設現場を転々としていた。現場へは職長として入ることが多く同僚
の送迎も行っていた。発症前6～4か月間の1か月あたりの平均時間外労働時間数が80時間を超えていた。1日の労働時間は長時間に及ばないも
のの、休日の取得がほぼ出来ない状況であった。また、現場監督から職長の立場として責められ精神的緊張を伴うこともあった。さらに、現場での
作業は気温による負荷があり、発症の3年ほど前から医師に指摘されていた高血圧の悪化と共にその最終帰結でもある臓器障害（脳出血など）と
関連した可能性も考えられた。所定休日は日曜日と祝祭日であった。

50歳代男性。電気工事従事者。現場で電気設備の据付、配管の接続等の工事に従事していた。工事がない場合は過去に設備を設置した顧客先を
回りその設備の点検作業を行っていた。発症前2か月ないし3か月間に平均時間外労働が80時間を超えていた。また、雇用されて以降約4か月半の
うちに91日間が出張作業であり、そのうち14日は県外で、片道100kmを超える遠方の出張もあった。出張のための移動は自らの運転であり、工事開
始・終了時刻から判断すると午前6時前自宅を出発し、午後8時過ぎの帰宅になっていた。所定休日は隔週週休2日制であった。

30歳代男性。高速道路工事の現場代理人や管理技術者。発注者と協議や全体工程管理・調整を行うとともに予算管理も行っていた。発症4か月前
に工期が最盛期となり、職種が多く調整や近接工事との取り合いに苦労していた。発症前1か月の残業時間は100時間を超えており、発症前2か月
ないし6か月にわたって1か月あたり平均して80時間以上の残業があった。所定休日は完全週休2日制であった。

30歳代男性。工事現場監督。道路工事の受注、見積もり、施工、現場監督、協力会社への技術指導等の業務に従事していた。加えて、営業所全体
の利益管理の取りまとめ業務や新規採用者の教育係もしていた。発症前1か月は100時間を超える時間外労働時間があり、発症前2か月ないし6か
月にわたって1か月あたり平均して80時間以上の時間外労働時間であった。死亡前概ね1週間においては出張の多い業務であり、労働時間が深夜
に及ぶこともあった。所定休日は完全週休2日制であった。

生存

生存

脳内出血

脳内出血

長期間の
過重業務

長期間の
過重業務

心停止

50歳代男性。保育園の増築工事現場での現場監督。原価管理、安全管理、工程管理、品質管理業務や業者との調整などマネジメントを担当。業務
として事務処理や打ち合わせが約7割、現場確認が約3割であった。発症前1週間に園児等の安全確保のため工程が遅延し納期の心配があった
が、会社からの支援により納期通り竣工した。発症前3～4か月は休日がなく、発症前4か月からは100時間以上の時間外労働があった。所定休日
は週休1日制であった。

長期間の
過重業務

長期間の
過重業務

脳内出血

40歳代男性。事務系職種。業務グループのリーダー補佐役として、グループの仕事をまとめる業務を行っていた。会計担当者には支払い関係の書
類を渡したり、受注関係の担当者には受注関係の書類を渡したり、指導をする役割であった。発症前3か月より機械の新システム導入に伴い、上司
が本社兼務で不在が多く被災者に責任が任せられ、各部署からの新システム問い合わせに対応するため、本来の業務を残業時間で行うようにな
り、精神的緊張があった。発症前3か月の1か月あたりの平均時間外労働が80時間を超えていた。また、発症の約1か月前に支払い遅延が生じるト
ラブルがあり、報告書作成用に資料収集等行っていた。所定休日は完全週休2日制であった。

脳内出血
長期間の
過重業務

60歳代男性。地震で崩壊した林道の造成現場の土木作業員。ダンプを使った資材の運搬や現場の片づけなどの下回り作業を主な業務としていた。
通勤する際は同僚の送迎も行っていた（運転手当は支払われていた）。発症前1～2か月に100時間以上の時間外労働があった。所定休日は週休1
日制であった。

管理職、
事務・

営業職等

長期間の
過重業務

長期間の
過重業務

脳内出血 生存

60歳代男性。営業。顧客や元請け工務店との打ち合わせ、現場の調査、採寸、図面からの数量計算、材料の発注、職人の手配、見積書や請求書
の作成、工事終了後のチェック、顧客からの集金等を行っていた。発症前6か月間の時間外労働について1か月あたり80時間を超えており、発症前2
か月ないし6か月間の平均時間外労働時間数は120時間を超えていた。現場での作業を開始する前に職人との打ち合わせを行うため所定の始業時
間よりも早い時間に就労しており、現場の施工管理者として工期の迫った現場の最終確認等を行うため残業が多くなっていた。拘束時間の長い勤
務であり、出張の多い業務であった。所定休日は日曜・祝祭日・隔週土曜であった。

脳内出血 死亡

建設業
162件 死亡

技能労働者等

死亡

 
図 3-1．建設業における労災認定事案の典型事例（脳・心臓疾患） 
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＜出来事＞ ＜主な事例＞

59件 (39.6%)

62件 (41.6%)

28件 (18.8%)

(n=3,

管理職、
事務・営業職等 ・上司とのトラブルがあった

・2週間以上にわたって連続勤務を行った

40歳代男性。事務職。トンネル工事現場で施工写真の撮り忘れについて上司である現場歳代理人から指導や叱責を受けるようになった。写真の撮り忘れなど
のミスが続いたことから、その指導や叱責は激しくなって行った。更にミスが続いたため、上司に言われて休日出勤し、施工写真の撮り直し作業をした。し
かし、作業がほとんど進んでいなかったために、上司の怒りが頂点に達して胸ぐらを掴み「上司のために仕事はしなくていいが家族のために仕事をしろ」と
強く叱責された。翌日、机の上にノートが置かれており、「今までありがとうございました」と書かれていた。両手首に土嚢を針金で巻いて港に飛び込み自
殺。なお、13日連続出勤（2回）や発病後2か月間には90～120時間の時間外労働が認められた。

・会社の経営に影響する等の重大事故を起こした
・1か月に80時間以上の時間外労働を行った

30歳代男性。所長代理（管理・営業担当）。約５億円の大型公共工事の受注に失敗して上司から叱責を受け、その後行方不明となり自殺した。しかし、被災
者の当時の営業成績は全国トップであり、元請としての受注には失敗したものの下請けとして約１億５千万円を受注していた。また、上司による叱責も業務
範囲内の程度であり、その後の責任追及はなかった。死亡直前の連続９か月間にわたって月100時間を超える時間外労働があった。

＜職種＞

現場監督、
技術者等

・仕事内容・仕事量の大きな変化を生じさせる出来事
があった
・達成困難なノルマが課された

30歳代男性。原子力発電所の定検工事における現場監督と放射線管理業務に従事。厳しい納期の下でシステム不具合への対応とクレーム処理などを行った結
果、月100時間を超える時間外労働を実施。上司や部下とのトラブルがしばしば認められ、実家に引きこもるようになった。

・悲惨な事故や災害の体験、目撃をした
60歳代男性。土工。被災者は道路復旧工事現場で土砂崩壊災害に遭遇し、一緒に作業していた同僚5名が土砂に巻き込まれ亡くなり、1名が負傷した。その
際、被災者も災害に巻き込まれ死亡する可能性があったこと、及び自分だけが生き残り、同僚や遺族に申し訳ないという自責の念が生じた。

50歳代男性。型枠大工。戸建て住宅の新築工事現場で高所から墜落して外傷性脾臓破裂を受傷。脾臓摘出術を受け治癒となった。約10年後、嘔吐と腹痛があ
り、痛みが止まらず病院を受診したところ、術後癒着性イレウスと診断された。小腸の癒着が激しく、何回も開腹術を行い、吻合部出血でショック状態と
なったこともあった。しかし、症状は改善せず、就業復帰の目途は立たなかった。

・悲惨な事故や災害の体験、目撃をした
・会社で起きた事故、事件について責任を問われた

50歳代男性。病院の託児施設新設工事現場の内装工。被災者が保育室の床タイル塗り作業を行っていた際に、隣室のトイレで床の立ち上げ作業を行っていた
職人が使用していたガストーチの火が、被災者が作業していたコルクタイルの接着剤に引火した。他の者が火災現場から退避する中、被災者は炎の海の中で
１人で消火作業を行った。その後、警察、消防には知らせずに内密に処理しようと言われ、下請け会社では被災者だけが報告と謝罪を行った。このような状
況の下で、約2週間後には脳幹部出血を発症し、緊急搬送された後入院加療となった。転医後のリハビリの中でフラッシュバックなどの症状が出現したため、
病院を受診した。

技能労働者等建設業

149件

・極度の長時間労働

50歳代男性。国道の歩道整備工事の現場責任者。死亡直前1か月の時間外労働時間数は250時間近くに及んだ。一緒に仕事をしていた人が他の現場に行き、被
災者一人で仕事を行うようになって以降、「じんどい、工期に間に合わない、毎晩午前3時まで書類作成をしても間に合いそうにない、会議で現場の進捗状況
を報告しなければならないが、また責められると思うと憂鬱になる」などと言うようになった。午前3時まで現場事務所で仕事してから1時間後に、マンショ
ンの5階から飛び降りて自殺した。

・極度の長時間労働
・恒常的な長時間労働
・会社で起きた事故、事件について責任を問われた
・仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさせる出
来事があった

30歳男性。電力会社が発注した保安通信光敷設工事の現場代理人をしていたが、深夜時間帯の工事立会い業務が増加し、他の電波障害対策工事も担当するこ
とになった。このため、仕事量が著しく増加し、1か月あたり180時間近い時間外労働を行っていた。特に、深夜帯の工事では、午後9～10時頃まで通常の残
業を行い、深夜0時から午前3～4時頃まで作業を行い、午前5時頃帰宅して仮眠を取った後、午前8時30分から通常勤務に出ていた。知り合いに「仕事がつら
くずっと死ぬことを考えている」、「明日はほぼ徹夜で仕事。昨日も３時間しか寝てない」、「ノイローゼ気味」などのメールがあった。会社に出勤しな
かったため上司が自宅アパートを訪ねたところ、自殺しているのを発見。

・重度の病気やケガをした

 
図 3-2．建設業における労災認定事案の典型事例（精神障害）  



 

 
 

69 

 

脳・心臓疾患 異常な出来事

70歳代男性。板金工作所の事業主。板金の加工取り付けを行っていた。
被災者は、日曜日以外は労働しており、屋外での作業は雨天では行えな
いため現場は休むことがあった。発症当日は、作業時間内の天気が晴天
で日中の気温が30度あり、トタン屋根上ではこれより高温になってお
り、長時間の高温ばく露があったと考えられる。さらに屋根上での作業
であるため水分補給が著しく阻害されていた。

死亡

労働災害

技能労働者等では高温・寒
冷などの劣悪な作業環境下
で、作業に従事しなければ
ならない作業環境の負荷が
他の職種と比べ多かった。

現在提案されている長時
間労働対策とともに、次
の対策が必要である。

1)抜本的な労働災害防止
対策の実施

2)作業環境の抜本的改善

以上によって事故や災害
の未然防止の徹底と若手
労働者の確保と育成

脳・心臓疾患 異常な出来事

60歳代男性。土木作業員。営林署、森林組合、町の林道の道付け作業、
河川土木工事、その他短期間の土木工事に従事していた。流雪溝の取水
口のフェンスを修正するためマイナス気温で防備した上での作業であっ
たが、足元が滑り転倒しそうになった瞬間に体勢が崩れ多量の水が胴付
き内に入り体温を冷やした。極度の緊張、興奮、恐怖、驚愕等が生じる
突発的で予測困難な異常事態により、精神的及び身体的負荷が生じた可
能性がある。また、作業環境面で極めて寒冷な作業環境の中、多量の水
が胴付き内に入った瞬間に発症に関する更なる変化が生じた。

生存

脳内出血

脳内出血

精神障害 重度の病気やケガをした

技能労働者等では事故や災
害の体験や目撃などによっ
て心理的外傷後ストレス障
害(PTSD)に至ることが多
かった。

20歳代男性。垂直搬送機の解体作業を行う解体工。解体作業中に搬器と
ともに15ｍ落下し、腰椎稚体骨折、両足骨折等の傷害を負った。2か月
以上の入院中に、眼を閉じると落ちた時の周りからの叫び声を思い出
し、その声が頭から離れなくなるような落下事故の記憶が出てくるよう
になった。エレベータを信用できなくなり、事故を思い出し、怖くてエ
レベータに乗ることが出来なくなった。

心的外傷後
ストレス障害

生存

精神障害
悲惨な事故や災害の体験、
目撃をした

30歳代男性。重機オペレータ。被災者は土砂崩落災害事故に遭遇し、一
緒に作業をしていた同僚5名を失う現場を目撃した。被災者は、乗ってい
たドラグショベルごと15メートル以上流され、死ぬかもしれないという
恐怖感を覚えた。

急性ストレス
反応

生存

図 4-1．建設業における労災認定事案の典型事例と問題点及び対策（労働災害関連） 
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＜区分＞ ＜負荷要因・出来事＞ ＜主な事例＞ ＜問題点(背景要因)＞ ＜対策(予防策)＞

(n=5,

死亡

脳・心臓疾患 長期間の過重業務

40歳代男性。工事現場の所長兼現場代理人。震災におけるゴミ焼却場の新設工事
並びに修繕工事に現場事務所の所長兼現場代理人を担当し、工事全般の責任者と
して施王管理を行っていた。所長兼現場代理人として、発注者との打合せや各行
政機関への書類提出及びその作成、工事現場周辺の地域住民への説明も行ってい
た。発症前1か月間では100時間を超える時間外労働時間があり、発症前10日間
では休日がなく200枚以上にも及ぶ工事報告書を作成していた。現場仮事務所内
で倒れているところを発見され、作業員の車で病院に搬送され手術を行ったが死
亡した。

くも膜下出
血

死亡

脳・心臓疾患 長期間の過重業務

50歳代男性。ビルの電気設備全般の施工、管理監督等の業務。見積書や施工図の
作成、法改正や器具の変更等に伴って施主に提示する資料の作成等を行い、関連
業者との打ち合わせ、役所への書類申請等も行っていた。発症前1か月に休日を
取得したのは1日のみであり、時間外労働時間数は100時間を超えていた。

心筋梗塞

うつ病エピ
ソード

現在提案されている長時間労働
対策とともに、次の対策が必要
である。

1) 店社レベルでの左記問題点
に対する抜本的対策の実施

2) 店社レベルでの労働時間の
適性把握(「労働時間の適正な
把握のために使用者が講ずべき
措置に関するガイドライン」の
活用)

3) ICTの活用等によって現場監
督等や技術労働者等の負担軽減

 ＜疾患＞ ＜生死＞

生存

精神障害 極度の長時間労働

50歳代男性。パーキングエリアの店舗増築工事の現場監督。自殺の直前１か月に
160時間を超える時間外労働を行っている。特別養護老人ホームの工事の他に、
パーキングエリア工事の竣工図の修正を発注担当者から依頼され、執拗に再修正
を求められたため長時間労働となったと推定される。疲れた様子や食欲・会話の
減少、不機嫌な様子等の体調変化が生じ、自殺の直前には妻に時々死にたくなる
などの申し出があった。

死亡

発注者や元請け
側からの無理な

業務依頼

1) 無理な納期

2) 急な仕様変更

3) 資金の手当てのない無理
な業務依頼

4)発注者、施主、役所等へ
の書類提出
 

5) 地域住民への説明

6) 関連業者との打ち合わせ

7) 元請けからのミスやトラ
ブルの追求

精神障害 極度の長時間労働

40歳代男性。湾口の防波堤に使用するケーソンを製作する工事の一次下請け会社
の工事所長。発症直前の1か月の時間外労働時間数は160時間を超え、発症後も労
働時間が減ることはなく、死亡前１か月も190時間を超える時間外労働を行って
いた。上司からの電話で工事の決算書にミスが多いことをとがめられ、謝罪の言
葉の後、一方的に電話を切った。そのまま業務用車両に乗って行方不明になった
後に自殺。

うつ病エピ
ソード

図 4-2. 建設業における労災認定事案の典型事例と問題点及び対策（発注者や元請け側からの無理な業務の要請） 
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＜区分＞ ＜認定要因・出来事＞ ＜主な事例＞ ＜問題点(背景要因)＞ ＜対策(予防策)＞

生存

生存

 ＜疾患＞ ＜生死＞

現在提案されている長時間労働対策と
ともに、次の対策が必要である。

1) ハラスメント専門家による職場の実
態把握

2) ハラスメント研修の実施

3) 労働相談窓口の設置と情報提供

以上では事業場のトップが職場の実態
を把握し、改善を図ることが何よりも
重要である。精神障害

・（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又
は暴行を受けた

20歳未満男性。老朽化した機械装置の交換
に伴う配管作業。鳶班の班長から暴言・暴
行（肩や腕を平手で叩かれた、ヘルメット
の上からハンマーやレンチで叩かれた）を
受け、眠れなくなり、頭痛・腰痛もひどく
なった。被災者が仕事上でコミュニケー
ションが取れないことに端を発しての注意
や指導であったが、過剰に強い指導と叱責
が毎日のように続き、人格を否定した言動
も複数含まれた。また、複数の同僚からも
同様の扱いを受けていた。被災者は退職し
た。

精神障害

・恒常的な長時間労働
・仕事内容・仕事量の（大きな）変
化を生じさせる出来事があった
・上司とのトラブルがあった

50歳代男性。携帯電話基地局建設工事の現
場管理。採用した派遣社員の能力が不足し
ていたことなどから仕事の量が増加し、発
症2か月前は月140時間に及ぶ時間外労働を
行っていた。また、早出残業を申告するか
しないかで何回も所長との口論があった。

対人関係
関連

1) 職場での嫌がらせやいじめ

2) 暴言・暴行

3) 上司による強い指導と叱責

4) 上司や同僚とのトラブル

うつ病エピ
ソード

うつ病エピ
ソード

 
図 4-3. 建設業における労災認定事案の典型事例と問題点及び対策（対人関係関連） 
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平成３０年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究」 

分担研究報告書（事案解析） 

 

建設業における精神障害の労災認定事案の詳細分析に関する研究 

 

研究分担者  高橋正也 独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 

産業疫学研究グループ・部長 

 

研究分担者： 

吉川 徹（労働安全衛生総合研究所過労死等

防止調査研究センター・センター長代理） 

菅 知絵美（同センター・研究員） 

梅崎重夫（労働安全衛生総合研究所・総括領

域長） 

研究協力者： 

山内貴史（同研究所・客員研究員） 

 

Ａ．研究目的 
本研究では、精神障害の労災認定事案 149件

を対象に、被災状況や関連要因について詳細に

分析することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 
これまでに過労死等防止調査研究センター

で構築した精神障害による労災認定事案（平成

22年 1月から平成 27年 3月の間に認定）のデ

ータベースに含まれる建設業の事案合計 149

件を対象にした。 

被災労働者の職種を次の通りに分類した。①

管理職、事務・営業職等（以下、管理職等：28

人）、②現場監督、技術者（以下、現場監督等：

59人）、③技能労働者等：62人。生存と死亡の

状況については、生存、自殺死亡、自殺未遂、

自殺以外死亡に分類した。 

該当事案の調査復命書に基づいて、業務によ

る出来事をのべ 27 に分類し同定した（心理的

負荷が極度、極度の長時間労働、長時間労働、

2週間以上の連続勤務、労災事故の被害、労災

事故の加害、労災事故の目撃、重大な仕事上の

ミス、会社で起きた事件・事故の責任、業務に

関連した違法行為、達成困難なノルマ、ノルマ

の未達成、新規事業の担当、海外で新たな仕事、

【研究要旨】 

建設業における精神障害の労災認定事案の特徴をより詳細に明らかにするために、

平成 22年 1月から平成 27年 3月の間に業務上認定された精神障害事案合計 149件（男

性 138 人、女性 11 人）の調査復命書を分析した。男性は生存 54.4%、自殺死亡 34.9%

（未遂を含むと 36.2%）、自殺以外死亡 2.0%で、職種ごとの自殺死亡割合は管理職等

42.9%、現場監督等 50.8%であった。女性は全例が生存であった（7.4%）。業務による出

来事として、長時間労働 28.9%、労災事故の被害 24.2%、仕事内容・量の大きな変化

18.1%が上位 3位を占めた。生存例における最多の出来事は労災事故の被害 35.9%で、

技能労働者等では 60.4%に及んだ。自殺例においては長時間労働が最多で 51.9%に上

り、どの職種も一貫して多かった。長時間労働や連続勤務を高率に伴った出来事は、

仕事内容・量の大きな変化、重大な仕事上のミス、顧客・取引先からのクレームであっ

た。仕事内容・量の大きな変化の内容を検証すると、管理職等では前任者や上司の休

職に伴う残務処理、前任者からの引継不全、現場監督等では対応困難な現場、新たな

業務、未経験の業務、頻繁な設計変更を経験していた。長時間労働や連続勤務を高率

に伴った仕事内容・量の大きな変化、重大な仕事上のミス、顧客・取引先からのクレー

ムがあった事案はいずれも大半が F32 (うつ病エピソード)と診断され、自殺による死

亡も多かった。精神障害認定事案とよく関連した労災事故の被害の内容を調べると、

足場など高所からの墜落・転落が最も多く、次いで重機、化学物質、過去の労災などに

伴うことが認められた。これらの結果から、建設工事の個々の過程を見直して労働時

間の著しい延長を避けるとともに、建設安全をそれぞれの現場で確実に保証すること

が本業種で働く労働者の精神障害を予防するのに有効と考えられた。 
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顧客・取引先からの無理注文、顧客・取引先か

らのクレーム、仕事内容・量の大きな変化、退

職強要、配置転換、いやがらせ・いじめ・暴行、

上司とのトラブル、セクシュアルハラスメント、

通勤中の交通事故、移動中の交通事故、職業病、

脳・心臓疾患罹患、東日本大震災関連）。 

全例、生存例、自殺例ごとに職種と業務によ

る出来事との関連を調べた。長時間労働の役割

を探るために、各出来事のうち、長時間労働、

極度の長時間労働、2週間以上の連続勤務のい

ずれかを伴う割合を算出した。その結果に基づ

いて、仕事内容・量の大きな変化、重大な仕事

上のミス、顧客・取引先からのクレームについ

て、具体的な内容を職種ごとに取り上げ特徴を

抽出した。労災事故の被害についても具体的な

内容を取り上げ、災害要因を検討した（墜落・

転落、重機関連、化学物質関連、火災関連、過

去の労災関連、その他）。これらの内容検証に

際して、精神障害の診断と生存・死亡状況も併

せて分析した。 

 
（倫理面での配慮） 

本研究は、労働安全衛生総合研究所研究倫理

審査委員会にて審査され、承認を得たうえで行

った（通知番号：H2708）。本研究で用いたデー

タベースには、個人の氏名、住所、電話番号等、

個人を特定できる情報は一切含まれていない。 

 
Ｃ．研究結果 

今回の対象者の特性を表 1にまとめた。男性

では生存が 81 人（54.4%）、女性では全例が生

存であった（7.4%）。男性の自殺死亡は 52 人

（34.9%）であり、自殺未遂を合わせると 54人

（36.2%）に上った。職種ごとの自殺死亡割合

は、管理職等 42.9%、現場監督等 50.8%に上っ

た。なお、自殺以外の死亡理由は悪性胸膜中皮

腫、肺がん、交通事故であった。 

表 2 に職種と業務による出来事との関連を

全例について示した。全職種で見ると、長時間

労働 28.9%、労災事故の被害 24.2%、仕事内容・

量の大きな変化 18.1%の順に上位 3位を占めた。

管理職等と現場監督等では長時間労働と仕事

内容・量の大きな変化の関連が多かった。それ

に対して、技能労働者等では労災事故の被害に

関連することが過半数であった。なお、件数は

少ないが、職業病（石綿業務による肺疾患）や

過労死等としての脳・心臓疾患罹患との関連も

あった。いずれも「重度の病気・ケガ」による

強い心理的負荷が認められた例であった。 

表 3 に上記の関連を生存例についてまとめ

た。全職種では労災事故の被害、長時間労働、

いやがらせ・いじめ・暴力の順に上位 3位を占

めた。管理職等ではいやがらせ・いじめ・暴力

もさることながら（25.0%）、上司とのトラブル

が多かった（35.5%）。現場監督等では長時間労

働と同様に（35.7%）、仕事内容・量の大きな変

化も多かった（32.1%）。技能労働者等では 60%

を超え、労災事故の被害との関連が明らかであ

った。 

表 4 に上記の関連を自殺例（未遂例を含む）

に絞って示した。全職種では長時間労働が過半

数の事案に認められ、次いで仕事内容・量の大

きな変化、2週間以上の連続勤務、重大な仕事

上のミス、極度の長時間労働であった。職種ご

とに調べても同様の傾向であった。職業病の 4

件はいずれも石綿業務による肺疾患に伴う激

しい呼吸困難、再発、将来の不安、死の恐怖な

どを経験し、F32 (うつ病エピソード)と診断さ

れていた。 

各出来事において長時間労働や連続勤務を

伴う割合を調べたところ、100%であっても出来

事件数が 5件未満となるものを除くと、仕事内

容・量の大きな変化（88.9%）、重大な仕事上の

ミス（84.6%）、顧客・取引先からのクレーム

（75.0%）に関して、その割合が多かった（表

5）。一方、いやがらせ・いじめ・暴力と労災事

故の被害はそれぞれの出来事件数は多くとも、

その割合は少なかった。 

表 5の結果に基づいて、仕事内容・量の大き

な変化をまず取り上げ、その内容を職種ごとに

特徴付けた（表 6）。管理職等では前任者や上司

の休職に伴って残務処理に当たったり、前任者

からの引継不全を経験したりしていた。現場監

督等では物理的な条件や建設上の条件が複雑

で対応困難な現場、新たな業務やこれまで経験

のない業務によく従事していた。また頻繁な設

計変更もあった。このように業務量が増加し長

時間労働になっていたにもかかわらず、単独で

業務に就いたり、事業場に要求した人員増が叶

わなかったりしたことが認められた。この仕事

内容・量の大きな変化に係る 27 件において、

F32 (うつ病エピソード)という診断は 25件に

及び、このうち 14件（56%）は自殺死亡であっ

た。 

同様に、重大な仕事上のミス、顧客・取引先

からのクレームの内容をそれぞれ表 7、表 8に

まとめた。前者では、のべ 13件中 10件に F32 

(うつ病エピソード)という診断が下され、うち

9件が自殺死亡となった。後者のクレーム対応

でも、F32 (うつ病エピソード)や F43.2 (適応

障害)を経験後、8 件中 7 件で自殺による死亡

という結末であった。 
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長時間労働、仕事内容・量の大きな変化に加

えて、精神障害認定事案とよく関連した労災事

故の被害の内容を表 9に示した。その内容を基

に主な災害要因を同定した。のべ 36件のうち、

足場など高所からの墜落・転落が 11件（30.6%）

と最も多かった。次いで、重機関連 8件（22.2%）、

化学物質関連 4件（11.1%）、過去の労災関連 4

件（11.1%）などであった。 

 

Ｄ．考察 
建設業における精神障害の労災認定全事案

のうち、92件（61.7%）は生存であったのに対

して、52件(34.9%)は自殺死亡であった。本研

究のデータベースから精神障害認定事案にお

ける自殺事案の割合を業種別に計算すると、建

設業の 34.9%は電気・ガス・熱供給・水道業の

38.5%（13 件中 5 件）に続く第二位であった。

精神障害認定事案の最も多い製造業では

24.4%（349 件中 85 件）であることを考慮して

も、建設業の精神障害認定事案では自殺死亡が

多いとみなせる。一方、職種ごとに調べると、

管理職等で 40%を超え、現場監督等では 50%を

超えていた。いずれも平均年齢が 40 歳半ばで

あり、働く世代の中核群がこのような形で命を

落とすのは早急に解消しなければならない。 

精神障害の労災認定事案によく関連してい

たのは長時間労働、労災事故の被害、仕事内容・

量の大きな変化であった。各出来事の中で長時

間労働や連続勤務を伴う割合が多かったのは

仕事内容・量の大きな変化、重大な仕事上のミ

ス、顧客・取引先からのクレームであった。そ

こで、それぞれの内容を検討したところ、仕事

内容・量の大きな変化として、前任者や上司の

休職に伴う残務処理、前任者からの引継不全、

対応困難な現場、新たな・未経験の業務、頻繁

な設計変更に従事し、長時間労働につながった。

単独業務や人員不足はこうした過程に拍車を

かけたのではないかと推測できる。また重大な

仕事上のミスや顧客・取引先からのクレームに

逐次対応しなければならないことも円滑な建

設工事の進行を妨げた可能性がある。 

長時間労働や連続勤務を高率に伴うこれら

3つの出来事では、うつ病エピソードや適応障

害などを経て自殺死亡が大半を占めていた：仕

事内容・量の大きな変化（27 件中 15 件）、重

大な仕事上のミス（13件中 9件）、顧客・取引

先からのクレーム（8 件中 7 件）。このような

損失を防ぐためには、個々の事業場が抱える問

題点を洗い出し、職場組織として軽減や解決の

糸口を探すほかない。 

労災事故の被害は精神障害認定事案とよく

関連する出来事であった。全職種では 24.2%、

最多の技能労働者等では 51.6%を占めた。本過

労死等研究の昨年度報告書によれば、運輸業・

郵便業の精神障害認定事案に係る出来事とし

て、事業場内事故の被害の割合は全職種で

9.3%、トラック運転者に絞っても 15.7%であっ

た（高橋ら 2018）。 

労災事故として高所からの墜落・転落や重機

に関連した事故が多かったことは、まさに建設

現場特有の危険を反映している。こうした事故

を減少させるために、これまで幾多の努力がな

されてきた（例、平成 27年：足場からの墜落・

転落災害防止総合対策推進要綱の改正、平成

30年：建設業における墜落・転落防止対策の充

実強化に関する実務者会合）。労災事故で幸い

に死亡には至らなかったにしても、今回のデー

タが示すとおり、精神障害に発展する可能性が

高い。とすれば、体のケガのみならず、「心の

病気」を予防するという点から、安全な建設作

業は強調し得る価値がある。 

今回の詳細分析から、例数は少なく過重労働

を伴っていたわけではないが、じん肺などの職

業病による重度の呼吸困難と死の恐怖、職場復

帰や将来生活に対する高度の不安など強い心

理的負荷が精神障害と関連することが判明し

た。このことは肺疾患に対する労災補償がなさ

れたら完了というわけではないことを意味し

ている。むしろ、そのような職業病認定建設労

働者に対して、精神障害ひいては自殺への発展

を防ぐために精神的ケアや相談体制が整備さ

れてよいと考えられる。海外でも、最近、その

必要性が指摘されている（Bonafede et al. 

2018; Woolhouse et al. 2018; Ball et al. 

2016）。こうした文脈に沿うと、同様の支援は

過去に過労死等として脳・心臓疾患を認定され

た建設労働者に対しても充実されてよいと思

われる。 

 

Ｅ．結論 
建設業における精神障害の労災認定事案で

は、男性は生存 54.4%、自殺死亡 34.9%（未遂

を含むと 36.2%）、自殺以外死亡 2.0%で、職種

ごとの自殺死亡割合は管理職等 42.9%、現場監

督等 50.8%と高値となった。女性は全例が生存

で、全体の 7.4%であった。業務による出来事

は、長時間労働、労災事故の被害、仕事内容・

量の大きな変化が上位 3位を占めた。生存例に

おける最多の出来事は労災事故の被害で、技能

労働者等では特に著しかった。自殺例において

は、どの職種も一貫して長時間労働が最多の出

来事であった。長時間労働や連続勤務を高率に
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伴った出来事は、仕事内容・量の大きな変化、

重大な仕事上のミス、顧客・取引先からのクレ

ームであった。仕事内容・量の大きな変化とし

ては、関係者の休職に伴う残務処理、前任者か

らの引継不全、対応困難な現場、新たな・未経

験の業務、頻繁な設計変更などが含まれた。こ

れらの出来事のあった事案ではいずれも大半

が F32 (うつ病エピソード)と診断され、自殺

死亡も多かった。労災事故の被害として、足場

など高所からの墜落・転落が最も多く、次いで

重機、化学物質、過去の労災などの関連があっ

た。 

以上の結果から、建設工事の個々の過程を見

直して労働時間の過剰な延長を避けるととも

に、建設安全の確保が本業種で働く労働者の精

神障害を予防するのに有効と考えられた。 

 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 

 

Ｇ．研究発表 
なし 
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表１．建設業の精神障害の労災認定事案：職種別の生存・死亡状況 

 
*悪性胸膜中皮腫、肺がん、交通事故 

男性（138人） 女性（11人）

生存
自殺
死亡

自殺
未遂

自殺
以外
死亡*

生存
（全件）

全職種（人） 149 81 52 2 3 11

人数% 100.0 54.4 34.9 1.3 2.0 7.4

発症時年齢 43.3 41.2 47.0 40.5 49.0 40.3

標準偏差 12.2 11.8 12.2 13.4 20.2 10.1

管理職、事務・営業職等（人） 28 6 12 0 0 10

人数% 100.0 21.4 42.9 --- --- 35.7

発症時年齢 42.9 43.2 43.0 --- --- 42.5

標準偏差 7.9 8.5 8.7 --- --- 7.3

現場監督、技術者（人） 59 27 30 0 1 1

人数% 100.0 45.8 50.8 0.0 1.7 1.7

発症時年齢 43.3 43.6 44.4 --- 26 18

標準偏差 10.9 11.4 9.4 --- --- ---

技能労働者等（人） 62 48 10 2 2 0

人数% 100.0 77.4 16.1 3.2 3.2 ---

発症時年齢 43.6 39.7 59.7 40.5 60.5 ---

標準偏差 14.9 12.4 15.5 13.4 4.9 ---

全体
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表２．建設業の精神障害の労災認定事案：職種ごとの業務による出来事（全例） 

 

全職種
［149人］

（件）
人数%

管理職、
事務・営
業職等
［28人］
（件）

人数%

現場監
督、

技術者
［59人］
（件）

人数%

技能労
働者等
［62人］
（件）

人数%

長時間労働 43 28.9 8 28.6 29 49.2 6 9.7

労災事故被害 36 24.2 0 0.0 4 6.8 32 51.6

仕事内容・量の大変化 27 18.1 4 14.3 21 35.6 2 3.2
いやがらせ・いじめ・暴
行

18 12.1 5 17.9 6 10.2 7 11.3

上司トラブル 18 12.1 6 21.4 10 16.9 2 3.2

2週間連勤 17 11.4 3 10.7 9 15.3 5 8.1

重大仕事ミス 13 8.7 4 14.3 7 11.9 2 3.2

極度の長時間労働 12 8.1 4 14.3 7 11.9 1 1.6

心理的負荷が極度 8 5.4 0 0.0 1 1.7 7 11.3

顧客・取引先からのク
レーム 8 5.4 2 7.1 5 8.5 1 1.6

移動中交通事故 7 4.7 2 7.1 1 1.7 4 6.5

通勤中交通事故 6 4.0 1 3.6 1 1.7 4 6.5

職業病 6 4.0 0 0.0 0 0.0 6 9.7

事件・事故の責任 5 3.4 0 0.0 3 5.1 2 3.2

達成困難ノルマ 4 2.7 0 0.0 4 6.8 0 0.0

退職強要 4 2.7 3 10.7 1 1.7 0 0.0

セクハラ 4 2.7 3 10.7 1 1.7 0 0.0

ノルマ未達成 3 2.0 1 3.6 2 3.4 0 0.0

配置転換 3 2.0 1 3.6 1 1.7 1 1.6

労災事故目撃 2 1.3 0 0.0 1 1.7 1 1.6

違法行為 2 1.3 1 3.6 1 1.7 0 0.0

脳・心臓疾患罹患 2 1.3 0 0.0 1 1.7 1 1.6

新規事業 2 1.3 1 3.6 1 1.7 0 0.0

労災事故加害 1 0.7 0 0.0 0 0.0 1 1.6

顧客・取引先からの無
理注文 1 0.7 0 0.0 1 1.7 0 0.0

海外で新仕事 1 0.7 0 0.0 0 0.0 1 1.6

東日本大震災関連 1 0.7 0 0.0 1 1.7 0 0.0
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表３．建設業の精神障害の労災認定事案：職種ごとの業務による出来事（生存例）

 
 

全職種
［92人］
（件）

人数%

管理職、
事務・営
業職等
［16人］
（件）

人数%

現場監
督、

技術者
［28人］
（件）

人数%

技能労
働者等
［48人］
（件）

人数%

労災事故被害 33 35.9 0 0.0 4 14.3 29 60.4

長時間労働 15 16.3 2 12.5 10 35.7 3 6.3
いやがらせ・いじめ・暴
行

14 15.2 4 25.0 4 14.3 6 12.5

仕事内容・量の大変化 12 13.0 1 6.3 9 32.1 2 4.2

上司トラブル 11 12.0 6 37.5 4 14.3 1 2.1

2週間連勤 7 7.6 1 6.3 2 7.1 4 8.3

移動中交通事故 7 7.6 2 12.5 1 3.6 4 8.3

心理的負荷が極度 6 6.5 0 0.0 1 3.6 5 10.4

重大仕事ミス 4 4.3 0 0.0 2 7.1 2 4.2

通勤中交通事故 4 4.3 1 6.3 0 0.0 3 6.3

退職強要 4 4.3 3 18.8 1 3.6 0 0.0

セクハラ 4 4.3 3 18.8 1 3.6 0 0.0

極度の長時間労働 3 3.3 0 0.0 2 7.1 1 2.1

事件・事故の責任 3 3.3 0 0.0 1 3.6 2 4.2

達成困難ノルマ 2 2.2 0 0.0 2 7.1 0 0.0

労災事故目撃 2 2.2 0 0.0 1 3.6 1 2.1

脳・心臓疾患罹患 2 2.2 0 0.0 1 3.6 1 2.1
顧客・取引先からのク
レーム

1 1.1 0 0.0 1 3.6 0 0.0

違法行為 1 1.1 1 6.3 0 0.0 0 0.0

新規事業 1 1.1 1 6.3 0 0.0 0 0.0

労災事故加害 1 1.1 0 0.0 0 0.0 1 2.1

東日本大震災関連 1 1.1 0 0.0 1 3.6 0 0.0

職業病 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

ノルマ未達成 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

配置転換 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
顧客・取引先からの無
理注文

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

海外で新仕事 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
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表４．建設業の精神障害の労災認定事案：職種ごとの業務による出来事（自殺例［未遂例を含む］） 
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表５．建設業の精神障害の労災認定事案：長時間労働や 2 週間以上

の連続勤務を伴う業務による出来事の割合 

 

出来事
（件数）

長時間・連勤を
伴う（件数）

割合
（%）

ノルマ未達成 3 3 100.0

配置転換 3 3 100.0

顧客・取引先からの無理注文 1 1 100.0

仕事内容・量の大変化 27 24 88.9

重大仕事ミス 13 11 84.6

顧客・取引先からのクレーム 8 6 75.0

達成困難ノルマ 4 3 75.0

上司トラブル 18 12 66.7

違法行為 2 1 50.0

新規事業 2 1 50.0

事件・事故の責任 5 2 40.0

通勤中交通事故 6 2 33.3

いやがらせ・いじめ・暴行 18 5 27.8

退職強要 4 1 25.0

労災事故被害 36 2 5.6

心理的負荷が極度 8 0 0.0

移動中交通事故 7 0 0.0

職業病 6 0 0.0

セクハラ 4 0 0.0

労災事故目撃 2 0 0.0

脳・心臓疾患罹患 2 0 0.0

労災事故加害 1 0 0.0

海外で新仕事 1 0 0.0

東日本大震災関連 1 0 0.0



 

81 
 

表６．建設業の精神障害の労災認定事案：職種ごとの「仕事内容・量の大きな変化」の内容・精神

障害診断・生存状況 

 

職
種

発
症
時
年
代 内容

対
応
困
難
な
現
場

新
た
な
業
務

未
経
験
の
業
務

前
任
者
の
残
務

大
規
模
な
工
事

出
向
・
転
籍
・
転
勤

頻
繁
な
設
計
変
更

単
独
業
務

事
業
場
支
援
の
欠
如

無
理
な
工
期

前
任
者
か
ら
の
引
継

不
全

前
任
者
の
休
職

上
司
の
休
職

深
夜
業
務

不
合
理
な
配
置
転
換

そ
の
他

診断

生
存
・
死
亡

管理職，事務・営業職等

30 出社しなくなった前課長の物件を引き継ぎ業務量増加 〇 〇
F32 (うつ病
エピソード)

自殺
死亡

30 上司の休職により被災労働者の業務量増加 〇
F32 (うつ病
エピソード)

生存

40 数億円の工事の概算見積作業により業務量増加 〇
F32 (うつ病
エピソード)

自殺
死亡

50
財務部長として転任（単身赴任）した被災労働者は，前任の
部長からは十分な引き継ぎがなく，未経験の業務が多かっ
たことにより業務量増加

〇 〇 〇
F3 (気分（感
情）障害)

自殺
死亡

現場監督，技術者

20 新たに担当となった現場は大規模で業務量増加 〇 〇
F32 (うつ病
エピソード)

自殺
死亡

30
現場監督として出向し業務量増加，前任者の積み残し業務
も

〇 〇
F41 (その他
の不安障害)

生存

30 現場代理人として被災労働者は一人で対応した 〇
F32 (うつ病
エピソード)

自殺
死亡

30 新たな取引により業務量増加，事業場の支援も欠如 〇 〇
F32 (うつ病
エピソード)

生存

30
深夜時間帯の工事立会い，通常業務に加えて新業務を1人
で兼任

〇 〇 〇
F32 (うつ病
エピソード)

自殺
死亡

30 多忙な地域の担当になり業務量増加 〇
F32 (うつ病
エピソード)

自殺
死亡

30 長期間の自宅待機を経て大規模な工事に携わった 〇 ○
F32 (うつ病
エピソード)

自殺
死亡

30
当初の業者が突然撤退した後に請負，工期に無理のある
注文

〇 〇
F32 (うつ病
エピソード)

生存

30 頻繁な設計変更により業務量増加 〇
F32 (うつ病
エピソード)

生存

30 本来の職＋未経験の新職（施工管理者）により業務量増加 〇
F32 (うつ病
エピソード)

自殺
死亡

40 海外新規プロジェクトにより業務量増加 〇
F32 (うつ病
エピソード)

自殺
死亡

40 関係資料を不得手なパソコンで作成 〇
F32 (うつ病
エピソード)

生存

40
現場代理人である被災労働者にとって経験の少ない工事
内容，発注者や地権者との困難な対応

〇 〇
F32 (うつ病
エピソード)

自殺
死亡

40
現場代理人となった工事現場では地盤問題，新材料・工法
の採用などにより工期遅れ，発注先担当者への不満・不信

〇
F32 (うつ病
エピソード)

自殺
死亡

40
現場代理人となった工事現場では地盤問題，設計変更，工
期変更等により業務量増加

〇 〇
F32 (うつ病
エピソード)

自殺
死亡

40
被災労働者には全く経験のない工事，震災復興工事特有
の特殊事情（発注者の自治体による設計と実際の現場との
乖離）で工事が順調に進まない

〇 〇
F32 (うつ病
エピソード)

自殺
死亡

50
現場管理として図面作製，器具選定，レイアウト等を進める
中，図面の変更が相次ぐなどして業務量増加

〇
F32 (うつ病
エピソード)

生存

50
現場管理者としての通常業務に加えて，新しい工事の担当
になり業務量増加

〇
F32 (うつ病
エピソード)

生存

50
現場所長代理として工期の遅れ，下請業者の選定・折衝等
により業務量増加

〇
F32 (うつ病
エピソード)

自殺
死亡

50
内勤から現場監督へ然したる合理性のない職種変更による
業務量増加

〇
F32 (うつ病
エピソード)

生存

50 理解力の乏しい派遣社員の指導により業務量増加 〇
F32 (うつ病
エピソード)

生存

技能労働者等

30 関連会社への転籍・転勤により業務量増加 〇
F32 (うつ病
エピソード)

生存

40
多忙で業務増加が見込まれ増員を要望したものの実施され
ず，業務量増加

〇
F32 (うつ病
エピソード)

生存

合計 6 5 4 3 3 3 3 2 2 1 1 1 1 1 1 3
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表７．建設業の精神障害の労災認定事案：職種ごとの「重大な仕事上のミス」の内容・精神障害

診断・生存状況 

 
 

 

表８．建設業の精神障害の労災認定事案：職種ごとの「顧客・取引先からのクレーム」の内容・精

神障害診断・生存状況 

 

職種
発症時
年代

内容 診断
生存・
死亡

管理職，事務・営業職等

30 高額な入札失敗 F32 (うつ病エピソード) 自殺死亡

40 施工ミスにより会社に損害を与えた F32 (うつ病エピソード) 自殺死亡

40 施工ミスにより大雨で工事現場が冠水 F32 (うつ病エピソード) 自殺死亡

50
取り返しのつかない工事ミスと工期の遅れ，手直し工事に係る業
務量増加

F32 (うつ病エピソード) 自殺死亡

現場監督，技術者

30 許容される範囲のミス F32 (うつ病エピソード) 自殺死亡

30
被災労働者の図面作成ミス，材料の手配ミス等により工事やり直
しとなった

F32 (うつ病エピソード) 生存

30 被災労働者の推定では黒字の現場は実際には赤字 F32 (うつ病エピソード) 生存

40
施工ミスにより違約金，工事に係る指名停止処分，会社の社会的
信用低下

F32 (うつ病エピソード) 自殺死亡

40
施主の了承なく設計変更したため工事代金が支払われず，被災
労働者はその穴埋めとして会社からの借金として返済

F32 (うつ病エピソード) 自殺死亡

40 初歩的な作業ミスにより数千万円の損害が発生した F32 (うつ病エピソード) 自殺死亡

50 担当の現場で手直しの必要な個所が見つかった F3 (気分（感情）障害) 自殺死亡

技能労働者等

20 作業ミスにより計器破損 F43.1 (外傷後ストレス障害) 生存

60
積荷のショベルカーをトラックからユニックで降ろす際にアウトリ
ガーを出していなかったため，ショベルカーとともにトラックが横転

F32 (うつ病エピソード) 生存

職種
発症時
年代

内容 診断
生存・
死亡

管理職，事務・営業職等

30 引き継いだ物件に発注漏れが判明し，取引先より激しくクレーム F32 (うつ病エピソード) 自殺死亡

40
図面等の提出が遅いため，設計管理者から注意・叱責，担当変
更要求

F32 (うつ病エピソード) 自殺死亡

現場監督，技術者

40
下請から未払い金について現場監督であった被災労働者に執拗
に督促

F32 (うつ病エピソード) 生存

40
工期内に工事終了したが，工事用の交通系カードの紛失に対し
て，発注元担当者より激しい叱責

F43.2 (適応障害) 自殺死亡

40 担当現場でクレーム対応 F43.2 (適応障害) 自殺死亡

50
現場代理人である被災労働者に常習クレーマーから執拗にクレー
ム

F43.2 (適応障害) 自殺死亡

50 施工主からのクレーム F32 (うつ病エピソード) 自殺死亡

技能労働者等

40
消防用設備点検業務中に発生したガス誤放出事故により，担当
事業場側より高圧的なクレームを複数回受けた

F32 (うつ病エピソード) 自殺死亡
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表９．建設業の精神障害の労災認定事案：職種ごとの「労災事故の被害」の内容・精神障害診断・

生存状況 

 
災害要因：墜落=墜落・転落、重機=重機関連、化学=化学物質関連、火災=火災関連、過去=過去の労災関連、他=そ

の他

職
種

発症時
年代

内容
災害
要因

診断
生存・
死亡

現場監督，技術者

30
工事現場でセメントミルクが目に入ったせいで失明の危険性，不眠，食欲不
振，判断力低下等

化学 F32 (うつ病エピソード) 生存

50
集水井で下請作業員が作業中に一酸化炭素中毒，その後に溺死，現場代理
人として救助に行った被災労働者も同中毒により意識障害により救急搬送，
救助に向かった別の下請作業員も同中毒後に溺死

化学 F43.0 (急性ストレス反応) 生存

50 重機に接触し約3メートル下方に墜落 重機 F32 (うつ病エピソード) 生存

≥60
工事現場にて開発反対派の運転するトラックに足を轢かれ転倒し，左足部及
び腰部打撲傷

他 F43.1 (外傷後ストレス障害) 生存

技能労働者等

<20 解体作業中に屋根から7メートル下方に墜落 墜落 F40 (恐怖症性不安障害) 生存

<20 工事現場でバックしてきた重機に巻き込まれ負傷 重機 F43.1 (外傷後ストレス障害) 生存

20 エレベータ解体作業中にエレベーターごと落下 墜落 F43.1 (外傷後ストレス障害) 生存

20
運転中のクレーン車がバランスを崩して倒れ，作業員が死亡し被災労働者も
負傷

重機 F32 (うつ病エピソード) 生存

20 個人宅屋根の雪下ろし中に2.5メートル下方に墜落 墜落 F32 (うつ病エピソード) 生存

20 重機に巻き込まれた 重機 F43.1 (外傷後ストレス障害) 生存

30
過去の労働災害（足の負傷）が悪化し療養が長期化する見込み，将来の復職
不安

過去 F41 (その他の不安障害) 生存

30 工事現場の足場から約9メートル下方に墜落 墜落 F32 (うつ病エピソード) 生存

30
作業中に土砂崩壊が起こり運転中のショベルカーごと15メートル以上流され，
死の恐怖を覚えた

他 F43.0 (急性ストレス反応) 生存

30 作業中に硫酸を全身に浴びた 化学 F43.2 (適応障害) 生存

30 堀削した穴に据えた脚立から約2メートル下方に転落 墜落 F43.2 (適応障害) 生存

40 屋根から地面に墜落 墜落 F43.2 (適応障害) 生存

40 屋根より墜落 墜落 F32 (うつ病エピソード)
自殺
死亡

40 解体工事現場で足場から14メートル下方に墜落 墜落 F43.1 (外傷後ストレス障害) 生存

40
現場から事業場に戻る途中に積荷のワイヤー端部が外れはねて眼にあたり
眼球破裂，もう一方の目の視力も低下

他 F45 (身体表現性障害) 生存

40 作業中に足の負傷 他 F32 (うつ病エピソード) 生存

40 作業中に足場から3メートル下方に墜落し足場の下敷き 墜落 F43.0 (急性ストレス反応) 生存

40 作業中に硫酸を浴び全身熱傷 化学 F43.1 (外傷後ストレス障害) 生存

40
操作していたクレーンから鉄骨柱が落下しクレーン操縦席に激突したことによ
り精神障害として認定済，復職してから2週間以上の連続勤務あり

重機 F43.2 (適応障害) 生存

40 沈没物の引揚げのための潜水業務中潜水病（減圧症）発症 他 F32 (うつ病エピソード)
自殺
死亡

40 倒れてきたクレーンに挟まれた 重機 F32 (うつ病エピソード) 生存

40
被災労働者が操作中の重機からコンクリート塊が落下し，下請作業員を直
撃，多傷性多臓器破裂により死亡

重機 F43.2 (適応障害) 生存

40 労災である手の負傷後，長期にわたり疼痛 過去 F41 (その他の不安障害) 生存

50 バックしてきた重機（コンバインドローラー）に轢かれた 重機
F43 (重度ストレスへの反応及
び適応障害)

生存

50 過去の労災による後遺障害が改善せず，復職不可 過去 F32 (うつ病エピソード) 生存

50 現場で足を捻挫したが，その負傷に不釣り合いなほどの激痛が持続 過去 F45 (身体表現性障害) 生存

50 工具の燃料油をトラックで運搬中に漏れて引火し熱傷 火災 F43.2 (適応障害) 生存

50 工事現場で火災遭遇，一人で消火作業，その数週間後に脳幹部出血発症 火災 F43.1 (外傷後ストレス障害) 生存

50 鉄筋組立中に3.5メートル下方に墜落 墜落
F2 (統合失調症、統合失調症
型障害及び妄想性障害)

生存

≥60 業務中にトラックの荷台から転落 墜落 F32 (うつ病エピソード)
自殺
死亡

≥60
作業中に土砂崩壊が起こり同僚が死亡，被災労働者は休憩中で負傷はな
かったものの，死亡する可能性もあった

他 F43.0 (急性ストレス反応) 生存

≥60 福島原発内工事中（不安定な原子炉と高線量の被ばくおそれ）に熱中症発症 他 F44 (解離性（転換性）障害) 生存
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別添４ 

平成３０年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究」 

分担研究報告書（事案解析） 

 

メディアにおける労災認定事案の特徴に関する研究 

 

研究分担者  菅知絵美 独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 

過労死等防止調査研究センター・研究員 

 

【研究要旨】 

2018年に見直しが行われた「過労死等防止のための対策に関する大綱」で過労死等の多発

が指摘されている業種として建設業とともにメディアが新たに加えられた。本研究では過労

死等防止調査研究センターが作成したデータベースを用いて平成 22年 1 月から平成 27年 3

月のメディアの脳・心臓疾患事案 22件、精神障害事案 30 件を分析対象とし、実態と背景要

因及び防止対策を検討することとした。 

その結果、脳・心臓疾患の事案では、発症時平均年齢と死亡時平均年齢がともに全業種より

も低かった。発症時年齢は 30 歳代の事案が目立った。発症前 6 か月間の時間外労働時間数の

平均時間は、全業種と大差はなかったが長時間に及ぶものであった。また、労働時間以外の要

因は、不規則な勤務、拘束時間の長い勤務、出張の多い業務が多かった。本人の申告による出

退勤の管理が他業種と比較して多かった。 

精神障害の事案では、発症時平均年齢と死亡時平均年齢は全業種よりも低く、自殺事案は全

て 20 歳代であった。特別な出来事のうち極度の長時間労働と恒常的な長時間労働の事案が多

く、具体的出来事では長時間労働に関する出来事が全業種よりも高い割合であった。また、上

司や同僚とのトラブルの事案も多かった。 

脳・心臓疾患と精神障害の事案の両者において、他の業種よりも際立って若年齢層で疾患を

発症しており、死に至ることもあった。また、長時間労働による過重負荷や対人関係の問題も

浮かび上がった。 

本研究の結果、メディアについては、現在提案されている長時間労働対策とともに、若年労

働者の過重労働や対人関係に関する問題、発注者側からの無理な業務依頼に着目した過重労働

防止対策の強化が重要であると考えられる。 

研究分担者： 

梅崎重夫（労働安全衛生総合研究所・総括

領域長） 

佐々木毅（同研究所・上席研究員） 

 

Ａ．研究目的 
近年、広告やテレビ、新聞などのメディア

では残業等の長時間労働による過重労働が

ニュースとして大きく取り上げられている。実際

に、長時間労働によって脳・心臓疾患で亡くな

った方や自殺された方も少なくない。そのため、

2018 年の過労死等防止のための対策に関す

る大綱では、過労死等の多発が指摘されてい

る業種・職種にメディアが新たに加えられた。

しかし、メディアにおいて過重労働による心身

の健康に関する詳細な実態と背景要因は十

分な知見が得られていない。そこで、労災認

定事案を分析し、その実態と背景要因及び防

止対策を検討することとした。 

 

Ｂ．研究方法 
１．分析対象 

本研究では、情報通信業及び学術研究、専

門・技術サービス業（日本標準産業分類の大

分類）のうちメディアに属する職種である

プロデューサー、ディレクター、アナウンサ

ー、記者、メディア制作、メディア編集、デ

ザイナー、営業、事務職、管理職、メディア

のシステム・エンジニア（SE）、イベント企

画・運営を抽出し、平成 22年 1月から平成

27年 3月の脳・心臓疾患による労災認定事

案 22 件及び精神障害による労災認定事案
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30件を対象として分析を行った（表 1）。こ

れらの情報については、統計処理を可能と

するために、関連情報を数値化したデータ

ベースを構築した。 

 

２．分析方法 

 本研究では、過労死等防止調査研究セン

ターで構築されたデータベースと調査復命

書の記載内容に基づき、職種、発症時年齢、

死亡時年齢、事業場規模、疾患、労働条件等

一般的事項、労災認定要因及び時間外労働

時間数別に分析を行った。また、精神障害の

業務に関する出来事については、平成 23年

12月に策定された「心理的負荷による精神

障害の認定基準」（以下「認定基準」という。）

の「業務による心理的負荷評価表」に挙げら

れている出来事、及び平成 11年 9月に策定

された「心理的負担による精神障害等に係

る業務上外の判断指針について」（以下「判

断指針」という。）における出来事に基づき

分析を行った。労災認定の決定時期により

「認定基準」と「判断指針」が異なるため、

分析者等が調査復命書を読み込んだうえで

適切と考えられる出来事の有無を判断し集

計した。 

 メディアにおける職種は多種多様のため

調査復命書に記載されたデータを利用し、

次の 4 業種に分類した。1）放送業、2）広

告業、3）出版業、4）新聞業。 

また、疾患のうち精神障害については、

「ICD-10 国際疾病分類第 10 版（2003 年改

訂）」の第 5章「精神及び行動の障害（F00-

F99）」に基づいて分類を行った。 

 

（倫理面での配慮） 

 本研究は、労働安全衛生総合研究所研究

倫理審査委員会にて審査され、承認を得た

うえで行った（通知番号：H2708）。本研究で

用いたデータベースには、個人の氏名、住

所、電話番号等、個人を特定できる情報は一

切含まれていない。 

 

Ｃ．研究結果 
１．対象者の概要 

表 1-1 に脳・心臓疾患を、表 1-2 に精神

障害の労災認定事案の概要を示した。なお、

メディアの事案の特徴を明らかにするため、

全業種（文献 1; 文献 2）との比較も行った。

ただし、事案数が少ないため、さらなる検討

の必要がある。 

 

1）性別・発症時年齢・死亡時年齢・生死 

1-1) 脳・心臓疾患 

脳・心臓疾患の事案全体を見ると、男性が

81.8%、女性が 18.2%と、女性の事案の割合

が全業種と比べ高かった（全業種 1.564 件

中女性が 69件, 4.4%）。 

発症時平均年齢は全業種の事案の割合よ

りも低く（全業種 1,564件, M=49.3, SD=9.8

に対しメディア M=42.7 SD=9.7）、特に 30歳

代と 40 歳代が多く、特に 30 歳代の割合は

全業種よりも高かった（全業種 1,564 件中

214件, 13.7%に対しメディア 6件, 27.3%）。 

死亡時平均年齢も全業種より低かった

（全業種 613件, M=47.5, SD=9.8 に対しメ

ディア M=38.6, SD=10.0）。 

4つに分類した業種別に見ると、放送業と

広告業がそれぞれ 9 件、出版業が 3 件、新

聞業が 1 件であった。発症時年齢と死亡時

年齢において広告業が 30 歳代の割合が高

く、死亡の事案の割合は放送業が高い傾向

であった。 

1-2) 精神障害 

精神障害の事案全体は、男性が 73.3%、女

性が 26.7%であった。発症時平均年齢は全業

種より低く（全業種 2,000 件, M=39.0, 

SD=11.6に対しメディア M=36.2, SD=10.2）、

特に 20 歳代の割合が高かった（全業種

2,000件中 448件, 22.4%に対しメディア 11

件, 36.7% ）。 

死亡時平均年齢も全業種より低く（全業

種 2,000 件中 368件, M=42.0, SD=12.4に

対しメディア M=24.5, SD=2.4）、全ての自殺

事案において 20歳代であった。 

4つに分類した業種別に見ると、広告業が

17件と最も多く、次いで放送業が 8件、出

版業が 3 件、新聞業が 2 件であった。この

うち死亡（自殺）は放送業が 2 件、広告業

が 2件であった。発症時年齢は 20歳代から

30歳代の事案の割合が高かった。 

 

2) 事業場規模 

 脳・心臓疾患と精神障害ともに、50人未

満（脳・心臓疾患 10件, 45.5％, 精神障害

16件, 53.3％）と 50人以上 500人未満（脳・

心臓疾患 7 件, 31.8％, 精神障害 12 件, 
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40.0％）が多く、小規模から比較的大規模な

事業場まで幅広く見られた。 

 4つに分類した業種別に見ると、脳・心臓

疾患と精神障害の事案共に事業場規模は

様々であった。 

 

２． 労働条件等一般的事項（脳・心臓疾患） 

 表 2 に脳・心臓疾患における労働条件等

一般的事項（所定休日、出退勤の管理状況及

び就業規則等）と前駆症状を示した。 

 所定休日は、完全週休 2 日制が最も多か

った（15件, 68.2%）。出退勤の管理状況は

本人の申告（8件, 36.4%）が最も多く、全

業種の事案の割合より高かった（全業種

1,564 件中 378 件, 24.2%）。面接指導の実

施は全て実施されていなかった。 

  

３．労災認定要因 

表 3 では脳・心臓疾患における労災認定

要因、表 4 では発症 6 か月前の時間外労働

時間数、表 5 では脳・心臓疾患別のクロス

集計表を示した。表 6 では心理的負荷によ

る精神障害の事案における出来事、表 7 で

は精神障害別のクロス集計表を示した。 

 

1) 脳・心臓疾患 

認定要因は全て長期間の過重業務（22件, 

100%）であり労働時間以外の要因としては、

拘束時間の長い勤務（4件, 18.2%）、出張の

多い業務（3件, 13.6%）、不規則な勤務（2

件, 9.1%）の順に多かった（表 3）。発症前

6か月間の時間外労働時間数の平均時間は、

全業種と大差はなかったが、長時間に及ぶ

労働であった（表 4）。 

 

2) 精神障害 

特別な出来事のうち、極度の長時間労働

（7 件, 23.3%）、さらに恒常的な長時間労

働（18件, 60.0%）の事案が多かった（表 6）。

具体的出来事として、連続勤務や時間外労

働、休日労働等の長時間労働に関する出来

事が多く、全業種よりも割合が高かった（仕

事の量・質；全業種 1,362件中 539件, 39.6%

に対しメディア 30件中 20 件, 66.7%）。他

に、上司や同僚とのトラブルの事案も見ら

れた（対人関係 10件, 33.3%）。 

 

3) 決定時の疾患 

3-1) 脳・心臓疾患 

 脳疾患では、くも膜下出血（6件, 27.3%）

が最も多かった。心臓疾患では、心停止（5

件, 22.7%）が最も多く、心臓疾患の事案の

割合は全業種と比べ相対的に高かった（全

業種 1,564件中 593件, 37.9%に対しメディ

ア 10件, 45.5%）（表 5）。 

3-2) 精神障害 

うつ病エピソードが最も多く、この割合

は全業種と比べ事案の割合が高かった（全

業種うつ病エピソード 1,998 件中 866 件、

43.3%に対しメディア 16件, 53.3%）（表 7）。 

 

４．典型事例 

 メディアにおける労災認定事案の典型事

例を脳・心臓疾患については図 1-1 に、精

神障害については図 1-2 に示した。以下に

特徴的な 4件の事例を提示した。 

 

1) 脳・心臓疾患 

【事例 1-1】30 歳代女性、プロデューサー 

・生死：死亡 

・疾患名：脳内出血 

・労災認定要因：長期間の過重業務 

・時間外労働時間：発症前 6 か月間に月 140

～250 時間を超える時間外労働が 4 か月

あった。 

・労働時間以外の負荷要因：特になし 

・テレビ CM 作成のプロデューサー及び映

像制作の総責任者として、全体統括、スケ

ジュール調整、スタッフ手配、予算管理を

行っていた。 

 

【事例 1-2】30 歳代男性、メディア制作 

・生死：生存 

・疾患名：脳梗塞 

・労災認定要因：長期間の過重業務 

・時間外労働時間：発症前 2 か月間の平均

時間外労働時間が 1 か月あたり 100 時間

を超えていた。 

・労働時間以外の負荷要因：不規則な勤務 

・映像制作業務。営業・制作進行管理とし

て顧客と制作者とのスケジュール、予算、

制作のクオリティー管理業務を行ってい

た。他に見積書や請求書の作成、中途採用

者の面接等に従事していた。 

 



 

87 
 

2) 精神障害 

【事例 2-1】20 歳代男性、ディレクター 

・生死：生存 

・疾患名：解離性（転換性）障害 

・労災認定要因：極度の長時間労働 

・テレビ番組の AD。被災者が企画したイベ

ントの準備業務や新番組のチーフADとな

ったため業務量が増えた。そのため、発症

日までのうち 5 日間以外は毎日労働して

いた。発症前 1 か月間の時間外労働時間

数は 170 時間以上と極度の長時間労働で

あった。失声状態のため復職できず、自宅

療養となった。 

 

【事例 2-2】40 歳代女性、メディア編集 

・生死：生存 

・疾患名：うつ病エピソード 

・労災認定要因：同僚とのトラブルがあっ

た。上司とのトラブルがあった。仕事内

容・仕事量の（大きな）変化を生じさせる

出来事があった。 

・医療従事者向けの書籍・雑誌を編集し、

月刊誌の編集部のトップとして従事して

いた。業務をめぐる方針等で同僚と対立

が生じ、そのトラブルに対する考え方の

相違から複数の上司とも対立関係となっ

ていた。また、時間外労働時間数は発症前

3 か月と比べ発症前 2か月において 20時

間以上増加し概ね45時間以上となってい

た。 

 

Ｄ．考察 
 本研究では、メディアにおける脳・心臓疾

患と精神障害による労災認定事案の実態と

背景要因及び防止対策を検討した。 

分析結果より、脳・心臓疾患と精神障害の

労災認定事案の両者で、現在提案されてい

る長時間労働対策以外にも、若年労働者の

過重労働や対人関係、発注者側からの無理

な業務依頼に対する対策が重要と考えられ

る。今後、予防策としてさらなる検討が必要

ではあるが以下の対策案を提案したい（図

2-1, 図 2-2, 図 2-3）。 

 

1) 若年労働者に対する過重労働の問題

点と対策（図 2-1） 

脳・心臓疾患と精神障害の両方で、発症時

年齢と死亡時年齢では 40 歳未満の割合が

大幅に占めていた。特に、精神障害の場合、

29歳以下の自殺が 100%を占めていた。これ

らの対策として次の 4点が考えられる。 

1つ目に、体力や運動能力等への期待等か

ら若年であるが故に業務が集中してしまう

こともある。そのため、各人の能力、経験に

対応した業務内容であるのかの見直しと、

特定個人に業務が集中していないかどうか

の確認が必要となる。 

2つ目に、メディア業界では定められた時

刻までに確実な情報配信が求められ、深夜

までの残業や休日出勤及び会社に泊まり込

むということも少なくないといわれている。

したがって計画的に業務を実施し、長時間

労働や長期に及ぶ連続勤務の削減を実施す

ることが重要である。 

3つ目に、経験が不十分であるにもかかわ

らず業務を単独で任せられた事案も見られ

た。業務に関する教育を充実させ、膨大な業

務に従事させないよう注意する必要がある。 

4つ目に、若年労働者を中心として同僚等

とのコミュニケーションを図ることによっ

て、同僚からの支援が得られるだけでなく、

自分自身の業務内容や仕事量を見直す機会

にもなると考えられる。 

 

2) 対人関係に関する問題点と対策（図 2-

2） 

 上司や同僚とのトラブルによる心理的負

担が生じていた。そのため、職員間の対立関

係を解消するための良好な対人関係の構築

が重要である。また、職場でハラスメントが

生じていないかという観点からの検証や必

要に応じてハラスメント対策を実施してい

くことが重要である。さらに、専門家も参加

する職場の対人関係悪化防止策の検討と解

決策の実施や相談窓口の設置などの体制を

整えていく必要があると考えられる。 

 

3)発注者側からの無理な業務依頼に関する

問題点と対策（図 2-3） 

発注者側からの無理な業務依頼から長時

間労働に至る可能性が考えられ、その要因

として以下の 5点が考えられる。1つ目に、

発注者側からの無理な納期・期限、2つ目に、

頻繁な仕様変更である。3つ目に、技術の急

速な進歩に伴い過去とは異なる業務を行わ

なければならないことが挙げられる。4つ目

に、発注者への過剰な奉仕や自己犠牲とい
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ったクライアント・ファーストの行き過ぎ

による問題である。5つ目に、十分な経験が

ない業務や過去に経験した業務とは質の異

なる業務を担当する場合、個人の能力や経

験と業務とのミスマッチによって仕事量が

増加し、深夜勤務や徹夜、休日出勤が増加す

るという問題である。 

これらの問題に対して、最も重要なのは

請負構造の最上位にある発注者の考え方、

特に、納期と仕様変更の点を変えることが

重要である。また、技術進歩を考慮した適切

な教育と訓練の実施や過度のクライアン

ト・ファーストの防止が重要である。他に、

長時間に及ぶ労働を削減するためには、各

人の能力と経験を活かした仕事量の調整や

適切な人員配置を実施し定期的な確認を行

うことが重要である。 

また、脳・心臓疾患の事案からメディア業

界における出退勤の管理状況は、全業種と

比べ本人の申告の割合が高いことが示され、

実際の時間外労働時間数に反映されていな

い可能性も考えられる。よって、「労働時間

の適切な把握のために使用者が講ずべき措

置に関するガイドライン」などに基づいて、

例えばタイムカードを使用するなどの客観

的な労働時間把握方法を検討することが必

要であろう。 

さらに、納期・期限や仕様変更等が生じた

場合には、発注者側と受注者側と話し合い

を行い、発注者側から受注者側へ一方的に

費用を負担させることにならないように考

慮することが重要である。 

  

Ｅ．結論 
本研究の結果、メディアの過労死等の実

態と背景要因が明らかとなった。全業種と

比べ脳・心臓疾患と精神障害の事案の両者

ともに若年齢層が際立って多く見られ、長

時間労働による事案が脳・心臓疾患と精神

障害において多く示された。また、精神障害

の事案では対人関係の問題もあった。これ

らの結果から、メディアについては、長時間

労働対策とともに、若年労働者の過重労働

や対人関係に関する問題、発注者側からの

無理な業務依頼に着目した過重労働防止対

策の強化が重要であると考えられる。 
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表 1-1 脳・心臓疾患の労災認定事案の概要（業務上：メディア） 

 

n (%) n (%) n (%) n (%) n (%)

性別

男性 7 (77.8) 8 (88.9) 2 (66.7) 1 (100.0) 18 (81.8)

女性 2 (22.2) 1 (11.1) 1 (33.3) 0 (0.0) 4 (18.2)

　 合　計 9 (100.0) 9 (100.0) 3 (100.0) 1 (100.0) 22 (100.0)

生死

生存 3 (33.3) 6 (66.7) 2 (66.7) 1 (100.0) 12 (54.5)

死亡 6 (66.7) 3 (33.3) 1 (33.3) 0 (0.0) 10 (45.5)

合　計 9 (100.0) 9 (100.0) 3 (100.0) 1 (100.0) 22 (100.0)

発症時年齢（M, SD） (43.1, 9.8) (40.3, 10.4) (43.3, 4.9) (58.0, ー） (42.7, 9.7)

 29歳以下 1 (11.1) 1 (11.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (9.1)

 30～39歳 2 (22.2) 4 (44.4) 0 (0.0) 0 (0.0) 6 (27.3)

 40～49歳 3 (33.3) 3 (33.3) 3 (100.0) 0 (0.0) 9 (40.9)

 50～59歳 3 (33.3) 1 (11.1) 0 (0.0) 1 (100.0) 5 (22.7)

 60～69歳 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

 70歳以上 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

　 合　計 9 (100.0) 9 (100.0) 3 (100.0) 1 (100.0) 22 (100.0)

死亡時年齢（M, SD） (41.8, 10.9) (31.7, 7.1) (40.0, ー） （ー ー） (38.6, 10.0)

 29歳以下 1 (16.7) 1 (33.3) 0 (0.0) 0 ー 2 (20.0)

 30～39歳 1 (16.7) 2 (66.7) 0 (0.0) 0 ー 3 (30.0)

 40～49歳 2 (33.3) 0 (0.0) 1 (100.0) 0 ー 3 (30.0)

 50～59歳 2 (33.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 ー 2 (20.0)

 60～69歳 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 ー 0 (0.0)

 70歳以上 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 ー 0 (0.0)

　 合　計 6 (100.0) 3 (100.0) 1 (100.0) 0 ー 10 (100.0)

事業場規模

10人未満 2 (22.2) 2 (22.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 4 (18.2)

10～49人 0 (0.0) 4 (44.4) 2 (66.7) 0 (0.0) 6 (27.3)

50～99人 4 (44.4) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 4 (18.2)

100～499人 0 (0.0) 1 (11.1) 1 (33.3) 1 (100.0) 3 (13.6)

500～999人 1 (11.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (4.5)

1000人以上 2 (22.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (9.1)

記載無/不明　 0 (0.0) 2 (22.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (9.1)

合　計 9 (100.0) 9 (100.0) 3 (100.0) 1 (100.0) 22 (100.0)

職種分類

プロデューサー 2 (22.2) 2 (22.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 4 (18.2)

ディレクター 2 (22.2) 1 (11.1) 1 (33.3) 0 (0.0) 4 (18.2)

アナウンサー 1 (11.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (4.5)

記者 1 (11.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (100.0) 2 (9.1)

メディア制作 1 (11.1) 1 (11.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (9.1)

メディア編集 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (33.3) 0 (0.0) 1 (4.5)

デザイナー 0 (0.0) 1 (11.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (4.5)

営業 1 (11.1) 2 (22.2) 1 (33.3) 0 (0.0) 4 (18.2)

事務職 1 (11.1) 1 (11.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (9.1)

管理職 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

システムエンジニア 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

イベント企画・運営 0 (0.0) 1 (11.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (4.5)

合計 9 (100.0) 9 (100.0) 3 (100.0) 1 (100.0) 22 (100.0)

疾患名（脳・心臓疾患）

脳疾患 4 (44.4) 6 (66.7) 1 (33.3) 1 (100.0) 12 (54.5)
心臓疾患 5 (55.6) 3 (33.3) 2 (66.7) 0 (0.0) 10 (45.5)

合　計 9 (100.0) 9 (100.0) 3 (100.0) 1 (100.0) 22 (100.0)

放送業 広告業 合計出版業 新聞業
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表 1-2 精神障害の労災認定事案の概要（業務上：メディア） 

n (%) n (%) n (%) n (%) n (%)

性別

男性 8 (100.0) 11 (64.7) 1 (33.3) 2 (100.0) 22 (73.3)

女性 0 (0.0) 6 (35.3) 2 (66.7) 0 (0.0) 8 (26.7)

　 合　計 8 (100.0) 17 (100.0) 3 (100.0) 2 (100.0) 30 (100.0)

生死

生存 6 (75.0) 15 (88.2) 3 (100.0) 2 (100.0) 26 (86.7)

死亡 2 (25.0) 2 (11.8) 0 (0.0) 0 (0.0) 4 (13.3)

合　計 8 (100.0) 17 (100.0) 3 (100.0) 2 (100.0) 30 (100.0)

発症時年齢（M, SD） (35.4, 9.5) (33.5, 8.3) (50.7, 8.0) (41.5, 17.7) (36.2, 10.2)

 29歳以下 3 (37.5) 7 (41.2) 0 (0.0) 1 (50.0) 11 (36.7)

 30～39歳 3 (37.5) 5 (29.4) 0 (0.0) 0 (0.0) 8 (26.7)

 40～49歳 1 (12.5) 5 (29.4) 1 (33.3) 0 (0.0) 7 (23.3)

 50～59歳 1 (12.5) 0 (0.0) 2 (66.7) 1 (50.0) 4 (13.3)

 60～69歳 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

 70歳以上 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

　 合　計 8 (100.0) 17 (100.0) 3 (100.0) 2 (100.0) 30 (100.0)

死亡時年齢（M, SD） (25.5, 3.5) (23.5, 0.7) （ー ー） （ー ー） (24.5, 2.4)

 29歳以下 2 (100.0) 2 (100.0) 0 ー 0 ー 4 (100.0)

 30～39歳 0 (0.0) 0 (0.0) 0 ー 0 ー 0 (0.0)

 40～49歳 0 (0.0) 0 (0.0) 0 ー 0 ー 0 (0.0)

 50～59歳 0 (0.0) 0 (0.0) 0 ー 0 ー 0 (0.0)

 60～69歳 0 (0.0) 0 (0.0) 0 ー 0 ー 0 (0.0)

 70歳以上 0 (0.0) 0 (0.0) 0 ー 0 ー 0 (0.0)

　 合　計 2 (100.0) 2 (100.0) 0 ー 0 ー 4 (100.0)

事業場規模

10人未満 2 (25.0) 3 (17.6) 1 (33.3) 0 (0.0) 6 (20.0)

10～49人 3 (37.5) 6 (35.3) 1 (33.3) 0 (0.0) 10 (33.3)

50～99人 1 (12.5) 4 (23.5) 1 (33.3) 0 (0.0) 6 (20.0)

100～499人 2 (25.0) 3 (17.6) 0 (0.0) 1 (50.0) 6 (20.0)

500～999人 0 (0.0) 1 (5.9) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (3.3)

1000人以上 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (50.0) 1 (3.3)

記載無/不明　 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

合　計 8 (100.0) 17 (100.0) 3 (100.0) 2 (100.0) 30 (100.0)

職種分類

プロデューサー 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

ディレクター 2 (25.0) 1 (5.9) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (10.0)

アナウンサー 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

記者 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

メディア制作 3 (37.5) 1 (5.9) 0 (0.0) 1 (50.0) 5 (16.7)

メディア編集 0 (0.0) 1 (5.9) 1 (33.3) 1 (50.0) 3 (10.0)

デザイナー 1 (12.5) 3 (17.6) 0 (0.0) 0 (0.0) 4 (13.3)

営業 1 (12.5) 5 (29.4) 0 (0.0) 0 (0.0) 6 (20.0)

事務職 0 (0.0) 2 (11.8) 1 (33.3) 0 (0.0) 3 (10.0)

管理職 0 (0.0) 1 (5.9) 1 (33.3) 0 (0.0) 2 (6.7)

システムエンジニア 1 (12.5) 1 (5.9) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (6.7)

イベント企画・運営 0 (0.0) 2 (11.8) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (6.7)

合計 8 (100.0) 17 (100.0) 3 (100.0) 2 (100.0) 30 (100.0)

疾患名（脳・心臓疾患）

F3 5 (62.5) 10 (58.8) 1 (33.3) 2 (100.0) 18 (60.0)
F4 3 (37.5) 7 (41.2) 2 (66.7) 0 (0.0) 12 (40.0)

合　計 8 (100.0) 17 (100.0) 3 (100.0) 2 (100.0) 30 (100.0)

広告業 出版業 合計放送業 新聞業
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表 2. 脳・心臓疾患における労働条件等一般的事項（所定休日、出退勤の管理状況、就業

規則等）と前駆症状（業務上：メディア） 

n % n % n % n % n %

所定休日

週休1日制 1 (11.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (4.5)

隔週週休2日制 0 (0.0) 1 (11.1) 1 (33.3) 0 (0.0) 2 (9.1)

完全週休2日制 8 (88.9) 5 (55.6) 2 (66.7) 0 (0.0) 15 (68.2)

記載なし/不明 0 (0.0) 3 (33.3) 0 (0.0) 1 (100.0) 4 (18.2)

合計 9 (100.0) 9 (100.0) 3 (100.0) 1 (100.0) 22 (100.0)

出退勤の管理状況*1

タイムカード 1 (11.1) 2 (22.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (13.6)

出勤簿 3 (33.3) 2 (22.2) 1 (33.3) 0 (0.0) 6 (27.3)

管理者による確認 2 (22.2) 2 (22.2) 0 (0.0) 1 (100.0) 5 (22.7)

本人の申告 5 (55.6) 2 (22.2) 0 (0.0) 1 (100.0) 8 (36.4)

記載なし/不明 3 (33.3) 3 (33.3) 2 (66.7) 0 (0.0) 8 (36.4)

就業規則

なし 1 (11.1) 1 (11.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (9.1)

あり 8 (88.9) 8 (88.9) 3 (100.0) 1 (100.0) 20 (90.9)

記載なし/不明 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

合計 9 (100.0) 9 (100.0) 3 (100.0) 1 (100.0) 22 (100.0)

賃金規程

なし 1 (11.1) 1 (11.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (9.1)

あり 8 (88.9) 8 (88.9) 3 (100.0) 1 (100.0) 20 (90.9)

記載なし/不明 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

合計 9 (100.0) 9 (100.0) 3 (100.0) 1 (100.0) 22 (100.0)

健康診断

なし 1 (11.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (4.5)

あり 8 (88.9) 9 (100.0) 3 (100.0) 1 (100.0) 21 (95.5)

記載なし/不明 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

合計 9 (100.0) 9 (100.0) 3 (100.0) 1 (100.0) 22 (100.0)

面接指導

なし 9 (100.0) 9 (100.0) 3 (100.0) 1 (100.0) 22 (100.0)

あり 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

記載なし/不明 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

合計 9 (100.0) 9 (100.0) 3 (100.0) 1 (100.0) 22 (100.0)

既往歴

なし 6 (66.7) 8 (88.9) 2 (66.7) 0 (0.0) 16 (72.7)

あり 2 (22.2) 0 (0.0) 1 (33.3) 1 (100.0) 4 (18.2)

記載なし/不明 1 (11.1) 1 (11.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (9.1)

合計 9 (100.0) 9 (100.0) 3 (100.0) 1 (100.0) 22 (100.0)

前駆症状

あり 1 (11.1) 2 (22.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (13.6)

頭痛 1 (11.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (4.5)

胸部痛 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

その他 0 (0.0) 2 (22.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (9.1)

*1　出退勤の管理状況が複数該当している事例もあるが、労災認定事案数を100として各労災認定要因数の割合を算出。

放送業 広告業 出版業 新聞業 合計
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表 3. 脳・心臓疾患の事案における労災認定要因（業務上：メディア） 

n*1 (%)*2 n*1 (%)*2 n*1 (%)*2 n*1 (%)*2 n*1 (%)*2

異常な出来事 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

短期間の過重業務 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

長期間の過重業務 9 (40.9) 9 (40.9) 3 (13.6) 1 (4.5) 22 (100.0)

不規則な勤務 1 (4.5) 1 (4.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (9.1)

拘束時間の長い勤務 2 (9.1) 2 (9.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 4 (18.2)

出張の多い業務 1 (4.5) 1 (4.5) 0 (0.0) 1 (4.5) 3 (13.6)

交代勤務・深夜勤務 1 (4.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (4.5)

作業環境 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

温度 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

騒音 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

時差 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

精神的緊張を伴う業務 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (4.5) 0 (0.0) 1 (4.5)

その他 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
*1  労災認定要因が複数該当している事例もある。

*2  　労災認定事案数22件を100として、各労災認定要因数の割合を算出。

新聞業 合計

長期間の過重業務における労働時間以外の負荷要因

放送業 広告業 出版業

 
 

表 4. 脳・心臓疾患の事案における発症 6か月前の時間外労働時間数 

（業務上：メディア） 

n 平均値 標準偏差 最大値 n 平均値 標準偏差 最大値 n 平均値 標準偏差 最大値 n 平均値 標準偏差 最大値 n 平均値 標準偏差 最大値

発症前1か月 9 119.6 30.5 181.5 9 78.9 31.5 116.5 3 100.6 27.8 129.1 1 74.5 ― ― 22 98.3 34.5 181.5

発症前2か月 6 95.5 45.1 147.0 9 97.9 44.1 160.1 3 103.1 30.0 135.3 1 62.5 ― ― 19 96.1 40.0 160.1

発症前3か月 5 97.2 49.0 151.5 9 103.9 41.4 149.4 3 81.2 15.6 93.8 1 79.7 ― ― 18 96.9 38.5 151.5

発症前4か月 4 85.5 41.9 123.0 9 104.0 62.1 259.7 3 40.9 22.5 64.3 1 49.7 ― ― 17 85.3 54.5 259.7

発症前5か月 4 89.4 67.9 179.0 9 76.3 46.2 149.8 3 48.5 47.8 96.5 1 59.0 ― ― 17 73.4 49.1 179.0

発症前6か月 4 70.8 34.5 88.7 9 75.4 28.5 127.2 3 48.1 30.9 83.3 1 92.3 ― ― 17 70.5 29.8 127.2

合計

注3：全体事案数には調査復命書に時間外労働時間の記載のないものも含み、評価期間に関わらず発症前1か月から6か月までを対象とした。

注4：発症前各月の時間外労働時間について、確認できた事案を集計し、平均して算出した。

広告業 出版業 新聞業

注1：長期間の過重業務による認定事案のみが対象で、短期間の過重業務による認定事案と異常な出来事による認定事案は含まれない。

注2：長期間の過重業務による労災認定において時間外労働時間の評価期間は事案によって異なる。

放送業

 

表 5. 脳・心臓疾患別のクロス集計表（業務上：メディア） 

疾患名 n (%) n (%) n (%) n (%) n (%)

脳疾患

くも膜下出血 3 (13.6) 2 (9.1) 1 (4.5) 0 (0.0) 6 (27.3)

脳梗塞 0 (0.0) 1 (4.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (4.5)

脳内出血（脳出血） 1 (4.5) 3 (13.6) 0 (0.0) 1 (4.5) 5 (22.7)

高血圧性脳症 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

合計 4 (18.2) 6 (27.3) 1 (4.5) 1 (4.5) 12 (54.5)

心臓疾患

心停止（心臓性突然死を含む） 3 (13.6) 1 (4.5) 1 (4.5) 0 (0.0) 5 (22.7)

解離性大動脈瘤 0 (0.0) 1 (4.5) 1 (4.5) 0 (0.0) 2 (9.1)

心筋梗塞 1 (4.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (4.5)

狭心症 1 (4.5) 1 (4.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (9.1)

合計 5 (22.7) 3 (13.6) 2 (9.1) 0 (0.0) 10 (45.5)

合計 9 (40.9) 9 (40.9) 3 (13.6) 1 (4.5) 22 (100.0)

放送業 広告業 出版業 新聞業 合計
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表 6. 心理的負荷による精神障害の事案における出来事（業務上：メディア） 

n*1 (%)*2 n*1 (%)*2 n*1 (%)*2 n*1 (%)*2 n*1 (%)*2

0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
3 (37.5) 3 (17.6) 0 (0.0) 1 (50.0) 7 (23.3)
4 (50.0) 14 (82.4) 0 (0.0) 0 (0.0) 18 (60.0)

具体的出来事
出来事の類型*5

1. （重度の）病気やケガをした 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
2. 悲惨な事故や災害の体験、目撃をした 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (33.3) 0 (0.0) 1 (3.3)

合計 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (33.3) 0 (0.0) 1 (3.3)
3. 業務に関連し、重大な人身事故、重大事故を起こした 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
4. 会社の経営に影響する等の重大な仕事上のミスをした 1 (12.5) 1 (5.9) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (6.7)
5. 会社で起きた事故・事件について、責任を問われた 1 (12.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (3.3)
6. 自分の関係する仕事で多額の損失等が生じた 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
7. 業務に関連し、違法行為を強要された 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
8. 達成困難なノルマが課された 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (33.3) 0 (0.0) 1 (3.3)
9. ノルマが達成できなかった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

10. 新規事業の担当になった、会社の建て直しの担当になった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
11. 顧客や取引先から無理な注文を受けた 0 (0.0) 1 (5.9) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (3.3)
12. 顧客や取引先からクレームを受けた 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
13. 大きな説明会や公式の場での発表を強いられた 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
14. 上司が不在になることにより、その代行を任された 0 (0.0) 1 (5.9) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (3.3)

合計 2 (25.0) 3 (17.6) 1 (33.3) 0 (0.0) 6 (20.0)
15. 仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさせる出来事があった 2 (25.0) 8 (47.1) 1 (33.3) 0 (0.0) 11 (36.7)
16. 1ヶ月に80時間以上の時間外労働を行った 1 (12.5) 1 (5.9) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (6.7)
17. 2週間（12日）以上にわたって連続勤務を行った 1 (12.5) 3 (17.6) 0 (0.0) 1 (50.0) 5 (16.7)
18. 勤務形態に変化があった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (50.0) 1 (3.3)
19. 仕事のペース、活動の変化があった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (50.0) 1 (3.3)

合計 4 (50.0) 12 (70.6) 1 (33.3) 3 (150.0) 20 (66.7)
20. 退職を強要された 1 (12.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (50.0) 2 (6.7)
21. 配置転換があった 0 (0.0) 2 (11.8) 0 (0.0) 1 (50.0) 3 (10.0)
22. 転勤をした 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
23. 複数名で担当していた業務を1人で担当するようになった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
24. 非正規社員であるとの理由により、仕事上の差別、不利益取り扱いを受 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
25. 自分の昇格・昇進があった 0 (0.0) 1 (5.9) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (3.3)
26. 部下が減った 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
27. 早期退職制度の対象となった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
28. 非正規社員である自分の契約満了が迫った 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

合計 1 (12.5) 3 (17.6) 0 (0.0) 2 (100.0) 6 (20.0)
29. （ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受けた 0 (0.0) 1 (5.9) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (3.3)
30. 上司とのトラブルがあった 0 (0.0) 2 (11.8) 2 (66.7) 1 (50.0) 5 (16.7)
31. 同僚とのトラブルがあった 0 (0.0) 1 (5.9) 1 (33.3) 0 (0.0) 2 (6.7)
32. 部下とのトラブルがあった 0 (0.0) 1 (5.9) 1 (33.3) 0 (0.0) 2 (6.7)
33. 理解してくれていた人の異動があった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
34. 上司が替わった 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
35. 同僚等の昇進・昇格があり、昇進で先を越された 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

合計 0 (0.0) 5 (29.4) 4 (133.3) 1 (50.0) 10 (33.3)
⑥セクシュアルハラスメント 36. セクシュアルハラスメントを受けた 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

37. その他*6 0 (0.0) 1 (5.9) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (3.3)
出来事の合計 7 24 7 6 44

*1   出来事数を表記。
*2　判断指針と認定基準によって認定された各労災認定事案数（放送業8件、広告業17件、出版業3件、新聞業2件）を100として、各出来事数の割合を算出。
*3  判断指針と認定基準に基づき分類を行った。
*4  判断指針では恒常的な長時間労働として出来事前と出来事後を含めた。
*5  具体的出来事が複数該当している事例もある。
*6  認定基準には項目がなく、判断指針で項目立てを行った。

広告業 出版業 新聞業 合計

恒常的な長時間労働*4

特別な出来事*3

　　心理的負荷が極度のもの
　　極度の長時間労働

放送業

④役割・地位の
変化等

⑤対人関係

②仕事の失敗、
過重な責任等の
発生

①事故や災害の
体験

③仕事の量・質
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表 7. 精神障害別のクロス集計表（業務上：メディア） 

疾 患 名 n (%) n (%) n (%) n (%) n (%)
F3 気分（感情）障害

F31 双極性感情障害 0 (0.0) 1 (5.9) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (3.3)
F32 うつ病エピソード 5 (62.5) 8 (47.1) 1 (33.3) 2 (100.0) 16 (53.3)
F33 反復性うつ病性障害 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
F3のその他 0 (0.0) 1 (5.9) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (3.3)

合計 5 (62.5) 10 (58.8) 1 (33.3) 2 (100.0) 18 (60.0)
F4 神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害

F41 他の不安障害 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
F43 重度ストレスへの反応及び適応障害

F43.0 急性ストレス反応 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
F43.1 心的外傷後ストレス障害 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (33.3) 0 (0.0) 1 (3.3)
F43.2 適応障害 1 (12.5) 5 (29.4) 1 (33.3) 0 (0.0) 7 (23.3)
F43のその他 1 (12.5) 1 (5.9) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (6.7)

F44 解離性（転換性）障害 1 (12.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (3.3)
F45 身体表現性障害 0 (0.0) 1 (5.9) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (3.3)

合計 3 (37.5) 7 (41.2) 2 (66.7) 0 (0.0) 12 (40.0)
合　計 8 (100.0) 17 (100.0) 3 (100.0) 2 (100.0) 30 (100.0)

広告業 出版業 新聞業 合計放送業
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＜認定要因＞ ＜主な事例＞ ＜疾患＞ ＜生死＞

4件 (18.2%)

4件 (18.2%)

1件 (4.5%)

2件 (9.1%)

2件 (9.1%)

9件 (40.9%)
*1 メディア編集、デザイナー、営業、事務職、事務職、管理職、メディアのSE、イベント企画・運営

＜職種＞

アナウンサー
20歳代男性。テレビ局のアナウンサー及び報道記者。発症前1か月間に月100時間を超える時間外労働
があった。背中の痛みを訴えた後に意識障害が発生し、救急搬送された。

記 者
30歳代女性。放送局の記者。取材等のために長時間労働が続いた。発症前2か月間に月140時間を超え
る時間外労働があった。関係者が自宅に行き、ベッドに横たわっている被災者を発見した。

プロデューサー 30歳代女性。テレビCM作成のプロデューサー及び映像制作の総責任者として、全体統括、スケジュー
ル調整、スタッフ手配、予算管理を行っていた。発症前6か月間に月140～250時間を超える時間外労
働が4か月あった。深夜に頭が痛いと電話で訴え知り合いが自宅に駆け付けたところ、既に心肺停止状
態であった。

ディレクター 30歳代男性。ディレクターとして企画書の作成と台本作り、映像の撮影、編集などを行っていた。発
症前6か月間に月120時間を超える時間外労働が3か月あった。業務都合で出退勤時間と休日が変動し
た。海外へ出張し、取材後ホテルの自室に戻ったが、集合時刻でも姿を現さないため部屋に入ったと
ころ入口ドア近くで倒れていた。

解離性大
動脈瘤

心停止

心停止

脳出血

長期間の
過重業務

長期間の
過重業務

死亡

死亡

死亡

死亡

生存

メディア
22件

メディア制作 30歳代男性。映像制作業務。営業・制作進行管理として顧客と制作者とのスケジュール、予算、制作
のクオリティー管理業務を行っていた。他に見積書や請求書の作成、中途採用者の面接等に従事して
いた。発症前2か月間の平均時間外労働時間が1か月あたり100時間を超えていた。自宅で転倒と嘔吐
を繰り返しながら被害者自身で救急車を要請し救急搬送された。

その他*1

長期間の
過重業務

長期間の
過重業務

長期間の
過重業務

脳梗塞

 
図 1-1．メディアにおける労災認定事案の典型事例（脳・心臓疾患）  
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＜出来事＞ ＜主な事例＞ ＜疾患＞ ＜生死＞

3件 (10.0%)

5件 (16.7%)

3件 (10.0%)

4件 (13.3%)

6件 (20.0%)

9件 (30.0%)

メディア
30件

・仕事内容・仕事量の（大き
な）変化を生じさせる出来事
があった

生存

生存

死亡

生存

うつ病エピソード 生存

デザイナー 40歳代男性。展示映像作成。制作のため、素材となるものを撮影・録音したり人からのインタビューを行っ
て素材を入手し、それらの素材からコンピューターグラフィックを用いて合成を行っていた。職務が多忙な
状況であったため発症前に1か月にわたる連続勤務をしていた。

解離性(転換性)
障害

うつ病エピソード

うつ病エピソード

うつ病エピソード

・恒常的な長時間労働
・2週間以上にわたって連続勤
務を行った

営  業

その他*1

*1 プロデューサー、アナウンサー、記者、事務職、管理職、メディアのSE、イベント企画・運営

20歳代女性。営業職。効果レポートや議事録作成、アポイント電話などを行っていた。仕事に向かない、自
分が成長できるか先が見えないなど、自信を無くした発言があった。入社から2週間後に営業部に配属され、
業務量が増加し、恒常的な長時間労働に従事していた。その後、飛び降り自殺した。

＜職種＞

メディア制作
50歳代男性。新聞社で庶務業務全般の業務。東日本大震災の発生により業務量が増加し、連日深夜に及ぶ長
時間労働を余儀なくされ、発症前1か月間の時間外労働時間数が200時間を超えていた。

メディア編集 40歳代女性。医療従事者向けの書籍・雑誌を編集と月刊誌の編集部のトップとしての業務。業務をめぐる方
針等で同僚と対立が生じ、そのトラブルに対する考え方の相違から複数の上司とも対立関係となっていた。
また、時間外労働時間数は発症3か月前と比べ発症2か月前において20時間以上増加し概ね45時間以上となっ
ていた。

・極度の長時間労働

・極度の長時間労働

・同僚とのトラブルがあった
・上司とのトラブルがあった
・仕事内容・仕事量の（大き
な）変化を生じさせる出来事が
あった

ディレクター 20歳代男性。テレビ番組のAD。外出先でVTRにナレーションを入れる作業を終え、会社に戻る途中で倒れて
いるのを発見され、救急車で医療機関に搬送された。発症前1か月間の時間外労働時間数が170時間以上と極
度の長時間労働であった。失声状態のため復職できず、自宅療養となった。

 
図 1-2．メディアにおける労災認定事案の典型事例（精神疾患） 
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＜区分＞ ＜負荷要因・出来事＞ ＜主な事例＞ ＜問題点(背景要因)＞ ＜対策(予防策)＞

1) 発症時年齢では40歳未
満が50.0%、死亡時年齢
では40歳未満が64.3%を
占めていた。

2) 特に、精神障害の場
合、29歳以下の自殺が
100%を占めていた。

現在提案されている長時間
労働対策と共に、次の対策
が必要である。

1) 若手であるが故の業務
の集中解消

2) 連日の深夜に及ぶ長時
間労働と長期に及ぶ連続勤
務の削減

3) 教育不十分な状態で十
分な支援もなく膨大な業務
に従事させない

4) 若年労働者を中心とし
たコミュニケーションの構
築

30歳代女性。放送局の記者。取材等のために長時間労
働が続いた。発症前2か月間に月140時間を超える時間
外労働が2か月あった。関係者が自宅に行き、ベッドに
横たわっている被災者を発見した。

心停止 死亡

うつ病エピ
ソード

死亡

20歳代男性。アニメーション番組の制作や制作にかか
わる進行管理業務。制作工程の進行補助業務や作品の
進捗の取りまとめ業務を行っていた。発症前6か月間に
100時間を超える時間外労働時間が3か月あった。自殺
未遂が2回確認されており、自宅にて自殺していた。

うつ病エピ
ソード

死亡

・仕事内容・仕事量の
（大きな）変化を生じさ
せる出来事があった

20歳代女性。営業職。効果レポートや議事録作成、ア
ポイント電話などを行っていた。仕事に向かない、自
分が成長できるか先が見えないなど、自信を無くした
発言があった。入社から2週間後に営業部に配属され、
業務量が増加し、恒常的な長時間労働に従事してい
た。その後、飛び降り自殺した。

若年労働者に
対する過重労働

脳・心臓疾患 長期間の過重業務

＜生死＞

脳・心臓疾患 長期間の過重業務

30歳代男性。テレビCM、ウェブ映像コンテンツの企
画や制作にかかわるプロデューサー。広告代理店との
予算、スケジュールの管理や企画制作の打ち合わせ、
撮影仕上げ作業時の立会い、部下の業務管理等を行っ
ていた。発症前1か月間における時間外労働時間数は
100時間を超えていた。

くも膜下出血 生存

精神障害
・仕事内容・仕事量の
（大きな）変化を生じさ
せる出来事があった

精神障害

 ＜疾患＞

 
図 2-1．メディアにおけるにおける労災認定事案の典型事例と問題点及び対策（若年労働者に対する過重労働）  
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＜区分＞ ＜負荷要因・出来事＞ ＜主な事例＞ ＜問題点(背景要因)＞ ＜対策(予防策)＞ ＜疾患＞ ＜生死＞

精神障害

・同僚とのトラブルがあった
・上司とのトラブルがあった
・仕事内容・仕事量の（大き
な）変化を生じさせる出来事
があった

40歳代女性。医療従事者向けの書籍・雑誌の編
集。月刊誌の編集部のトップとして本誌及び別冊
の編集業務を行っていた。業務をめぐる方針等で
同僚と対立が生じ、そのトラブルに対する考え方
の相違から複数の上司とも対立関係となってい
た。また、時間外労働時間数は発症前3か月と比
べ発症前2か月において20時間以上増加し概ね45
時間以上となっていた。

うつ病エピ
ソード

生存

対人関係
関連

精神障害

・2週間以上にわたって連続勤
務を行った
・配置転換があった
・同僚とのトラブルがあった

20歳代男性。イベント等の企画・運営の業務。運
営事務局で一緒に仕事をしていたクライアントの
現場担当者と対立しトラブルになった。また、2
週間以上にわたって連続勤務を行った。事務局の
仕事が始まって1週間後位から吐き気や頭痛、食
欲不振、不眼等の症状が続くようになり、1か月
後位には耳鳴りや希死念慮等の症状が出現するよ
うになった。

適応障害 生存

上司や同僚とのトラ
ブルによる心理的負
担が生じていた。

現在提案されている長時間労働対策
とともに、次の対策が必要である。

職員間の対立関係を解消するための
良好な対人関係の構築

1) ハラスメントが生じていないかと
いう観点からの検証

2) 必要に応じてハラスメント対策の
実施

3)専門家も参加する職場の対人関係
悪化防止策の検討と解決策の実施

4) 相談窓口の設置などの体制整備

 
 

図 2-2．メディアにおけるにおける労災認定事案の典型事例と問題点及び対策（対人関係関連）  
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＜区分＞ ＜負荷要因・出来事＞ ＜主な事例＞ ＜問題点(背景要因)＞ ＜対策(予防策)＞ ＜疾患＞ ＜生死＞

脳・心臓疾患 長期間の過重業務

30歳代男性。ディレクターとして企画書の作成と
台本作り、映像の撮影、編集などを行っていた。
発症前6か月間に月120時間を超える時間外労働が
3か月あった。業務都合で出退勤時間と休日が変
動した。海外へ出張し、取材後ホテルの自室に
戻ったが、集合時刻でも姿を現さないため部屋に
入ったところ入口ドア近くで倒れていた。

解離性
大動脈

死亡

 発注者側からの
無理な業務依頼

1) 無理な納期

2) 頻繁な仕様変更

3) 資金の手当てのない無理な業
務依頼

4) 技術の急速な進歩
 →過去とは異なる業務の実施
 →恒常的な長時間労働

5)クライアント・ファーストの
行き過ぎ

6) 個人の能力や経験と業務との
ミスマッチ
 →仕事量が増加し、深夜勤務や
徹夜、休日出勤も増加

現在提案されている長時間労働
対策とともに、次の対策が必要
である。

1) 最も重要なのは請負構造の最
上位にある発注者の考え方を変
えること(特に、納期と仕様変更
の点)

2) 技術進歩を考慮した適切な教
育と訓練の実施

3) 過度のクライアント・ファー
ストの防止

4) 長時間労働を削減するために
各人の能力と経験をいかした仕
事量の調整や適切な人員配置

5) 「労働時間の適切な把握のた
めに使用者が講ずべき措置に関
するガイドライン」等に基づ
き、タイムカードを使用するな
どの客観的な労働時間の把握

精神障害
・会社の経営に影響す
るなどの重大な仕事上
のミスをした

20歳代男性。CG制作のアシスタントデザイ
ナー。入社直後で経験が浅かった割に負荷の多い
業務を与えられ、作業が完了できず、1か月あた
り91時間の時間外労働を行った。できるところま
で作業するように事業主から指示され、徹夜で作
業を行った後に自殺した。

重度ストレ
ス反応およ
び適応障害

死亡

精神障害

・2週間以上にわたって連続勤
務を行った
・勤務形態に変化があった
・仕事のペース、活動の変化が
あった
・退職を強要された
・配置転換があった
・上司とのトラブルがあった

20歳代男性。書籍出版等の業務を行っていた。所
内では記者、紙面製作、記者、データベース作
成、書籍編集といった配属先の転換があった。発
症前に2週間以上の連続勤務を行っていた。

うつ病エピ
ソード

生存

 
 

図 2-3．メディアにおけるにおける労災認定事案の典型事例と問題点及び対策（発注者側からの無理な業務） 
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別添４ 
 

平成３０年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究」 

分担研究報告書(事案解析) 

 

運輸業・郵便業における過労死（脳・心臓疾患）の予測及び防止を目的とした 

資料解析に関する研究 

 

研究分担者 酒井一博 公益財団法人大原記念労働科学研究所 所長 

 

 

研究分担者： 

佐々木司（公益財団法人大原記念労働科学 

研究所・上席主任研究員） 

 

Ａ．研究目的 
本研究は、過労死の労災請求及び支給決定数

が最も多い運輸業・郵便業の平成 27 年～28年

度の死亡・生存事案における認定事案の調査復

命書、全 193件を解析し、データベース化する

こと。また昨年度までに解析した認定事案の結

果と比較して、その特徴を記述するとともに、

現段階の対策案を提案することを目的とした。

さらには、トラックドライバーでは、昨年度に

指摘したように、早朝勤務の発症が多かったこ

とから、平成 27 年～28 年度の結果を用いて、

トラックドライバーの早朝勤務や運行形態（地

場・長距離）を考慮した解析を行った。 

 

Ｂ．研究方法 
平成 27年～平成 28年度の脳・心臓疾患によ

る認定事案の調査復命書から、運輸業・郵便業

の全 193件を抽出した。それらの事案が発生し

た企業の事業規模、発症者の年齢、雇用年から

発症年までの期間、発症月、発症曜日、発症時

刻、発症者の死亡・生存と脳・心臓疾患の関係、

発症者の死亡・生存と脳・心臓疾患の決定時診

断名を解析した。 

また最も件数が多いトラックドライバーに

ついては、血縁のある発症者家族の既往歴、発

症前おおむね 6か月の脳・心臓疾患の発症に関

わる時間外労働以外の要因、7時前の早朝勤務、

喫煙習慣・喫煙本数、飲酒習慣・飲酒量、発症

状況、既往歴×健診の有無×死亡・生存、脳・

心臓疾患発症時の状況、脳・心臓疾患に関わる

時間外労働時間以外の要因（不規則性、長い拘

束時間、多い出張、夜勤・交代勤務、温熱曝露、

騒音曝露、時差、緊張の有無）の発症前 6か月

間の特徴に加えて、早朝勤務を新たに定義し直

して解析した。 

（倫理面での配慮） 

公益財団法人大原記念労働科学研究所研究

倫理委員会にて審査され、承認を得た。 

 

Ｃ．研究結果 
１．運輸業・郵便業における結果の特徴 

表 1 に 193 件の運輸業・郵便業の車種比率

【研究要旨】 

運輸業・郵便業における過労死の予測及び防止という目的を達成するため

に、平成 27年度～平成 28 年度の脳・心臓疾患による認定事案の調査復命書

から、運輸業・郵便業の全 193件を抽出し、平成 22年～26年度の認定事案

（465件）の結果と比較した。その結果、①安全管理者の選任が義務づけら

れている 50 人以上の事業場への保健指導の必要性、②50 歳代、雇用から 2

年未満、15年以上、脳・心臓疾患の家族既往歴を有する者、喫煙、飲酒習慣

のある者といった対象ドライバーを限定した健康管理・指導の必要性、③長

い拘束時間、不規則な勤務、交代・深夜勤務に加えて早朝勤務、とりわけ 4

時台始業、5 時台始業の早朝勤務日数の削減、荷扱い時の対策の必要性が示

唆された。なお、トラックでは、発症月、発症曜日、発症時刻と発症との関

係を明らかにすること、タクシー、バスへの対策提案が課題として残ったが、

今後データベースを充実させることによってこれらは改善できるものと考

えられる。 
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を記した。その結果、トラックが 73.6%と最も

高い比率を占め、次がトレーラーの 6.2%、タク

シーの 3.6%であった。一方、運転を行わない事

務職員などの非運転者の比率が 10.9%も占め

ていた。これまでは「配送」を別項目としてい

たが、調査復命書では判断ができない事例が生

じたため、本結果ではトラックにまとめた（平

成 22年～26年度の結果もこれに準じて記載し

た）。平成 27 年～28 年度の結果には、これま

であった「船」はなかった。トレーラーとタク

シーの順位が平成 22～26 年度の結果と入れ替

わった。 

解析には、これまで同様、非運転者を除き、

比率の少ないトレーラー、タンクローリー、ダ

ンプ、コンテナをトラックに含めて 160 件とし

て解析することにした。またタクシーとハイヤ

ーをまとめた。  

その結果、業種比率はトラック 93.0%、タク

シー4.7%、バス 2.3%の順となり、平成 22年～

27 年度までの結果の分布と変わらなかった。

なおタクシーは 8例、バスは 4例と少数である

ことから、参考値として記した。 

 

２．トラックドライバー発症者の特徴 

事業場規模では、「20 人以上 50 人未満」の

事業場の発症者比率が 33.8%と最も多かった

ことは、平成 22年～26年度の結果と似ていた

（表 2）。 

発症者の平均年齢は、51.0 歳であった。平成

22～27 年度の結果と同様、「50 歳代（45.6%）」

が最も多かった。次が「40 歳代（31.3%）」であ

った（表 3）。 

発症者の雇用年から発症年までの期間は、平

成 22～27年度の結果同様、「1年未満（10.1%）」、

「1 年以上 2 年未満（10.8%）」と「15 年以上

(22.8%)」が多かった（表 4）。 

発症者の発症月（表 5）は、平成 22 年～26

年度では、「1月(10.6%)」、「3月(10.6%)」が最

も多かったが、平成 27年～28年度の結果では、

「12月（11.3%）」が最も多かった。 

発症曜日（表 6）は、平成 22 年～26年度で

は、「水曜日(18.5%)」が最も多かったが、平成

27 年～28年度の結果では、「月曜日（19.4%）」、

「金曜日（19.4%）」が最も多かった。 

発症時刻（表 7）は、平成 22 年～26年度で

は、「8 時(6.3%)」、「17 時(6.3%)」が最も多か

ったが、平成 27年～28 年度の結果では、「0時

（7.8%）」、「6 時（7.8%）」、「18 時（7.8%）」が

最も多かった。 

したがって発症月、発症日、発症時刻は、平

成 22 年～26年度の結果と平成 27 年～28年度

の結果では異なっていた。 

 

３．死亡事案、生存事案の特徴 

発症者をまず死亡事案と生存事案に分け、そ

の後、脳疾患と心臓疾患に分けて、それらの関

係を表 8 に記した。その結果、生存事案（63.1%）

が死亡事案（36.9%）より多かった。死亡事案

は心臓疾患（64.4%）が多く、生存事案は脳疾

患（78.2%）が多かった。これらの結果は、平

成 22年～27年度の結果と共通していた。 

また表 8 の結果の脳疾患を脳内出血、くも膜

下出血、脳梗塞、高血圧性脳症に 4分類し、心

臓疾患を心筋梗塞、狭心症、心停止、解離性大

動脈瘤に 4 分類したのが表 9 である。死亡事

案で多かった心臓疾患では、心筋梗塞（47.4%）

と心停止（47.4%）が最も多かった。生存事案

で多かった脳疾患では、脳内出血（58.2%）が

最も多く、次は脳梗塞（26.6%）であった。こ

れらの傾向は、平成 22年～平成 26年の結果と

共通していた。 

 

４．トラックドライバー発症条件の詳細解析 

件数が最も多かったトラックドライバーの

発症条件を詳細に解析した。表 10 に発症状況

と家族既往歴の関係を記した。認定事案の「脳

疾患」は 19件、「心臓疾患」は 18件であった。

その際、血縁のある家族で、既往歴が複数分記

されていた場合(例えば父と母)は、それぞれカ

ウントし、「脳疾患」は 22 件、「心臓疾患」は

28件であった。「脳疾患」で発症したトラック

ドライバーの家族の 63.6%が「脳疾患」、「心臓

疾患」で発症したトラックドライバーの家族の

50.0%が「心臓疾患」の既往歴があった。この

傾向は平成 22年～27年度の結果と同様であっ

た。 

図 1 に発症者の喫煙習慣の有無と 1 日の喫

煙本数を示した。「喫煙習慣あり」は 75.6%であ

った。1日の喫煙本数は、「20本以上 30本未満

（52.1%）」が最も多かった。この傾向は、平成

22年～27年度の結果と共通していた。 

図 2 に飲酒習慣と一週間の飲酒頻度を示し

た。飲酒習慣は、「飲酒習慣あり(70.6%)」が多

かった。また一週間の飲酒頻度は、「毎日

（33.6%）」が最も多かった。この傾向は、平成

22年～27年の結果と共通していた。 

脳・心臓疾患発症時の状況を図 3 に示した。

発症状況の勤務中と勤務外との比率は、勤務中

の発症が 85.0%を占め、勤務外は 15.0%に過ぎ

なかった。勤務中の発症状況をさらに解析した

ところ、走行中が 45.6%、事業場が 39.0%であ

った。走行中が事業場より多かった点は、平成
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22 年～26 年度の結果とは異なっていた。しか

し勤務中では、走行中が最も多かったものの、

事業場（39.0%）での発症も多く、その中でも

「荷扱い中（29件、54.7%）」が多かった。なお、

事業場で分類ができない「その他」が平成 22

年～26 年度の結果と同様、約 30％を占めてい

た。勤務外では 62.5%が自宅であった。これら

の点は、平成 22年～26年度の結果と共通して

いた。 

表 11 に脳・心臓疾患の発症に関わる時間外

労働以外の要因を示した。表は「発症前おおむ

ね 6か月」にチェックした項目に加え、労災調

査復命書から午前７時以前から勤務が開始さ

れる「早朝勤務」を抽出した。その結果、「拘

束時間が長い（38.1%）」が最も多く、次いで「早

朝勤務（19.6%）」、「交代・深夜勤務（14.4%）」、

「不規則な勤務（14.1%）」の順であった。これ

らの傾向は、平成 22年～26年度の結果と共通

していた。 

図 4 に「健診あり」、「健診なし」の場合の「既

往歴あり」と「既往歴なし」の死亡事案と生存

事案の関係を示した。平成 27年～28 年度の結

果では、「健診あり」が 93.1％（平成 22 年～

26年度；65.1%）を占めた。しかしながら、生

存事案、死亡事案の比率は平成 22年～26年度

の結果と異ならなかった。 

 

５．トラックドライバーの発症に関する早朝勤

務と運行特性の影響 

 平成 27年～28年度の 160人のトラックドラ

イバーの結果から調査復命書に労働時間アナ

ライザの添付があった 145 人について 6 か月

間平均の日数で解析を行った。その際、これま

での 7 時前始業を「早朝勤務」とせず、「3 時

台始業」、「4 時台始業」、「5 時台始業」、「6 時

台始業」、「7 時台始業」の 5区分を「早朝勤務」

として定義しなおして、解析を行った。トラッ

クドライバーの発症は、「5時台始業（15.3日）」、

「4 時台始業（14.6 日）」が 6 か月間で平均 2

週間ある場合に多い傾向を示した（図 5）。一

方、「7時台始業」は平均 10.1日で最も少なか

った。 

 次に、生存事案（91件）と死亡事案（54件）

別に発症と早朝時刻帯との関係の解析を行っ

た。その結果、死亡事案は「4時台始業（16.9

日）」、「5時台始業（16.4）日」の日数が多く、

「6 時台始業（9.4）日」、「7時台始業（8.2日）」

の日数が少ない傾向が見られた。生存事案は、

「5 時台始業（14.6日）」と「6時台始業（14.7

日）」の日数が多い傾向が見られた（図 6）。 

 またトラックの運行特性別に、長距離(45

件)、地場(73件)、その他・不明（27件）に区

分して、5区分別の早朝勤務始業日数との関係

を調べた。その結果、長距離では、「4時台始業

（21.1 日）」、「5 時台始業（17.8 日）」の日数

が多く、地場では、どの早朝時刻帯でも似た日

数であった（図７）。 

 そこで地場の 73 人のトラックドライバーの

生存事案(51件)と死亡事案（22件）について、

早朝勤務始業日数との関係を調べた結果、死亡

事案のドライバーは、「4時台始業（28.4日）」、

「5 時台始業（29.3 日）」の日数が多かった。

この傾向は長距離では見られなかった（図 8）。 

 

Ｄ．考察 

平成 27年～28年度の脳・心臓疾患を発症し

た運輸・郵便業の調査復命書 193 件を解析し、

平成 22年～26年度の結果と比較した。本結果

では、タクシー、バスは少数であったため参考

値として記した。また脳・心臓疾患が多かった

トラックドライバーの早朝勤務について解析

を行った。 

平成 27年～28年度の結果は、おおむね平成

22 年～26 年度の結果の構造と似ていた。した

がってこれらの項目を今後も蓄積することは

意味があると考えられた。ただし発症月、発症

曜日、発症時間は平成 22年～26年度の結果と

異なっていたことから、これらの要因が対策志

向型のデータベースに取り入れられるような

解析が課題として残った。したがって、今後は、

休日日数や休日パターンの解析を含めて、これ

らの点を明らかにしていきたい。 

事業規模では「20人以上 50人未満（33.8%）」

が最も多かったが、安全管理者の選任の義務が

ある 50人以上の事業場でも、40.4%の発症者が

存在することから、安全管理者への保健教育を

念頭においた仕組み作りが望まれる。特に平成

27 年～28 年度の結果では、平成 22 年～26 年

度で 65.1％であった「健診あり」が 93.1%と大

幅に増えていたにも係わらず、発症件数が減少

していないことは、健診結果に基づいて事後措

置を十分に機能させているかどうか検討を行

う必要が示唆される。 

本研究では、昨年度に明らかにしたトラック

ドライバーの早朝勤務と発症の関係に着目し

て解析を行った。発症前 6か月間の 3時台始業

から 7 時台始業にわたって 5 区分した結果か

ら、脳・心臓疾患の発症や死亡事案では、4時

台始業、5時台始業の日数が関係していること

が示唆された。また運行特性を長距離、地場に

区分した解析からも、4 時始業、5 時始業の日

数が関係していること、特に地場では、4時始
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業、5時始業の日数と死亡事案との関係が示唆

された。したがって今後は、平成 22年～26年

度のデータについても、同様な結果を導き出せ

るかの検討が必要である。 

さらには、調査復命書では、時間外労働時間、

始業時刻、終業時刻しか得ることができないが、

それらに加えて休憩時刻、休息時刻、荷扱い時

刻、手待ち時刻などが得られるドライブレコー

ターのデータを解析し、調査復命書と突合すれ

ば、より具体的な過労死等防止策を提案できる

ものと思われる。この点からすれば、脳・心臓

疾患の発症時に、ドライブレコーダーにより確

認を行うことが重要である。 

 

Ｅ．結論 
本研究は、平成 27年度～平成 28 年度の脳・

心臓疾患による認定事案の調査復命書から、運

輸業・郵便業の全 193 件を抽出し、平成 22 年

～26 年度に行った結果と比較しながら、新た

な早朝勤務パターンの解析を行った。その結果、

平成 27 年～28 年度の解析結果は、平成 22 年

～26 年度の結果と多くの要因で似ていた。ト

ラックドライバーの脳・心臓疾患の発症は、①

事業規模が「20人以上 50人未満」が最も多い

が、安全管理者の選任が義務づけられている

50 人以上の事業場でも多いこと、②発症年齢

が 50 歳代であること、③雇用から 2 年未満、

15 年以上の発症が多いこと、④脳疾患は生存

が多く、心疾患は死亡が多いこと、⑤脳疾患発

症者は血縁のある家族に脳疾患の既往歴があ

ること、心疾患発症者は血縁のある家族に心疾

患の既往歴があること、⑥労働条件では、長い

拘束時間、不規則な勤務、交代・深夜勤務に加

えて早朝勤務が関係していること、⑦喫煙者が

多く、喫煙本数が多いこと、⑧飲酒習慣がある

者が多く、毎日飲酒していること、⑨健診の受

診率が高くなっても発症数は減少しないこと、

⑩発症者は、4 時始業、5 時始業の早朝勤務日

数が多いこと、が明らかになり、現時点では、

それらに対する対策が有効であると考えられ

る。 

 

Ｆ．健康危険情報 
 なし 

 

Ｇ．研究発表 
1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

労災復命書解析によるトラックドライバーの

過労死状況．第 89 回産業疲労研究会定期研究

会．2018年 12月 8日（東京） 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 
1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 
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別添４ 

平成３０年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究」 

分担研究報告書（事案解析） 

 

労災保険特別加入者における労災認定事案の特徴に関する研究 

 

研究分担者 吉川 徹 独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 

過労死等防止調査研究センター・センター長代理 

 

【研究要旨】 

自営業者や法人の役員等の脳・心臓疾患及び精神障害・自殺等（以下「過労死等」とい

う。）の実態が不明である。本研究では過労死等データベース（以下「過労死 DB」とい

う。）を活用し、自営業者や法人の役員等が含まれる労災保険の特別加入者の過労死等の

分析を行った。 

過労死 DB から平成 22（2010）年 4 月～平成 29（2017）年 3 月の 7 年間の特別加入者

を抽出し、年齢、性別、決定時疾患名、業種、職種、特別加入種類、特別加入者 100万人

当たりの発生件数及び事案の特徴を分析し、防止策を検討した。 

特別加入事案の過労死等は、脳・心臓疾患 2,027件のうち 64件（3.2%）、精神障害 3,011

件のうち 20 件(0.7%)で、事案総数の 1.7%(84/5,038)を占めた。特別加入種類別では中小

事業主等（第一種）51 件(60.7%)、一人親方等（第二種）27件（32.1％）、特定作業従事

者（第二種）6件（7.1%）であった。特別加入者 100万人当たりの発生率は労災認定事案

に比して高くなかった。事案の約 8 割は労働者が 9 人以下の小規模事業場で、出退勤の

管理がない、就業規則がない、健康診断受診率が低い等の特徴があった。業種は建設業が

約半数で、卸売業・小売業、その他のサービス業、宿泊・飲食サービス業、農業・林業・

漁業の順に多かった。脳・心臓疾患は全例が男性で高齢者が多かった。認定事由は「長期

間の過重労働」が多く、特に発症前 1か月前の時間外労働が多い事案が目立った。精神障

害・自殺では、事故や災害の体験、仕事の失敗と過重な責任、失職等が複合的に関係して

いた。少数だが、農業労働従事者の繁忙期連日作業による過重労働や農業機械による災害

等、漁業・船舶所有者の事業では拘束時間の長い業務、深夜・早朝の作業等があった。自

営業者、役員の過重労働の背景には、①小売、宿泊・飲食店等や農業・漁業のように、連

日業務、顧客相手、繁忙期有、人手不足等の業務特性により労働時間の裁量性が制限され

る働き方と、②建設業に代表される個人請負就労者としての一人親方、専門性を活かした

個人事業主や小企業の役員がサプライチェーンに組み込まれ、雇用類似の働き方によっ

て労働時間の裁量性が制限され過重労働となる働き方があった。 

自営業者、役員等の過労死等の防止のためには、業種や事業場規模の特性に合わせた安

全健康支援が必要であり、①サプライチェーンにおける包括的安全衛生管理の促進、②行

政、商工会議所や業種別の事業場組合、地域保健サービス、産業保健サービス提供機関等

による多層支援、③事業場の経営支援と人員不足対策、④健康増進と健康管理や職業上の

健康障害リスクへの対応を含めた教育・研修機会の提供等を行う必要がある。自営業者、

法人の役員等は労働基準法の労働者には該当しないが、今後増加が見込まれる雇用類似

の働き方をしている就業者の保護の視点から、過労死等防止の取組が期待される。 

研究分担者: 

佐々木毅（労働安全衛生総合研究所過労死

等防止調査研究センター・上席研究員） 

菅知絵美（同センター・研究員） 

梅崎重夫（同研究所・総括領域長） 

高橋正也（同研究所・産業疫学研究グルー

プ・部長） 

研究協力者： 
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山内貴史（同研究所・客員研究員） 

 

Ａ．研究目的 
総務省統計局の集計（2018年平均）では、

自営業者と家族従事者、法人の役員は合わ

せて約 1,000 万人にのぼる(1)。自営業者が

行う事業は、一般的に個人単独もしくは自

営業主の家族でその自営業主の営む事業に

無給で従事している者及び少数の従業員

（雇用労働者）により構成されていること

が多い。大部分が従業員 50 人未満の小規模

事業場に相当する事業である。法人の役員

とは、会社組織になっている商店などの経

営者を含む会社、団体、公社などの経営者

（社長、取締役等）である。これらは、個人

経営の工務店、小規模の工場、建築事務所、

小売業、飲食店、不動産等、その業種は多岐

にわたる。さらに、自営業者には、漁業、家

族経営の農業といった第一次産業にもその

業種、職種は多く広がる。個人タクシー・個

人貨物運送業、建設現場等で個人契約の建

築業務を行ういわゆる一人親方なども自営

業者である。 

これまで、自営業者、役員を含む小規模事

業場における就業者の安全と健康確保の必

要性が指摘されてきた(2,3,4)。自営業者で

は定期健康診断の受診率が低く有所見率も

高いこと、業務上疾病や業務中の死亡リス

クが高いこと、さらに自営業者の主な事業

場は自宅であることや報告する仕組みが不

十分であることから、業務上死亡としても

統計として示すことが困難とされてきた

(4)。また、近年、個人の働き方が多様化し、

雇用型テレワークや副業・兼業といった雇

用労働者の柔軟な働き方だけでなく、自営

型テレワークやフリーランスといった、雇

用関係によらない働き方が広がっている

(5)。近年、このような働き方は「雇用類似

の働き方（請負、自営等）」として注目され、

発注者からの厳しい納期や低額報酬の強要

等により長時間労働になったり、顧客から

の暴言・クレーム、仕事の中の事故への遭遇

など強い心理的負荷となる出来事が起きた

りして、就労によって健康障害を生じる危

険性が生じ、新しい働き方であるフリーラ

ンス等の自営業者の安全と健康の確保に関

心が高まっている(6)。しかし、個人事業主

を含む自営業者の過重な労働負荷による

脳・心臓疾患や、心理的な負担による精神障

害・自殺（以下、「過労死等」という。）の

発生状況の実態に関する報告はほとんどな

い。 

そのような背景の中、平成 26年に成立し

た過労死等防止対策推進法に基づき閣議決

定された「過労死等の防止のための対策に

関する大綱（2015）」では、「（略）労働・

社会分野の調査研究については、民間の雇

用労働者のみならず、公務員、自営業者、会

社役員も含め、業務における過重な負荷又

は強い心理的負荷を受けたことに関連する

疾患、療養者の状況とその背景要因を探り、

我が国における過労死等の全体像を明らか

にすることが必要である。」と記載された(7, 

8)。さらに、改定された「過労死等の防止の

ための対策に関する大綱（2018）」でも、過

労死等事案の分析において、「（略）また、労

災保険に特別加入している自営業者や法人

の役員の事案についても分析を行う。」（新

大綱）(9)と記載された（下線部は研究分担

者追記）。 

一方、我が国の労働者災害補償保険法（昭

和 22 年法律第 50 号。以下「労災保険法」

という。）には、自営業者、役員等が労災加

入できる制度がある。これまで、過労死等防

止調査研究センターでは、平成 27年度から

平成 30 年度の過労死等の実態解明と防止

対策に関する総合的な労働安全衛生研究に

おいて、過労死等 DBを作成した。この過労

死等 DBを活用して、労災保険の特別加入者

を特定し、その過労死等事案の分析を行う

ことで、自営業者、法人の役員等の過労死等

の実態に関する知見を提供できる可能性が

ある。 

そこで、本研究では過労死等 DBを用いて、

特別加入者の事案を抽出し、自営業者、法人

の役員等の過労死等の実態を分析し、防止

に必要な視点について検討した。なお、過労

死等 DBは、労災保険法に基づき、労災の支

給決定が認められた労災認定事案（以下、

「労災認定事案」という。）のうち、調査復

命書から特別加入制度として加入していた

ことが確認された者が対象であり、地方公

務員災害補償法に基づき過労死等として認

定された公務災害事案は含まれていない。 

 



 

125 
 

Ｂ．研究方法 
（１）分析対象 
調査復命書の記載内容に基づき作成され

た過労死等 DB（脳・心臓疾患事案 2,027

件、自殺を含む精神障害事案 3,011件、平

成 22年 4月～平成 29年 3月の 7年間）を

用いて、図表 0-1 に示す基準で「特別加入

の適用者」を抽出した。 

 

図表 0-1 分析対象事案の抽出条件 
対象：解析対象事案のうち「特別加入の

適用者」。特別加入の種類のうち「海外

派遣者（第三種）」（JICA等の技術協

力、海外に派遣されている労働者等が含

まれる）は、自営業者、会社役員等の業

務とは異なるため分析対象から外した。 

期間：平成 22（2010）年 4月～平成 29

（2017）年 3月、7 年間 

 

特別加入者の事案は脳・心臓疾患 67

件、精神障害 23 件が該当した。そのう

ち、海外派遣者としての特別加入者の脳・

心臓疾患 3件、精神障害 3件を除いた、

脳・心臓疾患事案 64件、精神障害事案 20

件、合計 84件を対象とした。図表 0-2に

は特別加入制度の種類別分類と制度の概要

を示した。 

 

（２）分析方法 
過労死等 DBから「過労死等 DB（特別加入

者版）」を作成した。過労死等 DB（特別加入

者版）を利用して、記述統計を中心とした分

析を行い、特徴的な事例を典型例として整

理した。性別、発症時年齢、生死、疾患名、

業種・職種、特別加入者の加入種類別分析、

特別加入者（就業者）100万人当たりの発生

件数、事業場規模（労働者数）、地域、出退

勤の管理状況、就業規則の有無、賃金規程、

健康診断の有無、面接指導、既往歴、時間外

労働時間数や負荷要因、労災認定の事由や

過重労働に至った背景等を分析した。これ

らの特別加入者の過労死等の実態から、自

営業者、会社役員等の過労死等防止策につ

いて検討した。

 
図表 0-2 特別加入制度の種類別分類 

特別加入種類 中小事業主等が労災特別加入するための条件等 

中 小 事 業 主 等

（第一種） 

①雇用する労働者について労働保険関係が成立していること 

②雇用する労働者が業種に応じた一定の規模人数以下であること（金融・

保険・不動産・小売は 50人、卸売・サービス業は 100 人、それ以外は 300

人）、等 

労働者を使用し

ないで特定の事

業を行うことを

常態とする一人

親方等（第二種） 

①個人タクシー業者、個人貨物運送業者、②大工、左官、とび、石工等の

建設業の一人親方、③漁船による水産動植物の採補の事業に従事する者、

④植林、伐採、木炭製造等を行う林業の一人親方、⑤医薬品の配置販売業

者、⑥廃品回収業、くず鉄業と呼ばれる事業を行う再生資源取扱業者、⑦

船員法第１条に規定する船員が行う事業に従事する者 

特定の作業に従

事する者 

（第二種） 

①特定の危険有害な農作業に従事する者、②特定の農業機械を用いて農作

業を行う者、③国または地方公共団体が実施する職場適応訓練として行わ

れる作業に従事する者、④危険有害な作業に従事する家内労働者、⑤労働

組合等常勤役員、⑥介護作業従事者 

海外派遣者 

（第三種） 

①日本国内の事業主から海外事業に労働者として派遣される人 

②日本国内の事業主から、海外にある決められた中小規模の事業に事業主

等（労働者ではない立場）として派遣される人 
※特別加入制度とは：労働者災害補償保険法（昭和 22 年法律第 50 号）の制度の一つで、労働者以外の事業主等のう

ち、業務の実態や、災害の発生状況から見て、労働者に準じて保護することがふさわしいとみなされる人に、一定の要

件の下に労災保険に特別に加入することを認めている制度。特別加入できる労働者の範囲は、中小事業主等・一人親方

等・特定作業従事者・海外派遣者の 4種に大別される。平成 29年度の統計では、中小事業主等（第一種）では事業主数

が約 65万人、家族従業者数が約 44万人、一人親方等（第二種）は約 57万人、特定作業従事者（第二種）は約 11万人、

海外派遣者（第三種）は約 10万人となっている。全部で約 187万人が加入している。  
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（３）倫理面での配慮 
 本研究は、労働安全衛生総合研究所研究

倫理審査委員会にて審査され、承認を得た

うえで行った(通知番号：H3007)。本研究で

用いたデータベースには、個人の氏名、住

所、電話番号等、個人を特定できる情報は一

切含まれていない。 

Ｃ．結果 
（１）年齢、性別、生死、決定時疾患名、認

定事由等（表 1-1） 
図表 1-1 に中小事業主等特別加入者の過

去 7 年間の労災認定事案の基本統計を示し

た。 

脳・心臓疾患 2,027件のうち 64件（3.2%）、

精神障害 3,011件のうち 20件(0.7%)、事案

総数 5,038件のうち 84件(1.7%)が、特別加

入の事案であった。 

＜過労死等全般＞ 

性別は事案の大多数（94.0%、79/84）が男

性であった。発症年齢は 50 歳代が最も多く、

死亡事例は全体の 4件に 1件（26.2％、22/84）

であった。業種は、建設業が半数（46.4%、

39/84）で、続いて卸売業・小売業、宿泊・

飲食サービス業、その他のサービス業、農

業・林業・漁業の順であった。職種は建設・

採掘従事者が 3 件に 1 件、管理的職業従事

者が 4件に 1件であった。 

＜脳・心臓疾患＞ 

性別は 64 件のうち、男性が 61 件、女性

が 3件であった。平均年齢は 56.8歳（標準

偏差 9.9歳）で、50 歳代、60歳代で 65.7％

を占めた。70 歳代も一割程度（9.4%）を占

めていた。死亡は 3 割だった。決定時疾患

名は脳疾患が 7割、心疾患が 3割であった。

なお、死亡事例の 19件の内訳は、心筋梗塞

6件、脳内出血 5件、くも膜下出血 4件、解

離性大動脈瘤 3 件、心停止（心臓性突然死

を含む）1件であった。 

業種は、建設業が 27 件（42.2%）と半数

近くあり、続いて卸売業・小売業、宿泊・飲

食サービス業が上位を占めた。認定事由は

「異常な出来事への遭遇」2件、「短期間の

過重労働」4件、「長期間の過重労働」58件

であった。 

＜精神障害＞ 

性別は 20 件のうち男性が 18 件、女性が

2件であった。平均年齢は 49.6 歳（標準偏

差 11.3歳）で、50歳代が最も多かった。死

亡（自殺）例は 3 件あった。決定時疾患名

は F3（気分（感情）障害）領域が 8件（40.0%）、

F4（神経症性障害、ストレス関連障害及び身

体表現性障害）領域は 12件（60.0％）であ

った。 

業種は、建設業が 12 件（60.0%）で最も

多く、農業・林業・漁業 4 件、その他のサ

ービス業 3件と続いた。 

 

（２）特別加入の種類別分析（表 1-2） 
表 1-2 に中小事業主等特別加入者の業種

別、事業及び作業の種類別分類を示した。中

小事業主等（第一種）が 51件（60.7％）と

最も多く、次に一人親方等（第二種）27件

（32.1%）、特定作業従事者（第二種 6 件

（7.1％）であった。 

中小事業主等（第一種）の業種の詳細で

は、「その他の事業」が 26 件と最も多く、

次に「建設業」16件であった。中小事業主

等のうち最も多かった「その他の事業」と

「建設事業」の具体的な職種等の詳細は表

1-2の脚注に示した。建設事業では多様な専

門職種が中小事業主等の特別加入者となっ

ていた。その他の事業として特別加入して

いる就業者には、飲食店、小売・卸売業、宿

泊業等の家族経営で行っている自営業者や、

クリーニング店長、保育園・園長、美容師・

店長、歯科技工士等の専門的技能を用いた

自営業者（個人事業主）が含まれていた。 

一人親方等（第二種）の 27 件は、「建設

業の一人親方」が 26件とそのほとんどを占

め、個人タクシー・個人貨物運送業者が 1件

であった。特定作業従事者（第二種）は、農

作業従事者 5件、訓練従事者 1件であった。

数は少ないが精神障害に占める特定作業従

事者は 3件（15.0%, 3/20）で、やや脳・心

臓疾患より多い傾向にあった。 

これらの具体的事例については、脳・心臓

疾患は表 2-5-1 から表 2-5-3、精神疾患は

表 3-2で取り上げた。 

 

（３）就業者100万人/年当たり発生件数（表

1-3） 
表 1-3 に中小事業主等特別加入者の業種

別、事業及び作業の種類別、特別加入者 100

万人/年当たりの発生件数を示した。特別加



 

127 
 

入者の加入数は平成 22(2010)年度末から平

成 28(2016)年度末の特別加入者の公表値を

計算した。 

その結果、特別加入者全体では、7.5件/

特別加入者 100万人/年、脳・心臓疾患 5.7

件/特別加入者 100 万人/年、精神障害 1.8

件特別加入者 100 万人/年の発生率であっ

た。 

中小事業主等（第一種）は 7.0件/特別加

入者 100万人/年、一人親方等（第二種）は

8.9 件/特別加入者 100 万人/年、特定作業

従事者（第二種）は、6.9件/特別加入者 100

万人/年であった。業種別では、中小事業主

等（第一種）における漁業、船舶所有の事業

などの発生率が他の業種に比べ高めに算出

された。 

 

（４）事業場の規模別（労働者数別）、地域

別件数（表 1-4） 
 表 1-4 に事業場の規模別（労働者数別）、

地域別件数を示した。労働者数別では 0 人

が 39件（46.4％）、1～9人が 30 件（35.7％）

であった。労働者が 9 人以下もしくは就業

者が本人のみである事案が 69 件で全体の

82.1％を占めた。発生地域は、北海道・東北

から九州・沖縄までいずれの地域でも事案

が認められた。 

 

（５）脳・心臓疾患の過労死等の特徴（表 2-
1～2-4） 
 表 2-1に脳・心臓疾患の決定時疾患名別、

特別加入種類別の集計結果を示した。中小

事業主では脳疾患が 28件（65.1％）で 6割

強であった一方、一人親方では脳疾患が 15

件（78.9％）で 8 割近くあり、中小事業主

よりも割合が高かった。 

表 2-2 に特別加入種類別、出退勤の管理

状況や就業規則等の集計結果を示した。出

退勤についてタイムカードによる客観的記

録を行っていたものは 3件（4.7％）であっ

た。ほか、客観的に労働時間を把握していた

ものとして、「その他」の欄に「静紋認証シ

ステムにより出退勤時間を管理」と記載さ

れた 1 件が確認されたのみで、客観的な労

働時間の測定・管理は行われていない事例

が多いことが明らかであった。なお、「その

他」は 32 件で全体の半数を占めていたが、

「その他」の欄の記載には「役員のため管理

されていない」等、労働者性がないことに関

する記載が複数件あった。また、一人親方で

は、タイムカードによる管理はなかった。出

勤簿、管理者による確認はそれぞれ 1 件の

みで、本人の申告が 6 件であり、日常的に

労働時間管理は行われていない状況が明ら

かであった。 

就業規則があるのは 11件（17.2％）であ

った。就業規則が作成されていない事案が

38件（59.4％）と 6割で、記載なし/不明が

15件（23.4％）であった。健康診断の実施

事案は 27件（42.2％）であり、一人親方は

11 件と半数（57.9％）を超えている一方、

中小事業主は健診受診率は 4 割を切ってい

た（37.2％）。長時間にわたる時間外・休日

労働を行った労働者に対する医師による面

接指導を受けた事案はなかった。既往歴は

全事案の約 4 割（43.8％）に確認された。

一人親方より中小事業主は既往歴がありと

された割合が高かった。 

 表 2-3 に特別加入種類別の労働者数、発

症年齢別の集計結果を示した。中小事業主

は 29件（67.4％）が 9人以下の労働者の事

業場であった。一人親方の労働者数は 0 人

であった。発症時年齢は、中小事業主は 50

歳代にピークがあったが、一人親方は 60歳

代にピークがあり、約半数を占めた。 

表 2-4 に、発症 6 か月前の時間外労働時

間数の平均を示した。発症 1 か月前の時間

外労働が長期間の過重労働であったと判断

された事案は 25件あり、1か月当たり平均

135.9時間の時間外労働を行っていた。 

 

（６）脳・心臓疾患事例の典型例（表 2-5-1
～3） 

表 2-5-1 から表 2-5-3 に、特別加入者の

脳・心臓疾患の典型事例を示した。年齢、仕

事の概要、特別加入種類別分類、疾患名、生

死、発生状況、負荷要因を含む事案の特徴に

ついて記載した。 

表 2-5-1 に、中小事業主等（第一種）の

うち建設業の 4 事例、製造業の 1 事例、漁

業 1 事例、船舶所有者の事業 1 事例を示し

た。いずれも家族又は少人数の労働者を雇

う小規模事業の経営者であり、建築業では

受注、設計、施工等の複数の業務を行ってい
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た。短期的に業務が重なり繁忙となる、人手

が足りず長時間労働になる、休日が少ない

など、小規模経営の特徴が見られた。また、

漁業、船舶所有者の事例では、船舶が労働と

生活の場となり長時間労働になりやすい状

況、拘束時間が長い、人員不足で作業負荷が

高まる、深夜・早朝作業などの特徴が見られ

た。 

 

 

典型事例１（表 2-5-1 の事案４） 

60歳代男性。有限会社の代表取締役、電

気工事業を行う設備工。X 年 8 月上旬、

商店街イベントの提灯設置と撤去作業に

2回立て続けに徹夜で従事した。2回目の

徹夜作業を終えた後、自宅に戻り体を休

めていたが体調悪く、深夜になって病院

を受診するも心筋梗塞で死亡した。初め

ての現場だったので間に合わせるように

急ぎ作業であった、応援の人数も思うほ

ど集められず、被災者自ら先頭に立って

指示していた。発症直前の一週間に短期

間の過重負荷があったと評価された。 

 

表 2-5-2 に、中小事業主等（第一種）の

うち、その他の事業の事例を 9事例示した。

具体的には、美容業、クリーニング店、そば

屋、旅館、酒類・青果販売店等の自営業者、

複数店舗を展開する洋菓子店、コンビニチ

ェーン店、高い専門性で業務を行う歯科技

工士、地域開発等の企画立案会社等の事案

を取り上げた。自営業者は家族経営の場合

もあり、少数のアルバイトなどを雇用して

業務を行っている場合があり、アルバイト

の管理や店舗の運営、経理等、一人で多くの

業務を行っている傾向にあった。飲食店、旅

館、小売店等は休日がない連日勤務も特徴

であった。長時間労働として認定された事

由は、発症直前 1 か月の時間外労働を一般

労働者と同様に換算して 100 時間を超えて

いるものが多かった。コンビニエンススト

アでは深夜勤務等も負荷要因として評価さ

れていた。 

 

典型事例２（表 2-5-2 の事案１４） 

70歳代男性。フランチャイズのコンビニ

エンスストア店長。X 年 6 月上旬、業務

を終え、自宅にてテレビを鑑賞中に、突

然激しい胸痛が出現し病院を受診、急性

心筋梗塞と診断され、入院・治療を受け

た。店長として概ね午後 8 時から翌午前

9 時までの長時間の夜間勤務が常態化し

ており、年間の休日が正月の 3 日間しか

なかった。発症前 1 か月間に 179 時間の

時間外労働が認められた。長期間の過重

労働があったと評価された。 

 

図表 2-5-3に、一人親方等（第二種）5事

例と、特定作業従事者（第二種）1事例を示

した。建設業の一人親方では、工務店の請負

大工、下請けとしての内装工、特殊技術の設

備工、建築板金工などの事例を示した。現場

作業以外にも見積・請求書作成、納期に合わ

せるため連続作業、暑熱環境での作業など

が過重労働の原因として推測された。 

 

典型事例３（表 2-5-3の事案１７） 

60歳代男性。個人住宅建築（木造大工）

を請け負う大工。12 月下旬午後 4時頃、

A 邸住宅新築工事中に上向けで倒れてい

るところを発見され病院へ搬送された

が、大動脈解離による心タンポナーデを

発症しており同日午後 5 時過ぎに死亡。

B 社との請負で大工業に従事し、発症前

東北での出張業務において、個人宅の建

築を土・日曜日なしで就労し、発症前 1か

月において 106 時間の時間外労働が認め

られた。長期間の過重労働があったと評

価された。 

 

（７）精神障害・自殺の過労死等事案の疾患

別分類（表 3-1） 
 表 3-1 に、特別加入種類別、精神障害・

自殺の決定時疾患名別の集計を示した。気

分障害（F3領域）が 8件（44.4％）で、ほ

とんどはうつ病エピソードであった。また、

神経症性障害、ストレス関連障害及び身体

表現性障害（F４領域）が 12件（60.0%）で、

外傷後ストレス障害を発症した事案が最も

多かった。事案数は限られているが、中小事

業主は F4 が多く、一人親方は F3 が多い傾

向にあった。特定作業従事者は F4のみであ

った。また、決定時疾患の発症の原因となっ

た具体的な出来事については、「恒常的な長

時間労働」「悲惨な事故や災害の体験、目撃
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をした」「仕事の失敗、過重な責任の発生等」

「仕事の量・質の変化」等が多かった。これ

らの具体的な出来事の詳細については、以

下の（８）で示した。 

 

（８）精神障害・自殺事例の典型例（表 3-
2） 

表 3-2 に精神障害の典型的な事例 8 件を

示した。精神事案は複数の出来事が発生し

ている事案が多かった。出来事としては、①

悲惨な事故や災害の体験（事例１）、②悲惨

な事故や災害の体験とそれに引き続き就労

不能（事例２，３）、③悲惨な事故や災害の

体験と事故の責任を問われる（事例３，４）、

④仕事の量・質の変化、無理な注文、仕事の

失敗・責任を問われる、結果としての長時間

労働（事案５，６，７）、⑤深刻な職業性疾

病の罹患等に分類された。 

 

典型事例４（表 3-2の事案３） 

20歳代女性、家族で営農する農耕従事者。

農作物の収穫作業中、家族の運転するト

ラックにひかれ、腰部骨盤多発骨折、顔

面多発骨折等を受傷し、半年以上の入院

と仕事の中断等で外傷後ストレス障害

（PTSD）を発症。その後、事故発生後の家

族との人間関係等が悪化した。悲惨な事

故や災害の体験、就労不能、家族から責

められる等の心理的負荷より発症したと

判断された。 

 

典型事例５（表 3-2の事案５） 

30 歳代男性、A 住宅建売会社 B 支店の専

属大工として注文住宅の施工・販売等を

担当。X 年 5 月末より初めての新工法の

現場を任され試行錯誤で作業を行ってい

た中、X 年 7 月、以前施工した注文の多

い細かな顧客の現場の手直し工事を行う

など業務が立て込み長時間労働が続い

た。その後、会社の会議で自分の手掛け

た物件が失敗例として公表されたことに

ショックを受け体調が悪化。不眠、情緒

不安定、耳なり、食欲不振等を訴えうつ

病と診断され療養していたが、X 年 8 月

に自死。業務による心理的負荷によりう

つ病エピソードを発症し、自殺に至った

と判断された。 

 

典型事例として表 3-2 に示した事案のう

ち自殺事案は、長時間労働、仕事の失敗、責

任を問われる、等の複合要因が関与してお

り、被災就業者が追い込まれた末に自殺し

たことが推測された。 

 

（９）過労死等の職種別の特徴 

表 4-1 に、過労死等として認定された特

別加入者の職種に注目し、事例から読み取

れた特徴を示した。 

Ｄ．考察 
本研究では、過労死等 DBから自営業者

や会社役員等が含まれる特別加入者の脳・

心臓疾患、精神障害・自殺事案の事例を抽

出し、過労死等の実態と背景要因及び防止

対策を検討した。その結果、中小事業主等

（第一種）の区分に自営業者や会社役員、

一人親方等（第二種）の区分に建設業の一

人親方、特定作業従事者（第二種）の区分

に農業従事者等の過労死等事案が含まれて

いることが確認された。また、これらの過

労死等事案の分析結果から、特別加入者の

過労死について、（１）発生率、（２）脳・

心臓疾患の特徴、（３）脳・心臓疾患の過

重労働の特徴、（４）精神障害・自殺の特

徴、について考察し、（５）自営業者と法

人の役員の過労死防止の取り組み方につい

て検討した。また、近年注目が集まってい

る（６）雇用類似の働き方と過労死等防止

についても若干考察した。 

 

（１）特別加入者の過労死等の発生率 
総務省統計局の集計（2018年平均）で

は、「自営業者」と「家族従事者」の合計

は 686 万人、「役員」は 331万人であ

る。自営業者とは法人を設立せず、自ら事

業を行っている個人を指し、一般には個人

事業主と呼ばれることもある。自営業者と

家族従事者、会社役員は合わせて約 1,000

万人にのぼる(1)。本研究から特別加入者

における脳・心臓疾患は全数の 3.2%、精

神障害・自殺は 0.7%、事案総数では 1.7%

を占めていた。 

特別加入者 100万人/年当たりの発生件

数は 7.5件/年（表 1-3）で、過労死等の

労災認定事案数の発生率（脳・心臓疾患
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6.0 件、精神障害 7.6 件、合計 13.6 件

/100万人/年）より低かった。ただし、過

労死等として労災認定された事案の解析結

果は、今回の労災特別加入者が多く含まれ

る小規模事業場での発生率の特徴を踏まえ

た検討が必要である。平成 22年 1月から

平成 27年 3月までの約 5年間で脳・心臓

疾患で労災認定を受けた 1,564件のうち

10人未満の労働者数の事業場での発生は

256 件（16.4％）、10～49 人の労働者数の

事業場での発生は 560 件（35.8％）であ

り、産業医や衛生管理者の選任義務のない

労働者 50人未満の小規模事業場での脳・

心臓疾患の発生割合が全体の 52.2％を占

めていた(10)。また、同報告書(10)では雇

用労働者別の 100 万人当たり脳・心臓疾患

の労災認定発生率は、全体が 5.8 件（/100

万雇用者年）に対し、10-29 人の事業場で

10.0件（同）と 2倍近くあり、30-99人で

は 8.4件（同）、1-9 人では 6.1 件（同）

となっている。一方、500－999人は 3.0

件(同)、1000人以上は 1.8件（同）であ

り、小規模事業場での脳・心臓疾患の発生

率が顕著である。今回の分析では、労災特

別加入者は 8割が労働者 9人以下の小規模

事業場であり（表 1-4）、上記の報告にお

ける発生率（事業場規模 1-9人、6.1件/

年）と大きな差がなかった。9人以下の小

規模事業場では就業規則の作成義務がな

く、労働時間が把握されていない、時間管

理を含めて労務管理を行われていない実態

もある（表 2-2）。また、労働時間管理の

意識が低いといったリスク要因、一方で、

個人事業主のため労働時間の裁量度が高

く、限界まで業務を行わないので発生率が

低い等の保護要因がある可能性、さらに特

別加入者の過少申請といった統計上のバイ

アスなどの要因もある。なお、漁業・船舶

事業者は特別加入者当たりの発生率が高く

なっており、業務の特性があるかもしれな

い。発生率について、今後の継続的な検討

が必要である。 

 

（２）特別加入者の脳・心臓疾患の特徴 
本研究から特別加入者における脳・心臓

疾患は過労死等認定事案の全数の 3.2%、精

神障害・自殺は 0.7%で、認定事案全数の割

合から見て精神障害よりも脳・心臓疾患が

多かった。特別加入者は平均年齢が 57歳で

50 歳代から 60 歳代の高齢者が多いことか

ら高血圧、糖尿病等の基礎疾患があり、長時

間労働等の過重負荷で脳・心臓疾患を発症

しやすい可能性、特別加入者における健康

診断受診率も低く（表 2-2）、日常の健康管

理が十分でないこと、労働時間の管理等が

十分でないなどの理由からかもしれない。 

今回の分析から、中小事業主等（第一種）

の業種の詳細では、「その他の事業」が 26

件と最も多く、次に「建設事業」が 16件で

あった（表 1-2）。「その他の事業」には、

精神障害・自殺の事案はなく、すべて脳・心

臓疾患であった。具体的な職種は、飲食店主

7件、小売・卸売（酒類・青果、洋菓子、パ

ン、牛乳配達、書店、貴金属、リサイクルシ

ョップ等）9件、宿泊業（旅館、ホテル）2

件、クリーニング店長 2 件、ほか保育園・

園長、美容室・店長、歯科技工士、産業廃棄

物処理業、貨物運送業、ビルメンテナンス業

がそれぞれ 1 件と、多様な自営業者が過労

死等として認定されている実態がわかった。 

特別加入種別の脳・心臓疾患の特徴では

（表 2-1）、一人親方は脳疾患に罹患してい

る事案が多かった。脳疾患は、発症すると四

肢麻痺など就労にあたって重篤な障害を生

じることがあり、大工や設備工などの建築

事業就業者にとって、脳疾患の発症は就業

不能に陥りやすいことが影響しているかも

しれない。 

出退勤の管理状況、就業規則等の集計で

は（表 2-2）、タイムカードによる管理は 3

件にとどまり、就業規則有・賃金規程有は約

2 割弱（11 件、17.2%）にとどまっていた。

雇用労働者 10 人未満では就業規則等の作

成は求められていないこともあり、家族経

営の自営業者や一人親方における労務管理、

労働時間管理の特徴を示した結果となった。 

 

（３）特別加入者の脳・心臓疾患の過重労働

の特徴 

労災特別加入者の過労死等は半数近くが

建設事業に関わっていた。建設事業は大手

資本や企業側の都合により「一人親方」化

や、工務店や設備会社を経営している個人

事業主等であっても「請負的就労者」のよう
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に就業する建設工事従事者が増加している

(11)。今回の分析から、特別加入していた過

労死等の事案には、建設業に代表される多

層構造の下請け先の個人請負就労者として、

全体工程の進捗に影響される業務スケジュ

ール、納期の厳しさ、仕様の多様性への対

応、業務量の見通しの困難性、代替者のいな

い責任が問われる仕事等が長時間労働の背

景となっていた（表 2-5-1,2-5-3）。また、

「その他の事業」に分類された 26件の自営

業者は、飲食店主・店長、小売・卸売、宿泊

業のほか、専門的技術を提供する美容室・店

長、歯科技工士、クリーニング店、産業廃棄

物処理業であった。これらの業種は、連日業

務、顧客相手、繁忙期がある、慢性的な人手

不足になりやすい等の自営業者としての特

徴があった（表 2-5-2）。また、特定作業従

事者として農作業従事者、中小事業主等と

して漁業・船舶事業者等の事業等もあった

（表 2-5-1～2-5-3）。 

これらから、自営業者、法人の役員の過重

労働の背景には、①小売、宿泊・飲食店等や

農業・漁業のように、連日業務、顧客相手、

繁忙期有、人手不足等の業務特性により労

働時間の裁量性が制限される働き方と、②

建設業に代表される個人請負就労者として

の一人親方、専門性を活かした個人事業主

や小企業の役員がサプライチェーンに組み

込まれ、雇用類似の働き方によって労働時

間の裁量性が制限され過重労働となる働き

方があったといえる。 

 

（４）特別加入者の精神障害・自殺の特徴 
精神障害では、中小事業主の脳・心臓疾患

では多かった「その他の事業」の事案はな

く、「建設事業」に分類される潜水夫、石工、

電気工、配管工、内装工がそれぞれ 1件で、

一人親方の精神障害・自殺等は 8件あった。 

特別加入者の精神障害・自殺では、うつ病

エピソードを含む F3 領域（気分（感情）障

害）が 4 割、心的外傷後ストレス障害や適

応障害を含む F4 領域（神経症性障害、スト

レス関連障害及び身体表現性障害）が 6 割

であったが、一人親方では F3領域、農業労

働従事者を含む特定作業従事者では F4 領

域が多い傾向にあった。F3領域は長時間労

働、F4領域は事故や災害の体験といった心

理的負荷要因が原因となっていることが多

いが、仕事内容と発症疾患とは関連してい

る可能性が推測された。 

今回の分析では精神障害の典型的な事例

8件を示したが（表 3-2）、精神事案は複数

の出来事が重なって生じていた。出来事と

しては、①悲惨な事故や災害の体験、②悲惨

な事故や災害の体験とそれに引き続き就労

不能となったもの、③悲惨な事故や災害の

体験と事故の責任を問われた、④仕事の量・

質の変化、無理な注文、仕事の失敗・責任を

問われる、結果としての長時間労働、⑤深刻

な職業性疾病の罹患等に分類をした。①は、

建設事業で遭遇しやすい心理的負荷要因で

あり、建設作業における安全確保が精神障

害・発生予防に重要であるといえる。②は、

中小企業事業主や一人親方にとって、災害

等で四肢が不自由となり、仕事ができなく

なることは収入がすぐになくなることにつ

ながり深刻である。③、④事案の仕事に責任

を問われることは、典型事例５（表 3-2 の

事案５）に示したように、自殺といった最悪

の転帰に至る場合がある。専門性をもって

請負的就業者として仕事を行っている者に

とって、信用の低下は失職につながるもの

で、その不安のなかで自営業者、法人の役員

等が働いている状況が浮き彫りになった。 

 

（５）自営業者、法人の役員等の過労死等防

止の取り組み方 
これまでの自営業者を含む小規模事業場

における就業者の安全と健康確保の必要性

が指摘されてきた(2,3,4)。50人未満の事

業場の数が圧倒的に多く、全事業の 96％

を占めるなかで、労働衛生行政、民間の労

働衛生機関、労働者健康安全機構のもとに

ある産業保健総合支援センター等による支

援が多面的に行われてきている(3)。今回

の特別加入者の分析から、自営業者、法人

の役員等の過労死等の特徴を分析したが、

小売、宿泊・飲食店等や農業・漁業に代表

される自営業者が、連日業務、顧客相手、

繁忙期有、人手不足等の業務特性により過

重労働になっている場合と、建設業に代表

される個人請負就労者や小企業の役員が、

建設事業、コンビニやクリーニング店等系

列チェーン、歯科技工士や地域開発コンサ



 

132 
 

ルタント等の専門性をもった仕事の提供が

重層下請け構造の一部になっているなどの

働き方があった。これらはサプライチェー

ンに組み込まれた働き方であったといえ

る。この２点の過重労働の背景をもとに、

過労死等防対策の方向性について、サプラ

イチェーンにおける包括的安全衛生管理、

多層の産業保健サービスの必要性、自営業

者と法人役員における健康管理と安全衛生

教育の重要性について検討した。 

 
1) サプライチェーンにおける包括的

安全衛生管理 
サプライチェーンに注目した労働安全衛

生、賃金、労働時間など労働条件の面で労働

者保護の課題が指摘されている(12)。近年、

個々の企業の役割分担にかかわらず、原料

の段階から製品やサービスが消費者の手に

届くまでの全プロセスの繋がりをサプライ

チェーンと呼んでいる。建設事業もサプラ

イチェーンの一つであり、小売、飲食・宿泊

等、今回の分析で明らかとなった自営業も

それぞれサプライチェーンの影響を受けて

いる。 

2017年 3月に「建設工事従事者の安全及

び健康の確保の推進に関する法律」が施行

され、同年 6 月に同法律に基づく基本計画

が施行され、具体的な施策が進められてい

る。そこでは、①適正な請負代金の額と工期

を決める、②必要な措置を設計、施工等各段

階で適切に講じる、③安全と健康に関する

意識を高め、安全で衛生的な作業の遂行を

図る等が明記されている。これらの施策の

確実な周知と履行が期待される。 

建設事業で労働者と非労働者を区別せず

に従事者の安全と健康を確保する法律がで

きていることから、飲食業や小売業等、自営

業者の過労死等防止を含む安全と健康を確

保するサプライチェーンに注目した就業者

保護の視点からの取り組みが進むことが期

待される。 

 

2) 多層の産業保健サービスの必要性 
厚生労働省による第 13 次労働災害防止

計画（2018年度～2022 年度）では、小規模

事業場を視野に入れた計画が策定されてお

り(13)、就業構造の変化及び働き方の多様

化に対応した対策の推進として、小売業・飲

食業における安全衛生教育、建設業におけ

る一人親方等、個人請負等の労働者の範疇

に入らない者への対応などが盛り込まれて

いる。 

中小企業に対する労働安全衛生行政施策

には、①労働災害を含む経営全般リスクの

総合的支援、②中小企業の経営支援を所管

する行政との連携、③大企業による中小企

業支援の仕組みづくり、④労働安全衛生関

係法規を理解促進させる取り組み、⑤企業

等の依頼に応じた行政支援、⑥慈善団体や

中小企業等組合への支援、⑦中小企業への

新たな規制による労働安全衛生推進等の特

徴がある(14)。これらの諸外国の動向を参

照しながら、過重労働防止における自営業

者、法人の役員等への取り組みを検討する

ことができる。 

一方、小規模企業はグローバル化のなか

で新しい技術や新しい価値の創造とともに、

これからも多くが生まれ、小規模だからこ

そ地域や時代に合わせた「魅力ある仕事」を

創出することができる。家族的経営、オーナ

ー経営者の理念には仕事や人生を楽しくす

る大きな魅力がある。そのため、小企業を支

援する際には、その「業界」が重要である

(15)。その業界には業界特有の災害リスク・

健康障害リスクが存在し、また、業界特有の

仕組みと課題の解決方法がある。近年まと

められた日本産業衛生学会の報告書で触れ

られているように(2)、国の法や規制で一律

制御しようとしてもうまく当てはまらない

ため、セクター別アプローチをもとに、労働

組合、事業場組合、地域保健サービス、行政、

コンサルタント等の支援機関や団体が、改

善のきっかけを与え、方針を示し、現場の改

善を効果的に支援することができる。その

ため良好事例の収集と普及、サプライチェ

ーンや地域、業界等との対話の仕組み作り

を行い、複数の取り組み方で改善を進める

ことが重要と思われる。 

 

3) 健康管理、安全衛生教育 
 自営業者、会社役員等は労働安全衛生法

では保護対象とされておらず、労働災害防

止に関する基礎知識を提供する機会が少な
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い。今回の調査により、特別加入者のデー

タからは、健診受診率の低さ、高齢者の集

団であることなどがわかった。すでに厚生

労働省は、一人親方等のための安全衛生研

修会などを実施している(16)。今後、その

研修内容の中に、特別加入者の脳・心臓疾

患、精神障害の労災認定事案に関する実態

などを盛り込み、過労死等防止に関する安

全衛生教育などを行うことも有用であろ

う。 

 また、商工会議所や業種団体を通じて、

教育研修ツール等の提供を行っていくこと

も重要である。すでに理容業・美容業、ク

リーニング業、飲食店組合、建設事業組

合、農業組合、漁業組合等、業種ごとで業

界のための取組が進んでいる。それらの業

種・業界とともに、業種に見合った教育・

研修ツールの開発が望まれる。 

 

（６）雇用類似の働き方と過労死等防止、労

災補償制度の役割 
今回、自営業者と法人の役員について、特

別加入者の分析によって、その過重労働の

実態について検討したが、請負業務を行っ

ている自営業者、法人の役員が多く含まれ

ていることが確認された。請負とは、労働の

結果としての仕事の完成を目的とするもの

（民法第 632 条）であり、労働者派遣との

違いは、請負には、注文主と労働者との間に

指揮命令関係を生じないという点である。

一方で、事案の解析から指摘されたように、

建設業に代表される多層構造の下請け先の

個人請負就労者として、全体工程の進捗に

影響される業務スケジュール、納期の厳し

さ、仕様の多様性への対応、業務量の見通し

の困難性、代替者のいない責任が問われる

仕事等が長時間労働の背景となっていた。 

また、日本には現在、1,000 万人余りの

フリーランス（副業・兼業を含む）がいると

推計され、国内労働力人口の約 6 分の 1 

に当たる数で、経済規模にすると 20.1 兆

円にものぼると試算されている。また、米国

では、1 億 6 千万人の労働力人口のうち 

5,730 万人が既にフリーランス化しており、

2027 年にはフリーランス人口が過半数に

なるという予測が出ている(5)。副業・兼業

が促進されることで、個人請負就労者が長

時間労働や仕事の失敗等で追い込まれる状

態によって健康障害を生じないような施策

の検討が必要である。 

一方、労災保険法は、労働基準法に基づく

事業主の災害補償責任を担保することを基

本とする法律であり、労働基準法上の労働

者でない者については対象とされていない。

しかし、労働者以外の者で、業務の実態、災

害の発生状況などから見て、労働者に準じ

て保護することが適当であると認められる

者であって、一定の要件を満たし、任意で加

入申請の手続を行った者については、労働

者とみなし、業務災害及び通勤災害につい

て保険給付等を行う制度として特別加入制

度が設けられてきた(17)。自営業者、役員等

が過労死等として労災認定され業務に伴う

健康障害によって療養給付等を受けてきた

ことは、業務上のケガや病気について、今回

の分析から過労死等についても就業者が広

く補償され、雇用関係のない非労働者であ

っても、実態を明らかにできたといえる。 

 

Ｅ．結論 
本研究では、過労死 DBを活用し、自営業

者や法人の役員等が含まれる労災保険の特

別加入者の過労死等の分析を行った。7年間

の過労死等として認定された事案において

特別加入の事案は事案総数 5,038 件のうち

84件(1.7％)であった。特別加入している自

営業者や会社役員の過労死等の特徴は、高

齢者が多い、脳・心臓疾患の件数が精神障

害・自殺の事案より多い、労働者が 9 人以

下の小規模事業場が 8 割で労働時間管理が

適切に行われていない、健康診断受診率が

低い等の特徴があった。また、過重労働にな

る背景には、建設業に代表される請負契約・

下請け、全体工程の進捗に影響される業務

スケジュール、納期の厳しさ、仕様の多様性

への対応、業務量の見通しの困難性、代替者

のいない責任が問われる仕事等が背景にあ

った。小売、宿泊・飲食店等や農業・漁業と

いった第一次産業では、連日営業、繁忙期等

の業務の特性により労働時間の裁量性が制

限される場合と、サプライチェーンに組み

込まれ雇用類似の働き方となり過重労働と

なっている働き方があった。自営業者や小

規模法人役員等の安全健康支援のため、①
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サプライチェーンにおける包括的安全衛生

管理の促進、②行政、商工会議所や業種別の

事業場組合、地域保健サービス、産業保健サ

ービス提供機関等による業種や地域、事業

場の規模の特性に合わせた多層の支援体制、

③小規模事業場の経営支援と人員不足対策、

④健康増進と健康管理や職業上の健康障害

リスクへの対応を含めた教育・研修機会の

提供等を行う必要がある。 

 

Ｆ．健康危機情報 
該当せず。 
 

Ｇ．研究発表 
なし 

 

Ｈ．論文発表 
なし 
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表 1-1. 中小事業主等特別加入者の労災認定事案の基本統計(平成 22 年 4 月～平成 29
年 3 月、n=84)*1 

  

合　　計
n (%) n (%) n (%)

性別
男性 61 (95.3) 18 (90.0) 79 (94.0)
女性 3 (4.7) 2 (10.0) 5 (6.0)

　 64 (100.0) 20 (100.0) 84 (100.0)
発症時年齢

(平均56.8±9.9歳) (平均49.6±11.3歳)
20歳未満 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
20～29歳 0 (0.0) 1 (5.0) 1 (1.2)
 30～39歳 2 (3.1) 4 (20.0) 6 (7.1)
 40～49歳 14 (21.9) 4 (20.0) 18 (21.4)
 50～59歳 22 (34.4) 8 (40.0) 30 (35.7)
 60～69歳 20 (31.3) 1 (5.0) 21 (25.0)
 70歳以上 6 (9.4) 2 (10.0) 8 (9.5)

　 合計 64 (100.0) 20 (100.0) 84 (100.0)
生死

生存 45 (70.3) 17 (85.0) 62 (73.8)
死亡 19 (29.7) 3 (15.0) 22 (26.2)

　 64 (100.0) 20 (100.0) 84 (100.0)
疾患名（脳・心臓疾患）

脳疾患 44 (68.8) - 44 (52.4)
心臓疾患 20 (31.3) - 20 (23.8)

疾患名（精神障害）*2
F3領域 - 8 (40.0) 8 (9.5)
F4領域 - 12 (60.0) 12 (14.3)

　 64 (100.0) 20 (100.0) 84 (100.0)
業種

１．建設業 27 (42.2) 12 (60.0) 39 (46.4)
２．卸売業・小売業 11 (17.2) 0 (0.0) 11 (13.1)
３．宿泊業、飲食サービス業 7 (10.9) 0 (0.0) 7 (8.3)
４．その他のサービス業 4 (6.3) 3 (15.0) 7 (8.3)
７．農業、林業、漁業 3 (4.7) 4 (20.0) 7 (8.3)
５．運輸業、郵便業 5 (7.8) 0 (0.0) 5 (6.0)
６．製造業 3 (4.7) 0 (0.0) 3 (3.6)
８．その他*3 4 (6.3) 1 (5.0) 5 (6.0)

　 64 (100.0) 20 (100.0) 84 (100.0)
職種

１．建設・採掘従事者 21 (32.8) 9 (45.0) 30 (35.7)
２．管理的職業従事者 18 (28.1) 3 (15.0) 21 (25.0)
３．サービス職業従事者 7 (10.9) 0 (0.0) 7 (8.3)
４．販売従事者 6 (9.4) 1 (5.0) 7 (8.3)
７．農林漁業作業者 3 (4.7) 4 (20.0) 7 (8.3)
６．専門的・技術的職業従事者 4 (6.3) 2 (10.0) 6 (7.1)
５．輸送・機械運転従事者 3 (4.7) 0 (0.0) 3 (3.6)
８．その他*4 2 (3.1) 1 (5.0) 3 (3.6)

　 64 (100.0) 20 (100.0) 84 (100.0)

脳・心臓疾患 精神障害

*1 おのおのの割合（％）は、小数点以下2桁を四捨五入して表示しているため、合計が100％にならない場合がある。
*2 ICD-10の分類による。Ｆ３領域（気分[感情]障害）、Ｆ４領域（神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表
現性障害）
*3 脳心：医療、福祉2件、不動産・物品賃貸業1件、学術研究・専門・技術サービス業1件；精神：教育、学習支援
業1件
*4 脳心：生産工程従事者1件、事務従事者1件；精神：生産工程従事者1件
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表 1-2. 中小事業主等特別加入者の労災認定事案における業種別、事業及び作業の種類

別分類(平成 22 年 4 月～平成 29 年 3 月、n=84)*1*2 

 
  

n (%) n (%) n (%)
A　中小事業主等（第一種） 43 (67.2) 8 (40.0) 51 (60.7)
　林業 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
　漁業 1 (1.6) 2 (10.0) 3 (3.6)
　鉱業 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
　建設事業*3 11 (17.2) 5 (25.0) 16 (19.0)
　製造業 3 (4.7) 1 (5.0) 4 (4.8)
　運輸業 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
　電気、ガス、水道又は熱供給の事業 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
　その他の事業*4 26 (40.6) 0 (0.0) 26 (31.0)
　船舶所有者の事業 2 (3.1) 0 (0.0) 2 (2.4)

B　一人親方等（第二種） 19 (29.7) 8 (40.0) 27 (32.1)
　個人タクシー・個人貨物運送業者 1 (1.6) 0 (0.0) 1 (1.2)
　建設業の一人親方*5 18 (28.1) 8 (40.0) 26 (31.0)
　漁船による自営漁業者 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
　林業の一人親方 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
　医薬品の配置販売業者 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
　再生資源取扱業者 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
　船員法第1条に規定する船員 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

C　特定作業従事者（第二種） 2 (3.1) 4 (20.0) 6 (7.1)
　農作業従事者 2 (3.1) 3 (15.0) 5 (6.0)
　訓練従事者 0 (0.0) 1 (5.0) 1 (1.2)
　家内労働者 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
　労働組合等常勤役員 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
　介護作業従事者 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

合計 64 (100.0) 20 (100.0) 84 (100.0)

*1 おのおのの割合（％）は、小数点以下2桁を四捨五入して表示しているため、合計が100％にならない場合がある。
*2　労災保険特別加入者における中小事業主等とは、①定められた人数以下の規模の中小企業において労働者を常時使用する事業主、②労働者以外
で①の事業主の事業に従事する事業主の家族や、中小事業主が法人その他の団体である場合の代表者以外の役員などである。
*3 中小事業主等のうち建設事業の内訳（脳心：設備工5件、土木2件、大工(建築)1件、内装工1件、基礎工1件、建築士1件、精神：潜水夫、石
工、電気工、配管工、内装工それぞれ1件）。なお、それぞれ中小事業主とは、代表取締役もしくは会社役員などの事業責任者であり、職種分類上は標準
職種として管理的職業従事者に分類される場合もある。
*4 中小事業主等のうちその他の事業の内訳（脳心：飲食店主7件、小売・卸売（コンビニ２件、酒類・青果、洋菓子、パン、牛乳配達、書店、貴金
属、リサイクルショップ）9件、宿泊業（旅館、ホテル）2件、クリーニング店長2件、ほか保育園・園長、美容室・店長、歯科技工士、産業廃棄物処理業、
貨物運送業、ビルメンテナンス業がそれぞれ1件）
*5 建設業の一人親方、職種の内訳（脳心：設備工7件、大工(建築等)5件、内装工・表装工4件、左官工2件、精神：設備工3件、建築大工2件、
塗装工1件、電気工1件、監督業1件）

合　　計精神障害脳・心臓疾患
特別加入 分類別
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表 1-3. 中小事業主等特別加入者の労災認定事案における業種別、事業及び作業の種類別、100 万人/年当たり発生件数(平成 22 年 4 月

～平成 29 年 3 月、n=84)*1 

   

加入者数
小計/7年

加入者数
合計/7年(d)

n n n 2011.3
H22年度末

2012.3
H23年度末

2013.3
H24年度末

2014.3
H25年度末

2015.3
H26年度末

2016.3
H27年度末

2017.3
H28年度末

脳心
件/100万

精神
件/100万

A　中小事業主等（第1種） 43 8 51 1,048,856 1,043,222 1,043,099 1,041,278 1,035,673 1,046,398 1,065,641 7,324,167 5.9 1.1 7.0 6.0 7.6
（事業主数　小計） 618,557 615,494 617,147 622,153 612,479 619,429 633,044 4,338,303
（家族従事者数　小計） 430,299 427,728 425,952 419,125 423,194 426,969 432,597 2,985,864
　林業 0 0 0 1,758 1,748 1,798 1,864 1,847 1,842 1,937 12,794 17,437 0.0 0.0 0.0 2.7 6.4

606 621 655 655 670 698 738 4,643
　漁業 1 2 3 1,733 1,666 1,660 1,639 1,685 1,648 1,635 11,666 19,351 51.7 103.4 155.0 38.4 16.4

1,170 1,142 1,174 1,168 985 1,008 1,038 7,685
　鉱業 0 0 0 333 325 324 317 303 294 283 2,179 4,305 0.0 0.0 0.0 0.0 120.0

299 302 303 300 318 300 304 2,126
　建設事業 11 5 16 275,400 276,577 279,110 283,120 283,210 289,753 301,716 1,988,886 2,746,296 4.0 1.8 5.8 7.9 7.2

102,499 103,212 104,160 105,490 110,177 113,859 118,013 757,410
　製造業 3 1 4 112,848 109,167 107,490 108,620 102,902 101,739 100,772 743,538 1,482,597 2.0 0.7 2.7 3.9 7.1

111,403 108,063 106,488 104,206 103,907 102,762 102,230 739,059
　運輸業 0 0 0 10,633 10,552 10,467 10,524 10,097 10,263 10,487 73,023 136,149 0.0 0.0 0.0 28.3 13.0

8,823 8,828 8,724 8,942 9,107 9,205 9,497 63,126
　電気、ガス、水道又は熱供給の事業 0 0 0 129 132 135 130 139 148 150 963 2,221 0.0 0.0 0.0 0.7 8.5

169 168 177 188 177 191 188 1,258
　その他の事業 26 0 26 214,379 214,107 214,897 214,756 211,181 212,624 214,974 1,496,918 2,901,122 9.0 0.0 9.0 - -

204,378 204,474 203,341 197,257 196,976 198,067 199,711 1,404,204
　船舶所有者の事業 2 0 2 1,344 1,220 1,266 1,183 1,115 1,118 1,090 8,336 14,689 136.2 0.0 136.2 - -

952 918 930 919 877 879 878 6,353

B　一人親方等（第2種） 19 8 27 387,394 394,123 414,326 422,259 438,484 465,074 510,999 3,032,659 6.3 2.6 8.9
　個人タクシー・個人貨物運送業者 1 0 1 14,050 13,237 12,139 11,225 10,012 9,773 9,371 79,807 12.5 0.0 12.5
　建設業の一人親方 18 8 26 368,046 375,795 397,199 406,223 423,971 451,049 497,475 2,919,758 6.2 2.7 8.9
　漁船による自営漁業者 0 0 0 1,785 1,794 1,763 1,743 1,639 1,592 1,589 11,905 0.0 0.0 0.0
　林業の一人親方 0 0 0 2,001 1,908 1,929 1,935 1,883 1,807 1,765 13,228 0.0 0.0 0.0
　医薬品の配置販売業者 0 0 0 591 496 426 333 250 237 199 2,532 0.0 0.0 0.0
　再生資源取扱業者 0 0 0 758 732 698 659 602 500 487 4,436 0.0 0.0 0.0
　船員法第1条に規定する船員 0 0 0 163 161 172 141 127 116 113 993 0.0 0.0 0.0

C　特定作業従事者（第2種） 2 4 6 139,446 130,708 123,368 122,941 117,846 115,699 114,431 864,439 2.3 4.6 6.9
　農作業従事者 2 3 5 105,630 104,534 105,168 104,678 100,322 99,709 99,360 719,401 2.8 4.2 7.0
　訓練従事者 0 1 1 27,789 18,518 12,558 13,752 13,362 12,038 11,441 109,458 0.0 9.1 9.1
　家内労働者 0 0 0 648 582 521 485 559 546 353 3,694 0.0 0.0 0.0
　労働組合等常勤役員 0 0 0 19 20 21 23 26 25 29 163 0.0 0.0 0.0
　介護作業従事者 0 0 0 5,360 7,054 5,100 4,003 3,577 3,381 3,248 31,723 0.0 0.0 0.0

合計 64 20 84 11,221,265 5.7 1.8 7.5

特別加入 分類別

脳・心臓
疾患(a)

精神障
害(b) 合計(c) 年間の100万加入者あたりの発生件数

（件/100万人/年）
経年別特別加入者数

(A中小事業主等は、上段事業主、下段：家族従事者数)

参考：労災認定事案
業種別発生率H29報告

書
脳・心臓疾患
a/d*100

万

精神障害
b/d*100

万

合計
c/d*100

万

*1 労災保険特別加入者の人数は、平成22～28年度末時点での厚労省公表データに基づく。
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表 1-4. 中小事業主等特別加入者の労災認定事案における労働者数別と地域別の件数

(平成 22 年 4 月～平成 29 年 3 月、n=84)*1 

  
 

  

合　　計
n (%) n (%) n (%)

0人 24 (37.5) 15 (75.0) 39 (46.4)
1～9人 26 (40.6) 4 (20.0) 30 (35.7)

10～49人 12 (18.8) 0 (0.0) 12 (14.3)
  50～99人 1 (1.6) 0 (0.0) 1 (1.2)

100～499人 0 (0.0) 1 (5.0) 1 (1.2)
500～999人 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
1000人以上 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

記載無/分類不明　 1 (1.6) 0 (0.0) 1 (1.2)
合計 64 (100.0) 20 (100.0) 84 (100.0)

1=北海道・東北 7 (10.9) 5 (25.0) 12 (14.3)
2＝関東 20 (31.3) 3 (15.0) 23 (27.4)
3＝中部 5 (7.8) 4 (20.0) 9 (10.7)
4＝関西 20 (31.3) 3 (15.0) 23 (27.4)
5＝中国・四国 5 (7.8) 1 (5.0) 6 (7.1)
6=九州・沖縄 7 (10.9) 4 (20.0) 11 (13.1)

64 (100.0) 20 (100.0) 84 (100.0)　 合計

脳・心臓疾患 精神障害

*1 おのおのの割合（パーセント）は、小数点以下2桁を四捨五入して表示しているため、合計が100%にならない場合が
ある。
*2 一人親方等（第2種特別加入）は労働者は0名、中小事業主等（第1種特別加入）と特定作業従事者のうち雇
用労働者（パートタイム等も含む賃金が支払われている労働者）がいない場合は労働者0名とした。
*3 都道府県の分類は以下の通り：1=北海道・東北（北海道、青森、秋田、岩手、宮城、山形、福島）、2=関東
（茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川）、3＝中部（新潟、富山、石川、福井、長野、山梨、静岡、岐阜、
愛知）、4＝関西（滋賀、兵庫、三重、和歌山、京都、大阪、奈良）、5＝中国・四国（鳥取、島根、岡山、広島、山
口、香川、徳島、愛媛、高知）、6=九州・沖縄（福岡、佐賀、長崎、大分、熊本、宮崎、鹿児島、沖縄）

　地域*3

労働者数*2
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表 2-1. 中小事業主等特別加入者の労災認定事案の脳・心臓疾患別、特別加入種類別

の件数 (平成 22 年 4 月～平成 29 年 3 月、n=64) 

  
 

 

  

疾患名 n (%) n (%) n (%) n (%)
脳疾患

脳内出血（脳出血） 14 (32.6) 7 (36.8) 1 (50.0) 22 (34.4)
くも膜下出血 6 (14.0) 4 (21.1) 0 (0.0) 10 (15.6)
脳梗塞 8 (18.6) 4 (21.1) 0 (0.0) 12 (18.8)
高血圧性脳症 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

小計 28 (65.1) 15 (78.9) 1 (50.0) 44 (68.8)
心臓疾患
　　心筋梗塞 7 (16.3) 3 (15.8) 0 (0.0) 10 (15.6)

狭心症 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
心停止（心臓性突然死を含む） 3 (7.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (4.7)
解離性大動脈瘤 5 (11.6) 1 (5.3) 1 (50.0) 7 (10.9)

小計 15 (34.9) 4 (21.1) 1 (50.0) 20 (31.3)
合計 43 (100.0) 19 (100.0) 2 (100.0) 64 (100.0)

*1 おのおのの割合（パーセント）は、小数点以下2桁を四捨五入して表示しているため、合計が100%にならない場合がある。

合計A中小事業主 B一人親方等 C特定作業従事者
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表 2-2. 中小事業主等特別加入者の脳・心臓疾患の労災認定事案における、特別加入種

類別、出退勤の管理状況・就業規則等の件数 (平成 22 年 4 月～平成 29 年 3 月、

n=64) 

  
 

  

A中小事業主 B一人親方等 C特定作業従事者 全体

n (%) n (%) n (%) n (%)

出退勤の管理状況*2
タイムカード 3 (7.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (4.7)

出勤簿 3 (7.0) 1 (5.3) 0 (0.0) 4 (6.3)
管理者による確認 1 (2.3) 1 (5.3) 0 (0.0) 2 (3.1)

本人の申告 7 (16.3) 6 (31.6) 1 (50.0) 14 (21.9)
その他 25 (58.1) 7 (36.8) 0 (0.0) 32 (50.0)

記載なし 4 (9.3) 4 (21.1) 1 (50.0) 9 (14.1)
合計 43 (100.0) 19 (100.0) 2 (100.0) 64 (100.0)

就業規則*3
なし 24 (55.8) 13 (68.4) 1 (50.0) 38 (59.4)
あり 10 (23.3) 1 (5.3) 0 (0.0) 11 (17.2)

記載なし／不明 9 (20.9) 5 (26.3) 1 (50.0) 15 (23.4)
合計 43 (100.0) 19 (100.0) 2 (100.0) 64 (100.0)

賃金規程
なし 23 (53.5) 12 (63.2) 1 (50.0) 36 (56.3)
あり 10 (23.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 10 (15.6)

記載なし／不明 10 (23.3) 7 (36.8) 1 (50.0) 18 (28.1)
合計 43 (100.0) 19 (100.0) 2 (100.0) 64 (100.0)

健康診断
なし 22 (51.2) 7 (36.8) 2 (100.0) 31 (48.4)
あり 16 (37.2) 11 (57.9) 0 (0.0) 27 (42.2)

記載なし／不明 5 (11.6) 1 (5.3) 0 (0.0) 6 (9.4)
合計 43 (100.0) 19 (100.0) 2 (100.0) 64 (100.0)

面接指導
なし 29 (67.4) 16 (84.2) 1 (50.0) 46 (71.9)
あり 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

記載なし／不明 14 (32.6) 3 (15.8) 1 (50.0) 18 (28.1)
合計 43 (100.0) 19 (100.0) 2 (100.0) 64 (100.0)

既往歴
なし 16 (37.2) 9 (47.4) 2 (100.0) 27 (42.2)
あり 21 (48.8) 7 (36.8) 0 (0.0) 28 (43.8)

記載なし／不明 6 (14.0) 3 (15.8) 0 (0.0) 9 (14.1)
合計 43 (100.0) 19 (100.0) 2 (100.0) 64 (100.0)

*1 おのおのの割合（パーセント）は、小数点以下2桁を四捨五入して表示しているため、合計が100%にならない場合がある。
*2 その他には①「静紋認証システムにより出退勤時間を管理」等のタイムカード、出勤簿、管理者による確認、自己申告による把握以外の方
法による管理方法の記載、②「店長（代表者）のため、タイムカード等により始業・終業時刻の管理はされていないものの、レジの使用記録（レ
ジジャーナル）より確認できる」等、通常は管理されていないが時間の把握は可能である等の記述、③「役員（取締役）のため管理されていな
い」「事業主のため管理していない」等の管理されていないという記述が含まれる。
*3 そのほかの特記事項として、「請求人は、第2種特別加入者であり、所定労働時間、所定休日の定めは無い」等、就業規則がないことの記
載の他、「一人親方特別加入者であるため、作業日報及び請求人等の聴取内容から、労働時間の確認を行った。」「被災者は一人親方のた
め、勤怠管理を記載した資料はないものであり、就労状況については、元請資料(危険予知活動実施報告)、同僚の手帳、関係者からの聴取
により推計したものである。」等の労働時間の推計補法に関する記載があった。
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表 2-3. 中小事業主等特別加入者の労災認定事案の脳・心臓疾患の労働者数別と発症時

年齢別の件数(平成 22 年 4 月～平成 29 年 3 月、n=64) 

  
 

 

表 2-4.  中小事業主等特別加入者における脳・心臓疾患の労災認定事案における発症

6 か月前の時間外労働時間数(平成 22 年 4 月～平成 29 年 3 月、n=58) 

  
 

  

A中小事業主 B一人親方等 C特定作業従事者 全体

n (%) n (%) n (%) n (%)

労働者数*2
0人 4 (9.3) 19 (100.0) 1 (50.0) 24 (37.5)

1～9人 25 (58.1) 0 (0.0) 1 (50.0) 26 (40.6)
10～49人 12 (27.9) 0 (0.0) 0 (0.0) 12 (18.8)

  50～99人 1 (2.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (1.6)
100～499人 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

記載無/分類不明　 1 (2.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (1.6)
その他 43 (100.0) 19 (100.0) 2 (100.0) 64 (100.0)

発症時年齢
20歳未満 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
20～29歳 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
 30～39歳 1 (2.3) 1 (5.3) 0 (0.0) 2 (3.1)
 40～49歳 12 (27.9) 2 (10.5) 0 (0.0) 14 (21.9)
 50～59歳 17 (39.5) 5 (26.3) 0 (0.0) 22 (34.4)
 60～69歳 10 (23.3) 9 (47.4) 1 (50.0) 20 (31.3)
 70歳以上 3 (7.0) 2 (10.5) 1 (50.0) 6 (9.4)

合計 43 (100.0) 19 (100.0) 2 (100.0) 64 (100.0)
*1 おのおのの割合（パーセント）は、小数点以下2桁を四捨五入して表示しているため、合計が100%にならない場
合がある。
*2 一人親方等（第2種特別加入）は労働者は0名、中小事業主等（第1種特別加入）と特定作業従事者のうち
雇用労働者（パートタイム等も含む賃金が支払われている労働者）がいない場合は労働者0名とした。

評価された時間外労働時間*1 n 平均値 標準偏差 最大値

発症前1か月の時間外労働時間 25 135.9 32.2 199.5

発症前2か月の平均時間外労働時間 23 92.9 13.3 132.0

発症前3か月の平均時間外労働時間 2 79.9 5.4 85.3

発症前4か月の平均時間外労働時間 2 86.2 6.8 93.0

発症前5か月の平均時間外労働時間 3 79.5 2.6 87.5

発症前6か月の平均時間外労働時間 3 147.5 44.3 200.0

合計*2 58
*1　各労災認定事案において時間外労働時間数の評価期間は異なる。調査復命
書において「長期間の過重業務」が評価された欄に記載された事項を確認し、認定
要件として評価された期間を一つ選択した。
*2 長期間の過重業務による認定事案のみが対象で、短期間の過重業務による認
定事案4件と異常な出来事による認定事案2件は含まない。
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表 2-5-1. 中小事業主等特別加入者の脳・心臓疾患事案の典型的な事案 22 件 (平成 22 年 4 月～平成 29 年 3 月) 

 

番号 年齢、仕事 特別加入
種類別分類 疾患名 生死 発生状況 事案の特徴

＜中小企業事業主等（第一種）建設業、製造業＞

1

50歳代、男性。
住宅、店舗、工場等の設
計及び施工管理業務を行
う建築士。

中小事業主等
（建設事業） 脳梗塞 生存

X年5月中旬午前7時09分頃、事業場が入居するビル入り口のシャッター前で倒れているところを通行人
に発見され「脳梗塞」診断される。慢性的な人手不足により、建築設計業務をはじめ多大な業務量を
１人でこなしていたことから長時間労働となり、発症前２～6か月平均すべてで80時間を超えていた。

→

・建築事務所代表取締役、一級建築士、家族が取締役
・慢性的な人手不足、多大な業務を一人で作業
・依頼物件を施主と打ち合わせプランニング、設計、図面を建設業者
に依頼、竣工まで確認

2

50歳代、男性。
ブラインド等の設置修理を
請け負う内装工。

中小事業主等
（建設事業）

脳内出血
（脳出血） 生存

X年3月上旬、午前9時頃、現場作業開始前に左上下肢麻痺出現し、病院に搬送され「右視床出血
脳室穿破」にて入院、加療した。工事現場は居住県全域と県外に及ぶ。震災後業務量が倍増し、連
日に渡り、朝早くから夜遅くまで労働者と共に現場作業に従事していた。発症前1か月間の時間外労働
は約199時間であった。

→

・小規模事業場の事業主、労働者2名を雇用
・内装工、ブラインド等を設置、修理する
・震災以降、業務が倍増、作業場所が県外など広域にわたり車で移
動、仮設住宅のブラインド取り付け作業で多忙だった

3

60歳代、男性。
住宅の給排水施設の配管
設備の修理、交換を請け
負う配管設備工。

中小事業主等
（建設事業） 脳梗塞 生存

X年4月中旬X日の前日頃から視界・平衡感覚に異変を感じ、病院を受診したところ「アテローム血栓性
脳梗塞」と診断された。3/11の地震の後、3月中下旬は市内全域の水道の復旧作業、それ以後は、
各家庭の水道工事に連日携わった。発症前の時間外労働は、その労働時間数を一般労働者と同様
に積算すると108時間となった。

→

・個人事業主、労働者1名を雇用
・配管工、元請けとして給排水施設の配管工事を行う
・常に３、４件を請け負っている
・拘束時間の長い勤務

4

60歳代、男性。
有限会社A商会の代表取
締役。電気工事業を行う
設備工。

中小事業主等
（建設事業） 心筋梗塞 死亡

X年8月上旬、商店街イベントの提灯設置と撤去作業に2回立て続けに徹夜で従事した。2回目の徹
夜作業を終えた後、自宅に戻り体を休めていたが体調悪く、深夜になって病院を受診するも心筋梗塞で
死亡した。透析を週3回受けていた。初めての現場だったので間に合わせるように急ぎ作業であった、応
援の人数も思うほど集められず、被災者自ら先頭に立って指示していた。発症直前の一週間に短期の
過重負荷があったと評価された。

→

・小規模事業場の代表取締役、労働者4名を雇用
・電気工事業、従業員に対する支持、打ち合わせ、進行中の工事の
現場立ち合い、工程会議、クレーム処理等
・短期間に負荷の関るイベント関連の工事、一週間に2回の徹夜作
業、人員確保できず労働密度が高かった
・透析を受けている

5

50歳代、男性。
A歯車工業所、機械部品
を製造する工場長。 中小事業主等

（製造業）
脳内出血
（脳出血） 生存

X年2月中旬、帰宅途上に脳出血を発症した。昨年度より続出した中堅社員3名の退職による影響、
不況対策としての新事業展開に必要な工場機械設備のレイアウト変更等、必要に迫られた業務が続
き、超過勤務となった。発症前2か月の平均時間外労働時間数が約85時間であった。

→

・小規模事業場の取締役工場長、経営者は家族、従業員7名
・工場の工程、全体管理を行う工場長
・8時30分出勤20時頃まで勤務、週に数回23時まで残業
・中堅社員3名の退職による人員不足

＜中小企業事業主等（第一種）：漁業、船舶所有者の事業＞

6 50歳代、男性。
マグロはえ縄漁船の船頭。

中小事業主等
（漁業） 脳梗塞 生存

X年1月中旬の午前4時頃、東シナ海の沖合を航海中の船上で、マグロはえ縄漁業のための投げ縄の
準備中に、左半身に麻痺が生じ脳梗塞を発症。X-1年12月末からX年1月中旬までの約3週間、息子
の船長に休みを取らせ、乗組員を増員せず漁を行ない、長期間の過重労働となった。発症1か月前の
時間外労働は160時間にのぼった。

→

・家族が船長・経理、一般船員インドネシア国籍4名
・船頭として漁場の決定、操船、投縄作業、揚縄作業の仕切り
・1航海3週間程度で拘束時間の長い勤務
・発症1か月前の航海は船長不在のため、自分が漁船を操作し、漁
も行い、著しく業務量が増加した

7

60歳代、男性。
重油の輸送を行う船舶の
事務・機関長。

中小事業主等
（船舶所有者の
事業）

脳梗塞 生存

X年3月下旬、自社のA船に積載した船舶燃料を中国船籍のB船へ給油作業当日、起床時（午前5
時）から気分が悪かった。午前7時から同10時までの給油作業中に左足が麻痺し、デッキ上に設置して
ある給油管が跨げない等の症状があり、給油作業終了後にC港に入港、D病院に救急搬送され脳梗
塞と診断された。発症1か月前の時間外労働は108時間、2か月前は171時間であった。

→

・内海貨物運送事業、油槽船の船舶機関長
・航海中は船内で生活
・発症日の1週間前まで、岡山、山口、愛媛、山口、山口と航海し、
この間５回の荷積、荷揚（給油）を行なった。このうち、2回は深夜
から早朝までの作業となった。
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表 2-5-2. 中小事業主等特別加入者の脳・心臓疾患事案の典型的な事案 22 件 (平成 22 年 4 月～平成 29 年 3 月) 

 

＜中小企業事業主等（第一種）：その他の事業＞

番号 年齢、仕事 特別加入
種類別分類 疾患名 生死 発生状況 事案の特徴

8
40歳代、男性。
美容室の経営、美容サービ
スを行う美容師、自営業。

中小事業主等
（その他の事
業）

くも膜下出血 生存

X年9月上旬、出勤途上で突然強い頭痛を自覚し、病院を受診しくも膜下出血の診断で緊急に開頭脳
動脈瘤頚部クリッピング術を受け入院、療養した。美容室で日常的に労働時間が長時間化し、スタッフの
人材育成などによる精神的負担もあった。発症前2か月間の平均時間外労働時間数は約103時間で
あった。

→

・自営業、店主
・美容室の経営
・連日勤務、休日週一日
・スタッフの教育訓練、対人サービス業で精神的負荷

9

50歳代、男性。
クリーニング店を9店舗経
営、工場・本店等複数の
事業場を抱える社長。

中小事業主等
（その他の事
業）

解離性大動
脈瘤 死亡

X年11月下旬、午後3時30分すぎに、業務用パソコンのある会社と同一建物の自宅スペースで仕事中に
心肺停止状態で倒れているところを請求人（妻）に発見され救急搬送されたが、心タンポナーデ（大動
脈解離）で死亡が確認された。発症前1か月間のその労働時間数を一般労働者と同様に積算すると約
135時間であった。

→

・中小企業社長、家族が役員
・クリーニング店の経営
・工場、本店複数店舗の経営
・決算、経理、現場監督業務、従業員管理等、多重業務

10
50歳代、男性。
飲食店（そば屋）店主・
店長、自営業。

中小事業主等
（その他の事
業）

解離性大動
脈瘤 生存

X年8月上旬、夕方午後6時半頃、背中をポンとたたかれたような音がして、すぐに腰から下に力が入らなく
なり、救急車で病院を受診し腹部大動脈瘤破裂と診断され、緊急手術を受け入院、加療した。午前8
時頃から午後10時半頃まで、元旦を除き年間殆ど休日なく勤務していた。発症前6か月間の平均時間
外労働は200時間であった。

→

・自営業、店主
・飲食店（そば屋）の経営
・複数人のアルバイトを雇用
・年間休日がほとんどなく連日勤務、早朝から深夜まで

11

50歳代、男性。
主に釣り客を対象としたA
旅館の店主。乗合船の船
長も兼ねる。

中小事業主等
（その他の事
業）

脳内出血
（脳出血） 死亡

X年9月上旬、経営する乗合船に船長として釣り客を案内しながら乗務中、錨を海に投下した直後、左
半身が麻痺して意識混濁となり、救急搬送された病院で手術を受けるも視床出血により翌日死亡した。
釣り乗合船の船長と旅館の店主を経営しており、発症前1か月間において時間外労働時間が115時間
であった。

→

・自営業、店主、家族経営
・宿泊業（旅館）と飲食業
・乗合船の船長を兼ね、宿泊・釣り客の対応の対人サービス業
・釣りシーズンは繁忙期で睡眠不足、早朝勤務が続く

12

40歳代、男性。
業務用酒類販売・配送、
野菜・青果販売する酒店・
青果店長。

中小事業主等
（その他の事
業）

くも膜下出血 死亡

X年10月上旬、いつも通り青果市場で仕入れを行い午前9時頃店舗に出勤後、店舗向いの自宅で朝
食を済ませトイレに行ったが、午前9時30分頃トイレ内で意識がない状態で発見され、救急車で病院に
搬送されたが、同日、死亡した。毎朝7時頃から市場へ行き夜9時頃に帰宅する労働生活で休日もなく
働いていた。発症前1か月間において時間外労働時は142時間であった。

→

・自営業、家族経営
・小売業（酒類・青果）
・販売店舗を経営、早朝仕入れ、顧客への配送、販売
・連日勤務、休日なし

13

50歳代、男性。
洋菓子の製造・販売店
舗、レストラン1店舗を経営
する取締役副社長。

中小事業主等
（その他の事
業）

脳梗塞 生存

X年11月上旬、23時15分頃、寝床についた際に突然強いめまい、嘔吐、全身の震えが出現し、病院へ
救急搬送され脳梗塞の診断で入院治療を受けた。X年1月から10月までの間、営業、製造の統括管理
を行いながら、工場の新設改装、新店舗改装の監督責任者の立場として、不規則な勤務が継続してい
た。発症前2か月の平均時間肺労働は87時間であった。

→

・中小企業の副社長
・小売業（洋菓子）
・複数店舗展開し、営業、製造の統括管理
・工場新設改装、不規則勤務などの出来毎が重なる

14
70歳代、男性。
フランチャイズのコンビニエン
スストア店長。

中小事業主等
（その他の事
業）

心筋梗塞 生存

X年6月上旬、業務を終え、自宅にてテレビを鑑賞中に、突然激しい胸痛が出現し病院を受診、急性心
筋梗塞と診断され、入院・治療を受けた。フランチャイズのコンビニエンスストアの店長として勤務し、概ね午
後8時から翌午前9時までの長時間の夜間勤務が常態化しており、年間の休日が正月の3日間しかなかっ
た。発症前1か月間に178時間45分時間外労働が認められた。

→

・自営業、店長
・小売業（コンビニチェーン店）
・店舗運営、アルバイトの管理、連日勤務、休日なし
・高齢、深夜勤務

15

50歳代、男性。
歯科医院からの歯の補綴
物の作成等を請け負う歯
科技工士。

中小事業主等
（その他の事
業）

脳内出血
（脳出血） 生存

X年1月正月の某日、午後6時40時頃、頭を抱えているところを妻に発見され、救急車で病院へ搬送され
「脳出血」と診断され療養を要した。約30年前から歯科技工士として顧客である歯科医院から歯の補綴
物の作製等の依頼を受け作製する業務を行っている。近年は、価格の自由化、患者数の減少、技工所
数の増加等の環境の変化に伴い、納期が短くなっていた。労働時間は、毎月100時間を超える残業を
行っていた。

→

・自営業、独立事業主
・高い専門性（歯科技工士）
・自宅が作業場
・価格の自由化、患者減少等、納期短縮化、発注先の要求

16

50歳代、男性。
地域開発や町おこし、商業
施設や店舗プロデュースの
企画立案を行う会社の代
表取締役。

中小事業主等
（その他の事
業）

脳梗塞 生存

X年4月上旬未明と午前8時頃に一過性の左下肢麻痺症状が出現しA病院に受診、入院を勧められる
も出張があるため断り、同日出張から帰社する際の羽田空港にて左上下肢となりB病院に救急搬送され
「脳梗塞」と診断された。全国各地の地域開発や町おこし企画、商業施設や店舗のプロデュースのため出
張が頻繁で、夜遅くまでの打ち合わせなども続いていた。発症前1か月において126時間の時間外労働が
認められた。

→

・代表取締役
・高い専門性（地域開発等の企画立案会社）
・地方出張が頻回
・発症していたが勤務を継続
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表 2-5-3. 中小事業主等特別加入者の脳・心臓疾患事案の典型的な事案 22 件 (平成 22 年 4 月～平成 29 年 3 月) 

 
 

＜一人親方等（第二種特別加入）：＞

番号 年齢、仕事 特別加入
種類別分類 疾患名 生死 発生状況 事案の特徴

17
60歳代、男性。
個人住宅建築（木造大
工）を請け負う大工。

建設業の一人親
方

解離性大動
脈瘤 死亡

X年12月下旬午後3時50分頃、A邸住宅新築工事中に上向けで倒れているところを発見され病院へ
搬送されたが、大動脈解離による心タンポナーデを発症しており同日午後5時20分頃死亡。B社との請
負で大工業に従事し、発症前東北での出張業務において、個人宅の建築を土・日曜日なしで就労し、
発症前1か月において106時間の時間外労働が認められた。

→

・一人親方の大工、工務店の請負大工として従事
・中学卒業後、大工見習→大工→一人親方
・自宅は〇〇地域だが、震災後の応援で連日の東北出張中
・工期が短期間のため、平日の時間外労働が増えた

18
40歳代、男性。
洗面・浴室の改装等を請
け負う大工。

建設業の一人親
方

脳内出血
（脳出血） 生存

X年7月下旬午後3時頃、民家において洗面・浴室の改装工事中に倒れ、病院に搬送され「被殻出
血」と診断された。猛暑の中、室内作業の為過酷な作業状況にあり、作業納期に間に合わせるように作
業せざるを得ず、請負のため見積もりから作業管理、資材調達、資金の工面など1人ですすめる環境に
あった。発症前2か月の平均時間外労働は89.4時間。 →

・一人親方の内装工、下請けとして受注
・建設現場での大工作業、打ち合わせ業務、見積・請求書作成業務
・納期に合わせるため連続作業となった
・夏場の暑熱環境での作業が続いた

19

60歳代、男性。
FRP材料によるプール・船
舶の新設工事施工を請け
負う設備工。

建設業の一人親
方 心筋梗塞 死亡

X年9月上旬、午前8時30分からプレートの取り付け作業、10時30分頃から換気の少ない狭いピット内
で、暑熱環境のなか、中腰の作業で水漏れ点検のボルト作業を行った。作業後、車を運転し自社工場
へ向かう途中、失神し心肺停止の状態になり、救急搬送されるが、同日午後2時40分頃に心筋梗塞
で死亡した。発症前2か月間の平均時間外労働は94時間であった。

→

・一人親方の設備工、下請けとして受注
・FRP材料によるプールの新設工事の特殊技能
・2時間弱のピット内での作業後に発症
・暑熱環境であったが換気もされておりその他の負荷要因としては高くな
い

20

50歳代、男性。
工場等の電気制御盤の電
気工事の監督・施工管理
を専門的に扱う電気通信
設備工。

建設業の一人親
方

脳内出血
（脳出血） 生存

X年12月中旬Y日(日曜日)午前10時頃、A事業所元請けのB鉱業所内の工事中、携帯電話で話し
ている時突然倒れ、C病院に乗用車で運ばれたのち、ドクターヘリにてD医療センターに搬送されたが、
Y+5日「被殻出血」により死亡した。工場等の電気制御盤の電気工事の監督・施工管理を行う電気
通信設備工であり、半年近い出張、出張先から別の現場へ出張、短期から長期まで全国様々な現場
に出張していた。発症前1か月間の時間外労働は約101時間であった。

→

・一人親方の設備工、下請け。工場では電機制御盤の試運転実地管
理、現場では取り付け作業の監督、施工管理
・発注者の都合により2週間の着工の遅れ、人的、天候的要因で工事
が遅れ気味、しかし工期の変更は絶対に許されない状況で、精神的緊
張を伴う業務だった

21

70歳代、男性。
金属板を加工して屋根工
事（屋根材、葺付、雨樋
など）を専門に行う建築板
金工。

建設業の一人親
方

脳内出血
（脳出血） 死亡

X年6月上旬、朝8時頃からA町の民家の改築現場のトタン屋根上で水切り金物を取り付ける作業を行
ない、午後6時の作業終了後に作業現場近くで倒れているところを発見され、病院に搬送されるが「橋出
血」で死亡した。発症1か月前の総時間外労働は40時間であっが、「発症当日、作業時の天気は「晴
れ」で気温が3 0℃以上であったことは過重ストレスで、橋出血を招来した」とされた。屋根上での作業で
あるため水分補給が著しく阻害される状況でもあった。

→

・一人親方の建築板金工
・金属板を加工して屋根工事（屋根材、葺き付け、雨どい）を行い、
見積もりから施行まで行う
・作業当日の天候は晴れ、日中気温30度、トタン屋根の上ではさらに
高温となっていた→異常な出来事への遭遇

＜特定作業従事者（第二種特別加入）：特定農作業従事者＞

22

60歳代、男性。
営農、ビート、馬鈴薯、小
麦の栽培、農場は約
40ha。

特定農業作業
従事者

解離性大動
脈瘤 生存

X年5月上旬、芋畑でポテトプランターのギヤを交換する作業中に倒れ、救急車で病院に搬送され、大
動脈解離を診断された。農場は40ha近くの農場でビート、馬鈴薯、小麦の栽培をしていた。発症前1
か月間の時間外労働は約173時間であった。 →

・本人、妻、息子の3人で農業を営む
・発症4－5か月前は冬季であり作業時間はないが、発症1か月前は農
作業が繁忙期となり、休日なしで連日作業を行った
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表 3-1. 中小事業主等特別加入者の労災認定事案の精神疾患別、特別加入種類別の件数 

(平成 22 年 4 月～平成 29 年 3 月、n=20) 

 
 

 

  

合計

疾 患 名 n (%) n (%) n (%) n (%)
F3 気分（感情）障害

F31 双極性感情障害 1 (12.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (5.0)
F32 うつ病エピソード 2 (25.0) 5 (62.5) 0 (0.0) 7 (35.0)
F33 反復性うつ病性障害 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
F3のその他 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

小計 3 (37.5) 5 (62.5) 0 (0.0) 8 (40.0)
F4 神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害

F40 恐怖性不安障害 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
F41 その他の不安障害 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
F43 重度ストレスへの反応及び適応障害

F43.0 急性ストレス反応 1 (12.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (5.0)
F43.1 外傷後ストレス障害 3 (37.5) 2 (25.0) 3 (75.0) 8 (40.0)
F43.2 適応障害 1 (12.5) 1 (12.5) 1 (25.0) 3 (15.0)
F43.8 その他の重度ストレス反応 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
F43.9 重度ストレス反応、詳細不明 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
F43のその他 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

F44 解離性（転換性）障害 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
F48 その他の神経症性障害 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
F4のその他 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

小計 5 (62.5) 3 (37.5) 4 (100.0) 12 (60.0)
合計 8 (100.0) 8 (100.0) 4 (100.0) 20 (100.0)

C. 特定作業従事者B. 一人親方等A. 中小事業主
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表 3-2. 中小事業主等特別加入者の精神障害による典型的な労災認定事案の性別、年代、特別加入別、決定時疾患名、生死、具体的な出

来事の状況(平成 22 年 4 月～平成 29 年 3 月、n=8) 

  

性別
*1

年代
*2 特別加入別分類 職種

事業主・
役員・一
人親方

具体的な出来事の概要
長時間労働（①～⑥は、それぞれの数字の発症前〇か月の時間外労働数（時間))

病気
やケ
ガ*3

災害
遭遇
*3

時間
外労
働
*3

失
敗、
責任
*3

仕事
量と
質
*3

役
割・
地位
変化

対人
関係

その
他 決定時疾患名 生死 事案の特徴

事例１ M 40
中小事業主
（漁業） 船長 事業主

長時間労働　（①ー、②ー、③ー、④ー、⑤ー、⑥ー）
概要：漁船が転覆して、海上を約15時間漂流し、その間救助されずに死ぬかもしれないと感じるような事故の体験をした。なお、本件転覆事故により、船員
１名が死亡し、１名が行方不明となった
心理的負荷：悲惨な事故や災害の体験・目撃をした（強）→総合（強）

- ◎ - - - - - - → 急性ストレス障害 生存 → ・生死に関連した重篤な災
害、事故の体験

事例２ M 50 中小事業主
（建設事業） 電気工 事業主

長時間労働　（①ー、②ー、③ー、④ー、⑤ー、⑥ー）
概要：住宅の電気工事中、3階から2階に転落し、右下腿骨開放粉砕骨折を負い、1か月半の入院及び引き続き偽関節の植骨手術が実施され、入院を
繰り返した。その結果、電気工として高所作業を伴う原職への復帰が困難な身体状況に至り、適応障害を発症した。
心理的負荷：（重度の）病気やケガをした（強）

◎ ● - - - - - - → 適応障害 生存 →
・災害、事故の体験
・病気やケガ
・後遺症で就労困難

事例３ F 20 特定農業従事者 農家 農業

長時間労働　（①ー、②ー、③ー、④ー、⑤ー、⑥ー）
概要：特定農作業従事者として特別加入。家族で農業経営。生産物の収穫作業中、義理の父の運転するトラックにひかれ、腰部骨盤多発骨折、顔面多
発骨折。入院直後からフラッシュパック、不眠などの症状があり、PTSDと診断される。
心理的負荷：（重度の）病気やケガをした（強）、悲惨な事故や災害の体験、目撃をした（強）→総合（強）
負傷後の入院中から事故の原因は自分にある、夫より「父に謝れ」と言われる等、家族から責められる→「夫婦のトラブル、不和があった」、「親族とのつきあいで
困ったり辛い思いをしたことがあった」、「離婚した」と出来事があったが、いずれも発病後の出来事であった。

◎ ◎ - ● - ● ● → 心的外傷後ストレス
障害 生存 →

・災害、事故の体験
・病気やケガ
・後遺症で就労困難
・失敗、責任を問われた

事例４ M 50 中小事業主
（建設事業） 内装工 事業主

長時間労働　（①0、②０、③０、④０、⑤32、⑥16）
概要：元請の一次下請として病院の託児施設の内装工事に従事。工事現場にて火災事故に遭遇し、炎の海の中で、一人で消火作業を行った。警察、消
防には知らせず内密に処理しようと言われ、下請け会社では請求人だけが報告と謝罪を行った。その後、フラッシュバック等の症状に苦しむ。
心理的負荷：悲惨な事故や災害の体験、目撃をした（中）、会社で起きた事故、事件について責任を問われた（中）、→総合（強）

● 〇 - 〇 - - - - → 外傷後ストレス障害 生存 → ・災害、事故の体験
・失敗、責任を問われた

事例５ M 30 一人親方
（建設事業） 大工 一人親方

長時間労働　（①100、②ー、③ー、④ー、⑤ー、⑥ー）
概要：建設業の一人親方。A住宅建売会社B支店の専属大工として注文住宅の施工・販売等を担当。X年5月末より初めての新工法の現場を任され試行
錯誤で作業、X年7月、以前施工したの現場の手直し工事で多忙、会社の会議で自分の手掛けた物件が失敗例として公表されショックを受け体調が悪化。う
つ病と診断され療養していたが、X年8月、自宅2階より飛び降り全身挫傷により死亡した。
心理的負荷：顧客や取引先からクレームを受けた（中）、仕事の内容・仕事量の大きな変化を生じる出来事があった（中）、ひと月前の時間外労働が
100時間を超える（弱）→総合（強）

- - △ ● - - 〇 〇 → うつ病エピソード 死亡 →

・仕事の量・質の変化
・顧客・取引先からクレームを
受けた
・失敗、責任を問われた
・長時間労働

事例６ M 50 一人親方
（建設事業） 配管工 一人親方

長時間労働　（①81、②98、③77、④77、⑤102、⑥109）
概要：建設業の一人親方。A工場内の空調・衛生工事の計画、積算、及び工事施工管理を行う配管工。工場内の事務所に常駐し、業務の一部を委託
していたが、被災者の職場の上司に当たる所長から激しい叱責、罵倒を継続的に受けており、仕事の契約更新ができなかった。別の仕事を探し、休職中に自
殺。心理的負荷：
心理的負荷：80時間以上の時間外労働（中）、取引先より叱責（中）、失職（中）→総合（強）

- - 〇 〇 - 〇 ● - → うつ病エピソード 死亡 →

・失敗、責任問われ、取引
先より叱責
・失職
・長時間労働

事例７ M 60 中小事業主
（製造業） 工場長

常務取締
役（役
員）

長時間労働　（①130、②ー、③ー、④ー、⑤ー、⑥ー）
概要：製品のエンジンの火災、製造ミス等が発生。自らが工場長として責任を負う立場であり、事件について、責任を問われた。
心理的負荷：会社で起きた事故、事件について責任を問われた（中）、自分の関係する仕事で多額の損失等が生じた（中）、顧客や取引先から無理な
注文を受けた（中）、大きな説明会や公式の場での発表を強いられた（弱）、→総合（強）

- △ ◎ - - - △ →
精神病症状を伴わな
い重症うつ病エピソー
ド

生存 →

・失敗、責任問われた
・多額の損失
・顧客や取引先からの無理
な注文
・長時間労働

事理８ M 70 一人親方
（建設事業） 溶接工 一人親方

長時間労働（①ー、②ー、③ー、④ー、⑤ー、⑥ー）
概要：70歳男性、建設業の一人親方。溶接工。悪性胸膜中皮腫と診断され、左胸膜肺全摘手術を受けたが、術後合併症として心停止や意識消失を繰
り返し廃用症候群の診断を受け入院が長期化。
心理的負荷：長期間（おおむね2か月以上）の入院を要する、又は労災の障害年金に該当する若しくは原職への復帰ができなくなる後遺障害を残すような
業務上の病気やケガをした（強）。

◎ - - - - - - - → うつ病エピソード 生存 → ・重度の病気やケガ

*1 F=女性、M=男性、*2 年齢の下一桁は切り捨て
*3 認定要件として心理的負荷が「強」→◎、「中」→○、「弱」→△。直接の認定要件としては最終的な総合評価に記載はないが、経過に影響を与えた要因として復命書内に記載が確認できた要因→●
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表 4-1. 過労死等として認定された特別加入者の特徴 
職種 特徴、過労死等の原因として考えられる要因 

全般的 ＜中小事業主＞ 

・自営業者で個人事業主となっている零細事業場が多い。事案の 8 割は労働者数

が 9 人以下の事業場。家族経営も多く、父が代表取締役、息子が役員、妻が従業

員、又は夫が社長、妻が取締役等などの形態が見られる。 

・発症時平均年齢は 58歳、50歳代と 60歳代に集中。高齢者の集団である。 

・建設業、卸売業・小売業、宿泊業・飲食サービス業が多い。 

・建設業では、〇〇工務店、有限会社〇〇電気商会といった建築事業や既設建築物

設備工事業といった小規模な事業形態が多い。 

・卸売業・小売業、宿泊業・飲食サービス業が含まれる「その他の事業」は業種が

多様で、そば屋や天ぷら店、居酒屋等の飲食店をはじめ、美容室、クリーニング店、

歯科技工などのサービス業、酒店、青果店、菓子製造販売、コンビニエンスストア

などの卸売・小売業、建築事務所などの専門業などが含まれる。 

・出退勤務の管理状況は、時間管理を行っているものは 1割以下で、就業規則があ

るのは 2 割弱である（表 2-2）。 

・健康診断の受診率は 4割を切っている。 

＜一人親方＞ 

・個人事業主であり、現行の法令では安全衛生上のリスクに対する労働安全衛生サ

ービスへのアクセスが限られている。 

・脳・心臓疾患の発症時年齢 60 歳代が最も多い。 

・脳疾患が多い。 

・建設業の一人親方が、事業組合等の団体を通じて加入している。 

・大工、設備工、内装工等の個人事業主で、専門性を生かした単発の仕事を、会社

や個人から、請負契約で行っている。 

・出退勤は基本的に記録する形では管理されていない。 

＜特定作業従事者＊１＞ 

・特定農業従事者が 2 件で、次に職業訓練者が 1 件であった。 

・個人営農家が団体を通じて加入している。 

・事案 3 例はいずれも精神障害を発症している。 

建 設 業

関係 

＜現場監督業＞ 

・建設現場にて、独立した専門、設備工事に関する現場管理一式を請負。一般の工

事現場の監督の業務と同じ。各職工、元受けとの連携をはじめ、納期・計画通りに

建設業務を進行するために、トラブルが発生した現場を担当すると、長時間労働に

なりやすい。 

＜建築大工＞ 

・納期が厳しい場合は、連日作業、長時間労働になりやすい。 

・天候に左右される。 

・炎天下の作業になり、暑熱環境下で従事する。 

＜設備工＞ 

・特殊な技術をもって個人請負作業を行っている。 

・多層構造の下請け先である。 

・納期が厳しい場合は、連続作業、連日作業となる。 

＜内装工＞ 

・クロス貼や床貼等の内装工事は、新規物件では工期の終盤に担当するため、工期

の遅れのしわ寄せを受けることが多い。 

・新規及び既設の物件とも、年度末の引き渡しに向けての仕事の依頼が急増する傾

向にある。そのため、深夜や日曜祝日にも工事を行うことがある。 

・内装工事のため、周囲への騒音が少なく、発注者からの依頼に応えるため、1－

3 月は複数現場の担当、休日の確保が難しいことが多い。 
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そ の 他

の事業 

＜卸売業・小売業、飲食店又は宿泊業＞ 

・飲食店、宿泊業などは年間ほぼ休みなしで営業を行っている。 

・顧客相手の業務であり、精神的負担が高い。 

・自営であり経営が安定していないと長時間、過重労働になりやすい。 

・高齢のコンビニエンスストア店長、アルバイトとともにシフトに加わり、午後 8

時から午前 9時まで従事。 

・洋菓子の製造・販売業の社長：11 店舗、レストラン 1店舗、複数経営。 

＜専門性の高い作業、その他＞ 

・歯科技工士：歯科医院からの歯の補綴物の作成等を行う労働環境は、単価の減

少、少額多品、短い納期等で厳しい労働環境。 

・クリーニング業：クリーニング 9 店舗、工場、本店等複数の事業場を抱える社長

で、連日業務が続く、管理業務に加え、営業、経理等。 

・一級建築士：住宅、店舗、工場等の設計及び施工管理業務、取締役の妻と 2名の

従業員をかかえ、新規業務に奔走。 

船 舶 所

有 者 の

事業 

・○○―□□間で製品を運搬する貨物船の船長（72 歳）の被災事例は、船舶は被

災者である船長と船長の息子が 6時間交代で操舵するなど、家族経営、小規模事業

として運搬業を行っている。 

※１ 特定農作業従事者とは、①年間の農業生産物の販売総額が 300万円以上、②土地の

耕作・開墾、植物の栽培・採取、家畜・蚕の飼育の作業のいずれかを行う農業者、③ア．

動力により駆動する機械を使用する作業、イ．高さが 2メートル以上の箇所での作業、

ウ．サイロ、むろなどの酸欠危険場所での作業、エ．農薬の散布作業、オ．牛、馬、豚に

接触し、また接触するおそれのある作業などに従事する等の条件に当てはまる場合。 
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別添４ 
 

平成３０年度労災疾病臨床研究事業費補助金 
「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究」 

分担研究報告書（事案解析） 
 

脳・心臓疾患及び精神障害に係る労災認定事案の研究 

 
研究分担者 池添弘邦 独立行政法人 労働政策研究・研修機構 主任研究員 

 
【研究要旨】 

本研究は、過労死等事案発生の要因とその背景の解明を目指し、過労死等の予防施策に寄与しよう

とするものである。本研究では、過労死等防止調査研究センターが保有する脳心・精神の業務上認定

事案及びそれら個別事案の情報を用いて試行的に分析を行った。具体的には、上記業務上認定事案に

ついて、性別、業種別、職種別、発症時年代別、発症前 6 か月の時間外労働時間数別により、全体の

傾向把握を行った。その上で、発症時年代、業種、職種を考慮しつつ、特に発症前 6 か月間の時間外

労働時間数が当該期間にわたって比較的多い事例であること、また、当該事案から被災労働者が職場

において置かれている職務上の立場、あるいは仕事の状況が比較的明確な事例を選択して個別事案の

分析を行い、労災事故が発生した要因を試行的に検討した。定量的検討からは、発症時年代別、業種

別、職種別で特に検討すべきカテゴリが示された。今後の調査研究においては、それらカテゴリにつ

いて傾注してより子細に調査分析すべきことが示唆される。また、今回の調査結果からは、政策・施

策を検討するに際し、発症時年代別、業種別、職種別の傾向に留意することが効果的な対策につなが

りうると考えられる。定性的検討からは、①時間外労働（長時間労働）の削減とともに、不規則な勤

務形態の是正を企図した工夫を検討すること、②職場における職位・職責に伴う過重労働を軽減する

方策を検討すること、③労働者本人の性格や気質を考慮した日常的な労務管理上の工夫の検討を行う

こと、④日々の勤務時間管理の方法について、客観的な記録方法の導入・利用を促進し、また、日々

の労働時間や休日労働など事態をよく反映しうる自己申告制の在り方を検討すること、⑤36協定にお

ける協定時間と実労働時間との乖離を小さくする方策を検討するとともに、36協定の実効性を高める

工夫を検討することが示唆されよう。 

 
研究分担者： 

藤本隆史（独立行政法人 労働政策研究・研修機

構 アシスタントフェロー） 

 高見具広（独立行政法人 労働政策研究・研修機

構 研究員） 

 

Ａ．研究目的 

 過労に起因する業務上疾病及び死亡（過労死・過

労自殺。以下、「過労死等」という。）事案は、被災

労働者本人の心身状態に加え、就業状況など所属

する職場における様々な要因が寄与して発生して

いると考えられる。しかし、職場におけるどのよう

な要因がどのような背景の下に当該事案に寄与し

て過労死等が発生しているのか、その実態は明ら

かにされていないと思われる。本研究は、過労死等

事案発生の要因とその背景の解明を目指し、過労

死等防止調査研究センターが保有するデータベー

ス並びに個別事案の情報を用いて、過労死等の予

防施策に寄与しうる研究を行おうとするものであ

る。 

 

Ｂ．研究方法 
1. 分析対象 

過労死等防止調査研究センターが保有する、平
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成 22年 1月から平成 27年 3月の間に既決された

脳心・精神の業務上認定事案（脳心：1,564件、精

神：1,369件の、計2,933件）及びそれら個別事案

の情報を用いて分析する。なお、精神事案は、平成

23年12月に策定された「心理的負荷による精神障

害の認定基準」に基づいて業務上と認定された事

案を分析対象としている。 

 

（倫理面での配慮） 

 本研究は、労働安全衛生総合研究所研究倫理審

査委員会にて審査され、承認を得たうえで行った

（通知番号：H3009）。労災認定事案の定量的分析に

際しては、被災労働者個人を特定できる情報が含

まれていないデータベースを用いた。他方、定性的

な個別事例の分析に際しては、個人を特定できる

一切の情報を排除して記録を整理したうえで、分

析に用いた。 

 

2. 分析方法 

 上記業務上認定事案について、性別、業種別、職

種別、発症時年代別、発症前 6 か月の時間外労働

時間数別（脳心事案。精神事案についてはこの変数

がデータベース上にないため、代わりに、「1 か月

以内に80時間以上の時間外労働を行った」の変数

を用いた。）により、全体の傾向把握を行った。 

 その上で、発症時年代、業種、職種を考慮しつつ、

特に発症前 6 か月間の時間外労働時間数が当該期

間にわたって比較的多い事例であること、また、当

該事案から被災労働者が職場において置かれてい

る職務上の立場、あるいは仕事の状況が比較的明

確な事例を選択して個別事案の分析を行い、労災

事故が発生した要因を試行的に検討した。 

 

Ｃ．研究結果 

 以下のクロス集計の結果は、割合が比較的高い

セルのみを取り上げて記述している。詳細は後掲

各表を参照。また、各事例の詳細は表 9を参照。 

１．性別（脳心・精神、表1参照） 

 業務上事案 2,933 件のうち、被災労働者が「男

性」の事案は83.1%（2,436件）、「女性」の事案は

16.9%（497件）である。また、脳心事案では、「男

性」が95.6%（1,495件）、「女性」が4.4%（69件）

である一方、精神事案では、「男性」が 68.7%（941

件）、「女性」が31.3%（428件）であった。 

 

２．発症時年代別（脳心・精神、表 2参照） 

 発症時年代は、全体では、「30代」から「50代」

が比較的高く、「30代」が22.3%（653件）、「40代」

が 30.0%（879件）、「50代」が 26.1%（766件）で

あった。男女別では、男性全体では同じ傾向だが、

女性全体では、「30歳未満」が24.5%（122件）、「30

代」が29.6%（147件）、「40代」が22.7%（113件）

であった。 

 脳心事案では、「40代」が 31.9%（499件）、「50

代」が 36.7%（574 件）と、中年層の割合が高い。

男女別で見ると、男性では同じ傾向を示すが、女性

では、「40代」が21.7%（15件）、「50代」が33.3%

（23件）、「60代」が20.3%（14件）となっている。 

 精神事案では、「30歳未満」が 21.3%（292件）、

「30代」が32.1%（439件）、「40代」が27.8%（380

件）である。男女別で見ると、男性では、「30 代」

が 32.2%（303件）、「40代」が 30.0%（282件）で

ある一方、女性では、「30 歳未満」が 27.6%（118

件）、「30代」が31.8%（136件）、「40代」が22.9%

（98件）となっている。 

 

３．業種別（脳心・精神、表 3参照） 

 業種別では、全体で、「運輸業・郵便業」が 21.0%

（617件）、「卸売業・小売業」が 14.6%（427件）、

「製造業」が 14.8%（433 件）などとなっている。

男女別では、そうした傾向に加え、男性では「建設

業」が10.3%（250件）、女性では「医療・福祉」が

28.0%（139件）と、比較的高い割合を示している。 

 脳心事案、精神事案の別、また、それぞれの男女

別で見ても、こうした傾向は概ね同様である。なお、

脳心事案の女性では、「宿泊業・飲食サービス業」

が14.5%（10件）と比較的高い割合となっている。 

 

４．職種別（脳心、精神、表 4参照） 

 職種別では、全体として、「輸送・機械運転従事

者」が17.2%（505件）、「専門的・技術的職業従事

者」が19.0%（558件）、「販売従事者」が10.9%（320

件）、「サービス職業従事者」が 10.7%（315 件）、

「事務従事者」が14.4%（423件）などとなってい

る。 

 脳心事案、精神事案の別、また、男女別で見た傾

向も概ね同様である。なお、脳心事案の男性では、

「管理的職業従事者」が 10.2%（152件）、精神事案

の男性では、「生産工程従事者」が 13.9%（131件）

と比較的高い割合となっている。 

 

５．発症時年代別・発症前時間外労働時間数（脳心、

表 5-1～5-6参照） 

 発症時年代別に見た発症前の時間外労働時間数
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の状況について、一連の表 5 からは、発症前 1 か

月ないし6か月いずれの月についても、「80時間未

満」のカテゴリの割合が高くなっている。ただし、

この「80 時間未満」のカテゴリだけを、発症前 6

か月から発症前 1 か月へと順に見ると、全体とし

て概ね割合が低下している。その分、さらに時間外

労働時間数が多いカテゴリの割合が増加している。

例えば、「120 時間以上」のカテゴリを見ると、発

症前6か月では、各年代でおよそ15%から23%弱で

あったのが、発症前 1 か月では、すべての年代で

20%を超えており、「40 代」以上の年代では、被災

労働者のおよそ25%以上、4人に1人が月120時間

以上の時間外労働を行っていたことになる。 

 

６．業種別・発症前時間外労働時間数（脳心、表 6-

1～6-6参照） 

 業種別で見ると、まず、発症前 1 か月の状況に

ついては、「120 時間以上」のカテゴリで 30%を超

えている業種が発症前 6 か月のどの月よりも多い

ことが目を惹く。サンプルサイズが大きく異なる

ものの、「宿泊業・飲食サービス業」で 38.4%（43

件）、「生活関連サービス業・娯楽業」で34.3%（12

件）、「漁業」で 63.6%（7 件）、「金融業・保険業」

で 37.5%（3 件）、「農業・林業」で 50.0%（3 件）、

「複合サービス業」で42.9%（3件）となっている。

しかも、これら業種では、中央値、平均値ともに 100

時間を超えている（ただし、「金融業・保険業」の

平均値は92.8時間である。）。また、他の業種でも、

「運輸業・郵便業」で平均値が100.6時間、「建設

業」で中央値が100.8時間、平均値が103.3時間、

「学術研究・専門技術サービス業」で平均値が

106.2時間と、発症前1か月の時間外労働時間数が

比較的多い業種が見られる。 

 また、発症前 1 か月から 6 か月の状況を順に見

ると、「宿泊業・飲食サービス業」と「漁業」では、

「120時間以上」のカテゴリですべての月で 30%を

超える割合となっていること、加えて、中央値、平

均値ともに、100時間を超える状況となっているこ

とが注目される。 

 

７．職種別・発症前時間外労働時間数（脳心、表 7-

1～7-6参照） 

 職種別では、業種別の状況に呼応するように、特

に「サービス職業従事者」と「農林漁業従事者」に

ついて、発症前6か月のいずれの月についても（た

だし、例外の月も見られる。）、「120 時間以上」カ

テゴリで30%を超えており、中央値、平均値、とも

に100時間を超えている。 

 

８．発症時年代別・業種別・職種別・1か月 80時

間以上の時間外労働の有無（精神、表 8-1～8-3参

照） 

 精神事案に係る時間外労働時間数のデータはな

いため、認定基準における具体的な出来事のうち、

「1か月に 80時間以上の時間外労働を行った」こ

との有無を用いて検討する。 

 発症時年代別では、ほとんどの事案が「該当なし」

であるが、「該当あり」の事案の傾向を見ると、「30

代」で 13.4%（59件）、「50代」で 11.5%（22件）

と、他の年代よりも比較的高い割合を示している。 

 業種別でも同様に、「該当なし」の割合が高いが、

「該当あり」の割合が高い業種としては、「運輸業・

郵便業」で15.2%（23件）、「建設業」で14.1%（13

件）、「宿泊業・飲食サービス業」で25.0%（21件）、

「生活関連サービス業・娯楽業」で34.5%（10件）、

「不動産業・物品賃貸業」で 14.7%（5件）、「複合

サービス業」で 20.0%（2 件）などとなっている。 

 職種別でも同様だが、「該当あり」の割合が比較

的高いのは、「輸送・機械運転従事者」で 18.7%（17

件）、「販売従事者」で11.0%（16件）、「サービス職

従事者」で17.2%（27件）、「管理的職業従事者」で

15.6%（14件）、「運搬・清掃・包装等従事者」で 16.3%

（7件）などとなっている。 

 

９．個別事案 

 今年度の研究では、脳心事案の10事例を検討し

た。事例の選択に当たっては、先に述べた定量的観

察の傾向を踏まえつつ、特に時間外労働時間数の

多い事例を中心に選択した。検討に当たって整理

した項目は、1) 属性・疾病、2) 仕事内容・事実関

係、3) 職場構造・職場での位置づけ、4) 勤務形態

（正規・非正規、労働時間制度）、5) 労働時間管理

の方法、6) 発症前6か月各月の時間外労働時間数、

7) 協定時間と実時間の状況、8) 過半数労組の有

無、9) 既往歴（健康診断結果）、である。取り上げ

た具体的事例については、表９を参照されたい。 

以下では各事例の概要を述べる。 

【事例1】保育士としての複数の様々な業務が一時

期に重なったこと、また、職人気質で一人で仕事を

抱え込んでいたことから、業務負荷か過重となり、

被災。なお、事業場として始業終業時刻の管理は行

われていなかった。また、36 協定は締結されてお

らず、過半数労働組合は存在していなかった。 

【事例2】災害復旧支援関連の専門技術的業務を行
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う中、非常に多い業務量の大半を一人でこなして

いたこと、人員不足、仕事上で対応漏れがあったた

めショックを受けていたこと、また、単身赴任であ

ったことから、被災。労働時間管理は月報による自

己申告で行われていた。36協定は存在していたが、

実時間は協定時間を超えていた。なお、過半数労働

組合は存在していたが、過重労働等について特段

の活動は行われていなかった。 

【事例3】医師として日常的に不規則な勤務を行っ

ていた中、災害以降、昼夜を問わず受診等業務対応

を行い、業務量が倍以上となり、過酷な労働条件と

なっていたことから、被災。なお、休憩時間は 15

分程度であった。労働時間管理は、IC カード及び

時間外勤務命令簿により行われていた。36 協定は

存在し、発症前 6 か月について、実時間は協定の

特別条項の時間内に収まっていた。過半数労働組

合は存在していない。 

【事例4】施設の管理職として総務的業務全般を担

っており、業務負荷が過重となり、被災。仕事ぶり

は真面目で責任感が強く、誠実に仕事に没頭して

いた。管理職であったため、事業場において労働時

間は管理されていなかった。なお、36 協定の届出

はなく、過半数労働組合は存在していなかった。 

【事例5】家族で経営する小売店舗の店長として店

舗運営業務全般を担っており、正月三が日を除い

て休日はなく、休憩も取っていなかったため、業務

負荷が過重となり、被災。なお、時間管理は行われ

ておらず、36協定や労働組合も存在していない。 

【事例6】フランチャイズのコンビニ店長として店

舗運営の業務全般を行う中で、発症前 3 年程度は

恒常的な時間外労働を行い、休日も確保されてい

ない状態であったことなどから、業務負荷が過重

となり、被災。労働時間管理は、事業主であったた

め行われておらず、36 協定や労働組合も存在して

いない。なお、被災者は、中小事業主の特別加入者

である。 

【事例7】係長として医療機関等への営業活動を行

っており、事業場の業務スケジュールを作成する

傍ら、自らも営業活動を行い、休みの者の代行も行

うなど、日々長時間労働であり、休日・休暇も少な

く、また、深夜・休日24時間対応のため待機する

など、勤務が不規則であったため、被災。なお、労

働時間管理は自己申告制であった。36 協定は存在

するが、実時間は協定時間を超えている。過半数労

働組合は存在していない。 

【事例8】貨物自動車の運転手として配送及び荷等

の積み下ろしを日々行っていたところ、長期間に

わたって常態的な時間外労働が生じており、業務

負荷が過重であったため、被災。明確な勤務時間制

度はなかったようであること、発症前 2 週間に 1

日を挟んで7日以上の連続勤務を行っていたこと、

勤務中に休憩時間はなく、平均15時間以上の拘束

時間のすべてが労働時間であったと評価されてい

る。なお、労働時間の管理はデジタルタコグラフに

よって行われていた。36 協定は存在するが、実時

間は協定時間を超えていた。過半数労働組合は存

在しない。 

【事例9】総支配人（従業員兼務役員）としてホテ

ルの管理運営業務全般を担っており、あまり休日

を取っていなかった中、恒常的な長時間労働によ

り、被災。兼務役員であったため、所定労働時間と

所定休日の定めがない勤務であった。また、兼務役

員のため、日々の出退勤管理は行われていなかっ

た。36 協定は存在するが、兼務役員のため不適用

とされていたようである。過半数労働組合は存在

しない。 

【事例 10】課長級の嘱託職員として下請け作業員

が製造した物品の納品前検査業務を行っていたと

ころ、下請け作業の状況に合わせて検査業務を行

うため、状態的な時間外労働（長時間労働）が生じ

ていたため、被災。背景に人手不足があった。労働

時間管理は自己申告のみで、勤務先は一切管理し

ていなかった。36 協定は存在し、実時間は協定時

間の範囲内であったものの、年間の限度回数を超

えていた。過半数労働組合はない。 

 

Ｄ．考察 

１．定量的観察 

 性別（表1参照）については、脳心事案では男性

の割合が非常に高い。また、精神事案では、反対に、

女性の割合が男性の半分ほどにまで高くなってい

る。脳心事案と精神事案とで男女の割合が大きく

異なることについて、男女の職域の問題とともに、

職場や仕事の状況が、脳心事案、精神事案のそれぞ

れについて被災とどのように関係するのか、性別

を軸に考察していく必要があるように思われる。 

 なおその際、発症時年齢別（表 2 参照）で見た

時、脳心事案では「40代」から「60代」の、精神

事案では、「30歳未満」から「40代」の割合が比較

的高いことから、考察の対象をこれら年代に絞る

ことが必要であろう。 

 業種別（表 3 参照）については、脳心事案では

「運輸業・郵便業」、「卸売業・小売業」、「製造業」、

「建設業」、「宿泊業・飲食サービス業」、「医療・福
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祉」の、精神事案では、「運輸業・郵便業」、「卸売

業・小売業」、「製造業」、「医療・福祉」の割合が高

いことから、重点的な検討対象とされる必要があ

ると考えられる。 

 職種別（表4参照）では、脳心事案では、「輸送・

機械運転従事者」、「専門的・技術的職業従事者」、

「販売従事者」、「サービス職業従事者」、「管理的職

業従事者」、「事務従事者」の、精神事案では、「専

門的・技術的職業従事者」、「販売従事者」、「サービ

ス職業従事者」、「事務従事者」、「生産工程従事者」

の割合が高いことから、今後の検討対象とされる

必要があろう。 

 脳心事案について、業種別に見た時間外労働時

間との関係では（表6-1～6-6参照）、とりわけ「宿

泊業・飲食サービス業」の「120時間以上」の時間

外労働時間の割合が高いことから、検討の際は注

目しておく必要があろう（「漁業」等他の業種の状

況を等閑視する意図ではない。）。また、職種別に見

た時間外労働時間数との関係では（表 7-1～7-6参

照）、「サービス職業従事者」について「120時間以

上」の割合が高いことから、当該職種に注意を払っ

て検討する必要があろう。 

なお、発症年代別と時間外労働時間数との関係

では（表 5-1～表 5-6参照）、先に述べたように、

すべての年代で、発症前 6か月よりも発症直前の1

か月の方が「120時間以上」の割合が増加している

ことから、すべての年代について、発症前の半年間

の職場や仕事の状況の経過を慎重に検討し、どの

ようにして業務の過重な負荷が生じたのか、その

メカニズムを解明することの必要性を想起させよ

う。 

 精神事案については、「月 80 時間以上の時間外

労働を行った」の出現率が低いのだが、それでもな

お、「30代」と「50代」の出現率が相対的に高いこ

とが観察され（表 8-1参照）、業種別では（表 8-2

参照）、「運輸業・郵便業」、「建設業」、「宿泊業・飲

食サービス業」、「生活関連サービス業・娯楽業」、

「不動産・物品賃貸業」、「複合サービス事業」の割

合が高く、職種別では（表 8-3参照）、「輸送・機械

運転従事者」、「専門的・技術的職業従事者」、「サー

ビス職業従事者」、「管理的職業従事者」、「運搬・清

掃・包装等従事者」の割合が高いことから、これら

年代、業種、職種についての検討が特に必要である

ように思われる。 

なお、精神事案については、過労死等防止調査研

究センターが保有する情報における精神事案各事

案の時間外労働時間数をデータベース化し、詳細

な検討に供する必要があると思われる。 

 

２．定性的観察 

いずれの事例も業務の過重負荷が評価されて業

務上認定がなされているのであるが、過重負荷を

評価する視点は事例間でやや異なるように思われ

る。同時に、過労死等発生の背景要因として、以下

のことを指摘できるであろう。 

第一に、時間外労働時間数の多さに注目すると、

事例2, 4, 5, 6, 7, 8, 9, 10は時間外労働時間

数がかなり長く、これが過重負荷に寄与したと考

えられる。一方、事例 1, 3は、（あくまでも他の事

例との比較という意味においてであるが、）取り立

てて長い時間外労働を行っているわけではないと

いえそうである。かえって、事例 1については、一

時期の業務の集中とともに、被災者本人が職人気

質であり、一人で仕事を抱え込む性質があったこ

とが寄与しているとも考えられる。また、事例 3に

ついては、業務対応が従前の2倍になり、かつ、日

常的に不規則な勤務をしていたことが寄与してい

るように思われる。 

第二に、職場（構造)における被災者の位置づけ

である。リーダーの立場（事例 1）、専門家（事例

2）、医師（事例3）、副施設長（事例4）、店長（事

例5, 6）、係長（事例7）、総支配人（事例9）、課

長級（事例10）、といった職場における位置づけ・

立場が、その職責という職位の質的側面と、その立

場におかれる者の業務の広範さという業務の量的

増大とが相まって、過重な業務負荷をもたらして

いるのではないかと推察される。 

第三に、被災者の性質・性格である。この点は第

一の点でも触れたが、職人気質で仕事を一人で抱

え込むタイプ（事例 1）、真面目で責任感が強く誠

実（事例 4）、といったことが過労死等に寄与して

いる面もあるのではないかと考えられる。 

第四に、日々の勤務時間の管理である。事例 3, 

4, 8を除き、日々の労働時間管理、出退勤管理が

なされていないか、自己申告に拠っている。まして

や、事例3, 4, 8において客観的な記録媒体によ

って労働時間管理がなされていても過労死等が発

生していることを考えれば、出退勤管理がなされ

ていない事例は言わずもがな、自己申告による労

働時間管理は、こと過労死等発生事案に関しては、

方策の一つとして有益とは言えないと評価しうる

可能性がある。この点は、今後事例を検討していく

上で慎重に判断していく必要があろう。また、客観

的記録の意義ある実務的活用も考えていく必要が
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あろう。 

第五に、36 協定の有無、実時間と協定時間の乖

離である。36 協定がない事例は論外として（事例 

1, 4。ただし、事例5, 6は自営業的働き方のため、

評価は避ける。）、36 協定が存在する事例（7, 8, 

10）については、そもそも36協定において時間外

労働の上限を定めること自体が意味をなしていな

い。実労働時間が協定時間を超えるなどしている

ためである。なお、36 協定が不適用と思われる事

例（事例9）については、兼務従業員であるゆえに、

割増賃金の支払とは全く別に、健康の維持・確保の

ために実労働時間の把握が適切に行われるべきで

あったと考えられる。いずれにしても、36 協定の

規定内容とその実効性が、過労死予防において重

要な役割を果たすように思われる。すると、今後の

検討においては、36 協定の有無や規定内容が過労

死等の発生にどのように寄与しているかが検討さ

れる必要があろう。 

なお、労組の有無については、事例 2 において

労組の存在が認められる。労働組合は、労働時間と

賃金という組合員たる労働者の極めて重要な労働

条件の維持・向上の活動にこそ、その存在意義を形

成してきたのであって、この観点から言えば、事例

2における労組は、労災事故発生という点から見れ

ばその活動について疑問なしとしない。事業主に

おける過重労働防止とともに、労組が果たすべき

役割が適切に認識され、実行されるべき事例と言

えるであろう。 

 

Ｅ．結論 

 定量的検討からは、発症時年代別、業種別、職種

別で特に検討すべきと思われるカテゴリが示され

た。今後の調査研究においては、それらカテゴリに

ついて傾注してより子細に調査分析すべきことが

示唆される。また、今回の調査結果からは、政策・

施策を検討するに際し、発症時年代別、業種別、職

種別の傾向に留意することが、効果的な対策につ

ながりうると考えられる。 

 定性的検討からは、①時間外労働（長時間労働）

の削減とともに、不規則な勤務形態の是正を企図

した工夫を検討すること、②職場における職位・職

責に伴う過重労働を軽減する方策を検討すること、

③労働者本人の性格や気質を考慮した日常的な労

務管理上の工夫の検討を行うこと、④日々の勤務

時間管理の方法について、客観的な記録方法の導

入・利用を促進し、また、日々の労働時間や休日労

働など実態をよく反映しうる自己申告制の在り方

を検討すること、⑤36 協定における協定時間と実

労働時間との乖離を小さくする方策を検討すると

ともに、36 協定の実効性を高める工夫を検討する

こと、が示唆されよう。 

なお、企業実務的、政策的課題ではないが、労働

組合自身も、長時間労働の抑制や過重労働の防止

に向けた取組みを強化することが求められている

といえるであろう。 

 
Ｆ．健康危険情報 
なし 

 
Ｇ．研究発表 
1．論文発表 
なし 

2．学会発表 
なし 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 
1．特許取得 
なし 

2．実用新案登録 
なし 

3．その他 
なし 
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表1　性別（脳心・精神）

% (N) % (N) % (N)
男性 83. 1% (2436) 95. 6% (1495) 68. 7% (941)

女性 16. 9% (497) 4. 4% (69) 31. 3% (428)

合計 100% (2933) 100% (1564) 100% (1369)

表2　発症時年代別（脳心・精神）

% (N) % (N) % (N) % (N) % (N) % (N) % (N) % (N) % (N)
30歳未満 11. 5% (338) 8. 9% (216) 24. 5% (122) 2. 9% (46) 2. 8% (42) 5. 8% (4) 21. 3% (292) 18. 5% (174) 27. 6% (118)

30代 22. 3% (653) 20. 8% (506) 29. 6% (147) 13. 7% (214) 13. 6% (203) 15. 9% (11) 32. 1% (439) 32. 2% (303) 31. 8% (136)

40代 30. 0% (879) 31. 4% (766) 22. 7% (113) 31. 9% (499) 32. 4% (484) 21. 7% (15) 27. 8% (380) 30. 0% (282) 22. 9% (98)

50代 26. 1% (766) 28. 3% (690) 15. 3% (76) 36. 7% (574) 36. 9% (551) 33. 3% (23) 14. 0% (192) 14. 8% (139) 12. 4% (53)

60代 8. 9% (260) 9. 4% (230) 6. 0% (30) 13. 4% (210) 13. 1% (196) 20. 3% (14) 3. 7% (50) 3. 6% (34) 3. 7% (16)

70歳以上 1. 0% (28) 1. 1% (26) 0. 4% (2) 1. 3% (21) 1. 3% (19) 2. 9% (2) 0. 5% (7) 0. 7% (7) 0. 0% (0)

不明 0. 3% (9) 0. 1% (2) 1. 4% (7) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 0. 7% (9) 0. 2% (2) 1. 6% (7)

合計 100% (2933) 100% (2436) 100% (497) 100% (1564) 100% (1495) 100% (69) 100% (1369) 100% (941) 100% (428)

合計 脳心 精神

脳心 精神全体
合計 合計男性 女性 男性 女性合計 男性 女性
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表3　業種別（脳心・精神）

% ( N) % ( N) % ( N) % ( N) % ( N) % ( N) % ( N) % ( N) % ( N)
運輸業・郵便業 21. 0% ( 617) 24. 0% ( 584) 6. 6% ( 33) 29. 8% ( 466) 30. 8% ( 460) 8. 7% ( 6) 11. 0% ( 151) 13. 2% (124) 6. 3% ( 27)

卸売業・小売業 14. 6% ( 427) 14. 6% ( 356) 14. 3% ( 71) 14. 6% ( 229) 14. 4% ( 215) 20. 3% ( 14) 14. 5% ( 198) 15. 0% (141) 13. 3% ( 57)

製造業 14. 8% ( 433) 15. 6% ( 379) 10. 9% ( 54) 12. 3% ( 192) 12. 4% ( 185) 10. 1% ( 7) 17. 6% ( 241) 20. 6% (194) 11. 0% ( 47)

建設業 8. 7% ( 256) 10. 3% ( 250) 1. 2% ( 6) 10. 5% ( 164) 11. 0% ( 164) 0. 0% ( 0) 6. 7% ( 92) 9. 1% ( 86) 1. 4% ( 6)

サービス業（他に分類されないもの） 8. 0% ( 234) 8. 0% ( 196) 7. 6% ( 38) 7. 9% ( 124) 8. 0% ( 120) 5. 8% ( 4) 8. 0% ( 110) 8. 1% ( 76) 7. 9% ( 34)

宿泊業・飲食サービス業 6. 8% ( 199) 6. 5% ( 159) 8. 0% ( 40) 7. 4% ( 115) 7. 0% ( 105) 14. 5% ( 10) 6. 1% ( 84) 5. 7% ( 54) 7. 0% ( 30)

情報通信業 4. 9% ( 143) 4. 9% ( 119) 4. 8% ( 24) 3. 3% ( 51) 3. 1% ( 46) 7. 2% ( 5) 6. 7% ( 92) 7. 8% ( 73) 4. 4% ( 19)

医療・福祉 7. 2% ( 210) 2. 9% ( 71) 28. 0% ( 139) 3. 1% ( 49) 2. 5% ( 38) 15. 9% ( 11) 11. 8% ( 161) 3. 5% ( 33) 29. 9% ( 128)

学術研究・専門技術サービス業 3. 7% ( 109) 3. 8% ( 93) 3. 2% ( 16) 3. 0% ( 47) 2. 9% ( 44) 4. 3% ( 3) 4. 5% ( 62) 5. 2% ( 49) 3. 0% ( 13)

生活関連サービス業・娯楽業 2. 2% ( 64) 2. 0% ( 49) 3. 0% ( 15) 2. 2% ( 35) 2. 1% ( 31) 5. 8% ( 4) 2. 1% ( 29) 1. 9% ( 18) 2. 6% ( 11)

不動産業・物品賃貸業 2. 1% ( 62) 2. 2% ( 53) 1. 8% ( 9) 1. 8% ( 28) 1. 9% ( 28) 0. 0% ( 0) 2. 5% ( 34) 2. 7% ( 25) 2. 1% ( 9)

教育・学習支援業 2. 1% ( 62) 1. 8% ( 43) 3. 8% ( 19) 1. 6% ( 25) 1. 5% ( 23) 2. 9% ( 2) 2. 7% ( 37) 2. 1% ( 20) 4. 0% ( 17)

漁業 0. 6% ( 19) 0. 8% ( 19) 0. 0% ( 0) 0. 9% ( 14) 0. 9% ( 14) 0. 0% ( 0) 0. 4% ( 5) 0. 5% ( 5) 0. 0% ( 0)

金融業・保険業 1. 5% ( 45) 1. 1% ( 28) 3. 4% ( 17) 0. 6% ( 10) 0. 6% ( 9) 1. 4% ( 1) 2. 6% ( 35) 2. 0% ( 19) 3. 7% ( 16)

農業・林業 0. 6% ( 19) 0. 7% ( 16) 0. 6% ( 3) 0. 4% ( 7) 0. 4% ( 6) 1. 4% ( 1) 0. 9% ( 12) 1. 1% ( 10) 0. 5% ( 2)

複合サービス事業 0. 6% ( 17) 0. 5% ( 12) 1. 0% ( 5) 0. 4% ( 7) 0. 4% ( 6) 1. 4% ( 1) 0. 7% ( 10) 0. 6% ( 6) 0. 9% ( 4)

電気・ガス・熱供給・水道業 0. 2% ( 7) 0. 2% ( 6) 0. 2% ( 1) 0. 1% ( 1) 0. 1% ( 1) 0. 0% ( 0) 0. 4% ( 6) 0. 5% ( 5) 0. 2% ( 1)

鉱業・採石業・砂利採取業 0. 1% ( 2) 0. 1% ( 2) 0. 0% ( 0) 0. 0% ( 0) 0. 0% ( 0) 0. 0% ( 0) 0. 1% ( 2) 0. 2% ( 2) 0. 0% ( 0)

公務（他に分類されるものを除く） 0. 0% ( 1) 0. 0% ( 0) 0. 2% ( 1) 0. 0% ( 0) 0. 0% ( 0) 0. 0% ( 0) 0. 1% ( 1) 0. 0% ( 0) 0. 2% ( 1)

不明 0. 2% ( 7) 0. 0% ( 1) 1. 2% ( 6) 0. 0% ( 0) 0. 0% ( 0) 0. 0% ( 0) 0. 5% ( 7) 0. 1% ( 1) 1. 4% ( 6)

合計 100. 0% ( 2933) 100. 0% (2436) 100. 0% ( 497) 100% 1564 100% 1495 100% ( 69) 100. 0% 1369 100. 0% 941 100. 0% ( 428)

全体 脳心 精神

合計 合計 合計男性 女性 男性 女性 男性 女性
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表4　職種別（脳心・精神）

% ( N) % ( N) % ( N) % ( N) % ( N) % ( N) % ( N) % ( N) % ( N)

輸送・機械運転従事者 17. 2% ( 505) 20. 3% ( 494) 2. 2% ( 11) 26. 5% ( 414) 27. 6% ( 412) 2. 9% ( 2) 6. 6% ( 91) 8. 7% ( 82) 2. 1% ( 9)

専門的・技術的職業従事者 19. 0% ( 558) 17. 4% ( 423) 27. 2% ( 135) 14. 7% ( 230) 14. 4% ( 215) 21. 7% ( 15) 24. 0% ( 328) 22. 1% 208 28. 0% ( 120)

販売従事者 10. 9% ( 320) 10. 5% ( 256) 12. 9% ( 64) 11. 1% ( 174) 10. 8% ( 161) 18. 8% ( 13) 10. 7% ( 146) 10. 1% ( 95) 11. 9% ( 51)

サービス職業従事者 10. 7% ( 315) 9. 2% ( 224) 18. 3% ( 91) 10. 1% ( 158) 9. 6% ( 143) 21. 7% ( 15) 11. 5% ( 157) 8. 6% ( 81) 17. 8% ( 76)

管理的職業従事者 8. 4% ( 245) 9. 6% ( 234) 2. 2% ( 11) 9. 9% ( 155) 10. 2% ( 152) 4. 3% ( 3) 6. 6% ( 90) 8. 7% ( 82) 1. 9% ( 8)

事務従事者 14. 4% ( 423) 11. 9% ( 291) 26. 6% ( 132) 9. 3% ( 145) 8. 8% ( 131) 20. 3% ( 14) 20. 3% ( 278) 17. 0% 160 27. 6% ( 118)

生産工程従事者 8. 2% ( 240) 8. 7% ( 213) 5. 4% ( 27) 5. 6% ( 87) 5. 5% ( 82) 7. 2% ( 5) 11. 2% ( 153) 13. 9% 131 5. 1% ( 22)

建設・採掘従事者 4. 2% ( 123) 5. 0% ( 122) 0. 2% ( 1) 4. 7% ( 73) 4. 9% ( 73) 0. 0% ( 0) 3. 7% ( 50) 5. 2% ( 49) 0. 2% ( 1)

保安職業従事者 1. 8% ( 54) 2. 1% ( 52) 0. 4% ( 2) 2. 7% ( 42) 2. 8% ( 42) 0. 0% ( 0) 0. 9% ( 12) 1. 1% ( 10) 0. 5% ( 2)

運搬・清掃・包装等従事者 2. 7% ( 79) 2. 7% ( 65) 2. 8% ( 14) 2. 3% ( 36) 2. 4% ( 36) 0. 0% ( 0) 3. 1% ( 43) 3. 1% ( 29) 3. 3% ( 14)

農林漁業従事者 1. 2% ( 35) 1. 4% ( 33) 0. 4% ( 2) 1. 3% ( 21) 1. 3% ( 20) 1. 4% ( 1) 1. 0% ( 14) 1. 4% ( 13) 0. 2% ( 1)

運輸・通信従事者 0. 6% ( 19) 0. 8% ( 19) 0. 0% ( 0) 1. 2% ( 19) 1. 3% ( 19) 0. 0% ( 0) 0. 0% ( 0) 0. 0% ( 0) 0. 0% ( 0)

生産工程・労務作業者
（Ⅰ－１　製造・制作作業者） 0. 2% ( 5) 0. 2% ( 5) 0. 0% ( 0) 0. 3% ( 5) 0. 3% ( 5) 0. 0% ( 0) 0. 0% ( 0) 0. 0% ( 0) 0. 0% ( 0)

生産工程・労務作業者
（Ⅰ－３　採掘・建設・労務作業者） 0. 2% ( 5) 0. 2% ( 4) 0. 2% ( 1) 0. 3% ( 5) 0. 3% ( 4) 1. 4% ( 1) 0. 0% ( 0) 0. 0% ( 0) 0. 0% ( 0)

不明 0. 2% ( 7) 0. 0% ( 1) 1. 2% ( 6) 0. 0% ( 0) 0. 0% ( 0) 0. 0% ( 0) 0. 5% ( 7) 0. 1% ( 1) 1. 4% ( 6)

合計 100. 0% ( 2933) 100. 0% (2436) 100. 0% ( 497) 100% 1564 100% 1495 100% ( 69) 100. 0% 1369 100. 0% 941 100. 0% ( 428)

全体 脳心 精神

合計 合計 合計
男性 女性 男性 女性 男性 女性
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表5- 1　発症時年代別、「発症前1か月の時間外労働時間数」（脳心）

中央値 平均値
% (N) % (N) % (N) % (N) % (N) （時間） （時間）

30歳未満 20. 0% (9) 31. 1% (14) 26. 7% (12) 22. 2% (10) 100. 0% (45) 98. 4 107. 6
30代 32. 4% (68) 21. 9% (46) 24. 3% (51) 21. 4% (45) 100. 0% (210) 96. 0 99. 1
40代 29. 5% (143) 27. 1% (131) 18. 8% (91) 24. 6% (119) 100. 0% (484) 94. 9 99. 6
50代 31. 7% (178) 22. 1% (124) 20. 3% (114) 25. 8% (145) 100. 0% (561) 95. 4 100. 9
60代 34. 5% (68) 20. 8% (41) 16. 2% (32) 28. 4% (56) 100. 0% (197) 95. 5 96. 1
70歳以上 37. 5% (6) 25. 0% (4) 12. 5% (2) 25. 0% (4) 100. 0% (16) 88. 3 87. 3
合計 31% (472) 24% (360) 20% (302) 25% (379) 100% (1513) 95. 3 99. 6

表5- 2　発症時年代別、「発症前2か月の時間外労働時間数」（脳心）

中央値 平均値
% (N) % (N) % (N) % (N) % (N) （時間） （時間）

30歳未満 32. 5% (13) 37. 5% (15) 12. 5% (5) 17. 5% (7) 100. 0% (40) 89. 5 96. 6
30代 33. 7% (60) 28. 1% (50) 16. 9% (30) 21. 3% (38) 100. 0% (178) 91. 6 94. 8
40代 34. 8% (150) 25. 8% (111) 15. 5% (67) 23. 9% (103) 100. 0% (431) 90. 6 96. 8
50代 32. 6% (164) 27. 0% (136) 17. 7% (89) 22. 7% (114) 100. 0% (503) 91. 9 95. 6
60代 36. 2% (64) 24. 3% (43) 12. 4% (22) 27. 1% (48) 100. 0% (177) 89. 0 91. 6
70歳以上 60. 0% (9) 13. 3% (2) 13. 3% (2) 13. 3% (2) 100. 0% (15) 76. 9 73. 9
合計 34% (460) 27% (357) 16% (215) 23% (312) 100% (1344) 91. 0 95. 2

80時間未満 80-100時間未満 100-120時間未満 120時間以上 合計

80時間未満 80-100時間未満 100-120時間未満 120時間以上 合計



 

 
 

159 

 

 
 
  

表5- 3　発症時年代別、「発症前3か月の時間外労働時間数」（脳心）

中央値 平均値
% (N) % (N) % (N) % (N) % (N) （時間） （時間）

30歳未満 36. 1% (13) 30. 6% (11) 19. 4% (7) 13. 9% (5) 100. 0% (36) 86. 9 91. 0
30代 36. 4% (60) 28. 5% (47) 16. 4% (27) 18. 8% (31) 100. 0% (165) 91. 0 90. 0
40代 36. 3% (145) 26. 0% (104) 16. 0% (64) 21. 8% (87) 100. 0% (400) 88. 3 93. 4
50代 34. 8% (161) 24. 8% (115) 18. 4% (85) 22. 0% (102) 100. 0% (463) 92. 7 95. 2
60代 43. 2% (70) 16. 7% (27) 15. 4% (25) 24. 7% (40) 100. 0% (162) 88. 6 88. 9
70歳以上 42. 9% (6) 42. 9% (6) 7. 1% (1) 7. 1% (1) 100. 0% (14) 83. 2 67. 7
合計 37% (455) 25% (310) 17% (209) 22% (266) 100% (1240) 90. 7 92. 6

表5- 4　発症時年代別、「発症前4か月の時間外労働時間数」（脳心）

中央値 平均値
% (N) % (N) % (N) % (N) % (N) （時間） （時間）

30歳未満 42. 9% (15) 22. 9% (8) 20. 0% (7) 14. 3% (5) 100. 0% (35) 84. 2 92. 9
30代 40. 9% (65) 24. 5% (39) 15. 7% (25) 18. 9% (30) 100. 0% (159) 88. 0 90. 3
40代 38. 8% (150) 24. 5% (95) 16. 8% (65) 19. 9% (77) 100. 0% (387) 88. 5 90. 5
50代 38. 7% (176) 22. 2% (101) 14. 7% (67) 24. 4% (111) 100. 0% (455) 92. 0 93. 9
60代 42. 1% (67) 18. 2% (29) 15. 1% (24) 24. 5% (39) 100. 0% (159) 91. 0 85. 2
70歳以上 53. 8% (7) 7. 7% (1) 23. 1% (3) 15. 4% (2) 100. 0% (13) 71. 5 74. 2
合計 40% (480) 23% (273) 16% (191) 22% (264) 100% (1208) 89. 5 90. 9

80時間未満 80-100時間未満 100-120時間未満 120時間以上 合計

80時間未満 80-100時間未満 100-120時間未満 120時間以上 合計
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表5- 5　発症時年代別、「発症前5か月の時間外労働時間数」（脳心）

中央値 平均値
% (N) % (N) % (N) % (N) % (N) （時間） （時間）

30歳未満 42. 9% (15) 20. 0% (7) 5. 7% (2) 31. 4% (11) 100. 0% (35) 88. 0 92. 7
30代 40. 9% (63) 24. 0% (37) 18. 2% (28) 16. 9% (26) 100. 0% (154) 87. 8 87. 9
40代 45. 1% (169) 22. 4% (84) 13. 9% (52) 18. 7% (70) 100. 0% (375) 84. 2 87. 4
50代 40. 4% (179) 22. 8% (101) 16. 7% (74) 20. 1% (89) 100. 0% (443) 89. 3 92. 2
60代 53. 8% (84) 10. 9% (17) 11. 5% (18) 23. 7% (37) 100. 0% (156) 77. 3 82. 1
70歳以上 46. 2% (6) 30. 8% (4) 7. 7% (1) 15. 4% (2) 100. 0% (13) 83. 0 71. 0
合計 44% (516) 21% (250) 15% (175) 20% (235) 100% (1176) 86. 5 88. 6

表5- 6　発症時年代別、「発症前6か月の時間外労働時間数」（脳心）

中央値 平均値
% (N) % (N) % (N) % (N) % (N) （時間） （時間）

30歳未満 48. 6% (17) 5. 7% (2) 22. 9% (8) 22. 9% (8) 100. 0% (35) 97. 0 91. 5
30代 41. 4% (63) 26. 3% (40) 17. 1% (26) 15. 1% (23) 100. 0% (152) 88. 1 85. 0
40代 45. 4% (168) 23. 0% (85) 14. 3% (53) 17. 3% (64) 100. 0% (370) 83. 6 84. 2
50代 40. 5% (177) 24. 5% (107) 13. 5% (59) 21. 5% (94) 100. 0% (437) 86. 2 90. 6
60代 51. 6% (80) 16. 8% (26) 9. 0% (14) 22. 6% (35) 100. 0% (155) 78. 7 81. 8
70歳以上 53. 8% (7) 30. 8% (4) 0. 0% (0) 15. 4% (2) 100. 0% (13) 78. 8 66. 1
合計 44% (512) 23% (264) 14% (160) 19% (226) 100% (1162) 85. 1 86. 4

80時間未満 80-100時間未満 100-120時間未満 120時間以上 合計

80時間未満 80-100時間未満 100-120時間未満 120時間以上 合計
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表6- 1　業種別、「発症前1か月の時間外労働時間数」（脳心）

中央値 平均値
% (N) % (N) % (N) % (N) % (N) （時間） （時間）

運輸業・郵便業 32. 3% (148) 21. 2% (97) 21. 2% (97) 25. 3% (116) 100. 0% (458) 94. 8 100. 6
卸売業・小売業 32. 1% (72) 26. 8% (60) 17. 4% (39) 23. 7% (53) 100. 0% (224) 92. 5 96. 6
製造業 36. 6% (68) 24. 7% (46) 18. 8% (35) 19. 9% (37) 100. 0% (186) 88. 3 92. 3
建設業 23. 7% (36) 25. 7% (39) 24. 3% (37) 26. 3% (40) 100. 0% (152) 100. 8 103. 3
サービス業（他に分類されないもの） 37. 3% (44) 25. 4% (30) 13. 6% (16) 23. 7% (28) 100. 0% (118) 89. 3 95. 4
宿泊業・飲食サービス業 21. 4% (24) 20. 5% (23) 19. 6% (22) 38. 4% (43) 100. 0% (112) 105. 0 115. 8
情報通信業 37. 3% (19) 25. 5% (13) 29. 4% (15) 7. 8% (4) 100. 0% (51) 89. 9 89. 6
医療・福祉 41. 7% (20) 33. 3% (16) 8. 3% (4) 16. 7% (8) 100. 0% (48) 85. 0 83. 5
学術研究・専門技術サービス業 24. 4% (11) 31. 1% (14) 20. 0% (9) 24. 4% (11) 100. 0% (45) 99. 6 106. 2
生活関連サービス業・娯楽業 22. 9% (8) 14. 3% (5) 28. 6% (10) 34. 3% (12) 100. 0% (35) 103. 5 107. 5
不動産業・物品賃貸業 29. 6% (8) 29. 6% (8) 14. 8% (4) 25. 9% (7) 100. 0% (27) 94. 7 98. 6
教育・学習支援業 20. 8% (5) 33. 3% (8) 29. 2% (7) 16. 7% (4) 100. 0% (24) 98. 4 94. 6
漁業 27. 3% (3) 0. 0% (0) 9. 1% (1) 63. 6% (7) 100. 0% (11) 136. 0 132. 3
金融業・保険業 37. 5% (3) 0. 0% (0) 25. 0% (2) 37. 5% (3) 100. 0% (8) 106. 4 92. 8
農業・林業 16. 7% (1) 0. 0% (0) 33. 3% (2) 50. 0% (3) 100. 0% (6) 125. 5 129. 9
複合サービス事業 14. 3% (1) 14. 3% (1) 28. 6% (2) 42. 9% (3) 100. 0% (7) 114. 0 122. 5
電気・ガス・熱供給・水道業 100. 0% (1) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 100. 0% (1) 58. 0 58. 0

合計 31. 2% (472) 23. 8% (360) 20. 0% (302) 25. 0% (379) 100. 0% (1513) 95. 3 99. 6

80時間未満 80-100時間未満 100-120時間未満 120時間以上 合計
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表6- 2　業種別、「発症前2か月の時間外労働時間数」（脳心）

中央値 平均値
% (N) % (N) % (N) % (N) % (N) （時間） （時間）

運輸業・郵便業 30. 6% (125) 24. 3% (99) 18. 1% (74) 27. 0% (110) 100. 0% (408) 96. 0 99. 5
卸売業・小売業 34. 3% (70) 29. 9% (61) 13. 2% (27) 22. 5% (46) 100. 0% (204) 89. 5 92. 9
製造業 37. 8% (65) 26. 2% (45) 16. 9% (29) 19. 2% (33) 100. 0% (172) 87. 9 92. 0
建設業 33. 9% (42) 30. 6% (38) 16. 9% (21) 18. 5% (23) 100. 0% (124) 89. 5 91. 9
サービス業（他に分類されないもの） 44. 3% (47) 29. 2% (31) 10. 4% (11) 16. 0% (17) 100. 0% (106) 82. 7 81. 3
宿泊業・飲食サービス業 21. 6% (22) 21. 6% (22) 21. 6% (22) 35. 3% (36) 100. 0% (102) 104. 4 111. 8
情報通信業 30. 4% (14) 34. 8% (16) 10. 9% (5) 23. 9% (11) 100. 0% (46) 94. 2 97. 3
医療・福祉 50. 0% (23) 28. 3% (13) 6. 5% (3) 15. 2% (7) 100. 0% (46) 80. 5 81. 8
学術研究・専門技術サービス業 42. 1% (16) 15. 8% (6) 13. 2% (5) 28. 9% (11) 100. 0% (38) 91. 2 97. 3
生活関連サービス業・娯楽業 20. 7% (6) 41. 4% (12) 20. 7% (6) 17. 2% (5) 100. 0% (29) 97. 3 97. 0
不動産業・物品賃貸業 42. 9% (9) 28. 6% (6) 28. 6% (6) 0. 0% (0) 100. 0% (21) 86. 5 77. 4
教育・学習支援業 57. 1% (12) 19. 0% (4) 14. 3% (3) 9. 5% (2) 100. 0% (21) 69. 0 78. 6
漁業 14. 3% (1) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 85. 7% (6) 100. 0% (7) 177. 6 186. 7
金融業・保険業 50. 0% (3) 16. 7% (1) 0. 0% (0) 33. 3% (2) 100. 0% (6) 77. 6 82. 4
農業・林業 50. 0% (3) 16. 7% (1) 16. 7% (1) 16. 7% (1) 100. 0% (6) 88. 5 88. 4
複合サービス事業 14. 3% (1) 28. 6% (2) 28. 6% (2) 28. 6% (2) 100. 0% (7) 111. 5 96. 9
電気・ガス・熱供給・水道業 100. 0% (1) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 100. 0% (1) 52. 1 52. 1

合計 34. 2% (460) 26. 6% (357) 16. 0% (215) 23. 2% (312) 100. 0% (1344) 91. 0 95. 2

80時間未満 80-100時間未満 100-120時間未満 120時間以上 合計
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表6- 3　業種別、「発症前3か月の時間外労働時間数」（脳心）

中央値 平均値
% (N) % (N) % (N) % (N) % (N) （時間） （時間）

運輸業・郵便業 31. 9% (119) 23. 6% (88) 19. 6% (73) 24. 9% (93) 100. 0% (373) 94. 0 98. 4
卸売業・小売業 33. 3% (64) 30. 7% (59) 16. 7% (32) 19. 3% (37) 100. 0% (192) 90. 9 93. 0
製造業 46. 0% (75) 26. 4% (43) 13. 5% (22) 14. 1% (23) 100. 0% (163) 83. 7 85. 3
建設業 48. 2% (55) 18. 4% (21) 15. 8% (18) 17. 5% (20) 100. 0% (114) 82. 2 85. 8
サービス業（他に分類されないもの） 38. 4% (38) 30. 3% (30) 14. 1% (14) 17. 2% (17) 100. 0% (99) 87. 2 83. 9
宿泊業・飲食サービス業 16. 8% (16) 28. 4% (27) 18. 9% (18) 35. 8% (34) 100. 0% (95) 102. 4 111. 1
情報通信業 37. 5% (15) 27. 5% (11) 12. 5% (5) 22. 5% (9) 100. 0% (40) 85. 9 89. 8
医療・福祉 45. 5% (20) 22. 7% (10) 15. 9% (7) 15. 9% (7) 100. 0% (44) 84. 4 80. 1
学術研究・・専門技術サービス業 46. 7% (14) 20. 0% (6) 13. 3% (4) 20. 0% (6) 100. 0% (30) 82. 0 80. 9
生活関連サービス業・娯楽業 34. 6% (9) 11. 5% (3) 30. 8% (8) 23. 1% (6) 100. 0% (26) 101. 7 91. 0
不動産業・物品賃貸業 61. 1% (11) 22. 2% (4) 5. 6% (1) 11. 1% (2) 100. 0% (18) 71. 4 76. 0
教育・学習支援業 45. 0% (9) 20. 0% (4) 20. 0% (4) 15. 0% (3) 100. 0% (20) 85. 8 87. 8
漁業 0. 0% (0) 0. 0% (0) 16. 7% (1) 83. 3% (5) 100. 0% (6) 176. 7 184. 2
金融業・保険業 50. 0% (3) 16. 7% (1) 16. 7% (1) 16. 7% (1) 100. 0% (6) 81. 9 83. 2
農業・林業 66. 7% (4) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 33. 3% (2) 100. 0% (6) 52. 2 75. 7
複合サービス事業 42. 9% (3) 28. 6% (2) 14. 3% (1) 14. 3% (1) 100. 0% (7) 88. 0 88. 0
電気・ガス・熱供給・水道業 0. 0% (0) 100. 0% (1) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 100. 0% (1) 93. 9 93. 9

合計 36. 7% (455) 25. 0% (310) 16. 9% (209) 21. 5% (266) 100. 0% (1240) 90. 7 92. 6

80時間未満 80-100時間未満 100-120時間未満 120時間以上 合計
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表6- 4　業種別、「発症前4か月の時間外労働時間数」（脳心）

中央値 平均値
% (N) % (N) % (N) % (N) % (N) （時間） （時間）

運輸業・郵便業 33. 0% (119) 25. 2% (91) 16. 3% (59) 25. 5% (92) 100. 0% (361) 93. 1 98. 1
卸売業・小売業 39. 0% (73) 22. 5% (42) 16. 0% (30) 22. 5% (42) 100. 0% (187) 90. 0 92. 2
製造業 47. 5% (77) 22. 2% (36) 15. 4% (25) 14. 8% (24) 100. 0% (162) 81. 1 82. 2
建設業 47. 3% (53) 22. 3% (25) 14. 3% (16) 16. 1% (18) 100. 0% (112) 82. 9 81. 1
サービス業（他に分類されないもの） 44. 3% (43) 21. 6% (21) 18. 6% (18) 15. 5% (15) 100. 0% (97) 86. 5 80. 3
宿泊業・飲食サービス業 21. 7% (20) 20. 7% (19) 17. 4% (16) 40. 2% (37) 100. 0% (92) 107. 8 113. 3
情報通信業 50. 0% (18) 27. 8% (10) 8. 3% (3) 13. 9% (5) 100. 0% (36) 79. 4 77. 8
医療・福祉 47. 7% (21) 22. 7% (10) 13. 6% (6) 15. 9% (7) 100. 0% (44) 84. 1 80. 8
学術研究・専門技術サービス業 60. 0% (18) 10. 0% (3) 10. 0% (3) 20. 0% (6) 100. 0% (30) 74. 4 83. 5
生活関連サービス業・娯楽業 38. 5% (10) 3. 8% (1) 30. 8% (8) 26. 9% (7) 100. 0% (26) 103. 3 90. 4
不動産業・物品賃貸業 76. 5% (13) 5. 9% (1) 11. 8% (2) 5. 9% (1) 100. 0% (17) 69. 9 69. 0
教育・学習支援業 45. 0% (9) 40. 0% (8) 0. 0% (0) 15. 0% (3) 100. 0% (20) 82. 3 83. 6
漁業 16. 7% (1) 16. 7% (1) 16. 7% (1) 50. 0% (3) 100. 0% (6) 130. 4 142. 7
金融業・保険業 20. 0% (1) 40. 0% (2) 20. 0% (1) 20. 0% (1) 100. 0% (5) 98. 0 90. 9
農業・林業 40. 0% (2) 0. 0% (0) 40. 0% (2) 20. 0% (1) 100. 0% (5) 100. 8 89. 2
複合サービス事業 28. 6% (2) 28. 6% (2) 14. 3% (1) 28. 6% (2) 100. 0% (7) 88. 0 98. 9
電気・ガス・熱供給・水道業 0. 0% (0) 100. 0% (1) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 100. 0% (1) 84. 1 84. 1

合計 39. 7% (480) 22. 6% (273) 15. 8% (191) 21. 9% (264) 100. 0% (1208) 89. 5 90. 9

80時間未満 80-100時間未満 100-120時間未満 120時間以上 合計
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表6- 5　業種別、「発症前5か月の時間外労働時間数」（脳心）

中央値 平均値
% (N) % (N) % (N) % (N) % (N) （時間） （時間）

運輸業・郵便業 37. 5% (131) 20. 6% (72) 16. 3% (57) 25. 5% (89) 100. 0% (349) 91. 2 96. 3
卸売業・小売業 36. 6% (68) 28. 5% (53) 17. 2% (32) 17. 7% (33) 100. 0% (186) 90. 0 90. 4
製造業 58. 3% (91) 14. 1% (22) 14. 1% (22) 13. 5% (21) 100. 0% (156) 72. 7 79. 4
建設業 49. 5% (55) 26. 1% (29) 9. 9% (11) 14. 4% (16) 100. 0% (111) 81. 3 79. 6
サービス業（他に分類されないもの） 52. 6% (50) 24. 2% (23) 11. 6% (11) 11. 6% (11) 100. 0% (95) 76. 5 74. 9
宿泊業・飲食サービス業 25. 8% (23) 15. 7% (14) 27. 0% (24) 31. 5% (28) 100. 0% (89) 108. 5 110. 0
情報通信業 63. 9% (23) 16. 7% (6) 8. 3% (3) 11. 1% (4) 100. 0% (36) 68. 2 72. 4
医療・福祉 50. 0% (20) 25. 0% (10) 5. 0% (2) 20. 0% (8) 100. 0% (40) 80. 4 78. 4
学術研究・専門技術サービス業 65. 5% (19) 6. 9% (2) 10. 3% (3) 17. 2% (5) 100. 0% (29) 71. 8 74. 3
生活関連サービス業・娯楽業 23. 1% (6) 34. 6% (9) 11. 5% (3) 30. 8% (8) 100. 0% (26) 98. 7 96. 4
不動産業・物品賃貸業 56. 3% (9) 18. 8% (3) 12. 5% (2) 12. 5% (2) 100. 0% (16) 76. 3 74. 9
教育・学習支援業 57. 9% (11) 26. 3% (5) 0. 0% (0) 15. 8% (3) 100. 0% (19) 69. 8 76. 8
漁業 16. 7% (1) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 83. 3% (5) 100. 0% (6) 199. 6 189. 4
金融業・保険業 60. 0% (3) 0. 0% (0) 40. 0% (2) 0. 0% (0) 100. 0% (5) 38. 9 57. 2
農業・林業 40. 0% (2) 20. 0% (1) 0. 0% (0) 40. 0% (2) 100. 0% (5) 88. 6 92. 3
複合サービス事業 42. 9% (3) 14. 3% (1) 42. 9% (3) 0. 0% (0) 100. 0% (7) 88. 0 83. 8
電気・ガス・熱供給・水道業 100. 0% (1) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 100. 0% (1) 71. 1 71. 1

合計 43. 9% (516) 21. 3% (250) 14. 9% (175) 20. 0% (235) 100. 0% (1176) 86. 5 88. 6

80時間未満 80-100時間未満 100-120時間未満 120時間以上 合計
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表6- 6　業種別、「発症前6か月の時間外労働時間数」（脳心）

中央値 平均値
% (N) % (N) % (N) % (N) % (N) （時間） （時間）

運輸業・郵便業 34. 8% (120) 26. 1% (90) 13. 9% (48) 25. 2% (87) 100. 0% (345) 89. 3 96. 3
卸売業・小売業 41. 4% (75) 29. 3% (53) 13. 3% (24) 16. 0% (29) 100. 0% (181) 86. 1 85. 6
製造業 52. 9% (82) 16. 8% (26) 14. 8% (23) 15. 5% (24) 100. 0% (155) 76. 3 79. 0
建設業 51. 9% (56) 20. 4% (22) 12. 0% (13) 15. 7% (17) 100. 0% (108) 78. 9 75. 3
サービス業（他に分類されないもの） 56. 8% (54) 22. 1% (21) 13. 7% (13) 7. 4% (7) 100. 0% (95) 75. 5 71. 1
宿泊業・飲食サービス業 28. 1% (25) 18. 0% (16) 16. 9% (15) 37. 1% (33) 100. 0% (89) 104. 0 106. 8
情報通信業 62. 9% (22) 20. 0% (7) 11. 4% (4) 5. 7% (2) 100. 0% (35) 64. 6 66. 4
医療・福祉 45. 0% (18) 25. 0% (10) 15. 0% (6) 15. 0% (6) 100. 0% (40) 83. 1 80. 2
学術研究・専門技術サービス業 65. 5% (19) 10. 3% (3) 17. 2% (5) 6. 9% (2) 100. 0% (29) 64. 0 66. 3
生活関連サービス業・娯楽業 26. 9% (7) 30. 8% (8) 15. 4% (4) 26. 9% (7) 100. 0% (26) 96. 3 95. 9
不動産業・物品賃貸業 68. 8% (11) 18. 8% (3) 12. 5% (2) 0. 0% (0) 100. 0% (16) 50. 9 55. 6
教育・学習支援業 68. 4% (13) 10. 5% (2) 5. 3% (1) 15. 8% (3) 100. 0% (19) 75. 5 76. 3
漁業 16. 7% (1) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 83. 3% (5) 100. 0% (6) 252. 0 211. 4
金融業・保険業 40. 0% (2) 20. 0% (1) 40. 0% (2) 0. 0% (0) 100. 0% (5) 95. 3 77. 5
農業・林業 60. 0% (3) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 40. 0% (2) 100. 0% (5) 73. 8 86. 3
複合サービス事業 42. 9% (3) 28. 6% (2) 0. 0% (0) 28. 6% (2) 100. 0% (7) 83. 6 88. 3
電気・ガス・熱供給・水道業 100. 0% (1) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 100. 0% (1) 61. 4 61. 4

合計 44. 1% (512) 22. 7% (264) 13. 8% (160) 19. 4% (226) 100. 0% (1162) 85. 1 86. 4

80時間未満 80-100時間未満 100-120時間未満 120時間以上 合計
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表7- 1　職種別、「発症前1か月の時間外労働時間数」（脳心）

中央値 平均値
% (N) % (N) % (N) % (N) % (N) （時間） （時間）

輸送・機械運転従事者 32. 3% (131) 21. 7% (88) 21. 2% (86) 24. 9% (101) 100. 0% (406) 94. 7 100. 3
専門的・技術的職業従事者 32. 3% (72) 29. 1% (65) 19. 3% (43) 19. 3% (43) 100. 0% (223) 92. 3 93. 8
販売従事者 28. 5% (49) 28. 5% (49) 18. 0% (31) 25. 0% (43) 100. 0% (172) 92. 5 99. 0
サービス職業従事者 21. 4% (33) 22. 7% (35) 17. 5% (27) 38. 3% (59) 100. 0% (154) 104. 6 113. 7
管理的職業従事者 30. 4% (45) 20. 9% (31) 23. 0% (34) 25. 7% (38) 100. 0% (148) 98. 2 101. 4
事務従事者 28. 9% (41) 28. 9% (41) 24. 6% (35) 17. 6% (25) 100. 0% (142) 95. 2 96. 7
生産工程従事者 44. 0% (37) 17. 9% (15) 19. 0% (16) 19. 0% (16) 100. 0% (84) 86. 1 88. 2
建設・採掘従事者 31. 3% (21) 20. 9% (14) 17. 9% (12) 29. 9% (20) 100. 0% (67) 99. 5 100. 2
保安職業従事者 32. 5% (13) 22. 5% (9) 20. 0% (8) 25. 0% (10) 100. 0% (40) 97. 0 98. 8
運搬・清掃・包装等従事者 31. 3% (10) 21. 9% (7) 15. 6% (5) 31. 3% (10) 100. 0% (32) 93. 1 103. 2
農林漁業従事者 23. 5% (4) 0. 0% (0) 17. 6% (3) 58. 8% (10) 100. 0% (17) 132. 0 131. 9
運輸・通信従事者 47. 4% (9) 31. 6% (6) 5. 3% (1) 15. 8% (3) 100. 0% (19) 84. 8 82. 7
生産工程・労務作業者
（Ⅰ－１　製造・制作作業者） 60. 0% (3) 0. 0% (0) 20. 0% (1) 20. 0% (1) 100. 0% (5) 77. 5 80. 9

生産工程・労務作業者
（Ⅰ－３　採掘・建設・労務作業者） 100. 0% (4) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 100. 0% (4) 66. 6 66. 5

合計 31. 2% (472) 23. 8% (360) 20. 0% (302) 25. 0% (379) 100. 0% (1513) 95. 3 99. 6

80時間未満 80-100時間未満 100-120時間未満 120時間以上 合計
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表7- 2　職種別、「発症前2か月の時間外労働時間数」（脳心）

中央値 平均値
% (N) % (N) % (N) % (N) % (N) （時間） （時間）

輸送・機械運転従事者 30. 5% (110) 24. 4% (88) 17. 5% (63) 27. 7% (100) 100. 0% (361) 96. 1 99. 2
専門的・技術的職業従事者 37. 3% (75) 27. 4% (55) 14. 4% (29) 20. 9% (42) 100. 0% (201) 88. 4 92. 4
販売従事者 35. 5% (55) 27. 7% (43) 15. 5% (24) 21. 3% (33) 100. 0% (155) 89. 0 92. 4
サービス職業従事者 23. 5% (32) 27. 2% (37) 18. 4% (25) 30. 9% (42) 100. 0% (136) 98. 3 106. 1
管理的職業従事者 31. 5% (41) 31. 5% (41) 14. 6% (19) 22. 3% (29) 100. 0% (130) 91. 5 95. 6
事務従事者 38. 5% (50) 26. 9% (35) 14. 6% (19) 20. 0% (26) 100. 0% (130) 88. 1 89. 6
生産工程従事者 34. 7% (26) 26. 7% (20) 20. 0% (15) 18. 7% (14) 100. 0% (75) 90. 0 94. 4
建設・採掘従事者 43. 4% (23) 30. 2% (16) 15. 1% (8) 11. 3% (6) 100. 0% (53) 85. 7 80. 4
保安職業従事者 54. 3% (19) 22. 9% (8) 8. 6% (3) 14. 3% (5) 100. 0% (35) 75. 0 71. 3
運搬・清掃・包装等従事者 37. 9% (11) 31. 0% (9) 17. 2% (5) 13. 8% (4) 100. 0% (29) 87. 5 92. 3
農林漁業従事者 28. 6% (4) 14. 3% (2) 7. 1% (1) 50. 0% (7) 100. 0% (14) 117. 5 137. 4
運輸・通信従事者 47. 1% (8) 11. 8% (2) 17. 6% (3) 23. 5% (4) 100. 0% (17) 87. 1 98. 0
生産工程・労務作業者
（Ⅰ－１　製造・制作作業者） 75. 0% (3) 0. 0% (0) 25. 0% (1) 0. 0% (0) 100. 0% (4) 77. 3 73. 5

生産工程・労務作業者
（Ⅰ－３　採掘・建設・労務作業者） 75. 0% (3) 25. 0% (1) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 100. 0% (4) 77. 3 80. 5

合計 34. 2% (460) 26. 6% (357) 16. 0% (215) 23. 2% (312) 100. 0% (1344) 91. 0 95. 2

80時間未満 80-100時間未満 100-120時間未満 120時間以上 合計
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表7- 3　職種別、「発症前3か月の時間外労働時間数」（脳心）

中央値 平均値
% (N) % (N) % (N) % (N) % (N) （時間） （時間）

輸送・機械運転従事者 32. 2% (105) 25. 5% (83) 19. 3% (63) 23. 0% (75) 100. 0% (326) 92. 6 96. 9
専門的・技術的職業従事者 44. 3% (81) 23. 5% (43) 13. 7% (25) 18. 6% (34) 100. 0% (183) 84. 3 86. 1
販売従事者 37. 2% (55) 31. 1% (46) 15. 5% (23) 16. 2% (24) 100. 0% (148) 90. 4 89. 8
サービス職業従事者 21. 6% (27) 25. 6% (32) 20. 0% (25) 32. 8% (41) 100. 0% (125) 101. 8 106. 6
管理的職業従事者 34. 7% (41) 21. 2% (25) 21. 2% (25) 22. 9% (27) 100. 0% (118) 92. 5 95. 8
事務従事者 41. 5% (49) 27. 1% (32) 13. 6% (16) 17. 8% (21) 100. 0% (118) 86. 8 87. 0
生産工程従事者 44. 4% (32) 29. 2% (21) 9. 7% (7) 16. 7% (12) 100. 0% (72) 83. 8 85. 8
建設・採掘従事者 52. 0% (26) 20. 0% (10) 14. 0% (7) 14. 0% (7) 100. 0% (50) 77. 5 77. 6
保安職業従事者 44. 1% (15) 29. 4% (10) 11. 8% (4) 14. 7% (5) 100. 0% (34) 83. 6 71. 0
運搬・清掃・包装等従事者 32. 1% (9) 14. 3% (4) 25. 0% (7) 28. 6% (8) 100. 0% (28) 100. 8 105. 1
農林漁業従事者 30. 8% (4) 0. 0% (0) 15. 4% (2) 53. 8% (7) 100. 0% (13) 132. 1 127. 8
運輸・通信従事者 41. 2% (7) 11. 8% (2) 23. 5% (4) 23. 5% (4) 100. 0% (17) 93. 2 96. 0
生産工程・労務作業者
（Ⅰ－１　製造・制作作業者） 50. 0% (2) 25. 0% (1) 0. 0% (0) 25. 0% (1) 100. 0% (4) 85. 6 78. 8

生産工程・労務作業者
（Ⅰ－３　採掘・建設・労務作業者） 50. 0% (2) 25. 0% (1) 25. 0% (1) 0. 0% (0) 100. 0% (4) 77. 6 80. 8

合計 36. 7% (455) 25. 0% (310) 16. 9% (209) 21. 5% (266) 100. 0% (1240) 90. 7 92. 6

80時間未満 80-100時間未満 100-120時間未満 120時間以上 合計
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表7- 4　職種別、「発症前4か月の時間外労働時間数」（脳心）

中央値 平均値
% (N) % (N) % (N) % (N) % (N) （時間） （時間）

輸送・機械運転従事者 33. 2% (105) 25. 6% (81) 15. 8% (50) 25. 3% (80) 100. 0% (316) 92. 3 97. 2
専門的・技術的職業従事者 53. 4% (95) 20. 2% (36) 9. 6% (17) 16. 9% (30) 100. 0% (178) 76. 3 80. 7
販売従事者 39. 7% (58) 25. 3% (37) 16. 4% (24) 18. 5% (27) 100. 0% (146) 90. 2 89. 4
サービス職業従事者 26. 0% (32) 16. 3% (20) 20. 3% (25) 37. 4% (46) 100. 0% (123) 107. 0 109. 7
管理的職業従事者 41. 0% (48) 18. 8% (22) 21. 4% (25) 18. 8% (22) 100. 0% (117) 91. 5 89. 8
事務従事者 47. 8% (55) 18. 3% (21) 13. 0% (15) 20. 9% (24) 100. 0% (115) 84. 1 85. 1
生産工程従事者 39. 4% (28) 29. 6% (21) 15. 5% (11) 15. 5% (11) 100. 0% (71) 87. 5 86. 1
建設・採掘従事者 48. 9% (23) 25. 5% (12) 10. 6% (5) 14. 9% (7) 100. 0% (47) 83. 3 75. 2
保安職業従事者 50. 0% (16) 21. 9% (7) 15. 6% (5) 12. 5% (4) 100. 0% (32) 78. 2 64. 9
運搬・清掃・包装等従事者 33. 3% (9) 29. 6% (8) 18. 5% (5) 18. 5% (5) 100. 0% (27) 91. 7 95. 0
農林漁業従事者 25. 0% (3) 8. 3% (1) 25. 0% (3) 41. 7% (5) 100. 0% (12) 116. 8 119. 0
運輸・通信従事者 31. 3% (5) 31. 3% (5) 18. 8% (3) 18. 8% (3) 100. 0% (16) 90. 0 96. 6
生産工程・労務作業者
（Ⅰ－１　製造・制作作業者） 50. 0% (2) 0. 0% (0) 50. 0% (2) 0. 0% (0) 100. 0% (4) 89. 2 78. 2

生産工程・労務作業者
（Ⅰ－３　採掘・建設・労務作業者） 25. 0% (1) 50. 0% (2) 25. 0% (1) 0. 0% (0) 100. 0% (4) 91. 2 86. 6

合計 39. 7% (480) 22. 6% (273) 15. 8% (191) 21. 9% (264) 100. 0% (1208) 89. 5 90. 9

80時間未満 80-100時間未満 100-120時間未満 120時間以上 合計
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表7- 5　職種別、「発症前5か月の時間外労働時間数」（脳心）

中央値 平均値
% (N) % (N) % (N) % (N) % (N) （時間） （時間）

輸送・機械運転従事者 37. 7% (115) 21. 0% (64) 17. 0% (52) 24. 3% (74) 100. 0% (305) 89. 9 95. 9
専門的・技術的職業従事者 56. 9% (99) 19. 5% (34) 9. 2% (16) 14. 4% (25) 100. 0% (174) 74. 7 77. 3
販売従事者 36. 1% (52) 26. 4% (38) 20. 8% (30) 16. 7% (24) 100. 0% (144) 91. 3 88. 7
サービス職業従事者 30. 5% (36) 18. 6% (22) 18. 6% (22) 32. 2% (38) 100. 0% (118) 101. 2 103. 2
管理的職業従事者 44. 3% (51) 23. 5% (27) 15. 7% (18) 16. 5% (19) 100. 0% (115) 86. 9 89. 9
事務従事者 41. 6% (47) 29. 2% (33) 13. 3% (15) 15. 9% (18) 100. 0% (113) 86. 0 83. 7
生産工程従事者 58. 0% (40) 17. 4% (12) 11. 6% (8) 13. 0% (9) 100. 0% (69) 72. 7 78. 9
建設・採掘従事者 63. 0% (29) 15. 2% (7) 8. 7% (4) 13. 0% (6) 100. 0% (46) 71. 0 71. 8
保安職業従事者 67. 7% (21) 16. 1% (5) 6. 5% (2) 9. 7% (3) 100. 0% (31) 67. 0 58. 0
運搬・清掃・包装等従事者 42. 3% (11) 11. 5% (3) 19. 2% (5) 26. 9% (7) 100. 0% (26) 92. 1 96. 9
農林漁業従事者 25. 0% (3) 8. 3% (1) 0. 0% (0) 66. 7% (8) 100. 0% (12) 146. 5 143. 2
運輸・通信従事者 40. 0% (6) 20. 0% (3) 20. 0% (3) 20. 0% (3) 100. 0% (15) 94. 9 89. 4
生産工程・労務作業者
（Ⅰ－１　製造・制作作業者） 75. 0% (3) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 25. 0% (1) 100. 0% (4) 50. 2 70. 1

生産工程・労務作業者
（Ⅰ－３　採掘・建設・労務作業者） 75. 0% (3) 25. 0% (1) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 100. 0% (4) 73. 7 70. 1

合計 43. 9% (516) 21. 3% (250) 14. 9% (175) 20. 0% (235) 100. 0% (1176) 86. 5 88. 6

80時間未満 80-100時間未満 100-120時間未満 120時間以上 合計
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表7- 6　職種別、「発症前6か月の時間外労働時間数」（脳心）

中央値 平均値
% (N) % (N) % (N) % (N) % (N) （時間） （時間）

輸送・機械運転従事者 35. 8% (108) 26. 2% (79) 14. 2% (43) 23. 8% (72) 100. 0% (302) 88. 7 95. 2
専門的・技術的職業従事者 53. 2% (91) 19. 3% (33) 14. 0% (24) 13. 5% (23) 100. 0% (171) 79. 1 76. 6
販売従事者 42. 6% (60) 31. 2% (44) 11. 3% (16) 14. 9% (21) 100. 0% (141) 85. 7 83. 7
サービス職業従事者 35. 0% (41) 21. 4% (25) 12. 8% (15) 30. 8% (36) 100. 0% (117) 94. 9 96. 7
管理的職業従事者 47. 3% (53) 15. 2% (17) 17. 0% (19) 20. 5% (23) 100. 0% (112) 82. 9 88. 1
事務従事者 42. 0% (47) 27. 7% (31) 15. 2% (17) 15. 2% (17) 100. 0% (112) 87. 2 82. 3
生産工程従事者 55. 1% (38) 11. 6% (8) 21. 7% (15) 11. 6% (8) 100. 0% (69) 72. 8 76. 2
建設・採掘従事者 65. 2% (30) 13. 0% (6) 8. 7% (4) 13. 0% (6) 100. 0% (46) 59. 6 62. 5
保安職業従事者 61. 3% (19) 25. 8% (8) 9. 7% (3) 3. 2% (1) 100. 0% (31) 64. 0 56. 7
運搬・清掃・包装等従事者 46. 2% (12) 30. 8% (8) 11. 5% (3) 11. 5% (3) 100. 0% (26) 80. 4 82. 8
農林漁業従事者 33. 3% (4) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 66. 7% (8) 100. 0% (12) 164. 8 154. 4
運輸・通信従事者 26. 7% (4) 20. 0% (3) 6. 7% (1) 46. 7% (7) 100. 0% (15) 110. 2 124. 9
生産工程・労務作業者
（Ⅰ－１　製造・制作作業者） 50. 0% (2) 25. 0% (1) 0. 0% (0) 25. 0% (1) 100. 0% (4) 81. 0 73. 5

生産工程・労務作業者
（Ⅰ－３　採掘・建設・労務作業者） 75. 0% (3) 25. 0% (1) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 100. 0% (4) 67. 0 70. 4

合計 44. 1% (512) 22. 7% (264) 13. 8% (160) 19. 4% (226) 100. 0% (1162) 85. 1 86. 4

80時間未満 80-100時間未満 100-120時間未満 120時間以上 合計
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表8- 1　発症時年代別、「1か月に80時間以上の時間外労働を行った（具体的な出来事16）」（精神）

% (N) % (N) % (N) % (N)
30歳未満 8. 2% (24) 76. 0% (222) 15. 8% (46) 100. 0% (292)
30代 13. 4% (59) 71. 3% (313) 15. 3% (67) 100. 0% (439)
40代 8. 9% (34) 75. 3% (286) 15. 8% (60) 100. 0% (380)
50代 11. 5% (22) 71. 9% (138) 16. 7% (32) 100. 0% (192)
60代 8. 0% (4) 80. 0% (40) 12. 0% (6) 100. 0% (50)
70歳以上 0. 0% (0) 85. 7% (6) 14. 3% (1) 100. 0% (7)
合計 11% (143) 74% (1005) 16% (212) 100% (1360)

該当あり 該当なし 出来事欄回答なし 合計
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表8- 2　業種別、「1か月に80時間以上の時間外労働を行った（具体的な出来事16）」（精神）

% (N) % (N) % (N) % (N)
運輸業・郵便業 15. 2% (23) 64. 9% (98) 19. 9% (30) 100. 0% (151)
卸売業・小売業 9. 1% (18) 76. 8% (152) 14. 1% (28) 100. 0% (198)
製造業 7. 9% (19) 78. 8% (190) 13. 3% (32) 100. 0% (241)
建設業 14. 1% (13) 68. 5% (63) 17. 4% (16) 100. 0% (92)
サービス業（他に分類されないもの） 5. 5% (6) 76. 4% (84) 18. 2% (20) 100. 0% (110)
宿泊業・飲食サービス業 25. 0% (21) 51. 2% (43) 23. 8% (20) 100. 0% (84)
情報通信業 7. 6% (7) 78. 3% (72) 14. 1% (13) 100. 0% (92)
医療・福祉 6. 8% (11) 80. 7% (130) 12. 4% (20) 100. 0% (161)
学術研究・専門技術サービス業 9. 7% (6) 77. 4% (48) 12. 9% (8) 100. 0% (62)
生活関連サービス業・娯楽業 34. 5% (10) 55. 2% (16) 10. 3% (3) 100. 0% (29)
不動産業・物品賃貸業 14. 7% (5) 73. 5% (25) 11. 8% (4) 100. 0% (34)
教育・学習支援業 2. 7% (1) 81. 1% (30) 16. 2% (6) 100. 0% (37)
漁業 0. 0% (0) 60. 0% (3) 40. 0% (2) 100. 0% (5)
金融業・保険業 2. 1% (1) 76. 6% (36) 21. 3% (10) 100. 0% (47)
農業・林業 0. 0% (0) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 0. 0% (0)
複合サービス事業 20. 0% (2) 70. 0% (7) 10. 0% (1) 100. 0% (10)
電気・ガス・熱供給・水道業 0. 0% (0) 100. 0% (6) 0. 0% (0) 100. 0% (6)
鉱業・採石業・砂利採取業 0. 0% (0) 100. 0% (2) 0. 0% (0) 100. 0% (2)
公務（他に分類されるものを除く） 0. 0% (0) 100. 0% (1) 0. 0% (0) 100. 0% (1)
不明 0. 0% (0) 28. 6% (2) 71. 4% (5) 100. 0% (7)

合計 10. 4% (143) 73. 6% (1008) 15. 9% (218) 100. 0% (1369)

該当あり 該当なし 出来事欄回答なし 合計
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表8- 3　職種別、「1か月に80時間以上の時間外労働を行った（具体的な出来事16）」（精神）

% (N) % (N) % (N) % (N)
輸送・機械運転従事者 18. 7% (17) 68. 1% (62) 13. 2% (12) 100. 0% (91)
専門的・技術的職業従事者 8. 2% (27) 77. 4% (254) 14. 3% (47) 100. 0% (328)
販売従事者 11. 0% (16) 69. 9% (102) 19. 2% (28) 100. 0% (146)
サービス職業従事者 17. 2% (27) 68. 8% (108) 14. 0% (22) 100. 0% (157)
管理的職業従事者 15. 6% (14) 66. 7% (60) 17. 8% (16) 100. 0% (90)
事務従事者 6. 5% (18) 80. 6% (224) 12. 9% (36) 100. 0% (278)
生産工程従事者 7. 2% (11) 74. 5% (114) 18. 3% (28) 100. 0% (153)
建設・採掘従事者 8. 0% (4) 70. 0% (35) 22. 0% (11) 100. 0% (50)
保安職業従事者 8. 3% (1) 66. 7% (8) 25. 0% (3) 100. 0% (12)
運搬・清掃・包装等従事者 16. 3% (7) 62. 8% (27) 20. 9% (9) 100. 0% (43)
農林漁業従事者 7. 1% (1) 85. 7% (12) 7. 1% (1) 100. 0% (14)
運輸・通信従事者 0. 0% (0) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 0. 0% (0)
生産工程・労務作業者
（Ⅰ－１　製造・制作作業者） 0. 0% (0) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 0. 0% (0)

生産工程・労務作業者
（Ｉ－２　採掘・建設・労務作業者） 0. 0% (0) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 0. 0% (0)

生産工程・労務作業者
（Ⅰ－３　採掘・建設・労務作業者） 0. 0% (0) 0. 0% (0) 0. 0% (0) 0. 0% (0)

不明 0. 0% (0) 28. 6% (2) 71. 4% (5) 100. 0% (7)
合計 10. 4% (143) 73. 6% (1008) 15. 9% (218) 100. 0% (1369)

該当あり 該当なし 出来事欄回答なし 合計
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表9　本報告で取り上げた過労死等事例の概要

事例 属性・疾病 仕事内容・事実関係
職場構造・職場
での位置づけ

勤務形態（正規・
非正規、労働時間

制度）

労働時間管理
の方法

発症前6か月の時間
外労働の状況

協定時間と
実時間の状況

過半数労組
の有無

既往歴
(健康診断結果)

1

発症時20
代、女性、医
療・福祉、専
門技術職（保
育士）、小脳
出血、生存。

被災者は、園児の日常的な保育の他、関
連業務でも主導的役割を担っていた。発
症4か月前に、同僚のパートへの変更等に
より、休日の研修や講演会への参加が増
え始めた。この頃から、保育園でインフ
ルエンザ等が流行し、職員不足になった
結果、業務量が増大し、自宅に持ち帰っ
て作業していた。発症前1か月には、同僚
が体調不良で10日ほど休暇を取ったた
め、この間被災者はリーダー的役割を担
い、後輩の管理もしなければならなかっ
た。発症直前は、園内行事のため連日残
業している。発症前1か月の総労働時間数
は254時間、時間外労働は102時間であ
る。なお、同僚、家族によると、被災者
は1人で仕事をしたがるタイプであり、職
員気質であった。仕事の手伝いなど自ら
依頼せず、一人で抱え込むタイプの性格
であった。

被災者は、主に3
歳未満児の担当
保育士として就
労していた。3歳
未満児のクラス
には、被災者の
先輩保育士が1
名、後輩の保育
士が5名いた。

正規。1年単位変
形労働時間制。日
勤。所定労働時間
は1日8時間で、
隔週週休2日制。

出勤簿、月間勤務
表により行われて
いるが、事業場と
して労働者の始
業・終業時刻の把
握は一切行われて
いない。

発症前1か月：102
時間、発症前2か
月：56時間、発症
前3か月：34時間、
発症前4か月：59時
間、発症前5か月：
59時間、発症前6か
月：62時間。

36協定なし。 なし。 肥満、高脂血症。
友人や同僚等によ
ると、頭痛と息切
れ、ふらつきの自
訴があり、発症月
も頭痛を訴えてい
た。
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事例 属性・疾病 仕事内容・事実関係
職場構造・職場
での位置づけ

勤務形態（正規・
非正規、労働時間

制度）

労働時間管理
の方法

発症前6か月の時間
外労働の状況

協定時間と
実時間の状況

過半数労組
の有無

既往歴
(健康診断結果)

2

発症時30
代、男性、専
門技術サービ
ス、専門技術
職、脳出血、
生存。

被災者は、災害復旧支援のために災害現
場で災害査定のため、測量、設計、積算
の書類審査の各業務に従事していた。被
災者は、専門家として業務の大半を一人
でこなしていた。審査件数が多く、期日
の制約があった。審査書類不備への対応
や指導に時間が取られ、人員不足もあっ
て膨大な時間外労働が生じていた。休日
はなかったもよう。被災者は指導的立場
にあり、助言等による精神的緊張・負担
が高かった。被害規模が高額な案件の審
査を漏らしていたことから相当なショッ
クを受けていた。被災者が行っていた業
務の労働密度は非常に高かった。被災直
前は4か月余り単身赴任でホテル住まいを
していた。

主幹。所属事業
場の人員は6名。
被災者の下には
嘱託職員が2名の
み。ただし被災
時は出先の町役
場で勤務してい
た。

正規。通常の時間
制度。日勤拘束9
時間、完全週休2
日制。

自己申告による業
務月報により管
理。出先の職員の
確認と押印を以て
勤務先に提出して
いた。

発症前1か月：98時
間、発症前2か月：
164時間、発症前3
か月：144時間、発
症前4か月：131時
間、発症前5か月：
46時間、発症前6か
月：1時間。

36協定は、1日
4時間、1か月
20時間、1年
180時間。特別
条項により年6
回を限度に1か
月30時間まで
延長可能。1日
の延長時間は、
1か月のうち5
日に限り6時間
まで。被災者の
時間外労働は特
別条項限度時間
超えていた。

あり。な
お、過重労
働や割増賃
金の不足に
ついて組合
が特段の活
動行った実
績はない。

高血圧。

3

発症時30
代、男性、医
療・福祉、専
門技術職（医
師）、前交通
動脈からのく
も膜下出血、
前交通動脈
瘤、高血圧性
緊急症、生
存。

被災者は医師として、入院・外来患者の
診療・検査を担当していた。当直勤務の
場合は病院に待機し外来救急の対応を行
う。他に専門科の当番（平日・土日、日
中・夜間の急変・急患対応）も定期的に
担当していた。当番でない休日でも、患
者の急変や死亡等により処置や電子カル
テの記録の他、処置翌日のデータ確認の
ための出勤もあり、不規則な勤務であっ
た。他病院への出張もあった。震災によ
り近隣医療施設が甚大な被害を受けたた
め、救急患者が従前の2倍以上になった
が、十分な医師数が確保できないため、
昼夜を問わず外来・入院・救急患者の対
応に追われていた。

勤務医。被災者
の所属事業場の
人員は982名。

正規。日勤、準夜
当直勤務。

ICカード及び時間
外勤務命令簿によ
り行われている。
所定労働時間は1
日7時間45分、1週
間38時間45分。完
全週休二日制。休
憩時間は実際には
15分程度しかとれ
ず、食事をしなが
ら検査を行うこと
もあった。

発症前1か月：67時
間、発症前2か月：
88時間、発症前3か
月：72時間、発症
前4か月：64時間、
発症前5か月：77時
間、発症前6か月：
92時間。

36協定は、1日
5時間、1月45
時間、1年360
時間。6回を限
度として1か月
120時間まで延
長可、1年990
時間まで延長
可。

なし。 不明。
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事例 属性・疾病 仕事内容・事実関係
職場構造・職場
での位置づけ

勤務形態（正規・
非正規、労働時間

制度）

労働時間管理
の方法

発症前6か月の時間
外労働の状況

協定時間と
実時間の状況

過半数労組
の有無

既往歴
(健康診断結果)

4

発症時30
代、男性、医
療・福祉、管
理職（副施設
長）、急性心
筋梗塞、死
亡。

被災者の日常業務は、福祉施設職員の業
務遂行管理業務、施設利用者への各種対
応業務、施設維持管理業務、業者等との
対外業務、その他総務全般業務。発症前4
か月の平均労働時間数は106時間であり、
発症2か月前と3か月前は休日が1日もなく
就労している。事業主によると、被災者
の仕事振りは、真面目で責任感も強く、
誠実に仕事に没頭していた。

副施設長。所属
事業所の人員は
69名で、入所系
施設部門、通所
系施設部門、訪
問介護系施設部
門、その他に分
かれている。

正規。被災労働者
は副施設長であ
り、事業場では管
理監督者と位置付
けられ、事業主は
管理監督者の労働
時間は管理してい
ないとしていた。

IDカードにより労
働時間を記録・管
理している。

発症前1か月：91時
間、発症前2か月：
183時間、発症前3
か月：111時間、発
症前4か月：39時間
（入職から発症日
までの期間が4か
月）

36協定の届け
出なし。

なし。 高血圧症、糖尿
病。

5

発症時40
代、男性、卸
小売業、営
業・販売仕入
れ・店長、く
も膜下出血、
死亡。

業務用酒類の仕入れ・販売、野菜・青果
の仕入れ・陳列・販売、得意先への配
送、商品の発注など店舗運営。

店長、店舗運営
業務全般。家族
での経営にパー
ト従業員を加え
て運営する小売
店舗の店長。実
父が代表取締役
で、被災者はそ
の下に位置付け
られている。

正規。適用されて
いた労働時間制度
なし。定休日は正
月3が日を除いて
なかった。休日・
休憩なし。平日は
6時45分に仕入れ
又は配送に向か
い、日曜日は店舗
で8時から始業。
各曜日とも20時
の閉店後は20時
半頃まで用務を済
ませて帰宅。

タイムカード等な
し。

発症1か月前：142
時間、発症2か月
前：193時間、発症
3か月前：226時
間、発症4か月前：
228時間、発症5か
月前：228時間、発
症6か月前：228時
間。

協定なしと思
料。

なしと思
料。

なし（健康診断受
診の有無は不
明）。
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事例 属性・疾病 仕事内容・事実関係
職場構造・職場
での位置づけ

勤務形態（正規・
非正規、労働時間

制度）

労働時間管理
の方法

発症前6か月の時間
外労働の状況

協定時間と
実時間の状況

過半数労組
の有無

既往歴
(健康診断結果)

6

発症時40
代、男性、卸
小売業、FC
コンビニエン
スストア店
長、心筋梗
塞、生存。

コンビニエンスストア店舗の運営全般。
売上金の精算、レジ接客、商品発注、売
場の見直し、防犯対策、ミーティング
等。

店長、FC事業主
（中小事業主の
特別加入者）。

事業主。そのため
シフトは決まって
いないが、原則
14時から26時ま
で勤務。

本人の申告。事業
主のため管理され
ていない。

発症前6か月毎月ほ
ぼ200時間。アルバ
イトの証言では少
なくとも発症前3年
程度にわたり恒常
的に時間外労働が
あり、休日が確保
されていない状
態。発症前2週間の
時間外労働は44時
間、連続勤務で休
日なく、業務遂行
中の休憩・休息も
取っていなかっ
た。

協定なしと思
料。

なしと思
料。

糖尿病、中性脂
肪・LDLコレステ
ロール・HbA1c・
ヘモグロビン値の
過多。

7

発症時40
代、男性、医
療・福祉、
サービス職
（営業）、虚
血性心疾患、
死亡

被災者の勤務先は臨床・検体等各種検査
を行っており、被災者は所属営業所で営
業活動の他、集配やそのスケジュール作
成を行っていた。休みの者の代走も行っ
ていた。妻の申述では、日々の長時間労
働、休日出勤もあり、休暇も少なかった
上、欠員が生じたため長時間労働はさら
に酷くなっていたもよう。24時間待機の
対応のため、深夜・休日にかかわらず集
配依頼があることもあり、帰宅後も拘束
された状態であった。発症前の6か月、夜
間に医療機関へ検査物集荷が91日と、営
業活動での医療機関への訪問を21日行っ
ていて頻度が高かった。

係長。所属事業
所の人員は13
名。正社員営業
職が営業所長含
めて7名、昼時間
帯に検体集荷を
行うパート3名、
夜診時間帯に検
体集荷を行う
パート3名。

正規。日勤。正社
員の所定労働時間
は実働7.75時間、
1年単位の変形制
を採用。所定休日
は毎日曜日の他、
各月で1～2日設
定されるリフレッ
シュ休日を定め
て、営業所内でシ
フトを組み取得。

手書きの勤務時間
管理簿に出退勤時
刻を自己申告で記
載する方法で、夜
集荷に従事した回
数や、その他付随
業務に従事した回
数も記載する様
式。

発症前1か月：82時
間、発症前2か月：
99時間、発症前3か
月：131時間、発症
前4か月：135時
間、発症前5か月：
149時間、発症前6
か月：144時間。

36協定は、1日
4時間、1月42
時間、1年320
時間であり、特
別条項の上限時
間は、年6回を
限度に1月60時
間、1年450時
間。発症前6か
月の時間外労働
数は1か月あた
り123時間であ
り協定の上限を
超えている。

なし。 いずれも心電図指
摘による、ブルガ
ダ症候群（投薬処
方のみで終診）、
高血圧症および心
室性脳外収縮（高
圧薬処方）、狭心
症疑い（投薬治療
なし）。
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事例 属性・疾病 仕事内容・事実関係
職場構造・職場
での位置づけ

勤務形態（正規・
非正規、労働時間

制度）

労働時間管理
の方法

発症前6か月の時間
外労働の状況

協定時間と
実時間の状況

過半数労組
の有無

既往歴
(健康診断結果)

8

発症時50
代、男性、運
輸業、貨物自
動車運転手、
脳梗塞、生
存。

鶏卵の配送。事業所や農場、複数の配送
先を行き来し、配送物や什器の積み下ろ
しを行っていた。帰庫は車両の点検と積
み下ろしをしていた。

運行・整備者及
びそれら代務者
の下に各運転手
が位置付けられ
業務に従事して
いる。

正社員と思料。就
業規則には変形労
働時間制の記載が
あるが実際には採
用されていない。
貨物自動車の運転
手であるため、明
確な勤務時間制度
はなかったもよ
う。週休1日制
（被災者の場合基
本的には土曜
日）。日勤。

デジタルタコグラ
フ。

発症前6か月間は毎
月概ね240時間超か
ら260時間。発症前
2週間に休日1日を
挟んで7日以上の連
続勤務を行なって
おり、かつ、勤務
中に休憩時間はな
く、拘束時間（平
均15時間以上）の
全てが労働時間で
あった。

自動車運転者に
ついては、1日
4時間、2週間
40時間、1か月
80時間、1年
960時間で、法
定休日の労働は
2週に1回とさ
れていた。

なし。 高血圧症、糖尿
病、尿蛋白陽性、
虚血性変化。

9

発症時50
代、男性、宿
泊飲食サービ
ス、管理職
（総支配
人）、くも膜
下出血の疑
い、死亡。

勤務するホテルの各部署の統括業務（集
客・コスト・施設維持・物流管理の各管
理、人事業務、取引先交渉など）。被災
者は午前7時半に出勤し、宿泊客の見回
り・見送り、事務仕事、幹部打合せを行
い、午後1時半から、館内巡視・点検、宿
泊客出迎え、事務仕事を行っていた。夕
刻以降は6時半から食事作業対応の監視・
応接業務を行い、後に事務処理と翌日の
業務の確認をして午後8時半に退社してい
た。妻の申述によれば、被災者は宿泊予
約及び勤務シフトの状況からあまり休日
を取っていなかったもよう。

総支配人（従業
員兼務役員。業
務執行権のない
取締役）。ホテ
ル各部署を統括
しつつ、上位の
業務執行権を有
する取締役らか
らの指揮命令を
受けて就労。組
織上上位から5番
目の地位。労働
者性あり。

正規。従業員兼務
役員であったた
め、所定労働時間
及び所定休日の定
めがない勤務で
あった。日勤。

従業員兼務役員で
あったため、日々
の出退勤の管理は
行われていなかっ
た。なお、実労働
時間の算定は被災
者使用PCの起動及
び終了時刻から算
出。

発症前1か月：159
時間、発症前2か
月：139時間、発症
前3か月：136時
間、発症前4か月：
145時間、発症前5
か月：142時間、発
症前6か月：175時
間。

36協定はある
が被災者は兼務
役員ゆえ不適用
とされていたも
よう。

なし。 高血圧症、尿潜
血、貧血。
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事例 属性・疾病 仕事内容・事実関係
職場構造・職場
での位置づけ

勤務形態（正規・
非正規、労働時間

制度）

労働時間管理
の方法

発症前6か月の時間
外労働の状況

協定時間と
実時間の状況

過半数労組
の有無

既往歴
(健康診断結果)

10

発症時60
代、男性、心
筋梗塞、死
亡。

製造されたコンクリート部材の納品前検
査業務。下請けが行った作業の検査・監
督業務。下請けの作業状況に合わせて立
ち会うため、時間外労働が常態化してい
た。被災前6か月の時間外労働は各月100
時間を超えている。理由は人手不足。本
件被災は恒常的な長時間労働に拠る過重
労働と評価されている。

課長級社員（定
年退職後に雇用
を継続していた
嘱託社員）。管
理監督者扱い。

非正規。所定8時
から17時、週休1
日制、1年単位の
変形労働時間制が
適用されていた。

本人の申告。被災
者は管理監督者と
して労働時間管理
は本人に任せられ
ていた。出退勤管
理は自己申告によ
り提出するのみで
勤務先は一切管理
していなかった。

発症前1か月：166
時間、発症前2か
月：187時間、発症
前3か月：192時
間、発症前4か月：
130時間、発症前5
か月：148時間、発
症前6か月：125時
間。発症前2週間の
継続した長時間労
働。発症前1週間の
時間外労働は33時
間、発症前2週間は
66時間。

36協定は存在
するが、特別条
項の限度時間は
1か月200時
間、被災者の時
間外労働はその
範囲内に収まっ
ているが、年6
回の限度を超え
ていた。

なし。 脳梗塞、高脂血
症、高血圧症、頸
椎後縦靭帯骨化
症、糖尿病検査要
再検、心電図検査
要治療、血糖値要
再検、尿酸値要再
検。
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「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究」 

分担研究報告書（事案解析） 

 

精神障害の労災認定事案における記述内容の研究 

 

研究分担者 高見具広 独立行政法人労働政策研究・研修機構 

経済社会と労働部門 研究員 

 

研究分担者： 

池添弘邦（労働政策研究・研修機構・主任研

究員） 

藤本隆史（労働政策研究・研修機構・アシス

タントフェロー） 

 

Ａ．研究目的 
精神障害の労災請求、認定件数は近年増加傾

向にあり、メンタルヘルス対策は社会的課題で

ある。特に、精神障害の業務上事案について発

病時年齢別に見ると、男女を問わず、発病年齢

「30～39 歳」が最も多く、雇用者 100 万人当

たりの事案数も、男性では「30～39 歳」、女性

では「29 歳以下」及び「30～39 歳」が最も多

い（厚生労働省「平成 29 年版過労死等防止対

策白書」）など、若年層に特に深刻な問題とい

える。何が過重な業務負荷となり、精神障害の

発病に至ったのか。現場の実態に即した詳細な

検討が、予防策の考案のために必要である。 

また、働く者のメンタルヘルス対策において

は、「対人関係」とともに、「仕事の質・量」や

「仕事の失敗、責任の発生等」「役割・地位の

変化等」がストレス要因であることが示されて

おり（厚生労働省「平成 28 年労働安全衛生調

査（実態調査）」）、過重労働への対応が求めら

れる。 

過重労働とメンタルヘルスに関し、既存研究

では長時間労働がメンタルヘルスに与える影

響などが、主に計量的に検証されてきた。ただ、

メンタルヘルスに関しては、負荷要因（何が負

【研究要旨】 

本研究は、精神障害の労災認定事案を対象とし、調査復命書等の記述内容の質的分析を

行うものである。平成 30 年度は、若年者（発病時年齢 39 歳以下）・生存事案において過

重労働を主要因とするケースを対象に、試行的な分析を行った。分析方法は、業務負荷に

関する被災者本人の問題認識と、職場の上司・同僚等の事実認識・評価を照らし合わせる

ことで、事案の経過における被災者の業務負荷や職場の状況について把握するものであ

る。分析の結果、被災者の業務負荷や職場の状況については、分析事案の中でいくつかの

共通性が見出された。そのひとつの形は、過酷な労働環境と適応困難に焦点があるケース

である。勤続年数が短い初期キャリアの事案が多く含まれ、仕事の忙しさや睡眠不足等に

よる体力的な問題、仕事のリズムへの適応の難しさが多く指摘される。こうしたケースで

は、職場において、多忙な働き方や被災者の業務負荷への問題意識が薄い場合も見られる。

次に、被災者が業務の責任やノルマを強く意識していたことに負荷の焦点がある事例もあ

るが、こうしたケースについて、職場の上司・同僚の認識を見ると、業務責任・達成義務

の強さよりも、被災者の性格特性（責任感が強い等）に起因する部分が大きいとされる場

合もある。さらには、勤め先である程度キャリアを重ねた事例を中心に、被災者の精神障

害発病を機に、被災者が担っていた業務負担の重さ・困難性について、職場でも問題だっ

たとして再認識されたケースが見られる。なお、精神障害発病に関わる体調変化について

は、多くの場合、不眠・睡眠不足をはじめ、頭痛、食欲不振、集中力低下等として、被災

者においては医療機関の受診以前から異変が認識され、遅刻や欠勤等として行動面に現れ

ていた場合もある。一方、職場の上司・同僚においては、それが精神障害発病に関わる異

変として受け止められていなかったことも多く、認識に相違がある。このように、被災者

と周囲相互の認識を照らし合わせることで、精神障害を生じさせうる業務負荷や職場の状

況を浮き彫りにすることができる。企業の常識や業界の慣例にとらわれず、労働環境の改

善、職場風土の見直しが求められる。 
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荷になるのか）を推定するとともに、当事者に

おける意味づけ（どのように負荷だったか）を

研究することも重要だろう。もっとも、負荷要

因それ自体（例えば、ノルマ、裁量の乏しさ、

ハラスメント）も、客観的に定義しきれるもの

ではなく、当事者の主観的意味づけ（事象をど

のように捉えるか）との結びつきを排除できな

い概念である。 

本研究では、精神障害の発病に係わる業務負

荷について、当事者の意味づけを問うが、それ

は、被災者本人と周囲の人々との認識の相違を

明らかにする側面もともなう。ただ、職場のケ

アや予防策を考えるためには、被災者が認識す

る負荷要因を明らかにするとともに、周囲がそ

れについてどのような認識・評価をしていたか

を照らし合わせることで、職場風土等の課題を

発見することも有用だろう。 

また、記述内容の分析によって、認定事実と

された負荷の詳細な検討が可能となる。精神障

害の労災認定では、業務による心理的負荷とし

て、「特別な出来事」及び 36種類の「具体的出

来事」による負荷評価がなされるが、例えば「仕

事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさせる

出来事があった」「達成困難なノルマが課され

た」とは、どのような状況下で起こり、どのよ

うに心理的負荷となったのかなど、掘り下げて

検討することは、過労死等予防のために有用だ

ろう。また、特別な出来事「極度の長時間労働」

や、具体的出来事「１か月に 80 時間以上の時

間外労働を行った」など、労働時間の長さを認

定事実とする事例も少なくないが、労働時間の

長さがメンタルヘルス上どのように問題にな

るのか、記述内容の分析で明らかになる部分が

ある。 

こうした問題意識から、本研究では、精神障

害の労災認定事案を対象とし、調査復命書等の

記述内容の質的分析を行うものである。 

 

Ｂ．研究方法 
１．分析対象 
過労死等 DB（平成 22 年 1 月から平成 27 年

3月の業務上事案）を用いて抽出された精神障

害事案の業務上認定事案を対象とした。平成

30年度は、そのうち、被災者が死亡に至ってい

ない事案（以下、生存事案）で、発病時年齢が

39歳以下の事案（若年者事案）に対象を設定し

た。なお、本研究は職場管理やキャリア段階の

観点から検討を行う目的のため、雇用形態が正

社員であり、勤務先の従業員規模 10 人以上の

者に対象を限定している。上記の条件を満たす

事案数は 428件である。 

その内訳（性別、業種別、職種別、決定時疾

患名別の割合）は、表 1のとおりである。また、

労災認定要因の集計結果を表 2に示す。労災認

定要因となる心理的負荷は男女差が考えられ

ることから、表 2は男女別に示している（男性

272件、女性 156件）。なお、表 1、2では、参

考として、40～59歳の生存事案（327件）の内

訳も併記している。 

 

若年者・生存事案である上記 428 件のうち、

本研究では、仕事の量や質、長時間労働等が主

要な負荷である過重労働事案に当面の検討対

象を絞る。具体的には、「業務による心理的負

荷評価表」の類型を基準に、特別な出来事「極

度の長時間労働」に該当する事案及び、出来事

の類型「仕事の失敗、過重な責任の発生等」、

「仕事の量・質」、「役割・地位の変化等」に含

まれる具体的出来事（3～28）を主要因とみな

すことができる事案を対象とし、①特定の事

件・事故が心理的負荷の主要因である事案、②

対人関係・セクシュアルハラスメントが主要因

である事案を検討対象から除外した。その際、

心理的負荷に係る要因が複数存在する場合も

少なくないことから、認定事実をもとに、以下

の方法で対象ケースの限定を行った。 

最初に、過重労働が負荷に含まれない事案を

対象から除外する。具体的には、まず、特別な

出来事「心理的負荷が極度」に該当する事案は

対象から除外した。また、具体的出来事 1・2

「事故や災害の体験」のみが認定事実とされ、

それ以外の認定事実がない事案を、上記①に該

当するものとして対象から除外した。さらに、

対人関係・セクシュアルハラスメントに関わる

具体的出来事 29～36 のいずれかが認定事実と

され、それ以外の認定事実がない事案も、上記

②に該当するものとして対象から除外した。以

上の方法により、過労死等 DB に基づけば、過

重労働が負荷に含まれる事案数は 217 件とな

る。 

次に、上記 217件のうち、過重労働が主要因

と認められる事案を抽出し、記述分析の対象と

する。特別な出来事「極度の長時間労働」に該

当する事案のほか、出来事の類型「仕事の失敗、

過重な責任の発生等」、「仕事の量・質」、「役割・

地位の変化等」に含まれる具体的出来事（3～

28）のみが認定されている事案は対象となる。

ここで、具体的出来事が複数該当し、上記①②

が具体的出来事に含まれる事案については、事

例ごとに、個々の出来事につき認定された心理

的負荷の強度（強・中・弱）から主要因を判断

し、上記①②に相当する事案を対象から除いた。



 

184 
 

ただ、過重労働と同等程度に、事件・事故や人

間関係等が要因の 1つと認められる事案は、対

象に残す方針としている。また、当事者の認識

を含め検討することから、被災者本人の申述等

が明確に示される事案を優先して分析する。 

本稿は、上記にあてはまる事案のうち 20 事

例を詳細な検討対象とする（表 3に各事例の概

要を一覧として示した）。 

 

２．分析方法 
本研究では、調査復命書等の記述内容につい

て質的分析を行う。同資料においては、被災者

本人の申立て・聴取等に基づく記述のほか、勤

務先の事業主、上司、同僚等の申立て・聴取等

に基づく記述、あるいは家族（配偶者、親兄弟）

や友人の聴取・申立て等に基づく記述がある。

本報告書では、上記の検討対象に含まれる特徴

的な事例について、記述内容をもとに検討を行

うものである。 

事例分析の主眼は、被災者本人による問題認

識を把握するとともに、職場の上司・同僚等の

事実認識・評価を照らし合わせることで、事案

の経過を読み、被災者の置かれていた状況、職

場風土を浮かび上がらせることにある。 

記述内容は、被災者においては、「体調変化

（異変）をどのように認識していたか」、「業務

の何がどのように負荷になったのか」、周囲の

人々においては、「被災者の体調変化をどのよ

うに認識していたか」、「被災者の業務負荷につ

いて、どのように認識していたか」が中心とな

る。 

分析においては、テキスト分析に適したコン

ピュータソフトウェア（MAXQDA）を適宜活用し、

記述のまとまりを単位とした探索的なコード

付けを行うなどにより、事例の特徴を描く方法

をとった。 

 

３．倫理面での配慮 
本研究は、労働安全衛生総合研究所研究倫理

審査委員会にて審査され、承認を得たうえで行

った（通知番号：H3009）。本研究で用いたデー

タベースには、氏名、住所、電話番号等、個人

を特定できる情報は一切含まれていない。 

 

Ｃ．研究結果 
１．負荷となった過重労働の態様 

2-1) 当事者の認識 
被災者の記述内容からは、過重な業務負荷と

して、業務の量（多さ、さまざまな業務等）、

業務の質（新しい業務、難易度の高い業務、短

納期等）、業務達成の義務や責任、労働時間の

長さ（毎日夜遅い、休憩なし、恒常的な休日勤

務）など、様々な状況が挙げられる。また、そ

れと合わせて、上司の叱責・厳しい指導、会社・

仕事への適応の苦労、職場の同僚とのトラブル、

周囲が頼りにならない、正当な評価がなされて

いないといった、職場の問題が提示される。な

お、被災者の家族等からも、過重な業務負荷が

あったという認識が示される事案もある。 

一方、職場の上司・同僚の記述内容からは、

過重労働の事実認識（被災者の業務量・質につ

いての過重性の認識や評価）が読み取れる。業

務の過重性については、被災者の認識と相違が

見られる場合もある。 

このような業務負荷に関わる当事者の認識

をふまえ、被災者が職場で占めていた地位・役

割やキャリア段階、発病前 6か月間の時間外労

働時間数など、調査復命書に記載の情報も合わ

せ、過重負荷の態様や職場の状況について検討

した。そして、分析事案の中で以下のような共

通性が見出された。 

 

2-2) 業務負荷のいくつかの形 
 以下では具体的な事例を検討したい（表 3の

事例一覧を参照）。当事者の認識や、職場での

地位・役割やキャリア段階等の情報をふまえ、

被災者の業務負荷や職場の状況について、業務

負荷の詳細が見出される。なお、以下で示す業

務負荷のありようは、複数の事案に共通して見

られる側面を整理して提示する趣旨であり、相

互に排他的な類型を示すものでも、分析対象全

体の包括的な類型を示すものでもない。 

 

a. 過酷な労働環境と適応の問題 

 まず、過酷な労働環境と適応困難に焦点があ

るケースが見出される（表 3 の事例 1～8 が概

ね相当）。若年者の事案では、初期キャリア（新

卒者等の勤続 1～3 年目）において仕事・職場

に適応困難となった事例が多く含まれる。 

 被災者の負荷は、仕事量や忙しさや睡眠不足

等による体力的な問題、仕事のリズムへの適応

の難しさが多く指摘される。「体力的にきつか

った」、「睡眠不足になった」（事例 1）、「時間外

労働が増加し、朝起きられないなどの体調不良

になった」（事例 2）などの負荷認識が見られ

る。そして、被災者が、こうした仕事・職場環

境への適応困難を認識していることに、いくつ

かの事案に共通する特徴が見出される。また、

仕事のミスもある中、上司の厳しい叱責・指導

もあって大きな負荷になったといった内容が

付随することも多い（事例 3,4,8）。なお、労働

環境への適応困難は、新卒者の初期キャリアの
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事例ばかりではない。例えば、発病時年齢が 30

代である例（事例 4,6,7）や、勤続年数が 4年

以上の例（事例 8）、中途採用者の例も含まれ

る。 

これに対し、周囲（上司等）は、「繁忙期は、

体力的にきついが、会社の売上の大きな部分を

占めており、この時期忙しいのは仕方がない」

など、繁忙期に残業が増えるのは仕方がないと

いう認識や（事例 1,5）、業界的に忙しさが当た

り前と認識されている場合がある（事例 7）。職

場として多忙な働き方が当然視される中、被災

者の負荷への問題意識が薄かったともいえる。

また、被災者に課された業務負荷よりも、被災

者の業務の進め方に問題があるとする例や（事

例 3,6）、コミュニケーションなど社会人とし

ての基礎的な能力に問題があったとする例（事

例 1,4,8）、生活習慣の問題を指摘する例（事例

2,7）もあった。 

このようなケースでは、過重労働があったと

いう認識について、被災者と職場の上司・同僚

等との間で相違がある場合も少なくない。ただ、

労災認定事案では時間外労働時間が総じて長

いことに留意して考察する必要がある。 

 

b. 業務責任・達成義務の捉え方 

次に、業務責任・達成業務の捉え方に焦点が

あり、被災者が業務の責任やノルマを強く認識

していたことが、大きな負荷となったと推察さ

れる事例がある（事例 9～14 が概ね相当）。こ

れは、特定業務の責任者・リーダー等に典型的

に見られる。被災者の負荷の焦点は、仕事量に

加え、業務分担、業務達成の義務の捉え方にあ

る。つまり、被災者においては、膨大な業務量

を 1人で抱え、責任が重かった、達成義務（ノ

ルマ）を課せられていたといった認識が見られ

る。これに対し、職場の上司・同僚からは、ペ

ナルティがあるほど強い達成義務はないとさ

れるなど（事例 11,14）、業務責任やノルマに関

する事実認識が異なり、同時に、業務に係る心

理的負荷としては被災者の性格特性に起因す

る部分が大きいという指摘が見られる。例えば、

責任感が強い性格（事例 14）、周囲にまかせず

仕事を抱え込む性格（事例 9,10）等の人物評価

が見られる。 

事例 14 では、本来上司（課長）の職責であ

るノルマ管理について、上司が他の業務に手を

とられる中、被災者がノルマに責任を感じ、上

司の指示によらない残業や、土曜出勤でこなし

ていたと述べる。職場の上司は、ノルマ達成に

関するペナルティはなく、ノルマ管理まで指示

していないと述べ、被災者の強い思いから自ら

動いたものと言う。職場の同僚は、被災者は責

任感の強い人で、自分がやらなければという思

いから負担になっていたのではと述べる。事例

13（副店長）も、上司の店長が頼りにならない

と考え、自ら責任を感じ動いたことで負荷が高

まった例と読める。 

なお、事例では、時間外労働について、会社・

上司からの残業命令があったというより、自ら

業務責任を強く感じる中、長時間労働になった

という例が多く見られる（例えば事例

9,11,12,14）。 

 

c. 被災者の業務負担に対する職場の再認識 

さらには、勤め先である程度キャリアを重ね

た被災者の事例を中心に、その精神障害発病を

機に、被災者が担っていた業務負担の重さ・困

難性について、職場でも問題だったとして再認

識されたケースも見られる（表 3 の事例 15～

20が概ね相当）。 

例えば、配置転換（事例 15）、新規業務への

関わり（事例 20）、顧客対応・短納期（事例

16,17,18,19）などの事情があり、被災者が困

難な業務に従事した、もしくは被災者に負荷が

偏ったという状況が確認される。職場において

ある程度キャリア（勤続年数）を重ね、負荷の

大きな仕事をまかされたケースが典型的なも

のと考えられる。 

こうした事案では、職場の上司・同僚によっ

ても、被災者の担っていた業務負担の重さ・困

難性について一定の認識の一致が見られる。ま

た、高い能力評価がなされているケースも多い。

例えば、事例 16 では、上司も被災者を技術的

に優秀な社員と認識しており、「毎日遅くまで

残業し、休日も出勤し仕事をしていたのは、当

然それほど多くの業務を行っていたから」と述

べる。また、遅くまで残業したときや休日出勤

した際、「あまり無理をしないように」と声を

かけていたとする。ただ、受診を機に被災者が

会社を休むまで、体調変化は認識されていなか

った。 

困難な業務を抱えながらも、被災者が優秀と

認識されていたからこそ、その心理的負荷が不

可視化し（大変な業務だが「こなせるだろう」

と周囲が思っていた結果）、被災者の欠勤や医

療機関受診にともなう休職等として問題（過重

負荷）が表面化するまで認識できなかったもの

と考えられる。 

 

 以上は、本稿で記述内容分析の対象とした

20 事案から、複数のケースに共通して見られ

る側面を整理して提示したものである。もっと
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も、これは、過重労働を主要因とする若年者・

生存事案の一部の特徴に過ぎない。上記 20 事

案に含まれない事案の中では、以下のような特

徴をもつ例も見られる。補足的に示したい。 

まず、特定の顧客への対応（クレーム等）が

強い心理的負荷となったケースである。顧客・

クレーム対応の事実や負荷の大きさについて

は、職場の上司・同僚も被災者の認識と一致し、

認識の相違は小さい。顧客対応業務に付随して

長時間労働等になったケースは上記 c に相当

する部分もあるが、労働時間自体は長くない例

（執拗なクレーム自体が負荷になったもの等）

も見られ、その場合、他の類型からはやや外れ

た位置を占める。 

また、権限・裁量性の少なさが負荷の焦点に

なっている事案もある。役職者が中心であり、

概して仕事への意欲が高いが、権限や仕事の裁

量性に関し上司・会社との関係に苦しむ、もし

くは仕事上の板挟みになることによる負荷認

識が見られる。若年層だけでなく、年齢層が上

になれば、より広範に見られる可能性がある。 

また、正当な評価・処遇がないことに負荷の

焦点があるケースもある。勤勉に勤めてきたが、

経営層との考え方の相違などから、がんばって

きた意味が喪失したなどの認識が見られるも

のである。また、会社の体制への不満が強く、

労災申請と同時期に法違反の告発等が見られ

る場合もある。 

さらには、職場での居場所を喪失したことが

強い負荷となったと見られる事例もある。例え

ば、会社で金銭紛失などの事件があり、職場で

犯人扱いされたことが大きな意味をもったと

推察される例、会社経営に直結するような仕事

上のミスをした例、退職強要、左遷、降格人事

の事例が、これに近い負荷認識と考えられる。 

このような類型の整理は、今後の課題である。 

 

２．体調異変の認識 
1-1) 被災者本人の異変認識 

 ここでは、労災申請の契機となる医療機関の

受診より以前に、何らかの体調の異変が認識さ

れていたのかを検討する。まず、被災者本人に

よると、不眠や頭痛、食欲低下、仕事意欲や集

中力の低下、気分の不安定などの体調変化が認

識されていた場合が少なくない。また、体調の

悪さは、遅刻や欠勤などの形で行動面に表れて

いた場合もある（例えば事例 1,2,7）。 

 分析事例では、多くの場合、長時間労働や頻

繁な夜勤による睡眠不足や不眠が初期の異変

として認識されている。また、多忙のため自宅

に帰らず、職場やマンガ喫茶等で寝泊りした、

在宅時間が短いことで家庭不和になった、配偶

者との離婚を経験したなど、日常生活面で大き

な変化が付随して起こったというエピソード

が、いくつかの事案で見られ、そうした日常生

活の質の低下が精神障害の発症過程で大きな

意味合いをもった可能性も推察される。長時間

労働や夜勤が体調悪化をもたらす道筋がうか

がえる。 

 

1-2) 周囲の人々による異変認識 
 被災者の体調変化（異変）について、周囲の

人々の認識を見ると、職場の上司・同僚におい

ては、体調変化に気づいた事例もあるものの

（事例 15,17,18,19,20）、精神障害発病に関わ

る異変として認識されていなかったケースが

多く見られる。その場合、医療機関受診に伴う

休職願い等が唐突なものと、困惑をもって受け

止められる場合もある。休職等より以前から被

災者に遅刻や欠勤があったことを上司・同僚等

が認識していた事例でも（事例 1,2,7）、それが

異変として受け止められていなかったと考え

られる。 

なお、被災者の家族や友人においては、異変

認識において、職場の上司・同僚のそれとは異

なる。むしろ本人が異変を感じていない中、日

常生活において、家族等が被災者の体調変化の

異変を感じ（事例 5,13）、医療機関の受診につ

ながったケースも見られる。 

 

Ｄ．考察 
本研究では、精神障害の労災認定事案につい

て、対象を限定し（過重労働を主要因とする若

年者・生存事案）、記述内容を試行的に解析し

た。以下、本研究の結果について考察する。 

まず、初期キャリアにおける仕事・職場適応

局面での問題が見出される。ただ、労災認定事

案では時間外労働時間が総じて長いことから、

通常の組織適応（組織社会化）の議論には還元

できないものである。むしろ、職場において長

時間労働を伴う仕事のやり方が当然視されて

いることに問題があり、同時に人材定着・育成

策のあり方が問われよう。 

また、業務責任・達成義務の捉え方が焦点に

なる事例からは、業務分担のあり方が問われよ

う。この点、目標未達成の際にペナルティが課

されるほど達成義務が強いと問題なのは言う

までもないが、事案からは、職場の認識ではそ

こまでの強い達成義務がなくとも、被災者がノ

ルマと感じ、心理的負荷の要因となっているケ

ースが見出される。被災者の仕事への貢献意欲

が高く、責任感が強いケースも多いほか、それ
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が時に、周囲は頼りにならないという意識も伴

い、業務を 1人で抱えてしまったと周囲から認

められるケースもある。会社における業務分担

や上司による業務管理のあり方が問われよう。 

また、有能な社員に業務負荷が偏ったり、サ

ポートの乏しい中で困難な業務に従事したり

したことが、発病に関わる体調悪化をもたらす

例もある。キャリアを積み、能力が高いと評価

されている社員であるからこそ、その心理的負

荷が周囲から見えなくなっている例があるこ

とを示していよう。 

長時間労働や夜勤は、多くの場合、睡眠不足

や不眠などの睡眠の阻害を通じて、体調悪化を

もたらしている。また、被災者本人が当初そう

した働き方に違和感をもっていなかったと推

察されるケースでも、睡眠の阻害や日常生活の

質の低下が、精神障害の発病過程で大きな意味

をもつ場合も考えられる。時間外労働に関して

は、会社・上司の残業命令によらず、被災者が

強い業務責任や達成義務を感じたことで、長時

間労働に陥った例も見られる。企業においては、

労働時間管理のあり方があらためて問われよ

う。 

体調の異変認識について、被災者においては、

医療機関の受診以前より何らかの体調変化を

認識していることも少なくないが、会社の上

司・同僚は必ずしも異変（精神障害に関わる体

調変化）として認識していなかったケースも多

い。このような「異変認識のギャップ」がひと

つの特徴と考えられる。 

 

Ｅ．結論 
 調査復命書等の記述内容をもとにして、被災

者や職場の上司・同僚等の認識をふまえて事案

の経過や被災者の業務負荷、職場の状況を考察

することで、実践的な予防策が考案されうる。 

会社の常識、業界の慣例にとらわれず、労働

環境の改善（長時間労働是正など）や職場風土

の見直しが求められる。 

 

Ｆ．健康危険情報 
  なし 

 

Ｇ．研究発表 
1. 論文発表 

なし 

 

2. 学会発表 
なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 
  なし 
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n % n %

男性 272 63.6 233 71.3

女性 156 36.4 94 28.7

428 100.0 327 100.0

製造業 87 20.3 59 18.0

卸売業・小売業 60 14.0 39 11.9

医療，福祉 62 14.5 40 12.2

運輸業，郵便業 50 11.7 48 14.7

建設業 15 3.5 18 5.5

サービス業（他に分類されないもの） 26 6.1 29 8.9

宿泊業，飲食サービス業 32 7.5 19 5.8

情報通信業 36 8.4 16 4.9

学術研究，専門・技術サービス業 13 3.0 12 3.7

教育，学習支援業 10 2.3 14 4.3

金融業・保険業 9 2.1 9 2.8

不動産業，物品賃貸業 8 1.9 12 3.7

生活関連サービス業，娯楽業 11 2.6 5 1.5

農業，林業 1 0.2 2 0.6

複合サービス事業 4 0.9 2 0.6

電気・ガス・熱供給・水道業 2 0.5 2 0.6

漁業 1 0.2 1 0.3

鉱業，採石業，砂利採取業 1 0.2 0 0.0

428 100.0 327 100.0

 専門的・技術的職業従事者 109 25.5 75 22.9

 事務従事者 88 20.6 75 22.9

 販売従事者 47 11.0 21 6.4

 サービス職業従事者 52 12.1 29 8.9

 生産工程従事者 57 13.3 40 12.2

 管理的職業従事者 16 3.7 27 8.3

 輸送・機械運転従事者 30 7.0 33 10.1

 建設・採掘従事者 15 3.5 7 2.1

 運搬・清掃・包装等従事者 8 1.9 13 4.0

 農林漁業従事者 2 0.5 3 0.9

 保安職業従事者 4 0.9 4 1.2

428 100.0 327 100.0

 F31 双極性感情障害 4 0.9 9 2.8

 F32 うつ病エピソード 149 34.8 137 41.9

 F33 反復性うつ病性障害 3 0.7 8 2.4

 F34 持続性気分（感情）障害 3 0.7 1 0.3

 F3  下位分類不明 7 1.6 5 1.5

 F40 恐怖症性不安障害 4 0.9 4 1.2

 F41 その他の不安障害 14 3.3 11 3.4

 F42 強迫性障害 1 0.2 0 0.0

 F43.0 急性ストレス反応 22 5.1 9 2.8

 F43.1 心的外傷後ストレス障害 74 17.3 42 12.8

 F43.2 適応障害 101 23.6 76 23.2

 F43.8 その他の重度ストレス反応 4 0.9 1 0.3

 F43.9 重度ストレス反応、詳細不明 3 0.7 0 0.0

 F43以下の下位分類不明 12 2.8 9 2.8

 F44 解離性（転換性）障害 8 1.9 3 0.9

 F45 身体表現性障害 6 1.4 5 1.5

 F4 下位分類不明 10 2.3 4 1.2

 F2：統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害 3 0.7 3 0.9

428 100.0 327 100.0

注．「39歳以下」「40～59歳」とも、雇用形態が正社員であり、勤務先の従業員規模10人以上の事案に限定して集計。

合計

合計

合計

合計

決定時
疾患名

業種

職種

表１．精神障害の労災認定事案（生存事案）の内訳（発病時年齢別）

39歳以下 40～59歳

性別
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n % n % n % n %

23 8.5 19 12.2 14 6.0 7 7.4

32 11.8 7 4.5 26 11.2 1 1.1

出来事の類型

1 （重度の）病気やケガをした 26 9.6 12 7.7 27 11.6 7 7.4

2 悲惨な事故や災害の体験、目撃をした 39 14.3 35 22.4 24 10.3 18 19.1

3
業務に関連し、重大な人身事故、重大事故
を起こした

3 1.1 1 0.6 2 0.9 2 2.1

4
会社の経営に影響するなどの重大な仕事上
のミスをした

4 1.5 2 1.3 14 6.0 1 1.1

5
会社で起きた事故、事件について、責任を問
われた

5 1.8 0 0.0 6 2.6 1 1.1

6
自分の関係する仕事で多額の損失等が生じ
た

1 0.4 1 0.6 0 0.0 0 0.0

7 業務に関連し、違法行為を強要された 1 0.4 2 1.3 2 0.9 1 1.1

8 達成困難なノルマが課された 8 2.9 5 3.2 4 1.7 0 0.0

9 ノルマが達成できなかった 8 2.9 2 1.3 5 2.1 0 0.0

10
新規事業の担当になった、会社の建て直し
の担当になった

7 2.6 2 1.3 0 0.0 1 1.1

11 顧客や取引先から無理な注文を受けた 1 0.4 0 0.0 3 1.3 1 1.1

12 顧客や取引先からクレームを受けた 15 5.5 7 4.5 10 4.3 3 3.2

13
大きな説明会や公式の場での発表を強いら
れた

0 0.0 1 0.6 0 0.0 0 0.0

14
上司が不在になることにより、その代行を任
された

0 0.0 1 0.6 1 0.4 0 0.0

15
仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさせ
る出来事があった

59 21.7 17 10.9 54 23.2 14 14.9

16 １か月に80時間以上の時間外労働を行った 39 14.3 10 6.4 23 9.9 5 5.3

17 2週間以上にわたって連続勤務を行った 29 10.7 5 3.2 23 9.9 5 5.3

18 勤務形態に変化があった 2 0.7 0 0.0 3 1.3 0 0.0

19 仕事のペース、活動の変化があった 1 0.4 1 0.6 1 0.4 0 0.0

20 退職を強要された 7 2.6 3 1.9 14 6.0 4 4.3

21 配置転換があった 14 5.1 5 3.2 21 9.0 4 4.3

22 転勤をした 5 1.8 0 0.0 6 2.6 1 1.1

23
複数名で担当していた業務を１人で担当する
ようになった

3 1.1 3 1.9 3 1.3 0 0.0

24
非正規社員であるとの理由により、仕事上の
差別、不利益取り扱いを受けた

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

25 自分の昇格・昇進があった 1 0.4 2 1.3 2 0.9 1 1.1

26 部下が減った 1 0.4 1 0.6 3 1.3 0 0.0

27 早期退職制度の対象となった 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

28 非正規社員である自分の契約満了が迫った 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

29
（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受け
た

48 17.6 24 15.4 43 18.5 17 18.1

30 上司とのトラブルがあった 43 15.8 19 12.2 38 16.3 19 20.2

31 同僚とのトラブルがあった 4 1.5 5 3.2 6 2.6 5 5.3

32 部下とのトラブルがあった 3 1.1 0 0.0 6 2.6 2 2.1

33 理解してくれていた人の異動があった 1 0.4 0 0.0 1 0.4 0 0.0

34 上司が替わった 0 0.0 4 2.6 1 0.4 0 0.0

35
同僚等の昇進・昇格があり、昇進で先を越さ
れた

0 0.0 0 0.0 1 0.4 0 0.0

⑥セクシュアルハラ
スメント

36 セクシュアルハラスメントを受けた 1 0.4 45 28.8 0 0.0 18 19.1

272 100.0 156 100.0 233 100.0 94 100.0

注1．特別な出来事と具体的出来事が重複している事例もあるため、事案数と出来事の合計は一致しない。割合の算出は事案数を分母としている。
注2．具体的出来事が複数該当している事例もある。
注3．「39歳以下」「40～59歳」とも、雇用形態が正社員であり、勤務先の従業員規模10人以上の事案に限定して集計。

合計

 具体的出来事

④役割・地位の変
化等

⑤対人関係

③仕事の量・質

①事故や災害の体
験

②仕事の失敗、過
重な責任等の発生

＜具体的な出来事＞

 極度の長時間労働 

表2．精神障害（生存事案）における労災認定要因（発病時年齢別、男女別）

 心理的負荷が極度 

＜特別な出来事＞

39歳以下 40～59歳

男性 女性 男性 女性
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事例No 性別 年齢 業種・職種 勤続年数
事案の概要　[上段：経緯と認識、下段：疾患名、認定された出来事、時間外労働数]
（※時間外労働①～⑥は、発症前○ヵ月（各数字）の時間外労働数（時間）を表す）

入社直後が会社繁忙期。技術系の現場作業で長時間・深夜勤務が続き、休日もなくなる。体力的にきつく、このまま続けていけるか不安に。
体調が悪くて欠勤も。迷惑をかけると思い、上司に何度か退職の相談。上司によると、相談を受け、マイナス思考になっていると把握してい
た。夜間作業・連続作業は体力的にきついが、繁忙期があるのは仕方がなく、この時期に仕事が続く人も辞めていく人もいるものと認識。

統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害　　極度の長時間労働　　時間外労働（①172、②50）

ソフトウェア開発。プロジェクト業務量が増加し、長時間労働に。不眠・睡眠不足があり、体調不良で朝起きられず、午前中休んだ日もあった。
上司によると、納期前は、受入試験やバグ修正などでとても忙しく、残業が深夜までおよぶことは被災者以外の他の人も同じ状況。被災者に
ついては、夜中までゲームをして朝起きられないことによる欠勤や遅刻、ミスをして怒られて翌日休んだことがあったなどを認識。

適応障害　　 仕事内容・量の変化（強）　　時間外労働（①10、②39、③108、④52、⑤85、⑥131）

調理師見習。店舗異動（転居転勤）後、朝8,9時から深夜0時頃までの恒常的な長時間労働に加え、指導係の調理師から「なぜできないの
か」といわれたり、ミスを問い詰められたり、叩かれたりした。朝仕事に行くのが怖くなり、何もかも投げ出してしまい気持ちから、寮で飛び降り
た（自殺未遂）。店長によると、その指導係は、厳しい指導はしていたが、早く一人前になってもらいたいという一生懸命さからと認識。

適応障害　　時間外労働（強）、上司トラブル（中）、転勤（中）　　時間外労働（①126、②130、③148、④148、⑤95、⑥56）

入社後の教育訓練が不十分で、対応方法がわからないまま配車業務を任され、業務量を捌ききれず長時間労働となった。ミスが多くなったこ
とで上司から叱責も受けた。なかなか寝付けず、寝不足となり、仕事中に睡魔に襲われることも。上司・同僚は、被災者の体調変化は感じな
かったものの、ふだんからコミュニケーションがうまくとれず、ミスが多いことから、被災者に発達障害があるのではないかと感じていた。

適応障害　　極度の長時間労働　　時間外労働（①161、②96、③69、④55、⑤68、⑥53）

家電配送・取り付け。繁忙期の長時間労働・連続勤務が負荷。疲労感、体重減少、寝付けないなどを感じていた中、業務中に呼吸苦が起こり
救急搬送される。その後、頭痛や吐き気、気分の落ち込みが続いて自宅療養に。妻は夫との会話で体調変化を認識していた。会社は、作業
時にミスをして心が折れてしまったのではと認識。業務は繁閑があり、繁忙期は他の社員も残業が多く、連続勤務になっていたという。

うつ病エピソード　　時間外労働（強）、連続勤務（強）、仕事上のミス（弱）　　時間外労働（①137、②208、③148、④120、⑤133、⑥121）

警備・電話対応業務。上司が退職し管理業務が増加。複数の顧客クレームも。夜間受付業務を1人で担当し、休憩もとれなかった。急性胃腸
炎、食道炎を患い、ストレスを認識。その後、仕事のスピード低下、意欲低下なども感じ、病気を疑い、受診。会社は、夜間でも頻繁な対応が
必要なわけではなく、休憩・仮眠をとれたし、対応しきれない業務量とは認識していない。また、具合が悪そうな感じも受けていなかった。

うつ病エピソード　　 仕事内容・量の変化（強）、顧客クレーム（中）　　時間外労働（①99、②47、③38、④24、⑤9、⑥11）

建設現場監督として過酷な業務。深夜就業が当たり前の状況で、徹夜明けで現場直行も。朝方やっと寝付けるなどの状況で睡眠不足をかか
えていた。上司は、仕事ぶりは評価していたが、突然の無断欠勤に驚き。それまでも遅刻や午前中出勤しないことがあったが大目に見ていた
という。また、業界として、昼間現場に立会い、夕方から会社に戻りデスクワークをするので終業時刻が夜遅くなるものという。

うつ病エピソード　　極度の長時間労働　　時間外労働（①188、②210、③190、④200、⑤216、⑥173）

建築設計技術者。深夜に及ぶ長時間労働が続いていた。また、上司から、仕事の進捗が遅いことや、休日に出勤すると言いながらしなかった
ことを叱責された。被災者によると、平日に終わらなかった仕事を土日にしようという気持ちがあっても、土日になると身体が動かなかった。疲
労感が蓄積していた中、自宅で嘔吐し倒れ、出勤しないと事業場から連絡を受けた家族が駆けつける。上司は、体調変化に気づかず。

うつ病エピソード　　時間外労働（強）、上司トラブル（弱）　　時間外労働（①101、②97、③116、④113、⑤73、⑥73）

飲食店店員。副店長の欠員や退職者発生により業務量増加。さまざまな業務をかかえ、自宅に帰れず、マンガ喫茶等で寝泊りし翌朝出勤も。
頭痛、イライラ、不眠などの症状抱える。ほぼ眠れなかった日の朝、激しい頭痛や嘔吐で無理と思い、無断欠勤した。上司によると、被災者が
他人にまかせられない性格で、常に忙しいわけではないときも仕事場に長時間いたと認識。体調変化には気がつかなかったという。

うつ病エピソード　　連続勤務（中）、 仕事内容・量の変化（強）、顧客クレーム（弱）　　時間外労働（①89、②97、③77、④26、⑤40、⑥26）

先輩社員の退社で担当業務が増加。緊急の対応もあり、携帯電話を気にして気が休まらず。業務量・分担に関する会社や上司の対応に不信
感もあった。頭痛、不眠、食欲低下などがあった中、会社の電話が怖くて、何に関しても興味が持てなくなったため、まずいと思い受診。上司
は、業務改善に関する不満は聞いていたが、病気とはみていなかった。上司・同僚の能力評価は高いが、周りにまかせられない性格とも。

うつ病エピソード　　 仕事内容・量の変化（強）　　時間外労働（①63、②106、③50、④55、⑤71、⑥86）

不動産営業職。休日や自宅でも資料作成する必要があり、連続勤務、長時間労働となった。過重なノルマ、上司からの人格否定の発言も負
荷に。腹痛などを訴え受診。会社によると、休日勤務や持ち帰り残業は指示していない。また、売上目標はあるが、高い目標ではなく、未達成
でも叱責・ペナルティがあるわけではないという。また、上司は強い言葉で叱責することもあるが、他の人にも同様に行っているという。

その他の不安障害　連続勤務（中）、時間外労働（強）、いじめ（中）、達成困難なノルマ（弱）　時間外労働（①112、②103、③110、④85、⑤94、⑥99）

ＩＴ関連インストラクター。複数の研修・問題を作成することになり業務量増加。通常より多くの業務分担で負荷に。集中力・思考力低下や頭痛
など感じていた中、出張先で身体動かず、受診、休職に。上司によると、必要以上の工数をかけないよう、被災者は社長から言われていたと
いい、また、被災者から業務分担を見直してほしいといった要望はなかったという。

うつ病エピソード　　 仕事内容・量の変化（強）　　時間外労働（①43、②101、③50、④25、⑤21、⑥22）

コンビニ副店長。オープン予定の店舗を任され、開店準備で休めなかったことに加え、開店直後から店長が休職し、1人で店を切り盛りした。店
長復帰後もその働きぶりから、被災者に負担。不眠・動悸・イライラなどがある中、友人が異変を感じ、勧められて受診。休職の後、希望して別
店舗に異動し復職した。オーナーによると、被災者はきっちりしないとすまない性格で、店長とタイプが異なると認識。

神経症性障害　　業務1人で担当（強）　　時間外労働（①67、②49、③41、④78、⑤79、⑥110）

金融業務を担当。係長昇進にともないノルマ、責任感が増大。部下のノルマも気にしていた。残業は、上司の指示ではなく、ノルマを達成でき
ず会社に迷惑をかけるという思いから。仕事が頭から離れなくなり、不眠、イライラ、体重減少、出勤恐怖などで受診。その後復職し、軽作業に
異動。職場の上司は、責任感強い性格と評し、職責・負担が他の人より多かったというより、本人の強い思いで自ら動いてくれたと認識。

うつ病エピソード　　昇進・昇格（弱）、達成困難なノルマ（中）　　時間外労働（①56、②94、③40、④76、⑤79、⑥84）

組織変更で、設計技術のある被災者が他部署に配置転換され、元々3人で行っていた業務を1人で担当する、大規模な業務を任されるなど、
業務量が急激に増加した。業務面の相談相手もいなかった。嘔吐や不眠がありながら、仕事中は気が張っていたが、拒絶反応が出たため受
診。上司・同僚は、被災者から不眠の話は聞いていたが、見た目の変化は感じず。経験レベル以上の仕事をまかされたことによると認識。

適応障害　　配置転換（強）　　時間外労働（①75、②87、③101、④106、⑤46、⑥50）

システムエンジニア。リーダーに昇進し、部下の管理業務もある中、短納期、プログラム修正作業等で残業増加。睡眠障害、頭痛、めまい、食
欲不振など。不眠が続き、嘔吐、幻覚が出たため受診、休職に。上司・部下によると、会社を休むまで、態度や様子、体調変化に気づかなかっ
た。業務負荷が大きかったことは事実で、技術的に優秀な社員だったと評価。残業や休日出勤の際、「無理しないように」と声をかけていた。

うつ病エピソード　　時間外労働（強）　　時間外労働（①121、②103、③137、④184、⑤147、⑥100）

パチンコ遊技機の開発。睡眠時間2～3時間で身体に異変。血便が出るなどしたため受診。会社の方針として決定された開発スケジュール（納
期）は絶対守る必要があり、調整作業や不具合の修正など、残業や休日返上で業務をこなすしかなかった。まじめな性格と上司は評価し、業
務の大変さも認識。同僚は、被災者の顔色が悪いことや、睡眠不足のためか妙にハイテンションになるときもあり、心配していた。

うつ病エピソード　　極度の長時間労働　　時間外労働（①193、②210、③142、④91、⑤73、⑥30）

マネージャー職。製品の不具合に関する取引先への対応で、数ヶ月にわたって深夜・休日勤務を含む長時間労働に。当初、本人は体調変化
を気にせずも、部下は「表情硬い」と異変を感じていた。病院に行こうと思った矢先に身体動かず。会社と面談、休職に。被災者が受けていた
取引先のタイトな要求、プレッシャーは、上司・同僚も事実と認識。また、被災者は優秀な社員で責任感が強く、無理をしたものと認識。

適応障害　　 仕事内容・量の変化（強）　　時間外労働（①156、②35、③72、④122、⑤20、⑥25）

生産管理担当の係長。クレーム対応業務が加わり、電話が頻繁に掛かってくるなど、周囲から見てもかなりの仕事量を抱え、朝早くから夜遅
くまで仕事をしていた。表情をコントロールできなくなり、気力の減退も自覚。同僚も異変に気づく（顔つきが変、冗談に返せない）。本人が限界
を認識し、上司に報告、受診、休職に。上司・同僚によると、被災者はまじめな性格で、クレーム対応に追い詰められたのではと認識。

うつ病エピソード　　 仕事内容・量の変化（強）、顧客クレーム（中）　　時間外労働（①133、②49、③103、④82、⑤67、⑥101）

工場長。長時間労働であることに加え、業務量負荷に対し会社が対策を講じなかったことも問題と認識。前の年から胃痛や疲労感、集中力低
下などを感じていたが、胃痛がひどくなり、不安が募ったため、会社にも話をして受診し、休職に。上司によると、業務量は多かったという認識
で、被災者の能力評価は高いが、自分の状況を言えず、抱え込む性格ともいう。胃が痛いとは聞いていたが、異変とは感じなかった。

うつ病エピソード　　新規事業の担当（強）　　時間外労働（①111、②124、③92、④93、⑤111、⑥123）

注1：認定された具体的出来事について：
「仕事上のミス=4. 会社の経営に影響するなどの重大な仕事上のミスをした 」「達成困難なノルマ=8. 達成困難なノルマが課された」「新規事業の担当=10. 新規事業の担当になった、会社の建て直し
の担当になった」「顧客クレーム=12. 顧客や取引先からクレームを受けた」「仕事内容・量の変化=15. 仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさせる出来事があった」「時間外労働=16. １か月に80時
間以上の時間外労働を行った」「連続勤務=17. 2週間以上にわたって連続勤務を行った」「配置転換=21. 配置転換があった」「転勤=22. 転勤をした」「業務1人で担当=23. 複数名で担当していた業務
を１人で担当するようになった 」「昇進・昇格=25. 自分の昇格・昇進があった」「いじめ=29. （ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受けた」「上司トラブル=30. 上司とのトラブルがあった 」「同僚トラブル
=31. 同僚とのトラブルがあった 」
注2．雇用形態が正社員であり、勤務先の従業員規模が10人以上の事案に限定している。また、仕事の量や質、長時間労働などが主要な負荷である事案（過重労働事案）を検討対象としている。
注3．時間外労働数は、小数点以下を切り捨てて表示している。

20 男性 30代
製造業

生産工程従事者
10年以上

19 男性 30代
製造業

生産工程従事者
10年以上

18 男性 30代
卸売業・小売業

事務従事者
10年以上

17 男性 20代

生活関連サービ
ス業，娯楽業

専門的・技術的
職業従事者

4～9年目

16 男性 30代

情報通信業

専門的・技術的
職業従事者

4～9年目

15 男性 20代

製造業

専門的・技術的
職業従事者

4～9年目

14 女性 30代

複合サービス
事業

事務従事者

10年以上

13 女性 30代
卸売業・小売業

販売従事者
4～9年目

12 男性 30代

情報通信業

専門的・技術的
職業従事者

4～9年目

11 女性 30代

不動産業，物品
賃貸業

販売従事者

4～9年目

10 女性 20代
卸売業・小売業

販売従事者
1～3年目

9 男性 30代

宿泊業，飲食
サービス業

サービス職業
従事者

1～3年目

8 男性 20代

学術研究，専門・
技術サービス業

専門的・技術的
職業従事者

4～9年目

7 男性 30代

建設業

建設・採掘
従事者

1～3年目

6 男性 30代
サービス業

事務従事者
1～3年目

5 男性 20代

運輸業，郵便業

建設・採掘
従事者

1～3年目

4 男性 30代
運輸業，郵便業

事務従事者
1～3年目

3 男性 20代

宿泊業，飲食
サービス業

サービス職業
従事者

1～3年目

2 男性 20代

情報通信業

専門的・技術的
職業従事者

1～3年目

表3．精神障害の労災認定事案（発病時年齢39歳以下・生存事案）の例

1 男性 20代

サービス業

サービス職業
従事者

1～3年目
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平成３０年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究」 

分担研究報告書（疫学研究） 

 

労働安全衛生総合研究所（JNIOSH）コホート研究 

 

研究分担者  高橋正也 独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 

産業疫学研究グループ・部長 

 

研究分担者： 

松尾知明（労働安全衛生総合研究所過労死等

防止調査研究センター・主任研究員） 
佐々木毅（同センター・上席研究員） 
深澤健二（株式会社アドバンテッジリスクマ

ネジメント・メディカルアドバイザー） 
研究協力者： 
落合由子（労働安全衛生総合研究所過労死等

防止調査研究センター・研究補助員） 
茅嶋康太郎（同研究所・フェロー研究員）  

 

 

Ａ．研究目的 

勤務状況などの労働環境要因や身体・生活環

境要因と過労死等関連疾患（脳疾患、心疾患、

精神障害等）発症との関連をエビデンスレベル

の高いコホート研究により検討することは、疾

患発症予防策を講ずる上で大変有意義である。

JNIOSH コホート研究は、国内の企業等に勤務

する一定数の労働者集団を研究コホートとし

て構築した上で、長期間（5～10 年）追跡する

職域コホート研究である。その目的は過労死等

関連疾患の発症リスクに影響を及ぼす労働環

境の要因や身体・生活環境要因の同定とその影

響の程度を評価することである。当面の課題は

参加企業数（対象者数）を増やし、ベースライ

ン調査を実施することである。 

これまでのところ、第三次産業の１企業（以

下「A 社」という。）従業員 6,806 人の勤怠デ

ータ、健診データ、ストレスチェックデータ、

労働時間や睡眠に関する質問紙への回答を取

得することができたため、本研究では、それら

を横断的に分析した結果を報告する。 

 

Ｂ．研究方法 
1）調査方法 

本研究の調査は、協力企業がその従業員に対

し行っている Web 上でのストレスチェック調

査に、調査項目を付加する形で行われた。協力

企業からはストレスチェックデータに加え、勤

怠データや健診データが共同研究機関である

株式会社アドバンテッジリスクマネジメント

を通じて提供された。 

A社従業員のうち、研究参加に同意した従業

員の 2016 年度の健康診断情報、2016 年度と

2017年度の勤怠データ（1か月ごと24か月分）、

【研究要旨】 

JNIOSH コホート研究は国内の企業などに勤務する 2万人ほどの労働者集団（コホー

ト）を構築した上で、長期（5～10年）にわたる追跡調査を行う職域大規模調査研究で

ある。その目的は過労死等関連疾患（脳疾患、心疾患、精神障害等）の発症リスクに影

響を及ぼす労働環境要因や身体・生活環境要因の同定とその影響の程度を評価するこ

とである。今年度は、研究参加に同意した協力企業の社員 6,806 人の勤怠データ、健

診データ、ストレスチェックデータ、労働時間や睡眠に関する質問紙への回答を取得

することができた。それらのデータを横断的に検討した結果、労働時間が長いほど、

健診数値（BMI、 血圧、LDLコレステロール）や心理的ストレス反応、起床時の疲労感、

昼間の強い眠気などが悪化する傾向にあることが示唆された。また、勤怠データによ

る労働時間（企業が管理する数値）と質問紙調査による労働時間（労働者個人の認識）

の一致度を分析した結果、労働時間が長くなるほど一致度は低くなり、過少申告する

傾向が見られた。本研究の当面の課題は協力企業と対象者数を増やすことである。今

後、建設業 2社、運輸業 1社、サービス業 1社（のべ 20,000人規模）、1自治体（1,800

人規模）への初回調査が行われ、データが到着する予定である。 
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2017年 11月に実施したストレスチェックデー

タ及び労働時間や睡眠に関する質問紙への回

答を取得した。統計解析では、割合の比較には

カイ二乗検定を、労働時間の群間比較には

ANCOVA や Kruskal-Wallis 検定を用いた。 

 

2）調査項目 

□健診データ（2016 年度実施） 

・年齢、性別、身長、体重 

・既往歴、服薬状況 

・喫煙・飲酒状況 

・血圧・血液検査情報 

□勤怠データ（2016 年度・2017 年度の 1 か

月ごとの総労働時間） 

□ストレスチェック(2017 年 11 月実施分) 

 ・心理的ストレス反応 

 ・ワーク・エンゲイジメント等 

□労働時間・睡眠問診票（2017年 11月実施） 

・雇用形態・職種・勤務形態 

・労働時間に関する項目（最近か月の 1週

間当たりの労働時間等） 

・睡眠に関する項目（最近 1か月の睡眠時

間・起床時の疲労感の頻度・仕事中の強

い眠気の頻度等） 

 
（倫理面での配慮） 

本研究は、労働安全衛生総合研究所研究倫理

審査委員会にて審査され、承認を得たうえで行

った（通知番号：H2812）。本研究で用いたデー

タベースには、個人の氏名、住所、電話番号等、

個人を特定できる情報は一切含まれていない。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                               
Ｃ．研究結果 
1）健診・ストレスチェック 

 表1、2に健診データ、ストレスチェックデー

タの主な結果をそれぞれ示した。平均年齢は男

性が37.6±9.9歳、女性が36.0±11.4歳、全体

で37.0±10.5歳であった。BMI（体格指数）の

平均値は男性が23.8±4.0 kg/m²、女性が

21.3±3.6 kg/m²、全体で23.1±4.1 kg/m²であ

った。 

 

2）質問紙調査 

2-1）年代・雇用形態・職種・勤務形態 

質問紙から得られた年代・雇用形態・職種・

勤務形態の男女別クロス集計の結果を表3に示

した。年代では男性で30代（39.4％）が最も多

く、次に40代（26.1％）が多かった。女性は20

代（37.2%）が最も多く、次に30代（28.1%）が

多かった。雇用形態では男女とも正社員が最も

多かった（男性92.8％、女性68.3％）。勤務形

態では男女とも固定時間制と答えた人が最も

多かった（男性81.0%、女性74.1％）。職種は男

性では営業・セールス職が最も多く（34.5%）、

次に管理職が多かった（27.9%）。女性では事務

職が最も多く（23.8%）、次に営業・セールス職

が多かった（23.1%）。 

 

2-2）労働時間・睡眠時間 

質問紙での労働時間・睡眠時間関連項目につ

いての回答結果を表4に示した。労働時間では、

最近1か月の1週間当たりの労働時間を尋ねる

質問には男女とも「41-50時間」と答えた人が

最も多かった（男性53.7％、女性40.6％）。睡

眠関連の質問項目では、過去1か月の睡眠時間

には男女とも「6時間」と答えた人が最も多か

った（男性40.3％、女性38.7％）。起床時の疲

労感を尋ねる質問では、男性は「ほとんどない」

と答えた人が最も多く（22.9%）、女性は「週1-

2回」と答えた人が最も多かった（21.5％）。「仕

事中の強い眠気」を尋ねる質問では、男女とも

「ほとんどない」と答えた人が最も多かった

（男性37.5%、女性44.9%）。 

 

3）勤怠データと各変数との関係 

3-1）労働時間と健診結果との関係 

勤怠データにより算出した労働時間と健診

データとの関係の検討では、2016年度の4月か

ら10月までの勤怠データから平均労働時間を

算出、カテゴリー分けし（1-34時間群、35-40

時間群、41-50時間群、51-60時間群、61時間以

上群）、同年度の健診結果との関係を分析した。

その結果、BMI、収縮期血圧、拡張期血圧及び

LDLコレステロールについて、労働時間が長い

ほど検査数値も悪くなる傾向が見られた（図1）。 

 

3-2）労働時間とストレスチェックデータと

の関係 

勤怠データにより算出した労働時間とスト

レスチェックデータとの関係の検討では、2017

年度の4月から10月までの勤怠データから平均

労働時間を算出、カテゴリー分けし（1-34時間

群、35-40時間群、41-50時間群、51-60時間群、

61時間以上群）、同年度11月実施のストレスチ

ェックデータとの関係を分析した。その結果、

怒り・イライラ感や疲労感などの心理的ストレ

ス反応は、労働時間が長いほどネガティブな傾

向が強くなった。一方、ワーク・エンゲイジメ

ントは、基準群（35-40時間群）より41-50時間

群や51-60時間群で低かったが、61時間群のワ

ーク・エンゲイジメントは基準群と同等であっ

た（図2）。 
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3-3）労働時間と睡眠関連項目との関係 

勤怠データにより算出した労働時間と質問

紙の睡眠関連項目との関係を検討するため、

2017年度10月の勤怠データから平均労働時間

を算出、カテゴリー分けし（1-34時間群、35-

40時間群、41-50時間群、51-60時間群、61時間

以上群）、同年度11月実施の質問紙調査から得

た睡眠関連項目との関係を分析した。睡眠時間

6時間未満の割合（38.0％）、起床時疲労感が週

3回以上あると答えた人の割合（35.8％）、仕事

中の強い眠気の頻度が週3回以上あると答えた

人の割合（47.3％）はいずれも労働時間が最も

長い群（61時間以上群）で高かった。 

 

3-4）勤怠データの労働時間と質問紙の労働

時間との関連 

勤怠データ（企業が管理する数値）から得た

1 週間あたりの平均労働時間を質問紙の労働

時間（労働者個人の認識）と同じ 6つの群（1-

34 時間群、35-40 時間群、41-50 時間群、51-

60 時間群、61-65 時間群、66 時間以上群）に

分類し、両者の一致度を検討した結果、労働時

間が 1-34時間群では一致度が高い（77.0%）が、

51時間以上（51-60時間群、61-65時間群、66

時間以上群）になると一致度は低かった（それ

ぞれ 11.4%、7.3%、9.1%）（図 3）。 

 

Ｄ．考察 
本研究では、A 社6,806人の勤怠データ、健

診データ、ストレスチェックデータ、質問紙デ

ータから、主に労働時間に関わる分析を試みた。

その結果、労働時間が長いほど、健診数値（B

MI、血圧、LDLコレステロール）や心理的スト

レス反応、起床時の疲労感、昼間の強い眠気な

どが悪化する傾向が示された。一方、ワーク・

エンゲイジメントに関しては、労働時間41-50

時間群を底値とした U字型分布が示され、長時

間労働がワーク・エンゲイジメントを必ずしも

低下させる要因ではないことが示唆された。 

コホート研究における「労働時間」は労働者

自身の自己申告（質問紙による個人評価）で評

価される場合が多い。本研究では、労働時間を

質問紙だけでなく、企業が保有する労務データ

からも評価し、両者の一致度を算出した。その

結果、労働者個人の主観的な労働時間と企業が

管理している労働時間の一致度は必ずしも高

くなく、特に労働時間が長い場合に低くなる傾

向、すなわち、自己申告では労働時間が過少評

価される傾向が認められた。企業管理の労働時

間が実態を完全に反映するとは限らないため、

この結果の解釈には注意を要する。とは言え、

労働時間に関する疫学研究の大半は自己申告

による労働時間を用いている。その意味で、質

問紙データだけでなく企業管理データからも

労働時間を今回評価できた意義は大きい。今後、

別な事業場の従業員を対象に検討を深める。 

なお A 社については2回目の各種データが到

着する予定である。A社以外では、建設業2社、

運輸業1社、サービス業1社（のべ20,000人規模）、

1自治体（1,800人規模）への初回調査が行われ、

データが到着予定である。 

 

Ｅ．結論 
JNIOSH コホートに参加している一社 6,806

人の勤怠データ、健診データ、ストレスチェッ

クデータ、質問紙データに基づいて横断的な分

析を行った。評価指標によって労働時間の影響

の現れ方は変わることが判明した。勤怠データ

による労働時間と自己申告による労働時間と

は、労働時間が長い場合に関連の低くなる傾向

があった。 

 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 

 

Ｇ．研究発表 
なし 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 
  なし 
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表１．健診項目（一部）の記述統計 

 
 

 

 

表２．ストレスチェック項目（一部）の記述統計 

 
 

 

全体 男性 女性

人数 平均 人数 平均 人数 平均

年齢 6806 37.0 4448 37.6 2358 36.0

性別 6806 1.3

BMI 5766 23.1 4071 23.8 1695 21.3

腹囲 4512 82.4 3355 84.7 1157 75.9

収縮期血圧 5766 116.4 4071 119.0 1695 110.0

拡張期血圧 5766 71.1 4071 72.9 1695 66.9

空腹時血糖 3014 92.5 2069 94.9 945 87.5

HbA1c _NGSP 4127 5.5 3129 5.5 998 5.4

総コレステロール 645 183.8 333 184.2 312 183.3

HDLコレステロール 5745 58.5 4057 54.4 1688 68.4

LDLコレステロール 5748 115.3 4061 119.7 1687 104.6

中性脂肪 5751 112.1 4063 128.2 1688 73.4

AST 5754 22.6 4065 24.3 1689 18.5

ALT 5754 26.6 4065 31.4 1689 15.2

GGT 5754 39.0 4065 46.5 1689 20.9

喫煙 4378 はい 1830 (41.7%) 3157 はい 1577 (50.0%) 1230 はい 253 (20.6%)
いいえ 2557 (58.3%) いいえ 1580 (50.0%) いいえ 977 (79.4%)

飲酒 2748 1合 697 (25.4%) 2025 1合 600 (29.6%) 723 1合 97 (13.4%)
1-2合未満 1279 (46.5%) 1-2合未満 911 (45.0%) 1-2合未満 368 (50.9%)
2-3号未満 772 (28.1%) 2-3号未満 514 (25.4%) 2-3号未満 258 (35.7%)

標準偏差 標準偏差 標準偏差

10.5 9.9 11.4

0.5

4.1 4.0 3.6

11.0 10.5 10.1

15.6 15.1 15.0

11.9 11.8 10.9

17.3 18.8 12.2

0.6 0.7 0.5

29.6 32.0 26.9

15.2 13.5 14.6

31.3 31.7 27.6

98.6 109.9 43.7

14.5 15.5 10.9

25.3 27.6 13.2

49.1 54.3 25.3

最小値 最大値 度数 平均点 標準偏差
怒りイライラ感 1.0 4.0 6806 2.1 0.8

疲労感 1.0 4.0 6806 2.0 0.9

仕事の量 1.0 4.0 6806 2.5 0.8

仕事の裁量 1.0 4.0 6806 2.6 0.7

上司からのサポート 1.0 4.0 6806 2.8 0.8

同僚からのサポート 1.0 4.0 6806 2.9 0.8

ワーク・エンゲージメント 1.0 4.0 6806 2.5 0.6
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表３．質問紙調査の主な項目の記述統計(年代・雇用形態・職種・勤務形態) 

 
 

 

N （％） N （％） N （％）

年齢10代別 p<0.001

10代 1 (  0.0) 10 (  0.4) 11 (  0.2)

20代 987 ( 22.2) 877 ( 37.2) 1864 ( 27.4)

30代 1751 ( 39.4) 662 ( 28.1) 2413 ( 35.5)

40代 1160 ( 26.1) 453 ( 19.2) 1613 ( 23.7)

50代 372 (  8.4) 267 ( 11.3) 639 (  9.4)

60代 177 (  4.0) 89 (  3.8) 266 (  3.9)

合計 4448 (100) 2358 (100) 6806 (100)

年齢 p<0.001

M±SD 37.6±9.9 36.0±11.4 37.0±10.5

雇用形態 p<0.001

正社員 4130 ( 92.9) 1610 ( 68.3) 5740 ( 84.3)

契約社員 125 (  2.8) 209 (  8.9) 334 (  4.9)

嘱託社員 67 (  1.5) 11 (  0.5) 78 (  1.1)

派遣社員 2 (  0.0) 6 (  0.3) 8 (  0.1)

臨時・アルバイト 89 (  2.0) 341 ( 14.5) 430 (  6.3)

その他 35 (  0.8) 181 (  7.7) 216 (  3.2)

合計 4448 (100) 2358 (100) 6806 (100)

職種 p<0.001

管理職 1242 ( 27.9) 89 (  3.8) 1331 ( 19.6)

専門・技術・研究職 472 ( 10.6) 434 ( 18.4) 906 ( 13.3)

事務職 498 ( 11.2) 562 ( 23.8) 1060 ( 15.6)

商品販売職 3 (  0.1) 1 (  0.0) 4 (  0.1)

営業・セールス職 1534 ( 34.5) 544 ( 23.1) 2078 ( 30.5)

サービス職 286 (  6.4) 354 ( 15.0) 640 (  9.4)

運輸職 21 (  0.5) 2 (  0.1) 23 (  0.3)

建設職 113 (  2.5) 7 (  0.3) 120 (  1.8)

生産・技能職 9 (  0.2) 4 (  0.2) 13 (  0.2)

その他 270 (  6.1) 361 (  15.3) 631 (  9.3)

合計 4448 (100) 2358 (100.0) 6806 (100)

勤務形態 p<0.001

固定時間制 3603 ( 81.0) 1747 ( 74.1) 5350 ( 78.6)

変形労働時間制 495 ( 11.1) 355 ( 15.1) 850 ( 12.5)

フレックスタイム制 155 (  3.5) 34 (  1.4) 189 (  2.8)

裁量労働制 32 (  0.7) 8 (  0.3) 40 (  0.6)

二交代制（夜勤あり） 40 (  0.9) 54 (  2.3) 94 (  1.4)

二交代制（夜勤なし） 17 (  0.4) 32 (  1.4) 49 (  0.7)

三交代制 31 (  0.7) 46 (  2.0) 77 (  1.1)

夕勤のみ 4 (  0.1) 4 (  0.2) 8 (  0.1)

夜勤のみ 10 (  0.2) 7 (  0.3) 17 (  0.2)

その他 61 (  1.4) 71 (  3.0) 132 (  1.9)

合計 4448 (100) 2358 (100) 6806 (100)

男性 女性 合計
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表４．質問紙調査の主な項目の記述統計（労働時間・睡眠時間等） 

 
 

 

 

表５．労働時間（勤怠データ）と睡眠関連項目（質問紙調査）との関係 

 
 

男性 女性 合計

N （％） N （％） N （％）

労働時間 p<0.001

1-34時間 609 ( 13.7) 575 ( 24.4) 1184 ( 17.4)

35-40時間 736 ( 16.5) 645 ( 27.4) 1381 ( 20.3)

41-50時間 2387 ( 53.7) 957 ( 40.6) 3344 ( 49.1)

51-60時間 567 ( 12.7) 136 (  5.8) 703 ( 10.3)

61-65時間 100 (  2.2) 21 (  0.9) 121 (  1.8)

66-70時間 29 (  0.7) 8 (  0.3) 37 (  0.5)

71時間以上 20 (  0.4) 16 (  0.7) 36 (  0.5)

合計 4448 (100) 2358 (100) 6806 (100)

睡眠時間 p=0.003

5時間未満 424 (  9.5) 215 (  9.1) 639 (  9.4)

5時間 782 ( 17.6) 398 ( 16.9) 1180 ( 17.3)

6時間 1792 ( 40.3) 913 ( 38.7) 2705 ( 39.7)

7時間 1133 ( 25.5) 597 ( 25.3) 1730 ( 25.4)

8時間 292 (  6.6) 211 (  8.9) 503 (  7.4)

9時間以上 25 (  0.6) 24 (  1.0) 49 (  0.7)

合計 4448 (100) 2358 (100) 6806 (100)

起床時の疲労感 p<0.001

ほとんどない 1017 ( 22.9) 446 ( 18.9) 1463 ( 21.5)

年数回 547 ( 12.3) 254 ( 10.8) 801 ( 11.8)

月1回以上 688 ( 15.5) 369 ( 15.6) 1057 ( 15.5)

週1～2回 957 ( 21.5) 504 ( 21.4) 1461 ( 21.5)

週3回以上 554 ( 12.5) 293 ( 12.4) 847 ( 12.4)

ほぼ毎日 685 ( 15.4) 492 ( 20.9) 1177 ( 17.3)

合計 4448 (100) 2358 (100) 6806 (100)

仕事中の強い眠気 p<0.001

ほとんどない 1666 ( 37.5) 1058 ( 44.9) 2724 ( 40.0)

年数回 806 ( 18.1) 377 ( 16.0) 1183 ( 17.4)

月1回以上 862 ( 19.4) 425 ( 18.0) 1287 ( 18.9)

週1～2回 704 ( 15.8) 311 ( 13.2) 1015 ( 14.9)

週3回以上 258 (  5.8) 114 (  4.8) 372 (  5.5)

ほぼ毎日 152 (  3.4) 73 (  3.1) 225 (  3.3)

合計 4448 (100) 2358 (100) 6806 (100)

201710月の労働時間

1-34時間 35-40時間 41-50時間 51-60時間 61時間以上 合計

N (%) N (%) N (%) N (%) N (%) N (%)

睡眠時間 p<0.001

6時間以上 234 ( 73.6) 105 ( 70.9) 1588 ( 76.6) 2752 ( 72.5) 227 ( 62.0) 4906 ( 73.2)

 6時間まで 84 ( 26.4) 43 ( 29.1) 484 ( 23.4) 1045 ( 27.5) 139 ( 38.0) 1795 ( 26.8)

合計 318 (100) 148 (100) 2072 (100) 3797 (100) 366 (100) 6701 (100)

起床時疲労感頻度 p=0.008

週1-2回まで 243 ( 76.4) 97 ( 65.5) 1455 ( 70.2) 2675 ( 70.5) 235 ( 64.2) 4705 ( 70.2)

 週3回以上 75 ( 23.6) 51 ( 34.5) 617 ( 29.8) 1122 ( 29.5) 131 ( 35.8) 1996 ( 29.8)

合計 318 (100) 148 (100) 2072 (100) 3797 (100) 366 (100) 6701 (100)

仕事中の眠気頻度 p<0.001

週1-2回まで 247 ( 77.7) 93 ( 62.8) 1162 ( 56.1) 2148 ( 56.6) 193 ( 52.7) 3843 ( 57.3)

 週3回以上 71 ( 22.3) 55 ( 37.2) 910 ( 43.9) 1649 ( 43.4) 173 ( 47.3) 2858 ( 42.7)

合計 318 (100) 148 (100) 2072 (100) 3797 (100) 366 (100) 6701 (100)
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図１．労働時間（勤怠データ）と睡眠関連項目（質問紙調査）との関係 

グラフ右上の p 値は群間比較（ANCOVA）の結果：*p<0.05、35-40 時間群（グレー表示）と比

較して有意差あり 
 
 
 

 
 

図２．労働時間（勤怠データ）とストレスチェック項目との関係 

グラフ右上の p 値は群間比較（Kruskal-Wallis 検定）の結果：*p<0.05、35-40 時間群（グレー

表示）と比較して有意差あり 
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図３．勤怠データによる労働時間（企業評価）と質問紙データによる労働時間（個人評価）の一

致度（グラフ中の数値及び矢印で示したエリアが両者の分類が一致した部分） 
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Ａ．研究の背景と目的 
 トラックドライバーにおける脳・心臓疾患で

の労災補償支給件数は職種別に最も多く、その

背景に長時間労働のみならず拘束時間の長い

勤務、交代勤務・深夜勤務、不規則な勤務が多

い様子が見られると報告されている（平成 28

年度「過労死等の実態解明と防止対策に関する

総合的な労働安全衛生研究」報告書）。また、

トラックドライバーの労働の過重性を明らか

にするために行った質問紙調査からは、代表的

な運行形態の中でも日帰りで夜間・早朝にかか

る運行に従事するドライバーの調査直前 1 か

月間について 81 時間以上の残業者の比率が大

きく、夜間・早朝勤務の回数が多いことが示さ

れた。日帰りの昼間運行や長距離運行よりも、

日帰り夜間・早朝運行のドライバーでの疲労度

は高く、脳・心臓疾患にかかわる高血圧症の既

往歴がある割合が高く、勤務日の睡眠時間は短

かった。トラックドライバーに共通する、1日

を超えて疲労を蓄積させる過重負荷要因は、勤

務日の睡眠が 7時間未満である場合と、休日の

睡眠が 5 時間未満である場合であった。また、

週を超えて疲労を蓄積させる過重負荷要因は、

勤務日の睡眠が 5時間未満である場合と、休日

の睡眠が 7時間未満である場合であった（平成

29 年度「過労死等の実態解明と防止対策に関

する総合的な労働安全衛生研究」報告書）。 

 しかし、トラックドライバーは毎日の労働時

間が一定せず、宿泊を伴う長距離運行について

は日帰りの地場運行より明らかに拘束時間が

長くなることや、運行途中にとられる睡眠を含

む休息時間が不規則になりやすいため、横断的

な研究により労働・休息条件と疲労や血圧の関

係を明らかにすることは限界があった。そこで、

本研究は地場運行と長距離運行に従事するト

ラックドライバーの疲労及び血圧を縦断的に

測定することで、勤務ごとの疲労の進展と回復

の様子の違いを明らかにするとともに、過重労

働による過労死等の予防に効果的な介入策を

探ることを目的とした。 

【研究要旨】  

本研究は地場運行と長距離運行に従事するトラックドライバーの疲労及び血圧

を縦断的に調査することで、勤務ごとの疲労の進展と回復の様子の違いを明らか

にするとともに、過重労働による過労死等の予防に効果的な介入策を探ることを

目的とした。地場及び長距離トラックドライバーを対象として約 2 週間における

勤務ごとの睡眠と疲労・血圧の変化を調べた。調査協力が得られた地場 11人と長

距離 26 人の測定結果より、地場運行では拘束時間は短いものの、勤務間インター

バルが短く、出庫時刻が早く、勤務日と休日の平均睡眠時間がそれぞれ 7 時間未

満であり、このような労働条件下での短時間睡眠が疲労、眠気を増大させること

が示された。また、高血圧者では短時間睡眠に対する脆弱性があることが考えら

れた。地場運行の勤務前と休日、長距離運行の休息時は短時間睡眠になりやすい

ことから、トラックドライバーの疲労対策として運行途中の休憩・休息の影響に

ついてさらに検討する必要がある。 
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Ｂ．研究方法 
１）調査対象者 

主に 2 泊 3 日以上の運行に従事する長距離

ドライバー28人（宮城、福井、鹿児島）、日帰

りの地場ドライバー12人（東京、大阪、宮城）

の調査協力を 5事業場より得た。 

 

２）調査項目 

本研究では、調査実施前に行う項目（Ａ）、

基本項目（Ｂ）、生理指標項目（Ｃ）、の３つの

調査項目を設定した。その内容は以下のとおり

であった。 

 

（Ａ）調査実施前の調査項目（事前調査票） 

①参加者のプロフィール（年齢、健康状態等） 

②ピッツバーグ睡眠質問票 

③サイコロジカルディタッチメント  

④疲労回復欲求度 

 

（Ｂ）基本の調査項目（疲労アプリ） 

労働安全衛生総合研究所が開発したタブレ

ット端末で作動する疲労アプリを用いて、下記

の２つの調査項目を測定した。（平成 29 年度

「交代制勤務看護師の勤務間インターバルと

疲労回復に関する研究」の資料 1を参照） 

 

①自覚症しらべ 

日本産業衛生学会産業疲労研究会が開発し

た日本で広く用いられている疲労の調査票で

ある。25 項目の疲労の訴えに対して 5 件法で

回答し、Ⅰ群：ねむけ感、Ⅱ群：不安定感、Ⅲ

群：不快感、Ⅳ群：だるさ感、Ⅴ群：ぼやけ感

の 5 因子に分けて疲労の変化を分析すること

が可能な尺度である。 

 

②反応時間検査（ Psychomotor Vigilance 

Task；PVT） 

刺激であるデジタルカウンターが回転を始

めたら、タブレット上のボタンを押してカウン

ターの動きを止めて反応する課題で、国内外に

おいて疲労や眠気の他覚的評価として用いら

れている指標である。1回の測定につき 5分の

測定とし、2 秒から 10 秒の間でランダムな刺

激の呈示間隔に設定した。0.5秒以上経過して

反応したものを遅延反応（Lapse）と定義して

集計した。 

 

（Ｃ）生理指標項目 

①腕時計タイプの睡眠計（活動量計） 

腕時計タイプの睡眠計を用いて客観的な睡

眠評価を実施した。調査参加者は調査期間中を

通して非利き腕に睡眠計を装着し、自動判定に

より睡眠ごとの就床時刻と起床時刻を得た。  

 

②血圧 

自律神経系への負担を評価する指標として

手首式の自動血圧計による血圧測定を行った。

測定は調査参加者自ら行う方式をとった。 

 

③炎症マーカー 

生理的な負担を評価するために、炎症マーカ

ーである C反応性蛋白（C-Reactive Protein：

CRP）を採取した唾液から酵素免疫測定法によ

り測定した。唾液は、調査参加者が自身で舌下

にスポンジのスワブを留置することによって

採取した。 
 

３）調査手続き 

 調査対象者は、全日本トラック協会を通じて、

地場又は長距離の運行を行っている事業場及

び 40 歳以上の男性ドライバーに協力を依頼し

た。 

 調査は 2017年 11月から 12月末までの間に、

1人につき休日を含む 2勤務サイクル（約 2週

間）での測定を行った。調査参加者は、勤務日

の出庫時と帰庫時、休日の起床時と就寝時に、

血圧計と疲労アプリによる測定を行った。睡眠

計は、調査期間を通して装着させた。唾液は、

調査期間のうち、2勤務サイクル目の休日明け

の出庫時と約 1 週間後の休日前の帰庫時の２

点で採取した。調査終了後に、調査期間中の勤

務内容を確認するため、運転日報やタコグラフ

の提出を事業場に求めた。 

 

４）データ記述方法と統計的検定 

 本文、表、図におけるデータはすべて平均値

を示した（人数を除く）。調査協力ドライバー

には高血圧の既往歴がある者が地場、長距離と

もに少数含まれたため、血圧値の解析は運行形

態ごとには行わず、既往歴の有無ごとの比較を

行った。運行形態ごとの睡眠時間と疲労の関係、

高血圧既往歴ごとの睡眠時間と血圧の関係の

解析には、睡眠条件（7 時間未満、7時間以上）

と疲労・血圧の測定点（出庫時と帰庫時）を要

因とする繰り返しのある二元配置の分散分析

を行った。また CRP値の解析は、運行形態（地

場、長距離）と測定点（休日明け、休日入り）

を要因とする繰り返しのある二元配置の分散

分析を行った。いずれも有意水準を 5％（両側）

に設定した。 

 

（倫理的配慮） 
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本研究は、労働安全衛生総合研究所研究倫理審

査委員会にて審査され、承認を得たうえで行っ

た（通知番号：H2917）。 

 

Ｃ．研究結果 
 本報告では、主要な指標の結果を示す。 

 

１）基本属性 

 調査協力ドライバー40 人のうち、運行記録

と調査測定記録のタイミングが合っていなか

った地場 1人と、活動量計による自動睡眠記録

の得られなかった長距離 2 人を除く 37 人を解

析対象とした。 

 表 1 に、解析対象者の基本属性を示した。地

場、長距離ともに平均年齢は約 50 歳、BMI や

運転経験に差は見られなかった。事前調査にお

いて高血圧の既往歴が地場に 3人、長距離に 9

人見られ、そのうちの約半数が降圧剤を服用し

ていた。 

２）勤務と睡眠状況 

 表 2 に、運行形態及び会社別の勤務と睡眠関

連時間を示した。日帰りの地場と宿泊を伴う長

距離では勤務の拘束時間が大きく異なった。勤

務の特徴として、長距離と比べて地場は 1回の

勤務の拘束時間が短いものの、勤務の開始時刻

が 5:52 と早朝にあり、勤務間インターバルが

11.8 時間と短く、勤務日の睡眠時間が 5.9 時

間と短かった。長距離は地場よりも勤務日の睡

眠時間が 7.4時間と長かったが、運行中の睡眠

時間は 1回の平均が 4.4時間であった。休日の

睡眠は、長距離は 7.3 時間で勤務日と変わら

ず、地場の 6.8時間よりも長かった。会社ごと

に勤務と睡眠に違いは見られたが、運行形態の

特徴は変わらなかった。長距離の C社のみ出庫

時刻が 21 時の夜間で、勤務日の入眠時刻が 5

時の早朝であった。このような運行では長距離

の中でも勤務日と休日の睡眠時間は 7 時間程

度で、他の 2社よりも短かった。 

 
表 1．調査協力ドライバーの基本属性 

 
 

表 2．運行形態別の勤務と睡眠状況 

 

運行 協力者
年齢
（歳）

ＢＭＩ
（kg/㎡）

運転経験
（年）

既往症
高血圧

地場

Ａ社 5人 50.8 24.1 23.4 2人

Ｂ社 4人 52.0 26.8 23.8 1人

Ｅ社 2人 47.5 22.6 22.0 0人

全体 11人 50.6 24.8 23.3 3人

長距離

Ｃ社 10人 49.1 25.1 22.1 2人

Ｄ社 10人 49.5 26.2 23.9 5人

Ｅ社 6人 51.0 23.1 21.3 2人

全体 26人 49.7 25.0 22.6 9人

運行

勤務日（運行途中を除く） 休日

拘束
時間

勤務間
インター
バル時間

出庫
時刻

主睡眠
時間

入眠
時刻

運行中
睡眠時間

主睡眠
時間

入眠
時刻

地場

Ａ社 10.3 13.8 7:04 6.4 22:34 － 6.4 23:12

Ｂ社 13.6 10.4 5:11 5.5 22:13 － 6.5 1:05

Ｅ社 12.6 10.9 4:30 6.0 21:47 － 8.7 22:17

全体 12.1 11.8 5:52 5.9 22:18 － 6.8 23：26

長距離

Ｃ社 31.8 16.5 21:27 7.0 5:00 4.9 6.9 2:18

Ｄ社 75.9 13.4 9:40 7.7 23:18 3.7 7.4 0:11

Ｅ社 71.9 16.5 11:17 8.1 22:49 3.9 7.9 23:07

全体 47.3 15.8 16:33 7.4 2:24 4.4 7.3 0:47
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３）運行形態ごとの睡眠と疲労の関係 

 地場における勤務日の平均睡眠時間は、7時

間未満群で 5.4時間、7時間以上群で 8.1時間

であった。長距離における勤務日と運行中の平

均睡眠時間はそれぞれ、7時間未満群で 5.1時

間と 4.4 時間、7時間以上群で 8.8時間と 4.4

時間であった。 

 図 1 に、地場と長距離それぞれの勤務日睡眠

時間別の自覚症しらべ得点を示した。長距離で

は測定点の効果（p<0.001）が見られ、出庫時

よりも帰庫時の疲労感が高くなっていたが睡

眠時間による差は見られなかった。それに対し

て、地場では傾向差ではあるが測定点の効果

（p=0.068）とともに睡眠時間の効果（p=0.093）

が見られ、7時間未満群の疲労感は出庫時から

帰庫時まで 7 時間以上群よりも高い傾向にあ

った。 

 図 2 と図 3に、地場と長距離それぞれの勤務

日睡眠時間別の反応時間と遅延反応数を示し

た。反応時間も遅延反応も地場において睡眠時

間の効果（p=0.027、p=0.003）が示され、7時

間以上群よりも 7 時間未満群では出庫時から

帰庫時まで反応時間が遅く、遅延反応数が多く

推移した。長距離では睡眠時間の効果は示され

なかった。 

 

４）既往歴有無による睡眠と血圧値の関係 

既往歴なし群における勤務日の平均睡眠時

間は、7 時間未満群で 5.4 時間、7 時間以上群

で 8.0時間であった。既往歴あり群における勤

務日の平均睡眠時間は、7時間未満群で 5.3時

間、7時間以上群で 8.9時間であった。 

 図 4 に、勤務日睡眠時間と血圧値の関係を示

した。高血圧の既往歴がない集団では、収縮期、

拡張期ともに睡眠時間の効果は見られなかっ

たが、収縮期血圧には測定点の効果（p<0.001）

と交互作用（p=0.038）が示され、7時間以上群

で出庫時より帰庫時の血圧値が低下した。それ

に対して、高血圧の既往歴がある集団では収縮

期と拡張期ともに睡眠時間の効果（p<0.001、

p=0.001）がそれぞれ示され、7時間未満群では

出庫時と帰庫時の血圧値が 7 時間以上群より

も高く推移した。 

 

５）運行形態と炎症マーカーの関係 

 図 5に、地場と長距離において、休日明けの

勤務開始時と約 1 週間後の休日入りの勤務終

了時の CRP値の関係を示した。その結果、運行

形態の効果（p=0.002）が見られ、長距離に比

して地場の CRP値は有意に高かった。測定点の

効果は示されず、約 1週間で CRP値に変化は見

られなかった。 

 

Ｄ．考察 
 地場及び長距離トラックドライバーを対象

として約 2週間の勤務ごとの睡眠と疲労・血圧

の変化を調べた。 

 

１）7時間以上の勤務前睡眠の疲労回復効果 

 長距離は勤務日の睡眠時間が 7 時間未満と

短くても出庫時の疲労と眠気は地場に比べて

抑えられている様子が見られた。これは、勤務

日の睡眠時間が 7 時間未満でも出庫時刻が遅

く休日の睡眠時間が確保されていたためと考

えられた。運行中の睡眠時間は 4時間程度と短

かったことから帰庫時の疲労と眠気が出庫時

よりも上昇したものと考えられたが、大きな変

化は見られなかった。それに対して、地場では

勤務日の睡眠時間が 7 時間未満では出庫時か

ら帰庫時までの疲労と眠気は、7時間以上に比

して高いまま推移した。地場では測定点間での

疲労と眠気の差がほとんど見られなかったこ

とから運行の負担よりも勤務前の睡眠の確保

が大きく影響することがうかがえた。 

 

２）高血圧者における睡眠確保の血圧値上昇抑

制効果 

 勤務日の睡眠時間の影響は血圧値にも示さ

れており、高血圧の既往歴のある群では睡眠時

間が 7 時間未満で収縮期血圧と拡張期血圧と

もに出庫時から帰庫時まで高いまま推移した。

高血圧の既往歴のない群では睡眠時間により

血圧値に差は見られなかったが、収縮期血圧の

み睡眠時間が 7 時間以上では 7 時間未満より

も出庫時から帰庫時に向かい低下する様子が

見られた。これらの結果からは、高血圧者では

短時間睡眠に対する脆弱性があることが考え

られた。 

 

Ｅ．まとめ 
 トラックドライバーの現場観察調査の結果

より、地場運行では拘束時間が短いものの、勤

務間インターバルが短く、出庫時刻が早く、勤

務日と休日の平均睡眠時間がそれぞれ 7 時間

未満であり、このような労働条件下での短時間

睡眠が疲労、眠気を増大させることが示された。

また、高血圧者では短時間睡眠に対する脆弱性

があることが考えられた。 

H29 年度に報告したアンケート調査結果と

同じく、地場運行かつ早朝出庫では短時間睡眠

になりやすく、毎日の疲労回復が困難であるこ

とが確認された。また長距離運行中にとられる
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睡眠時間が短かったことから、トラックドライ

バーの疲労対策として運行途中の休憩・休息の

影響について検討する必要がある。 

 

Ｆ．健康危険情報 
 なし 

 

Ｇ．研究発表 
1. 論文発表なし 

 

2. 学会発表 

1) 松元俊，久保智英，井澤修平，池田大樹，

高橋正也，甲田茂樹．トラックドライバーの睡

眠実態からみた血圧と疲労．第 92 回日本産業

衛生学会（名古屋，2019年 5月） 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 
1. 特許取得 

なし 

 

2. 実用新案登録 

なし 

 

3.その他 

なし

 
 

図 1．睡眠時間別の疲労得点 
 
 

 
 

図 2．睡眠時間別の反応時間  
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図 3．睡眠時間別の遅延反応数 
 
 
 

 
 

図 4．睡眠時間別の血圧値 
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図 5．運行形態別の CRP 値 
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別添４ 

平成３０年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究」 

分担研究報告書（疫学研究） 

 

交代勤務看護師における睡眠マネジメントの予備的検討 

 

研究分担者 久保智英 独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 

 過労死等防止調査研究センター 上席研究員 

 

研究分担者： 

井澤修平（労働安全衛生総合研究所 過労死

等防止調査研究センター・上席研究員） 

松元 俊（同センター・研究員） 

池田大樹（同センター・研究員） 

高橋正也（労働安全衛生総合研究所 産業疫

学研究グループ・部長） 

佐々木司（大原記念労働科学研究所・上席主

任研究員） 

研究協力者： 

奥村元子（日本看護協会） 

橋本美穂（同上） 

 

研究の背景 

 

夜勤・交代制勤務に従事する看護師は、他職

種に比べて、交代勤務という生体リズムに反し

た働き方になる性質上、疲労回復に重要な睡眠

が不規則になることから、様々な労働安全衛生

上の問題を抱えていることが指摘されている。

特に、我が国においては他国に比べて長時間夜

勤の常態化が問題になっており、他国には例の

ない 16 時間もの長時間の夜勤シフトを採用す

る病院が存在している。しかしながら、休息期

間という視点で見れば、16 時間夜勤は長時間

まとめて働く分、その後、まとまった休日、つ

まり、長い休息期間が取得できるという「利点」

があるものの、夜勤はそもそも生体負担が高い

働き方であることから、夜勤後の休息期間には

通常よりも長い期間回復時間が必要になると

考えられる。そのような理由から、長時間の夜

勤という二重の負担要因になっている可能性

が指摘できる。したがって、同じ夜勤労働を行

うのであれば、夜勤時間の短い 12 時間夜勤の

方が、労働時間が短くなる分、回復にまだ適し

ているとも考えられる。 

 

しかし、12 時間夜勤に際しても、日勤と日

勤、あるいは夜勤と夜勤が連続するシフトの組

み方では勤務と勤務の間隔、つまり勤務間イン

ターバルが最大でも 12 時間で、残業が生じる

と更に短くなってしまい、疲労回復が上手くな

されないという問題もある。 

 

さらに、3交代勤務についても、日勤→準夜

勤→深夜勤といった時計回りで始業時刻がシ

フトする正循環と呼ばれるシフトと、深夜勤→

準夜勤→日勤といった反時計回りで始業時刻

がシフトする逆循環のシフトも存在している。

先行研究によれば、正循環の 3交代の方が、逆

研究要旨  

本研究は、交代勤務看護師の睡眠マネジメントを念頭にして、勤務シフト別の睡

眠取得状況や、それと疲労、ストレス指標がどのような関連性にあるのかについて

検討することが目的であった。解析の対象となったのはデータの不備の無い 137人

で、その内訳は常日勤が 3人、2交代（12時間夜勤）が 78人、2交代（16時間夜

勤）が 17人、3交代（8時間夜勤）・正循環が 21人、3交代（8時間夜勤）・逆循環

が 5人、3交代（10 時間夜勤）・正循環が 3人、夜勤専従が 3人であった。主な結

果は、１）睡眠時間が短い勤務シフトは 3交代（8時間夜勤）・逆循環、夜勤専従、

2交代（12時間夜勤）であったこと、２）精神的健康度が悪かったのは 3交代（10

時間夜勤）・正循環、3交代（8時間夜勤）・逆循環であったこと、３）有意差は示

されなかったが、睡眠時間と精神的健康度に負の相関関係がうかがわれたことの 3

点に要約できる。しかし、本研究は統計的検定に耐え得るだけの回答者数が集まら

なかった勤務シフトもあるので、今後、回答者数を増やして更なる調査を行うこと

が求められる。 

 



 

207 
 

循環に比して、生体負担が少ないので推奨され

ているが、現行の主なシフト勤務において、ど

のようなシフトがもっとも生体に負担が少な

いのかについては明らかになっていない。 

 

そこで、本研究では、以下の 3つの主なリサ

ーチ・クエスチョンを掲げて、予定として立て

られたシフト表の勤務時間と、実際の勤務時間

と睡眠時間のデータを比較して、どのような勤

務シフト、あるいはどういったシフトの組合せ

パターンにおいて残業が生じやすいのか、それ

により疲労回復に重要な勤務間インターバル

や睡眠時間が確保できないのか、また、各勤務

シフトで疲労回復度や精神的健康度がどうな

っているのかを、現行の主なシフト勤務におい

て比較することを目的とする。 

 

■リサーチ・クエスチョン１ 

12 時間 2 交代、16 時間 2 交代、8 時間 3 交

代（正循環）、8時間 3交代（逆循環）、10時間

3交代（正循環）、10時間 3交代（逆循環）、常

日勤、夜勤専従の 8 つの勤務シフトにおいて、

予定として組まれた勤務シフト表での勤務時

間と、残業を含む実際の勤務時間や勤務間イン

ターバルの差を検討し、どのような勤務シフト

あるいは勤務シフトの組合せ（例えば、夜勤‐

夜勤等）において残業が発生しやすく、勤務間

インターバルが短縮化されてしまうのか？ 

 

■リサーチ・クエスチョン２ 

上記 8つの勤務シフトにおいて、どのシフト

のどのような勤務シフトあるいは勤務シフト

の組合せで、睡眠確保が困難であるのか？また、

それにより、各勤務シフトの疲労回復度や精神

的健康度がどうなっているのか？ 

 

■リサーチ・クエスチョン３ 

職場でシフト表を考える際に、睡眠のとり方

にも配慮した睡眠マネジメントを念頭に、上記

8つの勤務シフトごとに、疲労回復に重要な夜

間の睡眠を過去 1か月間、どの程度とれている

のかを比較して、月に何回、夜間睡眠をとるこ

とが看護師の健康と安全の側面から見て望ま

しいのか？ 

 

A．研究目的 
 

交代勤務看護師が勤務シフト別に、どのよう

な働き方をしているのかについて実態調査を

行う。それを通じて、どのような勤務シフトの

組合せにおいて残業が発生しやすく、疲労回復

に重要な睡眠時間や勤務間インターバルの確

保ができていないのか等を明らかにする。それ

により、疲労回復が十分になされない問題のあ

る勤務シフトの組合せを明らかにする。その際、

たとえば、生体リズム的にも最も疲労回復力の

高い夜間睡眠が月に何回取得できているか等

を調べて、夜間睡眠の取得回数が月何回を下回

ると疲労回復度が低減し、ニアミス等を引き起

こしやすい等の知見の提供を目指す。そのよう

な知見が得られれば、今後、交代勤務看護師の

職場で勤務シフトを考える際に、睡眠マネジメ

ントという新しい有用な視点を現場に提供で

きることになる。 

 

B．研究方法 
 

１）調査参加者 

事前調査に回答したものは 911人で、1か月

後の本調査に回答した者は 141人であった。そ

の内、データの不備の無い 137人を解析対象と

した。回答者の勤務シフトの内訳を表１に示し

た。 

表１．回答者の属性 

 N 数 

割合

（%） 

常日勤 3 2.2 
２交代（１２時間夜勤） 78 56.9 
２交代（１６時間夜勤） 17 12.4 
３交代（８時間夜勤）・正循環 21 15.3 
３交代（８時間夜勤）・逆循環 5 3.6 
３交代（１０時間夜勤）・正循環 3 2.2 
３交代（１０時間夜勤）・逆循環 0 0.0 
夜勤専従 3 2.2 
その他 7 5.1 

合計 137 100 

 

 

２）調査項目 

本調査では、調査実施前に行う項目（A）、本

調査の調査項目（B）の 2 つの調査項目を設定

した。その内容は以下のとおりであった。 

 

(A)調査実施前の調査項目（１か月前に実施） 

１．事前調査票 

参加者の属性、働いている勤務シフトの種類、

１か月後の本調査時に連絡をするために参加

者の E-mail アドレス 

２．勤務・睡眠記録票 

参加者自身が 1 か月間の実際の勤務（残業含

む）と睡眠時間（夜勤中の仮眠含む）を記録す
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るために用いる記録票。本調査時に記録したデ

ータを参加者が入力する際に活用するもの 

 

(B)本調査の調査項目 

１．過去１か月間の予定として組まれたシフト

表の勤務時間 

２．過去１か月間で実際に働いた勤務時間 

３．過去１か月間で実際に睡眠をとった時間 

４．疲労感等のアンケート調査 

４－１．疲労回復度、過労状態 

４－２．ピッツバーグ睡眠質問票（PSQI） 

４－３．夜勤中の仮眠取得状況 

４－４．精神的健康度（K6） 

４－５．ニアミス、アクシデントの発生状況 

４－６．活動タイプ（朝型、中間型、夜型） 

４－７．仕事の生産性 

４－８．リカバリー経験尺度（余暇の過ごし方） 

４－９．顔表情からの感情認知 

 

３）手続き 

図１に示すように、調査開始約 1 か月前に、

看護協会の HP に参加者募集のアナウンスを掲

示し、参加希望者は調査概要と、本調査開始ま

での 1か月間、自身の実際の勤務時間（残業含

む）と睡眠時間（夜勤中の仮眠を含む）を記録

するための「勤務・睡眠記録票」を指定の Web

ページから自身でダウンロードしてもらうよ

う教示した。 

その際、事前調査時には調査専用 Webページ

に、参加者の属性及び 1か月後に本人に本調査

票への回答を依頼するための E-mail アドレス

を入力させ、調査への参加同意を確認した。調

査参加へ同意した参加者には、本調査時に、調

査１か月前の予定シフト表の勤務時間、「勤務・

睡眠記録票」、疲労感等のアンケートに回答を

求めた。また、事前調査の際に、本調査への参

加を希望した者で、本調査開始から１週間、回

答のなかった者に対しては参加希望者の E-

mail アドレスへリマインダーメールを送り、

回収率を上げる対策とした。 

 

４）データ解析の方法 

本調査では統計解析を行うだけの N 数が十

分に確保できなかった勤務シフト群もあるた

め、今後の調査設計に役立つ情報を抽出する目

的で記述統計を中心に解析を行うこととした。

その際、本報告では、PSQIの睡眠質問票に記載

された日勤後の睡眠時間と精神的健康度を測

る K6得点に絞って報告することとした。なお、

それら 2 指標の関連性を予備的に検討するた

めに、ピアソンの相関係数を算出した。 

 

（倫理面での配慮） 

本研究は、労働安全衛生総合研究所研究倫理

審査委員会にて審査され、承認を得たうえで行

った（通知番号：H3007）。 

 

C．研究結果 
本報では主要な指標の結果を示す。 

 

図１．調査の流れ 
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１．勤務シフトごとの日勤後の睡眠時間の分布 

 

PSQI に記入された日勤後の睡眠時間を勤務

シフト別に度数分布表として図１に示した。そ

れぞれの勤務シフトでの回答数が少ないので

データの代表性に問題があるということを考

慮しながら結果を見た場合、次の傾向が観察さ

れた。全体的に睡眠時間が短い勤務シフトは、

平均値では 5.7 時間の 3 交代（8 時間夜勤）・

逆循環、5.8時間の夜勤専従であった。個別の

分布で見た場合、4時間台の睡眠時間を訴える

者が夜勤専従と 2 交代（12 時間夜勤）で観察

された。一方、睡眠時間が長かった勤務シフト

は平均値では 6.6 時間の 3交代（8時間夜勤）・

正循環と 6.5時間の常日勤であった。個別の分

布で見た場合には、2交代（12時間夜勤）、2交

代（16 時間夜勤）、常日勤、3 交代（8 時間夜

勤）・正循環において 9～10 時間台の睡眠時間

を示す者も観察された。 

 

２．勤務シフトごとに見た精神健康度得点の分

布 

 

図３に精神的健康度の指標である K6 得点の

分布と中央値を勤務シフト別に示した。K6 は

得点が高くなるにつれて精神的健康度が悪化

することを示す指標で、9点以上をカットオフ

ポイントとしてうつ病や気分障害のスクリー

ニングに用いられる尺度である。図３の中央値

を見た場合、K6得点が高かったのは 3交代（10

時間夜勤）・正循環、3 交代（8 時間夜勤）・逆

循環であった。一方、K6得点が低かったのは夜

勤専従、2交代（16時間夜勤）であった。 

図３に点線で示した K6 のカットオフポイン

トである 9点以上に着目した場合、2交代（12

時間夜勤）が最も多くの者が 9点以上を示して

 
図２．勤務シフト別に見た日勤後の睡眠時間の度数分布 

常日勤

２交代（１２時間夜勤）

２交代（１６時間夜勤）

３交代（８時間夜勤）・正循環

３交代（８時間夜勤）・逆循環

３交代（１０時間夜勤）・正循環

夜勤専従

N=3

N=3

N=5

N=21

N=17

N=78

N=3

睡眠時間（hr.）

頻
度

平均値；6.5時間

平均値；6.0時間

平均値；6.2時間

平均値；6.6時間

平均値；5.7時間

平均値；6.0時間

平均値；5.8時間
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いた。次いで、3交代（8時間夜勤）・正循環が

高かった。一方、常日勤の回答者は僅か 3人だ

が、3人とも 9点以下を示していた。もちろん、

勤務シフトごとに回答者数が異なるため、本調

査の結果から一概にどの勤務シフトで精神健

康度が悪いといったような結論には言及でき

ないことに留意せねばならない。 

 

３．睡眠時間と精神健康度 

 

図４に PSQI に記入された日勤後の睡眠時間

と K6 による精神的健康度の散布図を示した。

それらの関連性を調べるために、ピアソンの相

関係数を算出した結果、相関係数は r=-0.113

（p=0.181）であった。統計的有意差は示され

なかったものの、睡眠時間が短くなればなるほ

ど、精神的健康度が悪化する負の相関関係（相

関係数が「r=-0.113」で、マイナスの値を示し

ているので負の相関となる。）がうかがわれた。 

 

Ｄ．考察 
 

本研究では交代勤務看護師の睡眠マネジメ

ントを念頭に、代表的な勤務シフトで働く看護

師を対象に Web調査を実施した。 

 

その主な結果は、 

１）睡眠時間が短い勤務シフトは 3交代（8時

間夜勤）・逆循環、夜勤専従、2 交代（12 時間

夜勤）であったこと（図２） 

２）精神的健康度が悪かったのは 3交代（10時

間夜勤）・正循環、3 交代（8 時間夜勤）・逆循

環であったこと（図３）、 

３）有意差は示されなかったが、睡眠時間と精

神的健康度に負の相関関係がうかがわれたこ

との 3点に要約できる。 

 

本研究は統計的検定に耐え得るだけの回答

者数が集まらなかった勤務シフトもあるので

断定的なことには言及できないが、今後の調査

の計画に有用な情報が得られたと考えられる。

１つは、交代勤務という１つのカテゴリーでも、

その実態は勤務シフトによって大きく異なる

ことがわかったことである。とりわけ、睡眠時

間の取得状況も、勤務シフトによって大きく影

響されていたことは、今後行う予定の交代勤務

看護師の睡眠マネジメント研究に大いに役立

つ情報である。また、統計的な有意性は示され

なかったものの、睡眠時間の長さと精神的健康

度の間に負の相関関係がうかがわれた点は、今

後、N数を増やして検証する価値がある知見だ

と思われる。つまり、交代勤務看護師が十分に

疲労回復に適した夜間の睡眠をとれるように

勤務シフトスケジュールを配慮することで、交

代勤務看護師の精神的健康度を向上できるか

もしれないという仮説が成り立つからである。

また、今回の報告ではデータの解析途中で掲載

できなかったが、本調査では約 1か月間の勤務

間インターバルや睡眠取得の状況も合わせて

測定している。今回の解析では PSQI の調査票

に記録された日勤後の睡眠時間のみを取り上

げたが、上述したリサーチ・クエスチョン３で

あげた 1か月間の中で何回程度、夜間睡眠をと

ることが安全や健康に適しているのかの予備

的検討も可能である。 

 
図３．勤務シフト別に見た K6 得点の分布と

中央値 
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図４．睡眠時間と K6 得点の散布図 
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得

点

睡眠時間（hr.）

r = -0.113
p = 0.181
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Ｅ．結論 
 

本研究により、１）勤務シフトごとに睡眠取

得の状況が大きく異なること、２）有意性は示

されなかったものの、睡眠時間と精神的健康度

の間に負の相関関係がうかがわれたことが示

された。しかしながら、回答者数が少ない勤務

シフトもあったため、今後、N数を増やして冒

頭に述べた 3つのリサーチ・クエスチョンに答

えるべく、更なる解析を行うことが求められる。 

 

Ｆ．健康危険情報 
  なし  

 

Ｇ．研究発表 
 1. 論文発表 

2. 学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 
1. 特許取得 

なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 実用新案登録 
なし 

 
3.その他 
なし 
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別添４ 

平成３０年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究」 

分担研究報告書（実験研究） 

 

長時間労働と循環器負担のメカニズム解明 

 

研究分担者 劉 欣欣 独立行政法人 労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所 

   過労死等防止調査研究センター 主任研究員 

研究分担者： 

池田大樹（労働安全衛生総合研究所過労死等

防止調査研究センター・研究員） 

高橋正也（労働安全衛生総合研究所産業疫学

研究グループ・部長） 

研究協力者： 

 小山冬樹（労働安全衛生総合研究所過労死等

防止調査研究センター・研究員） 

 

Ａ．研究目的 

厚生労働省が公表している脳・心臓疾患の労

災認定基準では、業務の過重性を評価する具体

的な負荷要因として、労働時間、交代制勤務・

深夜勤務、精神的緊張を伴う業務など 7つの項

目が示されており、特に労働時間が最も重要と

されている。業務における過重な負荷によって

脳・心臓疾患を発症したとする労災認定件数は、

2017 年においては 253 件であった。これらの

【研究要旨】 

過労死等の防止は労働衛生上の重要課題である。本研究では、過労死等のリスク要因

である長時間労働が、心血管系反応に及ぼす影響を明らかにし、心血管系負担の軽減策

を検討するための基礎データを蓄積することを目的とした。本年度は、第 1 期の研究成

果を国内外の学術誌に査読付き論文として公表した（和文 1本、英文 2本）。主な成果と

して、①長時間労働は心血管系の負担を増大し、特に安静時血圧が高めの群の負担が大

きいこと、②作業中の長めの休憩（50 分以上）は過剰な血行動態反応を抑制する効果が

認められ、やむを得ず長時間労働をしなければならない場合は、複数の長めの休憩を確

保することが望ましいこと、③長時間労働時の心血管系反応には個人差が存在すること

が示唆された。第 2 期研究では、第 1 期の研究結果を踏まえ、さらに加齢と休憩のタイ

ミング、短時間睡眠の影響を明らかにし、長時間労働による心血管系負担の軽減対策を

考える。今年度は、研究の倫理審査、実験の準備及び実験プロトコール精査のため予備

実験を行った。今後、本実験を行う予定である。 



 

213 
 

認定事案の大半は月 80時間以上（週 60時間以

上）の長時間労働が認められた。また、総務省

の労働力調査によると、2017 年に週 60時間以

上勤務していた労働者は約 435万人であり、未

だに多くの労働者が長時間労働に曝されてい

る。労働者の健康維持及び脳・心臓疾患にかか

わる労災発生件数の減少には、長時間労働によ

る心血管系負担の軽減策が必要である。本研究

では、過労死等のリスク要因である長時間労働

が心血管系反応に及ぼす影響を血行動態の視

点から明らかにし、心血管系の作業負担の軽減

策を検討するための基礎データを蓄積するこ

とを目的とした。 

第 1 期の研究では、長時間労働（1 日 12 時

間労働）は心血管系の負担を増大すること、特

に安静時血圧が高めの者はその負担が大きい

ことが示された。さらに、長めの休憩（50分以

上）は、過剰な心血管系反応を抑制することを

明らかにした。第 2期研究では、第 1期の研究

結果を踏まえ、加齢による心血管系反応への影

響をさらに解明し、長めの休憩の配置タイミン

グを検討する。また、長時間労働の場合は短時

間睡眠になりやすく、短時間睡眠後の長時間労

働時における循環器負担及びその背景血行動

態をさらに解明する。 

 

Ｂ．研究方法 

脳・心臓疾患が原因の過労死が多発する 40

～60 代の男性を主な研究対象とする。実験参

加者は心臓病、糖尿病、喘息、脳卒中、慢性腎

臓病、腰痛、睡眠障害及び精神障害の既往歴が

ないこと、正常な視力（矯正を含む）を有する

ことを参加条件とする。参加者全員に対して事

前面接を行い、安静時血圧や健康状態などを確

認し、参加条件を満たした者のみ本実験に参加

させる。本実験日は、8:30から 22：00の間（複

数の休憩を含む）、参加者は座位姿勢で複数の

簡単な VDT作業を行い、生理反応及び主観的疲

労度などを定期的に測定される。休憩は、昼に

60分及び夕方に 50～60分の長めの休憩、さら

に 1時間ごとに 10～15分の小休止を設けた。 

 本実験は 2つに分けて実施する。実験１は第

1期と同じ方法を用いて、60～64歳の被験者を

追加し、引き続き加齢の影響を検討する。また、

夕方の長めの休憩の配置タイミングについて

も検討する。実験 2は長時間労働が短時間睡眠

と組み合わさることによる心身への負担を明

らかにする。本実験前夜の睡眠が 5 時間条件

（短時間睡眠条件）と 7時間条件（コントロー

ル条件）を設け、模擬長時間労働中の血行動態

反応、作業効率や疲労、抑うつなどを比較する。 

（倫理面での配慮） 

本研究は、働安全衛生総合研究所研究倫理審

査委員会にて審査され、承認を得たうえで行っ

た（通知番号：H3014、H3013）。 

 

Ｃ．研究結果 

１．第 1期研究成果の公表 

今年度は、第 1期の研究成果を国内外の学術

誌に複数の査読付き論文として公表した。具体

的に、国内誌（和文）1編、国際誌（英文）2編

が掲載され、主な研究成果は下記の通りである。 
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① 「長時間作業時の血行動態反応の個人」 

労働安全衛生研究，Vol.11, p47-50, 2018.  

【主な成果】長時間労働時の血行動態反応には

個人差が存在する。 

② 「 Hemodynamic responses to 

simulated long working hours with short 

and long breaks in healthy men」Scientific 

Reports, Vol.8, No.14556, 2018.  

【主な成果】長めの休憩（50分以上）には過剰

な血行動態反応を抑制する効果が認められ、や

むを得ず長時間労働を行わなければならない

場合は、複数の長めの休憩の確保が望ましいこ

とが示された。 

③ 「 Comparison of hemodynamic 

responses between normotensive and 

untreated hypertensive men under simulated 

long working hours」Scandinavian Journal 

of Work, Environment & Health, Vol.44, 

p622-630, 2018.  

【主な成果】長時間労働は心血管系の負担を増

大し、特に安静時血圧が高めの者の負担が大き

いことが示された。 

 

２．第 2期研究の進捗状況 

今年度は、実験 1 と実験 2 は研究倫理審査、

実験準備を行った。また、実験 2では、早押し

課題(psychomotor vigilance task)と反応・無

反応課題(Go/NoGo task)を追加した。早押し課

題は、画面の中央にランダムな間隔で出現する

赤色のデジタルカウンターに対し、できるだけ

早くエンターキーを押す課題である（図）。早

押し課題は、睡眠短縮や断眠による客観的な眠

気の変化に鋭敏であるため (Basner and 

Dinges, 2011)、睡眠短縮を行う研究でよく用

いられる課題である。実験 2では、客観的な眠

気の変化も検討するため本課題を実施するこ

ととした。反応・無反応課題は、画面の中央に

約 1 秒間隔で表示されるアルファベット（A、

B、Cなど）に対し、できるだけ早くエンターキ

ーを押す課題であるが、「V」のアルファベット

が出た場合のみは反応してはいけない（図）。

反応・無反応課題は、行動抑制機能を実験的に

検討するための課題である。実験 2では、長時

間労働及び睡眠短縮により抑制機能が変化す

るかを検討するために本課題を実施すること

とした。今年度は、これらの課題を新たに作成

し、実験プロトコール精査のための予備実験を

行った。来年度は本実験を行う予定である。 

 

ボタンを押す 

120 

ボタンを押す 

ボタンを押さない 

G 

V 

早押し課題 

反応・無反応課題 

図 
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Ｄ．考察 

第 1期研究の結果は、長時間労働は心血管系

の負担を増大し、特に安静時血圧が高めの者の

負担が大きいことが示された。この血圧上昇は

概日周期の変化ではなく、長時間労働によるも

のであると考えられ、心血管系の負担を増大し、

特に高血圧を伴う者に、強い循環器負担が生じ

る可能性を示唆している。しかし、第 1期の研

究では、50～60代の労働者のデータが少なく、

加齢の影響に関しては不明な点が多い。第 2期

研究では、主に 50～60 代の対象者を追加し、

加齢の影響を引き続き検討する。 

一方、第 1 期研究では、50 分以上の休憩は

心血管系の過剰反応を抑制する効果が認めら

れた。労働基準法では、休憩の回数とタイミン

グなどに関する具体的な規定はなく、夕方以降

の時間外労働の場合は休憩せずに作業し続け

ることも予想される。その結果、長時間労働に

よる循環器系への負担が蓄積しやすいと考え

られる。第 2期の研究では、特に時間外労働の

多い夕方以降に長めの休憩を配置するタイミ

ングを具体的に検討する。さらに、心身の疲労

を回復するために、睡眠の確保は必要不可欠で

ある。しかし、長時間労働時には短時間睡眠に

なりやすく、疲労回復が不十分であることが懸

念される。このことから、第 2期研究では、長

時間労働と短時間睡眠の交互作用を明らかに

し、短時間睡眠後の長時間労働時における循環

器負担をさらに解明する。 

これらの研究結果を踏まえて、やむを得ず長

時間労働しなければならない場合、勤務中の休

憩や勤務前の睡眠を確保するなど、循環器系の

負担を減らすための対策の提案が可能となる。 

 

Ｅ．結論 

本研究から、①長時間労働による心血管系の

負担を軽減するための勤務中の休憩配置を提

案すること、②長時間労働時の加齢や安静時血

圧の影響を考慮したより具体的な対策を検討

すること、③長時間労働時の睡眠確保に関する

提案を行うことが可能になることが考えられ

る。将来的に、これらの対策は検証を経て、実

際に労働現場に取り入れることができれば、労

働者の健康維持、さらに循環器系疾患が原因と

なる過労死の予防につながると考えられる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

1） 劉 欣欣、池田大樹、小山冬樹、脇坂佳子、

高橋正也（2018）長時間作業時の血行動態

反応の個人差．労働安全衛生研究．

Vol.11(1), pp47-50. 

2） Xinxin Liu, Hiroki Ikeda, Fuyuki Oyama, 

Keiko Wakisaka, Masaya Takahashi, 

Kotaro Kayashima (2018) Hemodynamic 

responses to simulated long working 

hours with short long breaks in 

healthy men. Scientific Reports 8, 

14556. 

3） Hiroki Ikeda, Xinxin Liu, Fuyuki Oyama, 

Keiko Wakisaka, Masaya Takahashi, 

Kotaro Kayashima (2018) Comparison of 

hemodynamic responses between 



 

216 
 

normotensive and untreated 

hypertensive men under simulated long 

working hours.  Scandinavian Journal 

of work Environment Health. 44, 622-

630. 

 

2. 学会発表 

1） 劉 欣欣，池田大樹，小山冬樹，脇坂佳子，

高橋正也（2018）模擬長時間労働中の休憩

が血行動態反応に及ぼす影響．第 91 回日

本産業衛生学会，産業衛生学雑誌 60 

(Suppl.), 297. 

2） 劉 欣欣，池田大樹，小山冬樹，脇坂佳子，

高橋正也（2018） 模擬長時間労働におけ

る長めの休憩の効果と安静時血圧との関

係．日本生理人類学会第 78 回大会 抄録

集，p78. 

3） 池田大樹，劉 欣欣，小山冬樹，脇坂佳子，

高橋正也（2018） 長時間労働時における

正常血圧者と高血圧者の血行動態の比較：

実験室実験による検討．産業疲労研究会第

89 回定例研究会 抄録集，p2. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

なし  
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 別添４ 

平成３０年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究」 

分担研究報告書（実験研究） 

 

労働者の体力を簡便に測定するための指標開発 

 

研究分担者 松尾知明 独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 

過労死等防止調査研究センター・主任研究員 

 

研究分担者： 

蘇 リナ（労働安全衛生総合研究所過労死

等防止調査研究センター・研究員） 

 

Ａ．研究目的 

1. 研究の背景 

過労死やその関連疾患の防止策を検討する

疫学研究では、労働者を取り巻く様々な環境因

子の中からイベント発生（疾患発症等）との関

係が強い外的要因を特定し、その影響を数値化

するための分析を行うこととなるが、分析に際

しては、外的要因だけでなく、影響を受ける個

体側（労働者側）の特性も含めて検討する必要

がある。労働時間等の外的要因だけでなく、労

働者自身が備え持つ特性（内的要因）を含めて

議論することで、「外的要因の制御」と「内的

要因の改善」の両面から防止策が検討できる。 

労働者個人が備え持つ特性としては、年齢、

性別、体格、基礎疾患の有無、服薬・喫煙・飲

酒状況などの基本的特性がまず挙げられるが、

本研究班は、これらに加え、労働者自身が自ら

の身を護るための要素として体力、特にヒトの

代表的な体力指標であり、疾患発症との関連が

強いとされる“心肺持久力（cardiorespiratory 

fitness：CRF）”に着目した実験に、第 1 期か

ら継続して取り組んでいる。 

 

2. 第 1期（H27-H29年度）の研究成果 

CRF の代表的な評価指標は最大酸素摂取量

（V
．
O2max）であるが、V

．
O2max評価のために行われ

る運動負荷試験は、対象者に高強度運動を求め

たり、熟練した測定者と高額な装置が必要であ

ったり、一人当たりの測定に要する時間が長か

ったりするため、職場では取り入れにくい。ま

た、V
．
O2maxにはいくつかの推定法が提案されて

いるが、それらは必ずしも職場での活用が想定

されているわけではないうえ、妥当性の面で課

題がある。本研究では、簡易な体力測定にウェ

アラブル機器や質問紙の情報を加えた新しい

CRF評価法（仮称 HRmix）の開発を目指してい

る。HRmixを開発する作業は、V
．
O2maxを CRF評価

【研究要旨】 

過労死やその関連疾患の防止策を検討する疫学研究では、労働時間等の外的要因だ

けでなく、労働者自身が備え持つ特性（内的要因）を含めた議論を行い、「外的要因の

制御」と「内的要因の改善」の両面から防止策を検討する必要がある。本研究では、

“心肺持久力（cardiorespiratory fitness：CRF）”を重要な内的要因として掲げ、今

後の疫学研究で CRFを含めた検討が行えるよう、まず、その簡便な評価法（仮称 HRmix）

の開発を目指している。 

今年度は、1）第 1期（H27-29 年度）で取得したデータの解析による HRmix_ver.1の

開発、2）HRmix_ver.1を改良するための被験者実験、3）HRmix_ver.1 を用いた横断研

究に向けたデータ収集を行った。開発された HRmix_ver.1 は、性別、年齢、BMI、質問

紙（JNIOSH-WLAQ_CRF）情報、活動量計（ウェアラブル機器）情報、体力測定（JNIOSH

ステップテスト）情報を組み合わせた CRF評価法である。 

今後、企業等に出向き、大人数を対象に HRmix による測定・調査を行うためには、

また、HRmix による CRF 評価を労働者の健康管理ツールとして活用するためには、測

定・調査方法のさらなる簡便化（HRmix_ver.1 の改良）だけでなく、企業担当者の負担

軽減策が必要である。 
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のゴールドスタンダードとしたうえで、V
．
O2max

を推定するための因子を特定する作業、あるい

は、V
．
O2maxと関連の強い因子で対象者をできる

だけ細かく分類する作業と言える（図 1）。因子

の探索・選定に際しては、先行研究を参考にし

つつ、測定・調査が容易な因子がまず候補とな

る。職場健診等で定常的に入手される情報であ

り、V
．
O2maxとの強い関連が先行研究で示されて

いる、性別、年齢、体格などである。これらの

情報のみでの CRF 評価（V
．
O2max推定）も可能で

はあるが、その場合、それらが同一の対象者は

全て同一の CRF 値と評価されてしまうため、

HRmix開発においては、V
．
O2maxに関連が強く、且

つ、測定・調査時の検者・被検者の負担が少な

い独自因子をいかに見出すかがポイントとな

る。とは言え、既存因子の利用には限界がある

ため、これまでにない新しい因子（測定・調査

ツール）の開発が必要であり、そのような観点

から第 1 期では、V
．
O2maxに関連の強い因子を探

索する作業、さらには、新しい測定・調査ツー

ルを開発する作業に取り組み、その結果、HRmix

での活用を企図した新しいツールとして、質問

紙 JNIOSH-WLAQ_CRF（以下、WLAQ）と簡便な体

力測定法 JNIOSH ステップテスト（図 2）を開

発した。 

 

3. 今期（第 2期）の課題と今年度の作業 

第 2期の課題は、①HRmix_ver.1開発に向け

たデータ分析とその改良（精度向上とさらなる

簡便化）に向けた被検者実験、②HRmix ver.1

を用いた横断研究（CRF値と健診データとの関

係を検討）である。これらを踏まえた今年度の

具体的な作業として、以下を予定した。 

1. 第 1 期で得た全データの詳細な分析

（HRmix_ver.1の開発） 

2. HRmix_ver.1 を改良するための被験者実

験（データ収集） 

3. HRmix_ver.1 を用いた横断研究に向けた

データ収集 

 

Ｂ．研究方法 

1. 第 1 期で得た全データの詳細な解析

（HRmix_ver.1の開発） 

 第 1期では 30～60 歳の労働者男女 122人を

対象に、WLAQ 調査、JNIOSH ステップテスト、

ウェアラブル機器測定等の被験者実験を行い、

データを収集した。今年度は、まず、それらの

データを詳細に分析する作業を行った。具体的

には、各測定・調査ツールから得られるデータ

から多数のパラメータを作成し、それらと

V
．
O2maxとの関連の程度を検討した。続いて、

V
．
O2maxと関連の強いパラメータを複数選定し、

V
．
O2max推定に効果的な因子の組み合わせを探索

した（HRmix_ver.1開発作業）。 

 

2. HRmix_ver.1 を改良するための被験者実

験（データ収集） 

第 1期の実験を通じて、HRmix開発の課題と

して、男女差を検討する必要があること、日常

の心拍データの取得方法（ウェアラブル機器の

選択等）を改良する必要があることなどが挙げ

られていた。それらを検討するため、第 1期と

同様の被験者実験を本年度も行った。 

対象者は研究所の実験室に来室し、身体計測、

JNIOSH ステップテスト、トレッドミルを用い

た V
．
O2max測定、質問紙調査（WLAQ 等）を行い、

測定日の翌日より約 1週間、2種類のウェアラ

ブル機器（活動量計と心拍センサー）を同時に

装着した。 

 

3. HRmix_ver.1 を用いた横断研究に向けた

データ収集 

 第 2 期では被験者実験だけでなく、

HRmix_ver.1 を用いた横断研究にも取り組む

こととしており、今年度よりデータ収集を開始

した。データ収集のための測定と調査は、研究

所実験室若しくは協力企業の会議室で行った。

測定・調査項目は、身体計測、JNIOSHステップ

テスト、質問紙調査（WLAQ 等）、1 年以内の健

診データ（BMI、腹囲、血圧、血糖、HbA1c、HDL

コレステロール、中性脂肪等）である。また、

上述の被験者実験と同様に、対象者は測定日の

翌日より約 1週間、2種類のウェアラブル機器

（活動量計と心拍センサー）を同時に装着した。 

 

（倫理面での配慮） 

本研究は計画の立案から実施に至るまで、ヘ

ルシンキ宣言及び「臨床研究に関する倫理指針

（厚生労働省）」に従って行った。研究実施に

当たっては、対象者に対して研究内容を説明し

たうえで、研究参加に関する同意文書に署名を

受けた。本研究は、労働安全衛生総合研究所研

究倫理審査委員会にて審査され、承認を得たう

えで行った（通知番号：H2744, H2810, H2920, 

H3004）。 
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Ｃ．研究結果 

1. 第 1 期で得た全データの詳細な解析

（HRmix_ver.1の開発） 

 分析の結果、性別、年齢、体格（BMI）の他

に、WLAQ から得られるデータを用いて作成し

た 1パラメータ、活動量計（ウェアラブル機器）

から得られるデータを用いて作成した 1 パラ

メータ、JNIOSH ステップテストから得られる

データを用いて作成した 1 パラメータを組み

合わせて作成した“HRmix_ver.1”を考案した。

現在、実験内容の詳細を記述した論文を研究誌

に投稿中である。専門家による学術的な審査を

経て、論文が受理された段階で、HRmix_ver.1

の開発完了とする予定である。 

 

2. HRmix_ver.1 を改良するための被験者実

験（データ収集） 

 今年度中に、30～60 歳の労働者男女 80 人

（男性 39人、女性 41人）のデータを取得でき

る見込みである。データ分析（特にウェアラブ

ル機器データの処理）に時間を要するため、今

年度は被検者実験によるデータ収集のみを行

い、データ処理及び分析作業は次年度以降に行

う。 

 

3. HRmix_ver.1 を用いた横断研究に向けた

データ収集 

今年度中に、30～60 歳の労働者男女 146 人

（男性 70人、女性 76人）のデータを取得でき

る見込みである。HRmixによる CRF 値と健診デ

ータとの関係を横断的に検討するためには、多

人数のデータが必要となる。第 2 期 3 年間で、

計 1,000 人程のデータ収集を目標にしている。 

横断研究を進めるに当たっては、参加者をい

かに募るかが重要課題となる。本研究の進め方

としては、被験者を個別に募るだけでなく、協

力企業を募り、その従業員を対象とした測定を

行う方法が効率的である。協力企業を募る場合

は、企業及びその従業員が本研究に参加する意

義や利点を示す必要がある。そこで、本研究で

は、横断研究に参加した対象者が自身の体力や

身体活動の状況を客観的データとして把握で

き、それを自身の健康増進に役立てられるよう、

個別分析結果（CRF評価、身体活動状況の評価）

を返却することとし、本年度はそのためのシス

テム構築に取り組んだ。このシステムにより作

成される個別結果返却資料の例を添付資料 1

に示す。 

 

 

Ｄ．考察 

今年度に取り組んだ重要な作業は、第 1期の

被験者実験で得たデータを HRmix_ver.1 開発

に向けて詳細に分析する作業であった。その結

果、HRmix_ver.1の候補となる測定・調査方法

を考案し、その詳細についてまとめた論文を現

在、研究誌に投稿している。審査員との議論を

経て、測定・分析方法に関するコンセンサスが

得られた段階で、HRmix_ver.1の開発完了とし

たい。審査員の指摘により HRmix_ver.1の内容

を変更する場合があるため、本稿では、以下に

その概要のみを記す。 

HRmix_ver.1（候補）は、性別、年齢、BMI、

WLAQから作成したパラメータ、活動量計（ウェ

アラブル機器）から作成したパラメータ、

JNIOSH ステップテスト（体力測定）から作成し

たパラメータを組み合わせた CRF 評価法であ

る。その組み合わせは、測定・調査が容易な順

に 3段階あり、①性別、年齢、BMI、WLAQを組

み合わせたモデル、②そこに活動量計測定を組

み合わせたモデル、③さらに体力測定を組み合

わせたモデルである。CRF評価としての妥当性

（V
．
O2maxとの相関の強さ）は①、②、③の順に高

まるが、測定・調査の負担は同順で増す。 

今年度は、横断研究の一環として企業の会議

室等に出向き、その企業の従業員を対象に、体

力測定を含めたモデル（③）での測定・調査を

試みた。JNIOSH ステップテストは一人当たり

の測定時間は 5分程であり、複数名が同時に実

施できる。測定会場には運動実践に伴う和やか

な雰囲気が生まれることもあり、特に健康経営

を目指す企業には JNIOSH ステップテストによ

る体力測定会は好評であった。しかし、企業内

担当者には、参加者の時間調整や個別分析結果

資料の配布作業など、相応の負担が生じた。本

研究で行う横断研究では、今後はさらに大人数

の測定が必要となることを考えると、企業担当

者の負担軽減は必須である。その対策として、

HRmix改良研究（実験研究）では、HRmix_ver.1

のさらなる簡略化を目指す実験を計画してお

り、実務面では、評価方法のマニュアル化や個

別分析結果返却時のウェブ活用システムの構

築などを進めている。 

これまでの研究から得られたその他の課題

として、ウェアラブル機器データの処理方法が

挙げられる。最近はウェアラブル機器の機能が

向上し、対象者の日常の身体活動状況に関する

データを細かく、正確に収集できるようになっ

た。しかし、そのデータは 1分単位や 1秒単位
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で収集されるため、1被験者の 1週間分のデー

タ数は膨大となる。特に、本研究のようにデー

タマイニング的な分析を必要とする研究では、

データの加工・分析作業が極めて重要となる。

この作業を全て手作業で行うには限界がある

ため、現在、データ処理作業の効率化（専用プ

ログラム開発等）を進めている。 

 

Ｅ．結論 

今年度は、1）第 1 期のデータを詳細に解析

することによる HRmix_ver.1 の開発、2）

HRmix_ver.1を改良するための被験者実験、3）

HRmix_ver.1 を用いた横断研究のためのデー

タ収集を行った。HRmixは研究での活用だけで

なく、企業における社員の健康管理ツールとし

ても活用できる可能性がある。しかし、そのた

めには、企業担当者の負担軽減策に加え、HRmix

の改良（さらなる簡便化）が必要である。 

CRF 評価を疾病予防策に活用することにつ

いては国際的にも唱えられており、例えば、

American Heart Association（AHA）は、その

公式声明論文（Circuilation, 2016）の中で、

CRF は重要な循環器疾患リスクファクターの

中で、唯一、定期的に検査される仕組みが整っ

ていない健康指標である、と指摘している。

HRmix の開発及びその活用システム構築に向

けた研究を進展させることで、過労死関連疾患

の予防に貢献する成果、ひいては国民の健康増

進に貢献する成果をあげたいと考えている。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  なし 
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2018. 4.29-5.4. 

2) Tomoaki Matsuo, Rina So. Worker’s 

Cardiorespiratory Fitness Evaluation 

Using a 3-min Step Test with Daily 

Physical Activity Assessments. The 

65th annual meeting of American 

College of Sports Medicine, 

Minneapolis, USA, 2017.5.29-6.2. 

Medicine & Science in Sports & 

Exercise50(5S):408, May 2018. 

3) 松尾知明, 蘇リナ. 労働者の心肺持久力

を簡便且つ安全に測定するための指標開
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2018.5.16-19. 予稿集 P289. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 

  なし
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【添付資料 1. 個人の結果返却資料】 
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Abstract
Objectives: Cerebrovascular and cardiovascular diseases (CCVDs) and mental disor-
ders, including suicide, are prevalent among overworked individuals in Japan. The 2014 
legislation regarding the prevention of overwork‐related deaths and disorders has accel-
erated the research in this field and ultimately the implementation of preventive actions.
Methods: To understand the current problematic situations, the Research Center for 
Overwork‐Related Disorders of the National Institute of Occupational Safety and 
Health, Japan, conducted analyses of compensated claims for overwork‐related 
CCVDs and mental disorders that were recognized from January 2010 to March 2015.
Results: The majority of CCVD cases were the men in their 50s. Transport and 
postal activities was the highest risk industry. Cerebrovascular cases were higher 
than cardiovascular ones. Long working hours was the principal factor for CCVDs. 
The mental disorder cases comprised approximately 70% men and affected younger 
age groups (peak in the third decade) with various industries at risk. In men, there 
was an almost equal number of F3 (Mood [affective] disorders) and F4 (Neurotic, 
stress‐related, and somatoform disorders) diagnoses according to the 10th revision of 
the International Classification of Diseases and Related Health Problems. A larger 
number of women were diagnosed to have F4. The mental disorder cases were as-
sociated not only with long working hours, but also with injuries and disasters as well 
as interpersonal conflict at work.
Conclusions: Multiple, simultaneous actions need to be made by employees, em-
ployers, researchers, and the authorities to achieve the goal of reducing the number 
of workers suffering from the overwork‐related CCVDs and mental disorders.

K E Y W O R D S
excessive fatigue, Karoshi, overtime legislation in Japan, primary prevention, psychosocial work 
environment, work schedules

1 |  INTRODUCTION

Why do people die or get sick from diseases due to overwork? 
We have been struggling with how to address these tragedies 
for 30 years or more in Japan.1 Similar circumstances have 
also been reported in its neighboring countries including 

South Korea,2 Taiwan,3-5 and China.6 Furthermore, long 
working hours and other stress factors at work have been tar-
geted as critical hazards to workers’ health and well‐being in 
the European countries and the United States.7-10

A dramatic change occurred in Japan in November 2014 
when the Government enforced the law targeting at preventing 

This is an open access article under the terms of the Creative Commons Attribution-NonCommercial License, which permits use, distribution and reproduction in any medium, 
provided the original work is properly cited and is not used for commercial purposes.
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overwork‐related deaths and disorders.11 This progress clearly 
indicated the vesting of management and prevention of unfa-
vorable events among workers exposed to long working hours 
and poor psychosocial factors at work as a national responsibil-
ity. The legislation required four goals: (i) conducting research 
to understand the conditions leading to overwork‐related deaths 
and disorders, (ii) increasing awareness to the problems faced, 
(iii) establishing consultation services, and (iv) supporting
nongovernmental organizations for workers and their family
who experience the overwork‐related problems.

The Research Center for Overwork‐Related Disorders 
(RECORDS), newly developed at the National Institute 
of Occupational Safety and Health, Japan (JNIOSH), in 
November 2014, is responsible for the first goal. Specifically, 
the Center has been carrying out an analysis of workers’ 
compensation claims for overwork‐related cerebrovascular 
and cardiovascular diseases (CCVDs), as well as mental dis-
orders. Here, we present some essential results of our analy-
ses for compensated cases performed during the first phase 
(fiscal year 2015‐2017). Our annual reports for fiscal years 
2015‐2017 are available on the website of the Ministry of 
Health, Labour and Welfare.12-14

2 |  METHODS

We examined the yearly trends in the number of claimed and 
compensated cases for overwork‐related CCVDs and mental 
disorders during fiscal years 1998‐2017. Next, we assessed the 
number of compensated cases for overwork‐related CCVDs 
and mental disorders by sex and age from January 2010 to 
March 2015. Then, we investigated the number of compensated 
cases and incidence rates (IRs) per industry for overwork‐re-
lated CCVDs and mental disorders for the same time period.

We also assessed the frequency of occurrence of the types 
of diagnoses for work‐related CCVDs. Mental disorders 
were evaluated according to the International Classification 
of Diseases and Related Health Problems, Tenth Revision 
(ICD‐10) between men and women and also living and sui-
cide cases. Lastly, work‐related events causing a high level 
of psychological burden were classified and their incidence 
assessed between men and women.

3 |  RESULTS

3.1 | Current status of overwork‐related 
deaths and disorders in Japan: Findings from 
the claim analyses at RECORDS

3.1.1 | CCVDs
As depicted in Figure 1A, yearly trends in the number 
of claims filed for overwork‐related CCVDs have been 

relatively stable (~800 cases per year) since the fiscal year 
2002. Approximately 300 out of the filed claims have been 
compensated, which include a total of 100 deaths. Detailed 
data have been reported in the previous paper.15

Of the compensated cases for the overwork‐re-
lated CCVDs from January 2010 through March 2015 
(N = 1561), men were found to account for the majority 
(96%) of the cases. As depicted in Figure 2A, the age distri-
bution of the overwork‐related CCVD cases was character-
ized by an increase from the third decade of age, peaking in 
the fifth decade but then reducing in those aged ≥60 years. 
This was true for both CCVD cases.

The claim analyses found that the number of compen-
sated cases for overwork‐related CCVDs varied consider-
ably by industry (Figure 3). The largest number of cases 
was found in transport and postal activities (~30% of all 
the cases), followed by wholesale and retail trade, manu-
facturing, and construction. We calculated IRs as the num-
ber of compensated cases per 1 million employees in each 
industry to control for the number of employees working in 
the given industry. Figure 3 shows that the highest IR was 
still observed in transport and postal activities (28), except 

F I G U R E  1  (A) Number of claimed ( ) and compensated ( ) 
cases for overwork‐related cerebrovascular and cardiovascular diseases 
during fiscal years 1998 to 2017. Compensated cases include death 
cases ( ). (B) Number of claimed ( ) and compensated ( ) cases for 
overworkrelated mental disorders during fiscal years 1998 to 2017. 
Compensated cases include suicide cases ( )
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fisheries having 14 compensated cases. The present obser-
vation is very similar to situations in Taiwan.3,5

The recognition criteria for overwork‐related CCVDs in 
Japan classify four types of cerebrovascular diseases and 
four types of cardiovascular diseases as overwork‐related 
(Table 1).16 Overall, the number of compensated cases for 
cerebrovascular diseases was found to be 1.6 times higher 
than that for the cardiovascular diseases. This tendency 
is consistent with the dataset of compensated cases for 
overwork‐related CCVDs in South Korean workers.2 The 
observed patterns of diagnosis, for example, intracerebral 
hemorrhage as the top of the cerebrovascular diseases and 
myocardial infarction as the most frequently compensated 
cardiovascular disease, respectively, may inform us of the 
pathophysiology and management of the CCVDs associ-
ated with overwork. Recent findings for prospective studies 
with large sample sizes support the hypothesis that stroke 
is more closely related to long working hours.7,9,17

Regarding the occupational risk factors, chronic exposure 
to long working hours played a principal role. On average, the 
monthly overtime during the past 6 months before the dis-
ease onset was found to increase from 86, 89, 91, 93, 95, and 

100 hours in the past 6, 5, 4, 3, 2, and 1 months, respectively. 
The assessed maximum overtime should be seen as extraor-
dinary, ranging from 292 to 360 hours a month. Among the 
other factors, a long period of duty was most prevalent (31% 
of the cases), followed by night and shift work, irregular work 
schedules, or jobs with high mental demands.

For other relevant conditions, 50% of the cases worked at 
enterprises with <50 employees, and 10% at those with ≥500 
employees. Only 69% received an annual medical‐checkup, 
which was rather below the national average (82%).18 The 
Industry Safety and Health Act in Japan requires to provide 
medical interview by a physician to employees whose monthly 
overtime exceeds 100 hours in a 40 hours workweek. Only 
2% received the medical interview compared with 4% in the 
national survey.18 Of the overwork‐related CCVD cases, 35% 
had a past medical history.

3.2 | Mental disorders
In sharp contrast to the CCVDs, the number of claims filed 
for overwork‐related mental disorders has rapidly increased 
over the last 20 years (Figure 1B). In the fiscal year 2017, 
1732 claims were filed. The number of compensated cases 
also increased, being approximately 500 cases during the past 
5 to 6 fiscal years. This figure includes a total of around 100 
workers committed suicide. More detailed issues have been 
reported previously.15 When compared with South Korea, 

F I G U R E  2  (A) Number of compensated cases for overwork‐
related cerebrovascular ( ) and cardiovascular ( ) diseases (A) by age 
group during January 2010 to March 2015. Note that men accounted 
for 96% of all the cases. (B) Number of compensated cases for 
overwork‐related mental disorders in men ( ) and in women ( ) by 
age group during January 2010 to March 2015
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F I G U R E  3  Number of compensated cases ( ) and incidence 
rates (IRs, ) for overwork‐related cerebrovascular and cardiovascular 
diseases during January 2010 to March 2015. Mining and quarrying of 
stone and gravel excluded because there were no compensated cases. 
Services, NEC: Services, Not elsewhere classified. Scientific research, 
prof/tech services: Scientific research, professional and technical 
services

(IR)

Manufacturing
Wholesale and retail trade

0 10 20 30 40

(IR)

Medical, health care and welfare

Information and communications
Accomodations, eating/drinking services

Services, N.E.C
Construction

Transport and postal activities

Finance and insurance
Fisheries

Education, learning support
Real estate and goods rental and leasing

Living-related/personal/amusement services
Scientific research, prof/tech services

Electricity, gas, heat supply and water
Agriculture and forestry

Compound services

0 100 200 300 400 500
(Cases)

228



4 | TAKAHASHI

where the number of claims for the overwork‐related men-
tal disorders has increased as well, the approval rate is quite 
similar (approximately 30%), yet the proportion of suicides 
among the compensated cases seems lower (19% vs 39% 
[=74/189] during 2010‐2014).19

RECORDS analyzed the compensated cases for the over-
work‐related mental disorders that were recognized as over-
work‐related from January 2010 to March 2015 (N = 2000). 
Although almost all the CCVD cases were men, the mental 
disorders cases consisted of men 69% and women 31%. Their 
age distribution is illustrated in Figure 2B. The number of the 
cases was found to be largest in the third decade of age and 
decreased with advancing age in both men and women.

Analyses by industry showed that the mental disorders 
cases in manufacturing were the most common (Figure 4A). 
Wholesale and retail trade, medical, health care, and welfare, 
and transport and postal activities were also found to have a 
high number of cases. However, when assessing IRs, infor-
mation and communications (13.5), and transport and postal 
activities (13.0) had the highest IRs. IRs were high for scien-
tific research, professional, and technical services (11.8), and 
for real estate and goods rental and leasing (10.6). Data for 
stratified analyses by gender and age group have been pub-
lished in a separate paper.20

The suicide cases excluded women (4%) (ie, the men‐only 
cases) were subject to further analyses. As seen in Figure 4B, 
the overwork‐related suicide cases were found to be preva-
lent in manufacturing, wholesale and retail trade, and con-
struction. However, the highest IR was observed in scientific 
research, professional, and technical services (4.7). The next 
highest IR was for information and communications (3.9). 
The other industries with higher IRs were found for electric-
ity, gas, heat supply, and water (3.5), construction (3.2), and 
real estate and goods rental and leasing (3.2).

The recognition criteria for overwork‐related mental 
disorders in Japan addresses diseases with codes F2–F9 
according to ICD‐10, Chapter V (Mental, Behavioral and 
Neurodevelopmental disorders).21 Among living cases, 
clear differences in diagnosis were observed between men 
and women (Table 2). Men suffered equally from F3 (Mood 
[affective] disorders) and F4 (Neurotic, stress‐related and 

T A B L E  1  Diagnosis of overwork‐related cerebrovascular and 
cardiovascular diseases for compensated cases during January 2010 to 
March 2015

n % (N = 1561)

Cerebrovascular diseases 968

Intracerebral hemorrhage 447 28.6

Subarachnoid hemorrhage 289 18.5

Cerebral infarction 228 14.6

Hypertensive encephalopathy 4 0.3

Cardiovascular diseases 593

Myocardial infarction 268 17.2

Cardiac arresta 224 14.3

Dissecting aneurysm of the 
aorta

82 5.3

Angina pectoris 19 1.2
aIncluding sudden cardiac death. 
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for overworkrelated mental disorders by industry during January 2010 
to March 2015. Indusrties with >10 cases are selected. (B) Number 
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somatoform disorders), whereas almost 75% of women were 
diagnosed as F4. However, F32 (Depressive episode) and 
F43.2 (Adjustment disorders) were predominant in the living 
men. F43.1 (Post‐traumatic stress disorders) was noticeable 
in the living women. Men accounted for >95% of the suicide 
cases with the diagnosis of F3, more specifically F32.

The overwork‐related mental disorders in Japan can be 
recognized for compensation if the worker was found to 
have a high level of psychological burdens at work before 
the onset of mental disorders.21 Those burdens include two 
extremely stressful events, namely extremely stressful psy-
chological events (eg, life‐threatening injuries) and monthly 
overtime >160 hours, as well as 36 critical events encoun-
tered on the job. After categorizing the work‐related events 
into four main domains (long working hours, injuries and 

disasters, interpersonal conflict, and others), our recent study 
indicated that most of the cases in men (56%) was associated 
with long working hours and 25% and 16% involved injuries 
and disasters, and interpersonal conflict, respectively.22 In 
contrast, 41% and 33% of the cases in women were associated 
with injuries and disasters, and interpersonal conflict, respec-
tively. Furthermore, 25% was exposed to long working hours. 
Taken together, long working hours accounts for a large pro-
portion of the exposure among the overwork‐related mental 
disorders.19,23,24 Careful attention should, however, be given 
to non–work‐hour sources of exposure in the workplace to 
reduce the number of the mental disorders cases.

For other relevant factors, 45% of the cases worked at 
enterprises with <50 employees and 15% at those with 
≥500 employees. From December 2015, workplaces with 

T A B L E  2  Diagnosis of overwork‐related mental disorders for compensated cases by condition and gender during January 2010 to March 
2015

Living Suicide

Men (n = 1010) Men (n = 363)

Diagnosis n % Diagnosis n %

F30‐F39 Mood [affective] disorders 499 49.4% F30‐F39 Mood [affective] disorders 321 88.4%

Top 3: Top 3:

F32 Depressive episode 439 F32 Depressive episode 277

F31 Bipolar affective disorder 20 F3 Subclassification undetermined 27

F3 Subclassification undetermined 17 F33 Recurrent depressive disorder 11

F40‐F48 Neurotic, stress‐related and somatoform 
disorders

499 49.4% F40‐F48 Neurotic, stress‐related and 
somatoform disorders

41 11.3%

Top 3: Top 3:

F43.2 Adjustment disorders 205 F43.2 Adjustment disorders 24

F43.1 Post‐traumatic stress disorder 144 F43 Subclassification undetermined 8

F43.0 Acute stress reaction 34 F43.0 Acute stress reaction 4

Other than F3 or F4 12 1.2% Other than F3 or F4 1 0.3%

Women (n = 610) n % Women (n = 17) n %

Diagnosis Diagnosis

F30‐F39 Mood [affective] disorders 157 25.7% F30‐F39 Mood [affective] disorders 12 70.6%

Top 3: Top 3:

F32 Depressive episode 141 F32 Depressive episode 10

F3 Subclassification undetermined 10 F33 Recurrent depressive disorder 1

F31 Bipolar affective disorder 4 F3 Subclassification undetermined 1

F40‐F48 Neurotic, stress‐related and  
somatoform disorders

453 74.3% F40‐F48 Neurotic, stress‐related and 
somatoform disorders

5 29.4%

Top 3: Top 3:

F43.1 Post‐traumatic stress disorder 163 F43.0 Acute stress reaction 2

F43.2 Adjustment disorders 128 F41 Subclassification undetermined 1

F43.0 Acute stress reaction 59 F43.2 Adjustment disorders 1

Other than F3 or F4 0 0.0% Other than F3 or F4 0 0.0%

Top 3: the top three diagnoses within F3 or F4 are listed.
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≥50 employees in Japan have to carry out the Stress Check 
Program to promote the primary prevention toward occu-
pational mental disorders.25 This program measures both 
psychosocial work stressors and mental/physical responses 
according to the validated scales. Our studies used the claims 
until March 2015. In addition, the investigation report for 
overwork‐related problems does not require the evaluation of 
data from this program at the present stage. Regrettably, it is 
impossible to make any assessment of results of the impact 
of the Stress Check Program for the mental disorders cases.

4 |  DISCUSSION

4.1 | Overtime legislation in Japan
The Japanese Government is scheduled to regulate over-
time by setting a limit following amendment of the Labour 
Standards Act.26 The maximum overtime is set, in princi-
ple, at 45 hours per month and 360 hours per year. Under 
temporary, exceptional circumstances, 720 hours per year 
is allowed, provided that overtime including holiday work 
would be less than 100 hours per single month and 80 hours 
averaged over 2‐6 months. Monthly overtime >45 hours is 
up to six times a year. A penalty is given to violation. This 
regulation will be effective in April 2019 for large enter-
prises, 1 year later for small and medium‐sized enterprises, 
and 5 years later for drivers, construction workers, and medi-
cal doctors. The overtime limits proposed are expected to be 
implemented well and, in turn, receive better compliance. 
However, given the complicated nature of the overwork 
problems,27 the other aspects of working conditions need to 
be simultaneously optimized as discussed below.

4.2 | Potential strategies to reduce the 
risk of overwork‐related deaths and disorders
We should explore potential strategies to mitigate the Karoshi 
problems identified according to the research outcomes by 
RECORDS and others. Although long working hours should 
be avoided to prevent both the CCVDs and mental disorders, 
another important approach for protecting workers’ health 
and well‐being is to facilitate recovery from occupational 
fatigue after work. Coupled with shortened hours of work, 
ensuring a daily rest period can be a promising measure. 
Empirical data to support fatigue recovery with a daily rest 
period were limited except for shift‐working individuals.28-30 
Recent studies for daytime workers indicate that fatigue is 
more likely to be recovered as the daily rest period becomes 
longer in terms of stress responses, sleep duration and qual-
ity, and blood pressure.31-33 In particular, adequate sleep 
plays a core role in maintaining the health, productivity, and 
the quality of life among working populations.34,35 In other 
words, each workplace is recommended to make every effort 

to let employees take sufficient sleep through the appropri-
ate design of schedules for work and non‐work (daily rest 
period).36

Our analyses for the compensated cases for overwork‐
related mental disorders revealed that 16%‐33% experi-
enced interpersonal conflict with supervisors and others. 
Psychosocially healthy work environments are a critical re-
quirement of any workplaces in Japan. We need to recognize 
each role of employees, supervisors, and employers to ensure 
a healthy and productive work settings. For the Stress Check 
Program mentioned above, an important question remains 
as to how the data obtained should be used to improve the 
psychosocial work environment.37,38 The latest findings for 
workers in EU countries indicate that occupational stress, 
measured as job strain, elevates the mortality risk even 
among individuals with favorable health conditions, such as 
no lifestyle risk factors, normotensive, and better adherence 
to pharmacological treatment.8 This association highlights 
the need for managing work stress to avoid any damage in 
terms of both physical and mental health.

Notably, 25%‐41% of the mental disorders cases, includ-
ing post‐traumatic stress disorder and depressive episode, 
were associated with the injuries and disasters at work. 
Indeed, occupational injuries and trauma are known to result 
in psychiatric consequences.39,40 These findings emphasize 
occupational safety as an essential strategy to reduce the like-
lihood of mental disorders through decreases in on‐the‐job 
injuries and unsafe events.

As shown on this paper, the large differences in the 
CCVDs and mental disorders cases were found among work-
ers’ characteristics, industry, and other occupational fac-
tors including job type. This call for effective measures to 
be developed that target these conditions. Our data revealed 
several industries at high risk, namely transport and postal 
activities for CCVDs, and information and communications, 
transport and postal activities, and scientific research, profes-
sional and technical services for mental disorders. Each in-
dustry (or occupation) has specific risk factors leading to the 
overwork‐related problems. RECORDS undertakes industry‐
specific analyses of the claims accordingly, and the data will 
be reported elsewhere. To promote the preventive actions, 
prioritization is needed for those sectors at risk. Preferably, 
the relevant professional associations and the authorities may 
work collaboratively to solve the shared problems. For truck 
drivers, this sort of action has already been initiated.41

For the research perspectives, a variety of disciplines 
and methodologies are welcome. In this respect, epidemio-
logical and experimental research is needed, in addition to 
claim analysis. The epidemiological research provides evi-
dence for prospective associations between working con-
ditions and subsequent health outcomes via cohort studies 
and potentially effective measures via intervention stud-
ies. Experimental (laboratory) studies are expected to help 
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determine the mechanisms underlying health disorders asso-
ciated with long working hours and other stressful sources 
in a controlled setting. Already employing both approaches, 
RECORDS has found the longer duration and higher quality 
of sleep associated with longer periods of daily rest among 
daytime employees in a cross‐sectional survey.32 Our recent 
data from a simulated long (13 hours) working scenario 
show increased blood pressure during the work period, with 
a greater increase in blood pressure among participants with 
untreated hypertension during the later period.42 We also have 
been trying to develop practical indicators of cardiopulmo-
nary fitness for workers, since the cardiorespiratory fitness 
is shown to predict health outcomes.43,44 As part of this re-
search, the Worker's Living Activity‐time Questionnaire was 
validated.45 Moreover, the health benefits of replacing sitting 
with standing or walking in the workplace were estimated.46

Long working hours and other workplace factors should 
affect the physical and mental health of the workers world-
wide. Currently, South Korea, Taiwan, China, and Japan 
nationally compensate the claims for CCVDs and mental 
disorders according to the recognition criteria set by each 
country.47 Given the same region and similar backgrounds, 
mutual communications among the four countries may pro-
vide novel insight into how to tackle the urgent issue of 
overwork‐related problems. At the 2018 annual meeting of 
the Japanese Society of Occupational Health (JSOH), a joint 
symposium by JSOH and the International Commission of 
Occupational Health, Japan, was held with speakers from 
South Korea, Taiwan, and Japan to discuss overwork‐re-
lated deaths and disorders.48 This opportunity is believed 
to become the first step toward international collaboration.

5 |  CONCLUSIONS

Our critical goal is to reduce the number of workers suffer-
ing from overwork‐related CCVDs and mental disorders. At 
the same time, we have to prevent excessive fatigue at work 
and create decent workplaces through participatory actions 
by employees, employers, researchers, and the authorities. 
Each task requires significant effort, but it is our missions to 
realize the workplaces without overwork‐related problems as 
a social responsibility.
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Abstract: Objectives: This study aimed to describe the

sleep quantity, sleep quality, and daily rest periods

(DRPs) of Japanese permanent daytime workers. Meth-

ods: Information about the usual DRP, sleep quantity,

and sleep quality (Japanese version of the Pittsburgh

Sleep Quality Index: PSQI-J) of 3,867 permanent day-

time workers in Japan was gathered through an Internet-

based survey. This information was analyzed and di-

vided into the following eight DRP groups: <10, 10, 11,

12, 13, 14, 15, and �16 h. Results: The sleep durations

for workers in the <10, 10, 11, 12, 13, 14, 15, and �16 h

DRP groups were found to be 5.3, 5.9, 6.1, 6.3, 6.5, 6.7,

6.7, and 6.9 h, respectively. The trend analysis revealed

a significant linear trend as the shorter the DRP, the

shorter was the sleep duration. The PSQI-J scores for

the <10, 10, 11, 12, 13, 14, 15, and �16 h DRP groups

were 7.1, 6.7, 6.7, 6.3, 6.0 (5.999), 5.6, 5.2, and 5.2, re-

spectively. The trend analysis revealed a significant lin-

ear trend as the shorter the DRP, the lower was the

sleep quality. Conclusions: This study described sleep

quantity, sleep quality, and DRP in Japanese daytime

workers. It was found that a shorter DRP was associated

with poorer sleep quantity as well as quality.
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Introduction

Working for long hours causes adverse health effects1,2).

Japan indicated the longest paid working hours among all

the 26 member countries of the Organization for Eco-

nomic Co-operation and Development 3) . Measures are

necessary to prevent long working hours in Japan.

Daily rest period (DRP) is an interval between the end

of one workday and the beginning of the following work-

day. Sufficient DRP is necessary to prevent long working

hours. The European Union’s (EU’s) working time direc-

tive states that EU workers have the right to take “a mini-

mum DRP of 11 consecutive hours every 24 hours.”4) Al-

though, to our knowledge, there was no scientific basis

that EU has defined DRP as more than 11 h, this interval

is expected to directly secure the minimum acceptable

consecutive rest time and indirectly limit working hours

in a day for improved workers’ health. According to a

survey by the Ministry of Health, Labour and Welfare Ja-

pan, only 2.2% of 1,743 Japanese companies introduced

an interval system5). The Japanese government encourages

the introduction of the interval system6).

DRP contains sleep duration, leisure time, and com-

muting time. Among them, it is well known that adequate

amount of sleep is needed to recover from work, with

poor sleep quantity and quality being found to be associ-

ated with several health problems such as stroke7), coro-

nary heart disease8), depression9), and death10). However,

little is known about the relation between DRP, sleep

quantity, and sleep quality in not only the EU but also Ja-

pan. Ikeda et al.11) categorized 54 Japanese daytime em-

ployees at an information technology (IT) company into

long and short DRP groups of 12, 13, and 14 h and com-

pared them in order to find the differences. The results
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showed that a short sleep duration and poorer sleep qual-

ity were found in the short DRP group compared with the

longer DRP groups for the 12 h DRP criteria; however,

no differences were found between the 13 and 14 h DRP

groups; however, sleep duration and quality for the 11 h

DRP groups could not be compared because of the small

sample size. Further, as this study focused only on IT

workers, the results could not be generalized to the wider

business community. Therefore, the actual relation be-

tween DRP and sleep duration and quality in Japanese

daytime workers is unclear.

The aim of this study was to describe DRP and sleep

quantity/quality of Japanese permanent daytime workers.

We hypothesized that workers with a longer DRP had

longer sleep duration and better sleep quality.

Subjects and Methods

Survey and Sample
An Internet survey was conducted in Japan in Novem-

ber 2016. Data were collected through an Internet-based

investigation through a research company that randomly

sent e-mail participation requests to workers enrolled by

the research company. The workers then accessed the

web site URL attached to the e-mail and completed the

survey, and all of them received reward points from the

company. The first 10,000 workers ( age range : 20-64

years) who adapted the sample population selection that

was based on a composition ratio of sex, age group (20-

29, 30-39, 40-49, 50-59, and 60-64 years), and major in-

dustry (16 industry types) as reported in the Labour Force

Survey were recruited ; this survey is conducted every

month by the Statistics Bureau, Ministry of Internal Af-

fairs and Communications, Japan, to elucidate the current

state of employment and unemployment. Employee types

are as follows : self-employed, family worker, or em-

ployee (permanent worker, part-time worker, dispatched

worker, contract employee, entrusted employee, and

other). According to the Labour Force Survey, the 16 in-

dustry types are as follows: 1: agriculture and forestry; 2:

construction; 3: manufacturing; 4: information and com-

munications; 5: transport and postal activities; 6: whole-

sale and retail trade; 7: finance and insurance; 8: real es-

tate and goods rental and leasing; 9: scientific research

and professional and technical services; 10: accommoda-

tions and eating and drinking services; 11: living-related

and personal services and amusement services; 12: educa-

tion and learning support; 13: medical, health care, and

welfare; 14: compound services; 15: services, not else-

where classified; 16: government, except elsewhere clas-

sified.

As the present study was focused on the relation be-

tween DRP and sleep in permanent daytime workers,

nighttime shift workers (n=1,946) were excluded. Non-

permanent workers such as part-time workers, dispatch

workers, contract employees, and entrusted employees (n
=3,126) were also excluded as the working style for non-

permanent workers is diverse and could potentially have

caused wider DRP and sleep duration distributions.

Workers who had clearly different patterns from daytime

workers and did not meet the following conditions were

also excluded (n=1,061), for example, beginning of work

between 5:00 am and 11:59 am, end of work between

3:00 pm and 4:59 am, bedtime between 9:00 pm and 3:00

am, waking time between 3:01 am and 9:59 am, a DRP

longer than sleep duration, and a leisure time and round-

trip commute time �0 min. The final sample, therefore,

comprised 3,867 permanent daytime workers.

All participants provided web-based informed consent,

and this study was approved by the Research Ethics Com-

mittee of the National Institute of Occupational Safety

and Health, Japan.

Measures
The demographic data collected were sex, age (years),

employment type [permanent worker, part-time worker,

dispatched worker, contract employee, entrusted em-

ployee, and other], presence or absence of midnight shift,

industry type (16 types) , smoking status (0 = current

smoker, 1 = non-smoker or ex-smoker ) , alcohol fre-

quency (1 = almost never, 2 = 1-2 days/week, 3 = 3-5

days/week, and 4 = more than 6 days/week), job tenure

(years), and years of experience (years).

The workers’ living activity-time questionnaire

(JNIOSH-WLAQ)
12) was used to gather information about

the average DRP, sleep durations, leisure times, and

round-trip commute times during the previous month.

The questionnaire asked about the average in the previous

month for bedtime of the previous work day, waking time

on work days, and presence or absence of the need to

commute; if commuting, the beginning and end times of

the commute and the work end time; and if not commut-

ing, the work beginning and end times. DRP was calcu-

lated as the interval from the “end of working hours” to

the “beginning of working hours (no commute)” or “end

time after the commute (commute).” Sleep duration was

calculated from “bedtime of the previous work day” to

the following “waking time on workdays.” The commute

time for commuting participants was the duration from

the “beginning time of the commute” in the mornings to

the “end time of the commute” in the evening; the com-

mute time for participants who did not commute was set

at 0 h. Leisure time was calculated as the time remaining

after sleep and commute times were subtracted from

DRP.

The Japanese version of the Pittsburgh Sleep Quality

Index (PSQI-J)
13) was used to determine sleep quality dur-

ing the previous month. The PSQI-J includes 18 items-

bedtime, sleep onset latency, waking time, sleep duration,

sleep disturbances, sleep quality, use of sleep medication,

236



Hiroki Ikeda, et al.: Relation between daily rest periods and sleep 231

and daytime dysfunction during the previous month. The

total PSQI-J score (range 0 to 21) indicates sleep quality

with higher scores indicating greater sleep complaints.

Although the cutoff point for primary insomnia was set at

5.5, the actual cutoff point was�6 as the PSQI-J is calcu-

lated in 1-point intervals. The reliability and validity of

the PSQI-J has been confirmed13).

Analysis
Participants were categorized into the following eight

DRP groups: (1) <10 h, (2) 10 h (10 h-10 h59 min), (3)

11 h (11 h-11 h59 min), (4) 12 h (12 h-12 h59 min), (5)

13 h (13 h-13 h59 min), (6) 14 h (14 h-14 h59 min), (7)

15 h (15 h-15 h59 min), and (8)�16 h group. Sleep dura-

tions, PSQI-J scores, leisure times, round-trip commute

times, and workday bedtimes and waking times were ana-

lyzed using a one-way analysis of covariance, in which

the independent variable was the DRP group and the co-

variates were sex, age, industry type, smoking status, and

alcohol consumption frequency. Post hoc comparisons

were performed using the Bonferroni procedure. The

trend analysis was used to assess the relation between

DRP duration and sleep duration, PSQI-J score, leisure

time, bedtime, wake-up time, and round-trip commute

time. Pearson’s correlation analyses were conducted to

examine the relation between DRP and sleep duration,

leisure time, and round-trip commute time. All the statis-

tical analyses were conducted using SPSS version 24.0

for Microsoft Windows ( IBM Company, New York,

USA).

Results

Of the 10,000 initial participants enrolled by the re-

search company, this study analyzed 3,867 permanent

daytime workers. Table 1 provides the demographic data

for the participants of whom 35% were females, the mean

age was 42.7 ± 11.0 years, and the average work day was

10.1 ± 1.4 h. The sample was roughly similar to the aver-

age ratio of Japanese workers in each industry types as re-

ported in the Labour Force Surveys in November 2016
14).

The number of participants in each of the DRP groups

was as follows: <10 h-49 (1%), 10 h-94 (2%), 11 h-187

(5%), 12 h-470 (12%), 13 h-857 (22%), 14 h-1,488

(38%), 15 h-588 (15%), and�16 h-134 (3%).

Fig. 1 depicts the sleep durations for each DRP group.

As can be seen, sleep duration varied from around 5 h for

the <10 h DRP group to nearly 7 h for the �16 h DRP

group. The analysis of covariance for sleep duration re-

vealed a significant main effect for the group [F(7, 3859)

= 29.397, p<0.001]. Post hoc tests revealed that although

sleep duration was significantly longer in the 14, 15, and

�16 h groups than in the <10-13 h groups (all p<0.001),

there were no significant differences found between the

14, 15, and�16 h groups.

Fig. 2 shows the PSQI-J scores for each group. The

analysis of covariance for the PSQI-J score revealed a

significant main effect for the group [ F ( 7, 3859 ) =

12.890, p<0.001]. Post hoc tests revealed that the PSQI-J

scores were lower for the 14 and 15 h groups than for the

<10-13 h DRP groups (all p<0.05) and were also lower

for the�16 h group than for the <10-12 h groups (all p<

0.01). There were no significant differences in other pairs.

Table 2 shows the leisure time, round-trip commute

time, bedtime, and wake-up time for each group. The

analysis of covariance for leisure time revealed a signifi-

cant main effect for the group [F(7, 3859) = 382.523, p<

0.001], and post hoc tests revealed that there were signifi-

cant differences between all pairs (all p<0.01). The analy-

sis of covariance for round-trip commute time revealed a

nonsignificant main effect for the group [F(7, 3859) =

1.814, n.s.]. In addition, Pearson’s correlation analyses re-

vealed that sleep duration (r=0.208, p<0.001) and leisure

time (r=0.682, p <0.001 ) were significantly correlated

with DRP, but round-trip commute time was not signifi-

cantly correlated with DRP (r=−0.008, n.s.). There was a

significant difference in the correlation coefficient be-

tween sleep duration and leisure time (t=23.57, df=3864,

p<0.001), suggesting that DRP was more associated with

leisure time than with sleep time.

The analysis of covariance for bedtime revealed a sig-

nificant main effect for the group [F(7, 3859) = 8.335, p<

0.001]. Post hoc tests revealed that bedtime was later for

the <10 and 10 h groups than for the 12 to �16 h groups

(all p<0.05). In addition, bedtime was later for the 11 h

group than for the 14 h group (p<0.05). The analysis of

covariance for waking time revealed a significant main

effect for the group [F(7, 3859) = 14.503, p<0.001]. Post

hoc tests revealed that waking time was earlier for the

<10, 11, and 12 h groups than for the 14 to �16 h groups

(all p<0.05).

The trend analyses revealed significant linear trends for

sleep duration, PSQI-J score, leisure time, bedtime, and

wake-up time (all p<0.001), indicating that the shorter the

DRP, the shorter is the sleep duration and leisure time, the

worse is the sleep quality, the later is the bedtime, and the

faster is the wake-up time. On the other hand, no signifi-

cant linear trends were found for round-trip commute

times (n.s.). In addition, although gender differences were

analyzed in all variables, almost the same results were

found.

Discussion

This study aimed to describe the DRP, its components,

and sleep quality in Japanese permanent daytime workers.

Those with a shorter DRP tend to show shorter sleep du-

ration and lower sleep quality, as we hypothesized. We

also found that workers with a shorter DRP had shorter

leisure time, went to bed later, and woke up earlier on a
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Table　1.　Demographic data for participants (n = 3,867)

Mean (SD) or %

All 

(n = 3,867)

Men 

(n = 2,512)

Women 

(n = 1,355)

Age (years) 42.7 (11.0) 44.2 (10.7) 40.0 (11.0)

Job tenure (years) 13.6 (10.6) 14.7 (10.9) 11.4 (9.5)

Year of experience (years) 9.0 (8.4) 9.2 (8.7) 8.6 (7.9)

Working hours (hours) 10.1 (1.4) 10.4 (1.4) 9.6 (1.2)

Daily rest period (hours) 13.9 (1.4) 13.6 (1.4) 14.4 (1.2)

PSQI-J score 5.8 (2.9) 5.7 (2.8) 6.0 (2.9)

Sleep duration (hours) 6.5 (1.1) 6.5 (1.1) 6.6 (1.1)

Leisure time (hours) 6.0 (1.7) 5.7 (1.7) 6.6 (1.7)

Round-trip commute time (hours) 1.4 (1.0) 1.4 (1.0) 1.2 (0.9)

Start of working hours 8.3 (0.8) 8.3 (0.8) 8.5 (0.7)

End of working hours 18.4 (1.3) 18.6 (1.3) 18.1 (1.1)

Bedtime 23.7 (1.1) 23.7 (1.2) 23.7 (1.1)

Wake-up time 6.3 (0.9) 6.2 (0.9) 6.3 (0.9)

Smoking status (Current smoker) 26% 20% 6%

Frequency of alcohol drinking

almost never 46% 26% 20%

1-2/3-5/6 days (per week) 22/11/21% 15/8/17% 8/3/4%

Industry types

Agriculture and forestry  1%  2%  1%

Construction 10%  8% 13%

Manufacturing 20% 20% 21%

Information and communications  5%  4%  5%

Transport and postal activities  4%  4%  4%

Wholesale and retail trade 16% 18% 14%

Finance and insurance  3%  4%  3%

Real estate and goods rental and leasing  3%  3%  3%

Scientific research, professional, and technical services  4%  4%  4%

Accommodations, eating, and drinking services  3%  3%  2%

Living-related and personal services and amusement services  3%  3%  3%

Education, learning support  5%  6%  4%

Medical, health care, and welfare 12% 12% 13%

Compound services  1%  1%  1%

Services, not elsewhere classified  6%  7%  5%

Government, except elsewhere classified  4%  4%  4%

Footnote. SD: standard deviation. PSQI-J: Pittsburgh Sleep Quality Index (Japanese version).

work day.

We also evaluated the association between sleep dura-

tion and DRP. Sleep duration was shorter than 6 h in

workers with a DRP of less than 11 h. Sleep duration of

workers with a DRP of 14 h and more was longer than for

workers with a DRP of less than 14 h. There were no sig-

nificant differences in the sleep durations among the 14,

15, and �16 h DRP groups. The National Sleep Founda-

tion15) recommends 7-9 h of sleep duration and has stated

that less than 6 h sleep is not recommended for adults

(26-64 years). Sleep duration of less than 6 h was re-

ported as a risk for several health outcomes such as

stroke 7) , coronary heart disease 8) , and common cold 16) .

Therefore, given the link between short sleep duration

and these health problems, it is expected that the groups

with a DRP of less than 11 h, comprising those who have

short sleep duration, might be at a risk for these future

diseases. As well as sleep duration, both bedtime and

wake-up time linearly associated with DRP. It suggests

that shortage of sleep duration was caused by not only

later bedtime but also earlier wake-up time.

We examined the association between average sleep
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Fig.　1.　Relation between daily rest periods and sleep dura-

tion. Mean sleep duration is an estimated marginal

value that is adjusted for sex, age, industry type,

smoking status, and alcohol frequency. The error

bars indicate the standard error.

Fig.　2.　Relation between daily rest periods and sleep quality

(Pittsburgh Sleep Quality Index (PSQI-J) score). The

mean PSQI-J score is an estimated marginal value

that is adjusted for sex, age, industry type, smoking

status, and alcohol frequency. The error bars indicate

the standard error. aThe cutoff point for primary in-

somnia was ≥6.0. The 13 h DRP group was not over 

the cutoff point.

Table　2.　Mean (SE) bedtime, wake-up time, leisure time, and round-trip commute time in each group

Daily rest 

period

Mean (SE)

Leisure time 

(hour)

Round-trip commute time 

(hour)

Bedtime 

(hour)

Wake-up time 

(hour)

<10 hours 2.5 (0.2) 1.2 (0.1) 24.4 (0.2) 5.7 (0.1)

10 hours 3.4 (0.1) 1.3 (0.1) 24.3 (0.1) 6.1 (0.1)

11 hours 4.1 (0.1) 1.4 (0.1) 23.9 (0.1) 6.0 (0.1)

12 hours 4.7 (0.1) 1.4 (0.0) 23.8 (0.1) 6.1 (0.0)

13 hours 5.7 (0.0) 1.4 (0.0) 23.7 (0.0) 6.2 (0.0)

14 hours 6.5 (0.0) 1.3 (0.0) 23.6 (0.0) 6.3 (0.0)

15 hours 7.1 (0.1) 1.4 (0.0) 23.8 (0.0) 6.5 (0.0)

≥16 hours 8.5 (0.1) 1.2 (0.1) 23.7 (0.1) 6.6 (0.1)

Mean bedtime, wake-up time, leisure time, and round-trip commute time are estimated marginal values 

adjusted for sex, age, industry type, smoking status, and alcohol frequency.

quality and DRP. The mean PSQI-J score for workers

with a DRP of less than 13 h was above 6 points. As the

PSQI-J’s cutoff point for the primary insomnia score is

5.5 (i.e.,�6) points, these results indicated that some day-

time workers with a DRP of less than 13 h may deterio-

rate sleep quality. Workers with a DRP of 14 h and those

with more than 14 h were found to have a higher sleep

quality than workers with a DRP of less than 14 h. No

significant differences were found in the sleep quality

among workers with a 14, 15, and �16 hour DRP. Poor

sleep quality has been associated with several health is-

sues such as cardiovascular disease17) , depression9) , and

death 10) . Therefore, given the link between poor sleep

quality and these health problems, it is expected that the

groups with a DRP of less than 13 h, comprising those

who have poor sleep quality, might be at a risk for these

future diseases.

Although we described the relationships between DRP

and sleep duration and quality in Japanese permanent

daytime workers, a weekly working hour limit should be

discussed. The minimum 11 h DRP a day allows a maxi-

mum work duration of 65 h a week (five weekdays) ,

which is excessively long working hours. The EU’s

Working Time Directive recommend a minimum DRP

along with a limit to weekly working hours, which must

not exceed 48 h on average, including any overtime4). It is

necessary to establish both a minimum DRP and a weekly

working hour limit also in Japan.

For the relation among DRP, sleep duration, leisure

time, and commute time, DRP correlated with sleep dura-

tion and leisure time, suggesting that workers with longer

DRP have longer sleep duration and leisure time. On the

other hand, the correlation between DRP and sleep dura-
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tion was relatively weak compared with leisure time, and

there were no significant differences in the sleep dura-

tions among the 14, 15, and�16 h DRP groups. These re-

sults suggest that Japanese daytime workers with a certain

DRP (more than 14 h) may prioritize (or be prioritized)

ensuring leisure time over sleep duration. Winwood et

al.18) reported that behavior during leisure time activities

such as exercise, creative (hobby) activities, and social

activities was associated with fatigue recovery; this sug-

gests that ensuring leisure time is important to workers’

health. On the other hand, as described above, 7-9 h of

sleep duration were recommended for adults ( 26-64

years)15). Although Kosugo19) reported that a DRP of more

than 14 h is recommended to ensure an 8 h sleep duration,

the actual mean sleep duration for daytime workers with a

DRP of 14 h was 6.7 h in the present study. As a DRP of

14 h has a chance of ensuring 8 h sleep duration19), it is

desirable to obtain the leisure time with ensuring the rec-

ommended sleep duration (7-9 hours)15).

This study had several limitations. First, we did not

have information on whether the companies to which the

participants belonged employed any interval systems.

Second, in sample selection, we did not consider whether

the participants were permanent workers. As a result,

about 30% of the participants were nonpermanent work-

ers, and thus, we did not use their data for the analyses.

Third, leisure time would include unpaid work such as

housekeeping and caregiving, which may also influence

sleep duration and/or sleep quality. Fourth, the sleep du-

ration was subjectively assessed. It could be longer than

the objective sleep durations measured using objective

measurements (e.g., polysomnography)20). Finally, a web

survey would cause sampling biases. It could be possible

that some workers were too busy to participate in this sur-

vey, which resulted in a biased sample that included

fewer busy workers.

Although this study had some limitations, we describe

sleep quantity, sleep quality, and DRP in Japanese day-

time workers of a wider business community. Longer

DRP was associated with longer sleep durations and bet-

ter sleep quality. This finding is important because little is

known about the relation between DRP and sleep for day-

time workers.
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Hemodynamic Responses to 
Simulated Long Working Hours 
with Short and Long Breaks in 
Healthy Men
Xinxin Liu1, Hiroki Ikeda1, Fuyuki Oyama1,2, Keiko Wakisaka1 & Masaya Takahashi1

This study aimed to examine hemodynamic responses and the necessity of breaks under long working 
hours. Thirty-eight healthy males conducted PC-based work from 9:10 to 22:00. Nine 10-minute short 
breaks and two long breaks (a 1-hour break and a 50-minute break) were provided, and hemodynamic 
responses were measured regularly during this period. The results showed that systolic blood pressure 
increased during the working hours and cardiovascular burden increased under long working hours. 
Cardiac responses decreased, but vascular responses increased continually during work periods without 
long breaks. The long breaks, however, benefitted workers by preventing excessive decreases in 
cardiac responses and increases in vascular responses, but this effect may decrease with the extension 
of working hours. In conclusion, long working hours increase cardiovascular burden, and taking long 
breaks is important for reducing these burdens when long working hours cannot be avoided.

Long working hours are considered to be associated with increases in various health problems. The compensatory 
control model reported by Hockey1 suggested that work performance under stress may be protected by increas-
ing subjective effort and behavioral and physiological reactions. To sustain work performance during prolonged 
working hours, more resources are needed, and this results in increased physiological and psychological reac-
tions. On the other hand, the effort-recovery model reported by Meijman and Mulders2 indicated that negative 
effects on health by work occur under continued exposure to workload without sufficient recovery of increased 
physiological and psychological activities. Generally, long working hours directly connect with a heavy work-
load, poor sleep, and insufficient recovery, and all these factors are directly or indirectly related to an increased 
risk of various diseases, especially cardiovascular diseases. Published systematic reviews and cohort studies have 
reported that cardiovascular morbidity and mortality significantly increase if working hours exceed 50–55 hours 
per week, compared with standard hours (35–40 hours per week)3–5. In Asia, long working hours have become 
a major social issue in recent years. For example, 260 Japanese workers’ cerebrovascular and cardiovascular dis-
eases were considered to be caused by overworking in 2016, and 90% of these workers worked over 60 hours per 
week6. However, approximately 4.3 million workers still work more than 60 hours per week (80 hours overtime 
per month on average) in Japan alone7, and protecting these workers from overwork-related diseases is an emer-
gency issue.

Previous studies have suggested that cardiovascular measures are indicated in terms of different work-related 
strain outcomes. For example, Vrijkotte et al. reported that high work stress, which is defined as a combina-
tion of high effort and low reward at work, was associated with a higher heart rate (HR) and a higher systolic 
blood pressure (SBP) during work8. In addition, cardiovascular responses are also associated with cognitive and 
emotional state at work, and negative appraisal of the work and negative emotional state at work were asso-
ciated with stronger blood pressure (BP) reactivity9,10. Therefore, elucidation of the cardiovascular response is 
important for evaluating the work-related burden under long working hours. BP levels during standard working 
hours (generally 8 hours per day) are known to be higher than during other times, such as while at home and 
on non-work days8,11, and excessive increases in BP is considered to be long-term predictors of cardiovascular 

1National Institute of Occupational Safety and Health, Japan, Nagao 6-21-1, Tama-ku, Kawasaki, Kanagawa, 214-
8585, Japan. 2Department of Design Science Graduate School of Engineering, Chiba University, Yayoi 1-33, Inage-ku, 
Chiba, 263-8522, Japan. Correspondence and requests for materials should be addressed to X.L. (email: liu@h.
jniosh.johas.go.jp)

Received: 26 June 2018

Accepted: 6 September 2018

Published: xx xx xxxx

OPEN

252

mailto:liu@h.jniosh.johas.go.jp
mailto:liu@h.jniosh.johas.go.jp


www.nature.com/scientificreports/

2Scientific RePORTS |  (2018) 8:14556  | DOI:10.1038/s41598-018-32908-y

disorders12–14. However, how BP changes during the course of long working hours is unclear. In addition, under-
lying hemodynamic responses in increased BP, especially excessive increases in vascular responses, are also con-
sidered risk factors for cardiovascular disorders12,15,16. The underlying hemodynamic responses in increasing BP 
is that mean arterial pressure (MAP) is changed by responses of cardiac output (CO) and/or total peripheral 
resistance (TPR), and CO is changed by HR and/or stroke volume (SV). Our previous study17 investigated the 
hemodynamic responses of white-collar workers from 9:00 to 18:00 on a work day, and the results showed that 
the underlying hemodynamics of increasing MAP changed between the morning and the afternoon, although 
the MAP remained at the same level during these working hours. BP and HR from getting up to going to bed 
were also compared between 5 work days and 2 non-work days during a one-week period in the same study17. The 
results showed that BP significantly increased during working hours (from 9:00 to 18:00) and was higher than at 
the same time on non-work days. On the other hand, HR only changed between the morning and the afternoon 
on work days, suggesting that changes in the underling hemodynamics are due to the work but not circadian 
variation.

To recover from work-related fatigue, workers are permitted to take breaks at least a lunch break during work-
ing hours. According to the Labor Standards Law of Japan18, workers should not work more than 8 hours a day. A 
break longer than 45 minutes must be given if the working hours exceed 6 hours, and a break longer than 1 hour 
must be given if the working hours exceed 8 hours. In addition, the guideline regarding working with a visual 
display terminal also proposed a short break (10–15 minutes) between two 1-hour work periods19. However, 
these breaks mainly aim to reduce musculoskeletal and visual fatigue rather than the recovery of cardiovascular 
responses20,21. Few studies have examined whether these breaks provide the benefit of moderating cardiovas-
cular responses in detail. A previous study22 reported that short breaks (3 minutes) relaxed the central nervous 
system but did not effectively moderate cardiovascular responses. Another study23 suggested that hemodynamic 
responses were not moderated within a 30-minute relaxation period after the task period. Whether long breaks, 
such as 45- to 60-minute breaks, moderate cardiovascular responses are unknown.

The aims of this study are to examine how long working hours influence hemodynamic responses, and 
to consider the necessity of long breaks under long working hours. We hypothesize that long working hours 
increase cardiovascular burdens and expect that long breaks benefit the moderation of these burdens. Since the 
work-related physiological response is not always conclusive regarding subjective fatigue24, we also examined 
subjective stress, fatigue, and sleepiness under long working hours in this study.

Results
Hemodynamic responses. Thirty-eight male participants’ SBP were measured, as well as their diastolic 
blood pressure (DBP), MAP, SV, HR, CO, and TPR, at baseline from 9:05 to 9:10 and during task periods from 
9:10 to 22:00 (Fig. 1).

The hemodynamic responses exhibited in all measurement periods are shown in Fig. 2. Results of the 
repeated one-way ANOVA showed that SBP (F (7.76, 286.97) = 15.68, p < 0.001, ηp

2 = 0.30, power = 1.00), DBP  
(F (7.55, 279.41) = 5.33, p < 0.001, ηp

2 = 0.13, power = 1.00), MAP (F (7.53, 278.61) = 8.79, p < 0.001, ηp
2 = 0.19, 

power = 1.00), HR (F (3.86, 142.69) = 29.29, p < 0.001, ηp
2 = 0.44, power = 1.00), SV (F (6.25, 231.16) = 10.60, 

p < 0.001, ηp
2 = 0.22, power = 1.00), CO (F (5.15, 190.44) = 15.74, p < 0.001, ηp

2 = 0.30, power = 1.00), and TPR 
(F (4.97, 183.92) = 14.01, p < 0.001, ηp

2 = 0.28, power = 1.00) significantly changed among measurement periods.
The results of multiple comparisons between baseline and task periods are shown in the upper part of Table 1. 

Compared to baseline, SBP and MAP increased, especially in the afternoon and at night; DBP did not signifi-
cantly change throughout task periods. HR decreased in the morning, the latter half of afternoon, and at night; SV 
increased in the first half of afternoon and at night; CO decreased in the morning and during the last task period 
in the afternoon; and TPR increased in the morning and during the last task period in the afternoon.

A comparison among task periods without long breaks is shown in Table 2. HR decreased but TPR increased 
in the morning. In the afternoon (T4 to T9), BP (SBP, DBP, and MAP) increased and cardiac responses (HR, SV, 
and CO) decreased, but vascular responses (TPR) increased during the task periods without long breaks. At night, 
HR decreased but other indices did not significantly change.

A comparison between task periods before and after long breaks (Br1 and Br2) is shown in Fig. 2. The BP of 
T3 and T9 was not significantly different from T4 and T10, respectively. The HR of T3 was lower than T4, and 
T9 was lower than T10 (p < 0.05). The SV of T3 was lower than T4 (p < 0.05); the CO of T3 was lower than T4, 
and T9 was lower than T10 (p < 0.05). The TPR of T3 was higher than T4 (p < 0.05). Generally, cardiac responses 
increased, but vascular responses decreased after the long breaks, although BP did not significantly change after 
these breaks.

Figure 1. Time schedule of measurement. B: block; T: task period; Br: long break.
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Comparisons of change values before and after long breaks (|T4-T3| vs. |T10-T9|) showed that for DBP, 
|T4-T3| > |T10-T9| (t (37) = 2.58, p < 0.05); for MAP, |T4-T3| > |T10-T9| (t (37) = 2.19, p < 0.05); for HR, 
|T4-T3| > |T10-T9| (t (37) = 3.12, p < 0.01); for SV, |T4-T3| did not significantly differ from |T10-T9| (t 
(37) = 1.76, p = 0.089); for CO, |T4-T3| > |T10-T9| (t (37) = 2.83, p < 0.01); and for TPR, |T4-T3| > |T10-T9| (t 
(37) = 2.33, p < 0.05). These results showed that, aside from SBP and SV, the change values of all the other indices 
became smaller in the evening than at noon.

Figure 2. Hemodynamic responses exhibited during all measurement periods. SBP: systolic blood pressure; 
DBP: diastolic blood pressure; MAP: mean arterial pressure; HR: heart rate; SV: stroke volume; CO: cardiac 
output; TPR: total peripheral resistance; B: block; Br: long break; T: task period. Values are shown in mean and 
standard error. *p < 0.05; **p < 0.01.
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Subjective responses. The subjective stress (F (4.00, 147.87) = 16.30, p < 0.001, ηp
2 = 0.31, power = 1.00), 

fatigue (F (3.07, 113.70) = 38.66, p < 0.001, ηp
2 = 0.51, power = 1.00), and sleepiness (F (6.78, 250.00) = 2.24, 

p < 0.05, ηp
2 = 0.06, power = 0.82) were significantly different among measurement periods. Multiple compar-

isons between baseline and task periods are shown in the lower part of Table 1. Compared to baseline, stress 
increased in T1, T3, and T5 to T12 (p < 0.05); fatigue increased during all task periods (T1-T12, p < 0.05); and 
sleepiness increased in T6 and T8 (p < 0.05).

Task performance. The total trials and correct rates of all tasks are shown in Table 3. The results of 
two-way ANOVAs showed that, for total trials, the main effect of the task (F (1.72, 63.66) = 8.35, p < 0.001, 
ηp

2 = 0.18, power = 0.93) was significant and that CW > MA > NC (p < 0.01). The main effect of the block  
(F (2.44, 90.12) = 2.03, p = 0.13, ηp

2 = 0.05, power = 0.45) and interactions between factors (F (4.40, 
162.82) = 1.38, p = 0.24, ηp

2 = 0.04, power = 0.45) were not significant. For correct rates, the main effect of task (F 
(1.72, 63.66) = 8.35, p < 0.001, ηp

2 = 0.18, power = 0.93) was significant, and CW > MA and CW > NC (p < 0.05). 
The main effect of the block (F (2.44, 90.12) = 2.03, p = 0.13, ηp

2 = 0.05, power = 0.45) and interactions between 
factors (F (4.40, 162.82) = 1.38, p = 0.24, ηp

2 = 0.04, power = 0.45) were not significant.

Correlations. The results of the correlation analysis using average values across participants for each task 
period (n = 12) are shown in Table 4. SBP was significantly correlated with subjective stress (r = 0.83, p < 0.01) 
and fatigue (r = 0.89, p < 0.01) and was negatively correlated with HR (r = −0.59, p < 0.05). DBP was signifi-
cantly correlated with TPR (r = 0.89, p < 0.01) and negatively correlated with HR (r = −0.71, p < 0.05) and CO 
(r = −0.79, p < 0.01). MAP was significantly correlated with TPR (r = 0.78, p < 0.01), subjective stress (r = 0.75, 
p < 0.01), and fatigue (r = 0.76, p < 0.01), but negatively correlated with HR (r = −0.59, p < 0.05). HR was signif-
icantly correlated with CO (r = 0.77, p < 0.01) but negatively correlated with TPR (r = −0.86, p < 0.01). SV was 
significantly correlated with CO (r = 0.80, p < 0.01) but negatively correlated with TPR (r = −0.65, p < 0.05). 
CO was negatively correlated with TPR (r = −0.95, p < 0.01). Subjective stress was significantly correlated with 
fatigue (r = 0.99, p < 0.01).

T1 T2 T3 T4 T5 T6 T7 T8 T9 T10 T11 T12

Hemodynamic responses

SBP *a *a *a *a *a *a *a *a *a *a

DBP

MAP *a *a *a *a

HR *b *b *b *b *b *b *b *b *b

SV *a *a *a *a *a *a

CO *b *b *b

TPR *a *a *a *a

Subjective responses

Stress *a *a *a *a *a *a *a *a *a *a

Fatigue *a *a *a *a *a *a *a *a *a *a *a *a

Sleepiness *a *a

Table 1. Results of the comparison between the baseline and task periods (n = 38). SBP: systolic blood 
pressure; DBP: diastolic blood pressure; MAP: mean arterial pressure; HR: heart rate; SV: stroke volume; CO: 
cardiac output; TPR: total peripheral resistance; T: task period; *asignificantly higher than baseline (p < 0.05); 
*bsignificantly lower than baseline (p < 0.05).

In the morning (T1 to T3) In the afternoon (T4 to T9) At night (T10 to T12)

SBP ns T5 < T9* ns

DBP ns T4 to T5 < T9*; T5 < T8* ns

MAP ns T4 < T9*; T5 < T7 to T9*; T6 < T8 to T9* ns

HR T1 > T2 to T3* T4 to T5 > T6 to T9*; T6 > T7 to T9*; T7 > T9* T10 > T12*

SV ns T4 to T5 > T9* ns

CO ns T4 > T6 to T9*; T5 > T7 to T9*; T6 > T8 to T9* ns

TPR T1 < T3* T4 to T5 < T6 to T9*; T6 < T8 to T9* ns

Table 2. Comparisons among task periods without long breaks. SBP: systolic blood pressure; DBP: diastolic 
blood pressure; MAP: mean arterial pressure; HR: heart rate; SV: stroke volume; CO: cardiac output; TPR: total 
peripheral resistance; T: task period; *p < 0.05; ns: no significant difference.
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Discussion
The results of this study support our hypothesis. Compared to baseline, SBP increased during all task periods, and 
MAP increased, especially in the latter half of these periods, although DBP did not significantly change during 
any task periods. Some previous studies reported that workers experienced a significant increase in SBP, which 
is considered to be a long-term predictor of incident hypertension13,14,25. It is known that BP increases in the 
early morning and reaches peak value between mid-morning and noon; it then falls progressively and drops to 
the minimum value during the night26,27. This study showed that SBP remained at an increased state throughout 
long working hours and that the response pattern was different from the circadian rhythms of BP, especially dur-
ing the latter half of working hours. Additionally, SBP and MAP positively correlated with subjective stress and 
fatigue, and these results suggest that the increases in BP were due to the work-related strain but not the circadian 
rhythms. These results also suggest an increase in cardiovascular burden. Neither short breaks nor the long breaks 
showed significant effects on BP during long working hours.

Previous studies have reported that long working hours increased risks of cardiovascular diseases3–5, but other 
studies also reported a negative association between long working hours and cardiovascular diseases28–31. All of 
these studies were field investigations, and the different results could be mainly due to different study designs and 
different occupations of participants, as many occupational factors (e.g., work-related stress32, work contents and 
environment33,34, etc.) influence cardiovascular responses. This study, however, was performed in a controlled lab-
oratory environment, and participants conducted the same tasks under the same time schedule. We believe that 
some biases of field investigation were avoided and that the results of this study are reliable and faithfully reflect 
the association between cardiovascular responses and long working hours, although it was designed as an acute 
exposure to long working hours, and the cumulative effects of long working hours on the cardiovascular system 
should also be verified in the future.

On average, BP is positively correlated with TPR but negatively correlated with HR. However, the underly-
ing hemodynamics changed in a complicated manner during the working hours. Cardiac responses (HR, SV, 
and CO) decreased but vascular response (TPR) increased continually during task periods without long breaks. 
Previous studies have reported that cardiac responses are associated with physical activities and that decreases in 
HR during working hours were only detected in white-collar workers who sat for longer periods (66%) compared 
with blue-collar workers who sat for shorter periods (43%) at work32,35. The decreases in cardiac responses in this 

Block 1 Block 2 Block 3 Block 4

Total trials

Mental Arithmetic (MA) 437.03 464.39 462.26 468.95

SE 32.08 31.19 31.01 32.71

Color-word (CW) 788.74 758.97 804.29 818.97

SE 50.82 46.53 46.31 46.20

Number copy (NC) 267.74 281.39 284.71 292.71

SE 19.44 20.48 20.36 21.21

Correct rates (%)

Mental Arithmetic (MA) 97.89 97.82 98.41 97.96

SE 0.25 0.27 0.21 0.28

Color-word (CW) 98.92 98.56 98.81 99.32

SE 0.23 0.47 0.43 0.17

Number copy (NC) 97.64 97.80 98.17 98.18

SE 0.37 0.40 0.35 0.33

Table 3. Total trials and correct rates (%) of all tasks (n = 38). Values are shown in mean and standard error (SE).

SBP DBP MAP HR SV CO TPR Stress Sleepiness Fatigue

DBP 0.47

MAP 0.81** 0.89**

HR −0.59* −0.71* −0.78**

SV 0.42 −0.55 −0.15 0.24

CO −0.08 −0.79** −0.58 0.77** 0.80**

TPR 0.37 0.89** 0.78** −0.86** −0.65* −0.95**

Stress 0.83** 0.48 0.75** −0.50 0.29 −0.12 0.32

Sleepiness 0.20 0.25 0.29 −0.48 −0.05 −0.35 0.33 0.31

Fatigue 0.89** 0.45 0.76** −0.54 0.36 −0.10 0.32 0.99** 0.33

CR 0.19 0.34 0.33 −0.01 −0.14 −0.09 0.18 0.39 −0.37 0.36

Table 4. Correlation coefficients between indices (n = 12). SBP: systolic blood pressure; DBP: diastolic blood 
pressure; MAP: mean arterial pressure; HR: heart rate; SV: stroke volume; CO: cardiac output; TPR: total 
peripheral resistance; CR: correct rate; *p < 0.05; **p < 0.01.
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study were partly due to the long-term sedentary postures and low-level physical activities during continuous task 
periods without long breaks. In addition, a previous study36 has reported that prolonged monotonous daytime 
driving resulted in a linear decrease in HR. In this study, we repeatedly provided three slow-paced, simple mental 
tasks for a long time. For example, the previous study23 set the limitation at 3 seconds for a color-word (CW) task 
trial, but we set it at 10 seconds in this study, and the decreases in HR may also partly be due to the monotony of 
the tasks. The increased vascular response, however, could be mainly due to the accumulation of mental stress 
and fatigue during these continuous task periods because subjective stress and fatigue also increased during task 
periods. Previous studies suggested that excessive increases in vascular response increased the risks of cardiovas-
cular diseases12,15,16. TPR showed significant and continuous increases, but cardiac response showed continuous 
decreases, especially during task periods in the afternoon, suggesting that long continuous work without long 
breaks may result in excessive cardiac and vascular responses. The short breaks (10 minutes), however, did not 
show obvious effects on cardiovascular responses, and these results agree with the previous study23.

On the other hand, the continuously decreased cardiac responses (HR, SV, and CO) increased, and the con-
tinuously increased vascular responses (TPR) decreased after the long breaks (of more than 50 minutes). The 
long breaks are considered to be effective in preventing excessive decreases in cardiac responses and increases 
in vascular responses. Differences between short and long breaks were the length of released time from task and 
intake of meals. Previous studies have reported that meal nutrition (such as carbohydrates, proteins, fats, etc.) and 
activities could influence cardiovascular responses32,35,37,38. Because the participants’ activities were not monitored 
and meals were not consistent among participants, we could not distinguish the effects among these factors, but 
we believe that the total effects of these factors resulted in the positive output. A comparison of the change values 
before and after Br1 and Br2 suggested that the effects of long breaks decreased in the evening. These results 
suggest that the effect of long breaks becomes weaker in the evening. Br2 was shorter than Br1 by 10 minutes but 
we do not believe this difference substantially affected the results because the cardiovascular responses did not 
qualitatively change during a short rest period23,39. The results of this study show that long breaks benefit workers 
by preventing these excessive responses especially excessive increases in TPR and we believe that taking more 
than one long break is crucial when long working hours cannot be avoided.

Subjective fatigue and stress increased during task periods, and sleepiness only increased during later after-
noon (T6 and T8). There were no significant effects of breaks on these subjective indices, and these results 
suggested that the recovery of subjective fatigue and physiological responses may have different impacts. Task 
performance, however, was not different among task periods. In this study, we presented all tasks at a slow pace so 
that all participants could finish the trial within the limited time. We believe the slow pace of the task presentation 
resulted in all participants being able to finish the trials within the limited time, even when they were tired.

There are some limitations in this study. First, the experiment involved three simple tasks that are usually 
used in a laboratory, and the characteristics of these tasks may have influenced the hemodynamic responses. The 
results of this study should be verified in real workplaces because work in real workplaces is more complicated. 
Second, only male workers participated in the experiment; females should be included in future studies. Third, 
the influences of meals and activities during long breaks could not be distinguished in this study. We limited the 
meals to foods without much adipose and spice, but calories, carbohydrates, and adipose were not consistent. In 
addition, activities during breaks were not monitored or limited; all these elements need to be examined further 
to identify specific effect factors. Fourth, a previous study40 has reported that repeated measurements have a 
similar effect as a short break does because these measurements may cause changes in stressful situations. The 
repeated measurements in this study might be like additional breaks but we do not think these influences have an 
essential influence on the results because the measurement period was short and the response tendency within 
every block did not change significantly. Additionally, this study was a cross-sectional study; cumulative effects of 
long working hours are unknown, and follow-up investigation is necessary in the future. Finally, this experiment 
did not set a control condition, where the participants engaged in relaxing (non-work) activities during the entire 
experimental period. This fact did not allow us to make a more precise evaluation of the effects of breaks.

In conclusion, cardiovascular burden increased under long working hours. SBP increased throughout all 
working hours. Cardiac responses decreased but vascular responses increased continually during task periods 
without long breaks (of more than 50 minutes). The long breaks benefitted workers by preventing excessive hemo-
dynamic responses, but the effects may become weaker with the extension of working hours. The results of this 
study suggest that taking more than one long break is crucial to reducing work-related cardiovascular burden 
when long working hours cannot be avoided.

Methods
Participants. Participants were recruited through a company that has a database of potential participants 
who registered as subjects before the study. The recruitment criteria included age (30–59 years), gender (men 
only), health status in general (individuals who had no previous history of cardiac disease, diabetes, asthma, 
cerebral stroke, chronic liver disorder, back problems, or mental disorders), and resting SBP and DBP in par-
ticular (resting SBP ≤ 140 mmHg, and resting DBP ≤ 90 mmHg). All potential participants who could join in 
this experiment were interviewed, and their resting BP was confirmed by a nurse using an arm-cuff digital BP 
monitor (CH-463E; Citizen Systems Japan Co., Ltd., Tokyo, Japan). All interviews started at 14:00 or 14:30 and 
ended by 16:00 or 16:30. As a result of the interviews, 39 healthy males participated, but one participant was 
excluded due to measurement errors. The mean age of the 38 remaining participants was 42.5 ± 8.5 years old, and 
all the participants had normal resting BP (SBP < 140 mmHg, and DBP < 90 mmHg). After the details of the study 
were explained, the participants practiced the experimental tasks and reserved a different measurement day. The 
participants were requested to refrain from exercise and alcohol intake and to sleep more than 6 hours before the 
measurement day.
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All participants signed a written informed consent before the experiment. This study was approved by the 
Research Ethics Committee of the National Institute of Occupational Safety and Health of Japan (H2713), and all 
methods were performed in accordance with the relevant guidelines and regulations. The clinical trial registration 
number is UMIN000033103 (22/06/2018).

Procedures. On each measurement day, only one participant came to the laboratory at approximately 8:30. 
After a 15-minute rest, the measurement sensors were worn on the middle finger of the non-dominant hand. 
The time schedule of measurement is shown in Fig. 1. Baseline data at rest were measured when the participant 
was sitting (B0: 9:05–9:10). PC-based tasks started at 9:10 and consisted of twelve 45-minute mental task periods 
(T1-T12), which were divided into 4 blocks. Block 1 was in the morning (B1: 9:10–11:50; T1 to T3), block 2 (B2: 
12:50–15:30; T4 to T6) and block 3 (B3: 15:45–18:25; T7 to T9) were in the afternoon, and block 4 was at night 
(B4: 19:15–22:00; T10-T12). During task periods, the participant had to remain in a sedentary posture, and his 
behaviors were monitored in real time. During the last 5 minutes of each block, rest SBP and DBP were confirmed 
and if SBP > 180 mmHg or DBP > 110 mmHg, the experiment had to be stopped immediately. Eating and drink-
ing were prohibited during these blocks.

After each task period, a 10-minute short break was provided within each block. In addition, two long breaks, 
a 1-hour break at noon (Br1: 11:50–12:50), and a 50-minute break in the evening (Br2: 18:25–19:15) were pro-
vided. During breaks, the participant stayed in an exclusive rest room with sofas and could drink water freely, and 
his behaviors were not limited or monitored. Meals could only be eaten during the long breaks and were limited 
to foods without much salt, adipose, and spices. Caffeinated beverages or smoking were prohibited throughout 
the measurement day.

Mental tasks. The mental tasks included a CW task, a mental arithmetic (MA) task, and a number copy (NC) 
task. Each task was presented once per block. The presentation order was different among blocks, and counter-
balance was considered among participants. In the CW task, a target word was presented on a computer screen. 
The target word was the name of a color (e.g., green), which was printed in a different color (e.g., yellow). Around 
the target word, six buttons labelled with the names of colors were presented. The participants were instructed to 
press the button corresponding to the print color of the target word within 10 seconds. In the case of the exam-
ple, the correct reaction would be to press the button labelled “yellow.” The MA task was an addition task. Two 
random 2-digit numbers (10–49) were presented on a computer screen, and the participants had to add them 
mentally and type the result within 20 seconds using a 10-key pad. In the NC task, a random 10-digit number 
was presented on a computer screen, and the participants had to type the same number within 20 seconds using a 
10-key pad. If incorrect result was detected or the response time exceeded the limitation, an alarm sounded. Total
trials and correct answers were recorded automatically for all tasks.

Measurement indices and analysis. As hemodynamic response indices, SBP, DBP, MAP, CO, HR, SV, 
and TPR were measured using a noninvasive, continuous hemodynamic monitor (Finapres Pro, Finapres Medical 
Systems, Inc., Netherlands). The hemodynamic indices were measured for 5 minutes at the end of each task 
period, and sensors were removed immediately after measurement. After the measurement, subjective fatigue, 
stress, and sleepiness were measured using the visual analogue scale. Repeated one-way ANOVAs were conducted 
to examine differences in physiological and subjective responses among measurement periods. Repeated two-way 
ANOVAs (3 Tasks × 4 Blocks) were conducted to examine task performance. Multiple comparisons (Bonferroni) 
were conducted to further examine the significant results. If the result of Mauchly’s sphericity test was significant, 
Greenhouse-Geisser correction was used to estimate epsilon to correct the degree of freedom of the F value. 
Measures of effect size (ηp

2) and power were also reported. To compare the changes before and after long breaks 
(Br1 and Br2), absolute values of changes (|T4-T3| vs |T10-T9|) were compared using paired t-tests. A correlation 
analysis between BP and the other indices was also conducted using the average value across the participants for 
each task period. The level of significance was set at 0.05. Statistical analyses were carried out using IBM SPSS 
Statistics 19 (IBM Corp., Armonk, NY, USA).

Ethics approval. All participants signed a written informed consent before the experiment. This study was 
approved by the Research Ethics Committee of the National Institute of Occupational Safety and Health of Japan 
(H2713) and all methods were performed in accordance with the relevant guidelines and regulations.
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